
 
 

 

 

 

 

浜岡原子力発電所３号炉 高経年化技術評価 

（共通事項） 

 

補足説明資料 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年７月 14 日 

中部電力株式会社 

  



 
 

目 次 

 

１. はじめに ........................................................................................................................ 1 

２. 浜岡原子力発電所の保全概要 ........................................................................................ 1 

(１) 原子力発電所の保全管理に係る社内文書体系及び社内実施体制について ............. 1 

(２) 日常劣化管理事象の劣化管理について ................................................................... 4 

① 運転監視，巡視点検 ............................................................................................ 4 

② 定期的な試験 ...................................................................................................... 4 

③ 点検 ..................................................................................................................... 4 

④ 設備診断 ............................................................................................................. 5 

⑤ 水質管理 ............................................................................................................. 5 

(３) 主な経年劣化事象及び保全実績の例 ...................................................................... 5 

① 応力腐食割れ ...................................................................................................... 5 

② 腐食・減肉 .......................................................................................................... 6 

③ 疲労割れ ............................................................................................................. 7 

④ 絶縁低下 ............................................................................................................. 7 

⑤ 中性子照射脆化 ................................................................................................... 7 

⑥ コンクリート構造物の強度低下 .......................................................................... 8 

３. 高経年化技術評価に係る実施体制 ................................................................................. 8 

(１) 実施体制及び役割分担並びに実施工程 ................................................................... 8 

(２) 高経年化技術評価における文書及び記録の管理 .................................................. 11 

① 発電所の保安活動全般を規定する主な文書類 .................................................. 11 

② 高経年化技術評価の実施に関する事項を規定する主な文書類 ......................... 11 

③ 力量管理，教育訓練に関する事項を規定する主な文書類 ................................ 12 

④ 調達管理に関する事項を規定する主な文書類 .................................................. 12 

⑤ 文書・記録の管理に関する事項を規定する主な文書類 .................................... 12 

(３) 力量管理 ............................................................................................................... 12 

① 目的 ................................................................................................................... 12 

② 力量の明確化 .................................................................................................... 13 

③ 力量評価記録の管理 .......................................................................................... 13 

(４) 協力事業者の管理 ................................................................................................. 13 

① 協力事業者の評価 ............................................................................................. 13 

② 調達文書の作成 ................................................................................................. 13 

③ 品質保証体制等の確認 ...................................................................................... 13 

④ 調達製品の検証 ................................................................................................. 13 

４. 高経年化技術評価の実施手順 ...................................................................................... 13 



 
 

(１) 高経年化技術評価対象機器の抽出 ........................................................................ 15 

(２) 機器のグループ化・代表機器の選定 .................................................................... 15 

(３) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 .................................................. 15 

(４) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に対する技術評価 ................................ 18 

(５) 運転経験及び最新知見の反映 ............................................................................... 20 

① 運転経験 ........................................................................................................... 20 

② 最新知見 ........................................................................................................... 20 

別 紙 ................................................................................................................................. 21 

１．炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，中央及び周辺燃料支持金具，制御棒案

内管の目視点検の実施状況（頻度，範囲等）について ........................................... 22 

２．社内規程における管理と日本機械学会の規格の内容と，炭素鋼配管（給水系等）の

点検実績について .................................................................................................... 25 

３．原子炉冷却材浄化再生熱交換器及び余熱除去熱交換器の胴の運転圧による漏えい

確認の状況（検査頻度，検査結果）並びに，余熱除去熱交換器胴の肉厚測定の実施

状況（検査頻度，検査結果）と現状保全での管理可能な肉厚の想定値について .... 30 

４．高経年化技術評価劣化事象一覧 ............................................................................... 31 

５．炉心シュラウド支持ロッドに対する高経年化対策上の劣化事象の抽出プロセスに

ついて .................................................................................................................... 214 

６．安定停止状態で進展しない経年劣化事象一覧 ....................................................... 215 

７．原子炉格納容器内設置のステンレス鋼系仕切弁の貫粒型応力腐食割れ低減対策の

状況について ......................................................................................................... 217 



- 1 - 

１. はじめに 

本資料は，浜岡原子力発電所３号機（以下，「浜岡３号機」という。）高経年化技術評価書の共通事

項を補足するものとして，高経年化技術評価に係る実施体制及び業務手順等について取りまとめた

ものである。 

浜岡３号機の高経年化技術評価は，「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド（以

下，「高経年化対策実施ガイド」という。）」に基づき，想定される経年劣化事象に関する技術評価を

実施するとともに，運転を開始した日から 30 年以降の 10 年間に高経年化の観点から現状保全を充

実するために新たに加えるべき保全項目を抽出して長期保守管理方針を策定し，平成 28 年８月 25

日に同方針に係る保安規定変更認可を申請した。 

 

２. 浜岡原子力発電所の保全概要 

原子力発電所に対する保全では，系統・機器及び構造物の経年劣化が徐々に進行して最終的に事

故・故障に至ることのないよう，定期的な試験や点検等により経年劣化の兆候を早期に検知し，必要

な処置を行うことにより，事故・故障を未然に防止している。 

日常的な保守管理において，時間経過に伴う特性変化に対応した劣化管理が的確に行われている

経年劣化事象（以下，「日常劣化管理事象」という。）の劣化管理の考え方を以下に記す。 

 

(１) 原子力発電所の保全管理に係る社内文書体系及び社内実施体制について 

日常劣化管理事象における保全管理の実施にあたり，主な社内文書体系を図１に示す。また，

保全管理に係る社内実施体制を図２に示す。 
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図１ 保全管理に係る社内文書体系図 

 

・「原子力品質保証規程」 

当社原子力発電所に関する安全文化醸成活動及び品質保証活動の基本的事項について定め

ている。 

・「品質保証計画書」 

原子力品質保証規程に基づき，浜岡原子力発電所に係る品質マネジメントシステムについて

定めている。 

・「保守管理指針（運転）」 

原子力発電施設の安全及び電力の安定供給を確保するために保守管理の具体的事項につい

て定めている。 
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図２ 保全管理に係る社内実施体制 

●：日常劣化管理事象における保全管理の実施部署 
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(２) 日常劣化管理事象の劣化管理について 

当社は，運転監視，巡視点検，定期的な試験及び点検により機器・構造物の健全性を確認し，

経年劣化等の兆候が認められた場合には詳細な調査及び評価を行い，補修，取替え等の保全を実

施している。特に長期の使用によって発生する経年劣化事象については，点検により経年的な変

化の傾向を把握し，故障に至る前に計画的な保全を実施している。 

具体的には，「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」第 81 条第１項（導入当時は第

11 条第１項）に掲げる発電用原子炉施設の保守管理に係る要求事項を満たすものとなった，「原

子力発電所の保守管理規程（JEAC4209-2007）」に基づき，社内指針類を策定して，以下の保守

管理を実施している。 

① 運転監視，巡視点検 

運転状態を各種指示計，記録計，計算機出力等により常時運転員が監視するとともに，多種

多様な設備について【巡視点検手引（運転）】に基づき，運転員及び保修員が計画的に巡視点検

を行い，機器等の健全性確認，経年劣化等の兆候の早期発見に努めている。 

 

② 定期的な試験 

プラントの運転中を主体に待機設備の作動確認等の定期的な試験を行い，機器・構造物の健

全性確認及び経年劣化等の兆候の早期発見に努め，事故・故障の未然防止を図っている。 

 

③ 点検 

「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（平成 25 年７月７日以前は，「電

気事業法」）に基づく施設定期検査等に合わせ，定期的にプラントを停止し，プラント全般にわ

たる設備の点検（分解・開放点検を伴う機器については，点検手入れ前後のデータの取得等）

を実施して，設備の機能維持及び経年劣化等の兆候の早期発見に努め，事故・故障の未然防止

を図っている。 

また，プラントを停止せずに点検を実施できる設備については，同様の点検をプラント運転

中に実施している。 

点検の結果は，【工事要領書・報告書作成手引（運転）】に基づき，点検手入れ前後のデータ

を取得し，記録としてまとめ，設備の経年的な傾向を管理し，以後の保全計画に反映している。 

なお，浜岡３号機は，プラントの停止期間が１年を超過することから，設備の運転状況等を

考慮し，機能の維持を図るために必要な保全や長期保管対策に関する特別な保全計画を定めて

いる。 
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④ 設備診断 

設備の状態を定量的又は定性的に把握するため，【設備診断手引（運転）】に基づき，以下の

状態監視技術を導入し，実施している。 

・ 振動診断 （回転機器） 

・ 潤滑油診断（回転機器，タービンの軸受油等） 

・ サーモ診断（回転機器，電源設備，送変電設備等） 

 

⑤ 水質管理 

【水質管理手引（運転）】に基づき，化学的損傷及び腐食の抑制，原子炉内に持ち込まれる

不純物の抑制，熱伝達表面及び機械的部分の汚れの抑制等を実施している。 

 

(３) 主な経年劣化事象及び保全実績の例 

① 応力腐食割れ 

a． シュラウドサポート，炉心シュラウド  

シュラウドサポートのプレートに溶接により取付けられているマンホールふたについて

は，海外プラントにおける損傷事例に鑑みた対策として，第４回定期検査時にマンホールふ

たの取付構造を溶接タイプからボルト接合タイプへの変更を行った。 

第 12 回定期検査時において,炉心シュラウドの目視点検を行ったところ，中間胴溶接線内

側近傍の胴部，中間胴と下部リングとの溶接線外側近傍の下部リング及びシュラウドサポ

ートリングの溶接線内側近傍のシュラウドサポートリング等にひび割れを確認したため，

これらのひび割れについてき裂進展評価を行い，５年後においても十分な構造強度を有し

ていることを確認したことから，発電用原子力設備技術基準特殊設計施設の認可を受け，第

12 回定期検査においてはひび割れの進展に対して，十分な強度を有するうちに補修工事を

行うこととし，運転を継続した。 

第 13 回定期検査時に炉心シュラウドの全周方向溶接線が全周分離した場合においても，

炉心シュラウドの構造健全性を確保できる炉心シュラウドとシュラウドサポートの間に炉

心シュラウド支持ロッドを取付ける工法により補修を実施した。 

自他プラントにおいて,炉心シュラウド溶接部に応力腐食割れが確認されたため，応力腐

食割れ発生要素の一つである残留応力を改善する目的で，炉心シュラウドの溶接部の一部

について，第 12 回定期検査時にレーザピーニングを実施した。 

炉心シュラウドを含む炉内構造物に対する維持規格及び「欠陥の解釈」による点検の方法，

頻度並びに至近の点検実績については別紙１に示す。 

 

b． 制御棒駆動機構ハウジングのスタブチューブ 

原子炉圧力容器炉底中央部の制御棒駆動機構ハウジングのスタブチューブ及びドレンノ
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ズルの溶接部に対して，応力腐食割れ発生要素の一つである残留応力を改善する目的で，第

13 回定期検査時にレーザピーニングを実施した。 

 

c． 原子炉冷却材再循環系配管 

自他プラントにおける原子炉冷却材再循環系配管のひび割れ事象の対応のため，第 12 回

定期検査において，原子炉冷却材再循環系配管溶接部等の点検を実施した結果，９箇所にひ

び割れの兆候を確認したため，第 12 回定期検査時に，ひび割れの兆候が確認された箇所に

ついて，新規配管に取替えるとともに，溶接部に高周波誘導加熱処理による残留応力改善を

実施した。 

 

② 腐食・減肉 

a． 配管 

配管の減肉管理については，【減肉管理手引（運転）】に基づき，点検の計画を策定し，点

検，評価，措置及び改善を計画的に実施している。 

なお，【減肉管理手引（運転）】は，日本機械学会 発電用原子力設備規格「沸騰水型原子

力発電所配管減肉管理に関する技術規格（2006 年版）」（JSME S NH1-2006）（以下「減肉

技術規格」という。）等に基づき定めている。減肉技術規格と【減肉管理手引（運転）】にお

ける管理内容の比較及び主な炭素鋼配管の現時点までの残存寿命が最も短い点検実績を別

紙２に示す。 

 

b． 原子炉機器冷却水熱交換器及び高圧炉心スプレイ機器冷却水熱交換器 

原子炉機器冷却水熱交換器及び高圧炉心スプレイ機器冷却水熱交換器の伝熱管について

は，施設定期検査毎（１回／１サイクル）に開放し，伝熱管の目視点検，ブラシによる清掃，

渦流探傷検査を実施し，有意な指示が確認された場合は必要に応じて施栓を行っている。 

また，現状の安定停止状態においては，その運転状況を考慮した追加的な点検等（原子炉

機器冷却水熱交換器は１回／24 月の頻度で開放点検を，高圧炉心スプレイ機器冷却水熱交

換器は巡視点検を実施）を実施している。施栓本数は許容本数を満足しており，施栓箇所も

含めて伝熱管に漏えいのないことを確認している。 

 

c． 原子炉冷却材浄化再生熱交換器及び余熱除去熱交換器 

原子炉冷却材浄化再生熱交換器の胴については，点検計画に基づき，毎サイクルプラント

起動時に運転圧による漏えい確認を実施しており，至近の第 17 サイクルプラント起動時に

漏えいのないことを確認している。 

また，余熱除去熱交換器の胴については，【巡視点検手引（運転）】に基づき，毎サイクル

プラント停止時の停止時冷却モード運転時に漏えい確認を実施しており，至近の第 17 サイ
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クルプラント停止時に漏えいのないことを確認している。 

なお，余熱除去熱交換器の胴における想定腐食量及び設計腐食代並びに建設時の肉厚測

定結果及びプラント長期停止期間中に実施した肉厚測定結果を別紙３に示す。その結果，建

設時の肉厚と比較し，減肉は認められなかった。 

 

③ 疲労割れ 

a． 配管 

平成 14 年５月に，原子炉起動中の浜岡原子力発電所２号機（以下，「浜岡２号機」とい

う。）で，余熱除去系低圧注入管第２隔離弁ドレン配管溶接部より漏えいが発生した。 

漏えいの発生した原因は，当該配管溶接部の下端部が，応力が集中しやすい形状で，余熱

除去系両系注入運転時において，近傍の低圧注入配管の振動に当該配管が共振し，これによ

り当該配管溶接部に繰返し応力が加わり，高サイクル疲労割れが発生し漏えいに至ったも

のと推定された。 

このため，水平展開として浜岡３号機において，浜岡２号機の類似箇所を選定した結果，

該当箇所はなかったが，一層の信頼性向上の観点から，使用時間が短く疲労割れに至る繰返

し回数に達していない系統に接続され，かつ振動の影響を受ける範囲にある小口径配管の

溶接部について，第 12 回定期検査時に非破壊検査及び疲労評価を行い，振動解析等により

当該部にかかる応力等を評価し，配管ルート変更，サポート追加，突合せ溶接化及び改良す

み肉溶接による設備対策を実施した。 

 

b． 原子炉冷却材再循環ポンプ 

原子炉冷却材再循環ポンプの軸シール冷却水と高温炉水との流体混合により生ずる熱疲

労対策として，電力共同研究により開発が行われた改良型ケーシングカバー（ヒータ付きサ

ーマルバリア方式）へ第９回定期検査時に(A)ポンプを，第 10 回定期検査時に(B)ポンプの

取替えを実施した。 

 

④ 絶縁低下 

a． 460V 母線連絡バスダクト取替え 

塩分や塵あいの付着による絶縁低下に伴う短絡により，バスダクトが焼損したため，第７

回定期検査時に，絶縁ホルダーを新品に取替え，導体には絶縁テープを巻き，換気口を閉鎖

し非換気形のバスダクトに取替えを実施した。 

 

⑤ 中性子照射脆化 

a. 原子炉圧力容器 

原子炉圧力容器は，運転中に中性子照射を受けることにより機械的性質が変化する。この
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変化を定期的に調査し，原子炉が安全に運転されていることを確認するための監視試験片

が原子炉圧力容器内に設置してある。原子炉圧力容器鋼材監視試験片については，第２回定

期検査で加速照射試験片を，第６回定期検査で照射試験片の一部を取出し，衝撃試験及び引

張試験の実施により，機械的性質を測定した結果，関連温度の上昇は国内脆化予測式を下回

っており，問題のないことを確認した。 

 

⑥ コンクリート構造物の強度低下 

a． コンクリート構造物 

コンクリート構造物の長期的な健全性を確認するため，平成 16 年 11 月から平成 17 年

11 月にかけて，浜岡原子力発電所の建物・構造物（原子炉建屋，タービン建屋，補助建屋，

取水槽）からコアサンプルを採取し，膨張促進試験及び圧縮強度試験を実施し，健全である

ことを確認した。 

 

３. 高経年化技術評価に係る実施体制 

(１) 実施体制及び役割分担並びに実施工程 

高経年化技術評価は，社内規程【高経年化に関する技術評価実施手引（運転）】に基づき実施した。

実施体制及び役割分担については図３，実施工程は図４に示す。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図３ 高経年化技術評価実施体制及び役割分担 

○運転経験及びトラブル情報の調査・収集 

○高経年化技術評価書及び長期保守管理方針の審査 

○高経年化に関する研究等（耐震安全性及び耐津波安全性（コンクリート構造物及び鉄骨構造物

を除く））により得られた情報の提供 
○耐震安全性評価及び耐津波安全性評価（コンクリート構造物及び鉄骨構造物を除く）の実施並

びに長期保全計画及び技術評価書の作成助勢 

○高経年化技術評価書及び長期保守管理方針の審議 

○保安の監督の観点から評価結果等の確認 

○統括責任者 
○高経年化技術評価書及び長期保守管理方針

の承認 

発電所長 発電所 

○実施責任者 

原子炉主任技術者 

安全品質保証部長 

○国・他電力の情報収集，提供 
○高経年化に関する研究等（耐震安全性及び耐津波安全性並びにコンクリート構造物及び鉄骨構造物を除く）によ

り得られた情報の提供 
○高経年化技術評価（コンクリート構造物及び鉄骨構造物を除く）の助言 

原子力部運営ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

原子力部設備設計ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

本 店 

原子力発電所保安運営審議会 

保修部設備保全課長 

原子力土建部設備管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ長

○高経年化に関する研究等（コンクリート構造物及び鉄骨構造物）により得られた情報の提供 
○高経年化技術評価（コンクリート構造物及び鉄骨構造物）の助言 

○実施計画の策定 
○高経年化技術評価を実施する者の力量の確認・承認 
○評価対象機器の抽出，評価対象機器のカテゴリー分け，評価対象機器のグル

ープ化及び代表機器の選定（コンクリート構造物及び鉄骨構造物を除く） 
○最新知見の調査，運転経験及びトラブル情報の整理 
○経年劣化事象に対する技術評価，耐震安全性評価及び耐津波安全性評価

の実施並びに長期保全計画及び技術評価書の作成（コンクリート構造物及び

鉄骨構造物を除く） 
○長期保守管理方針の作成 
○工程管理         ○協力事業者の管理 
○確認会議事務局 

○運転実績の調査・収集 
○中性子照射脆化に関する評価の実施 
 

○現状保全状況調査の助勢 
○経年劣化事象に対する技術評価，耐震安全性評価及び耐津波安全性評価

の実施並びに長期保全計画及び技術評価書の作成助勢 

保修部 
 保守管理課長 
 原子炉課長 
 タービン課長 
 電気課長 
 計測課長 
廃止措置部 
 廃棄物管理課長 

土木建築部 
 土木課長 
 建築課長 

プラント運営部 
プラント管理課長 

（コンクリート構造物及び鉄骨構造物について） 
○評価対象機器の抽出，評価対象機器のカテゴリー分け，評価対象機器のグル

ープ化及び代表機器の選定 
○高経年化に関する研究等（コンクリート構造物及び鉄骨構造物）により得られ

た情報の整理 
○経年劣化事象に対する技術評価，耐震安全性評価及び耐津波安全性評価

の実施並びに長期保全計画及び技術評価書の作成 
 

保修部 
 設備保全課長 

安全品質保証部品質

保証Ｇ主幹 
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図４ 実施工程 
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(２) 高経年化技術評価における文書及び記録の管理 

高経年化技術評価に関する主な品質マネジメントシステムに係る文書（ＱＭＳ文書）は図５の

とおり。 

 
図５ 高経年化技術評価に係る文書体系 

 

① 発電所の保安活動全般を規定する主な文書類 

・原子力品質保証規程（一次文書） 

「日本電気協会 原子力発電所における安全のための品質保証規程(JEAC4111-2009)」

を適用規格とし，品質マネジメントシステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善

することを目的とした品質マニュアル。 

 

・品質保証計画書（一次文書） 

原子力品質保証規程に基づき，浜岡原子力発電所に係る品質マネジメントシステム（安全

文化を醸成する活動を含む）を規定し，品質マネジメントシステムの有効性を継続的に改善

することにより，原子力安全を達成・維持・向上することを目的とした品質に係る計画書。 

 

② 高経年化技術評価の実施に関する事項を規定する主な文書類 

a． 保守管理指針（運転）（二次文書） 

高経年化技術評価の実施にあたり，評価の時期，実施手順，実施体制を定めているもの。 

b． 高経年化に関する技術評価実施手引（運転）（三次文書） 

高経年化技術評価の実施にあたり，具体的な実施体制，実施手順（機器・構造物の抽出

方法，技術評価方法等）を定めているもの。 
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c． 浜岡３号機高経年化技術評価計画書（三次文書に基づく社内文書） 

高経年化技術評価の実施にあたり，具体的なスケジュールを定めた実施計画書を策定

し承認しているもの。 

 

③ 力量管理，教育訓練に関する事項を規定する主な文書類 

d． 教育指針（二次文書） 

原子力施設の安全の達成に影響がある業務に従事する要員の力量管理に係る事項につ

いて定めているもの。 

e． 力量認定手引（三次文書） 

原子力施設の安全の達成に影響がある要員に対する力量の設定方法並びに具体的な力

量管理方法について定めているもの。 

f． 本店原子力実務教育訓練実施手引（三次文書） 

原子力安全に関わる業務に従事する要員及びこれに対する力量と認識について定めて

いるもの。 

 

④ 調達管理に関する事項を規定する主な文書類 

g． 調達管理指針（二次文書） 

原子力施設及びこれに関わる役務を調達するにあたり，調達に係るプロセス及び受注

者に対する品質マネジメントシステムに関する要求事項に関して定めているもの。 

h． 調達管理手引（三次文書） 

原子力施設及びこれに関わる役務を調達するにあたり，調達先の評価及び具体的な調

達管理方法について定めているもの。 

 

⑤ 文書・記録の管理に関する事項を規定する主な文書類 

i． 文書管理指針（二次文書） 

品質マネジメントシステムで必要な文書の基本的な取扱いについて定めたもの。 

j． 文書管理手引（三次文書） 

品質マネジメントシステムで必要な文書の具体的な管理方法について定めたもの。 

k． 工事要領書・報告書作成手引（運転）（三次文書） 

工事要領書，品質記録及び保全作業報告書の作成について定めたもの。 

      

(３) 力量管理 

① 目的 

【力量認定手引】，【本店原子力実務教育訓練実施手引】若しくは【高経年化に関する技術評価

実施手引（運転）】に基づき，原子力施設の安全の達成に影響のある業務に従事する要員に必要

な力量を明確にし，適切な教育・訓練，技能及び経験を判断の根拠として力量があることを明確
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化するとともに，その有効性を評価することを目的としている。 

 

② 力量の明確化 

実施責任者である設備保全課長は高経年化技術評価を実施する者（評価者）の力量を，以下の

a.～c.のいずれかの要件を満足していることを確認する。 

a． 【力量認定手引】で定められたプロセスに従い，「高経年化に関する技術評価業務」に関

する力量を認定されたもの。 

b． 【本店原子力実務教育訓練実施手引】で定められたプロセスに従い，「高経年化に関する

技術評価業務」に関する力量を認定されたもの。 

c． 過去の業務経験，現状の業務内容及び原子力関連業務従事履歴を勘案し，a.又は b.と同

等以上の水準に達していると，「高経年化技術評価者承認書」により設備保全課長の承認

を受けたもの。 

    

③ 力量評価記録の管理 

各所属長が実施した力量評価の記録等については，各所属長が管理する。 

 

(４) 協力事業者の管理 

契約・委託に係る社内規程に基づき，高経年化技術評価に係る委託を行った協力事業者（株式

会社中部プラントサービス，株式会社東芝等）の管理を実施。 

① 協力事業者の評価 

製品又は役務の調達にあたって，協力事業者が当社の要求事項に対して必要な技術力等

があるか評価する。 

② 調達文書の作成 

協力事業者が行うべき業務の要求事項を明確にした契約書（仕様書等を含む）を作成し，

協力事業者へ提示。 

③ 品質保証体制等の確認 

協力事業者に対しては，品質監査や品質保証計画書により，品質保証体制等に問題の無い

ことを確認。 

④ 調達製品の検証 

・ 調達要求事項に従って，協力事業者から文書等を提出させ，仕様書を満足していること

を審査。 

・ 必要に応じ，契約内容に基づいて，業務委託の履行状況を把握するものとしている。 

 

４. 高経年化技術評価の実施手順 

高経年化技術評価の流れについては図６に示すとおりであり，高経年化技術評価にあたっての具

体的な説明については，４．（１）以降に記載する。  
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図６ 高経年化技術評価フロー 
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(１) 高経年化技術評価対象機器の抽出 

「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針（1990 年８月

30 日原子力安全委員会決定）」において定義されるクラス１，２及び３の安全機能を有

する機器・構造物のうち，安定停止状態の維持に必要な設備とし，これらは，配管計装

線図等を基に抽出した。 

なお，供用に伴う消耗が予め想定される部品であって，機器分解点検時に取替えを前

提とするものは消耗品として対象から除外している。また，設計時に耐用期間内に計画

的に取替えることを前提とする機器であり，取替え基準が社内基準等により定められ

ているものについても定期取替品として対象から除外している。 

 

(２) 機器のグループ化・代表機器の選定 

① 抽出した機器を 13 機種※１に分類（カテゴリ化）し機種毎に評価を実施した。 

② 評価対象機器を合理的に評価するため，構造（型式等），使用環境（内部流体等），

材料等により，一般社団法人 日本原子力学会「原子力発電所の高経年化対策実

施基準：2008※２」の「経年劣化メカニズムまとめ表」を参考に，グループ化し

た。 

③ グループ毎に重要度，使用条件，運転状態等を考慮して代表機器を選定し，代表

機器で評価した結果をグループ内の全機器に水平展開するという手法ですべて

の機器について評価を実施した。ただし，代表機器の評価結果をそのまま水平展

開できない経年劣化事象については個別に評価を実施した。 

 

※１：13 機種とはポンプ，熱交換器，ポンプモータ，容器，配管，弁，炉内構造物，ケー

ブル，コンクリート構造物及び鉄骨構造物，計測制御設備，空調設備，機械設備，

電源設備の 13 機種である。 

※２：2010(追補 1)：2010 年９月 17 日発行 

2011(追補 2)：2012 年６月 20 日発行 

 

(３) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

選定した評価対象機器の使用条件（型式，材料，環境条件等）を考慮し，一般社団法

人 日本原子力学会「原子力発電所の高経年化対策実施基準：2008※２」の「経年劣化メ

カニズムまとめ表」を参考に，経年劣化事象と部位の組み合わせを抽出した。 

主要６事象※３については，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象（○事象）とし，

それ以外の経年劣化事象のうち，下記イ，ロのいずれかに該当する場合は，高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではない事象として整理する。経年劣化事象の分類フロ
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ーを図７に示す。なお，炉心シュラウド支持ロッドは別紙５のとおり劣化事象は抽出さ

れなかった。 

 

イ． 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象であって，

想定した劣化傾向に基づき適切な保全活動を行っているもの。（日常劣化管理事

象：△事象） 

 

具体的には，以下に記載する考え方に該当する経年劣化事象を選定している。 

i) 主要６事象に該当しないものであって，日常的な保守管理において時間

経過に伴う特性変化に対応した劣化管理が的確に行われている経年劣

化事象をいう。 

 

ロ． 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，

今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えら

れる経年劣化事象。（日常劣化管理事象以外：▲事象） 

 

具体的には，以下に記載する考え方に該当する経年劣化事象を選定している。 

i) 現在までの運転経験から得られたデータにより，今後も経年劣化の進展

が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事

象。 

ii) 使用条件（設計条件）により，今後も経年劣化の進展が考えられない，

又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象。 

iii) 使用条件と材料試験データ等との比較により，今後も経年劣化事象の進

展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化

事象。 

 

※３：原子力規制委員会の「高経年化対策実施ガイド」に示された，「低サイクル疲労」，

「中性子照射脆化」，「照射誘起型応力腐食割れ」，「２相ステンレス鋼の熱時効」，「電

気・計装品の絶縁低下」及び「コンクリートの強度低下及び遮蔽能力低下」をいう。 

 

なお，日常劣化管理事象以外と分類した機器については，その判断基準をまとめた

一覧を別紙４に示す。 

また，上記のうち以下のいずれかを要因とする経年劣化事象は，安定停止状態を維

持する場合にあっては，その要因が存在しないことから，劣化は進展しないと想定す
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る。安定停止状態で進展しない経年劣化事象及びその機器を別紙６にまとめる。 

① プラントの起動・停止時に伴う熱過渡 

② プラントの運転時の高温度環境 

③ プラントの運転に伴い発生する中性子照射 

④ プラントの運転時の流体温度，流速環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ 経年劣化事象の分類フロー 

  

安全機能を有する機器・構造物に想定されるすべての経年劣化事象 

ロ．に該当する 

経年劣化事象 

イ．に該当する 

経年劣化事象 

高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではない事象 

（▲：日常劣化管理事象以外） 

高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象ではない事象

（△：日常劣化管理事象） 

 

高経年化対策上着目すべき 

経年劣化事象 

主要６事象に該当す

る経年劣化事象 

高経年化対策上着目すべき

経年劣化事象 

Yes

Yes

Yes

No 

No 

No 
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(４) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に対する技術評価 

抽出した高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を下記の手順及び図８のとおり実

施した。 

 

① 健全性評価 

代表機器の主要部位と高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の組合せ毎に運転

開始後 40 年時点まで安定停止状態であると仮定し，解析等の定量的評価，過去の点

検実績，修理・取替え実績，一般産業で得られている知見等を用いて健全性を評価し

た。 

② 現状保全 

評価対象部位に実施している現状保全（点検内容，関連する機能試験内容，補修・

取替え等）について整理した。 

③ 総合評価 

健全性評価及び現状保全の内容を踏まえ，健全性を維持するために必要な保安活動

が実施されているか，当該経年劣化事象を検知できる点検手法となっているか等を評

価する。 

④ 高経年化への対応 

安定停止状態の維持を考慮した場合，現状保全の内容に対して点検・検査等充実す

べき項目（新たに加えるべき保全項目），技術開発課題等を抽出した。 
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図８ 技術評価フロー 



- 20 - 

(５) 運転経験及び最新知見の反映 

先行評価プラントにおける高経年化技術評価を参考にするとともに，現在までの国

内外の運転経験，最新知見について高経年化技術評価への影響を整理し，高経年化技術

評価への反映要否を判断した。 

 

① 運転経験 

【高経年化に関する技術評価実施手引（運転）】に基づき，国内外の運転経験・トラ

ブルの情報を調査・分析し高経年化技術評価への反映要否を検討した。なお，国内運

転経験として，原子力安全推進協会が運営している原子力施設情報公開ライブラリー

において公開されている「トラブル情報」及び「保全品質情報」を，海外運転経験と

して，NRC（米国原子力規制委員会）の Bulletin，Generic Letter 及び Information 

Notice を対象としてスクリーニングを実施した。 

検討の結果，本高経年化技術評価の実施に当たり，反映を必要とする運転経験は抽

出されなかった。 

 

② 最新知見 

【高経年化に関する技術評価実施手引（運転）】に基づき，経年劣化に係る最新知見

を調査・分析し高経年化技術評価への反映要否を検討した。なお，スクリーニング対

象期間中に発行された原子力規制委員会文書，日本機械学会，日本電気協会，日本原

子力学会の規格・基準類，及び原子力規制委員会のホームページに公開されている試

験研究の情報等を検討し，高経年化技術評価を実施する上で，新たに反映が必要な知

見を抽出した。 

検討の結果，本高経年化技術評価の実施に当たり，反映を必要とする最新知見は抽

出されなかった。 

 

 

以上 
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別紙１．炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，中央及び周辺燃料支持金具，制御棒案

内管の目視点検の実施状況（頻度，範囲等）について 
別紙２．社内規程における管理と日本機械学会の規格の内容と，炭素鋼配管（給水系等）の

点検実績について 
別紙３．原子炉冷却材浄化再生熱交換器及び余熱除去熱交換器の胴の運転圧による漏えい

確認の状況（検査頻度，検査結果）並びに，余熱除去熱交換器胴の肉厚測定の実施

状況（検査頻度，検査結果）と現状保全での管理可能な肉厚の想定値について 
別紙４．高経年化技術評価劣化事象一覧 
別紙５．炉心シュラウド支持ロッドに対する高経年化対策上の劣化事象の抽出プロセスに

ついて 
別紙６．安定停止状態で進展しない経年劣化事象一覧 
別紙７．原子炉格納容器内設置のステンレス鋼系仕切弁の貫粒型応力腐食割れ低減対策の

状況について 
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タイトル 炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，中央及び周辺燃料支持金具，制御棒

案内管の目視点検の実施状況（頻度，範囲等）について 

説明 ＜維持規格及び「欠陥の解釈」等による点検内容，至近の点検実績について＞ 

 

○点検内容 

炉内構造物に対する維持規格及び「欠陥の解釈」による点検の方法，頻度は下

表のとおりである。 

維持規格による点検内容の概要 

点検対象（注１） 点検方法 点検頻度 

 炉心シュラウド（注２） 
 シュラウドサポート（注２） 
 上部格子板（注２） 
 炉心支持板 
 燃料支持金具 
 炉心スプレイ配管・スパージャ（注２）

 差圧検出・ほう酸水注入配管 
（原子炉圧力容器内部） 

 ジェットポンプ（注２） 
 余熱除去系（低圧注入系）配管 

（原子炉圧力容器内部） 
 

VT-3 10 年 

（注１）点検部位の詳細は「維持規格 表 添付 I-4-B-1」参照 

（注２）「維持規格 表 IJG-2500-B-1~B-5」に従った時期に点検（VT-3 

又は MVT-1）を計画 

 

○至近の点検実績 

 維持規格及び「欠陥の解釈」による至近の点検実績は以下のとおりである。 

 

（第 17 回定期検査（平成 26 年度）） 

 ・シュラウドサポート 

 ・上部格子板 

 ・炉心スプレイ配管・スパージャ 

 ・差圧検出・ほう酸水注入配管（原子炉圧力容器内部） 

 ・ジェットポンプ 

 

なお，制御棒案内管取り外し，定期検査毎の炉心確認の作業時において，炉心

シュラウド，制御棒案内管及び上部格子板に異常は確認されていない。 

 

その他の経年劣化事象－４



別紙１ 

- 23 - 

＜維持規格及び「欠陥の解釈」による炉心シュラウド，制御棒案内管，上部格子

板等の点検結果について＞ 

 

 維持規格及び「欠陥の解釈」による炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，

燃料支持金具，制御棒案内管の点検結果は以下のとおり（「その他の経年劣化事

象－4」への回答含む。）。 

 

○炉心シュラウド（注１） 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 15 回定期検査（平成 19 年度） VT-3 異常なし 

（注１）第 13 回定期検査（平成 16 年度）において，炉心シュラウドの周方

向溶接の一部に確認されたひび割れに対し，炉心シュラウド支持ロッ

ド取付による修理を実施 

 

○上部格子板 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 16 回定期検査（平成 21 年度） VT-3 異常なし 

第 17 回定期検査（平成 26 年度） VT-3
（注２） 

異常なし 

（注２）「維持規格 表 IJG-B-3」による点検 

 

○炉心支持板 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 17 回定期検査（平成 26 年度） VT-3
（注３） 

異常なし 

（注３）維持規格に基づき設定される点検時期に先立つ自主点検 

 

○燃料支持金具 

・中央燃料支持金具 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 16 回定期検査（平成 21 年度） VT-3 異常なし 

 

・周辺燃料支持金具 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 17 回定期検査（平成 26 年度） VT-3
（注４） 

異常なし 

（注４）維持規格に基づき設定される点検時期に先立つ自主点検 
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○制御棒案内管 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 16 回定期検査（平成 21 年度） VT-3 異常なし 

 

以 上
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タイトル 社内規程における管理と日本機械学会の規格の内容と，炭素鋼配管（給水系等）

の点検実績について 

説明  

社内規程である「減肉管理手引」は，日本機械学会 発電用原子力設備規格

「沸騰水型原子力発電所配管減肉管理に関する技術規格（2006 年版）」（JSME 

S NH1-2006）（以下「減肉技術規格」という。）等に基づき定めている。減肉

技術規格と「減肉管理手引」における管理内容の比較を添付資料－１に示す。 

 また，給水系，原子炉冷却材再循環系，制御棒駆動系，余熱除去系，低圧炉心

スプレイ系，高圧炉心スプレイ系及び原子炉冷却材浄化系の炭素鋼配管の現時

点までの残存寿命が最も短い点検実績は添付資料－２のとおり。 

 

添付資料－１ 減肉技術規格と減肉管理手引（社内規程）との比較 

添付資料－２ 炭素鋼配管（給水系等）の点検実績 

 

以 上

 

その他の経年劣化事象－３
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減肉技術規格と減肉管理手引（社内規程）との比較 

 

全般 

項目 減肉技術規格 減肉管理手引（社内規程） 
対象とする

配管系 
C-1220 
・対象とする配管系：図 C-1220 に示

す配管 
 

・C-1220 の対象とする配管系に加え，

以下の炭素鋼配管について自主的に

追加管理 
 
 原子炉冷却材再循環系 
 余熱除去系 
 低圧炉心スプレイ系 
 高圧炉心スプレイ系 
 原子炉冷却材浄化系 
 燃料プール冷却浄化系 等 
 

 

流れ加速型腐食（FAC） 

項目 減肉技術規格 減肉管理手引（社内規程） 
試 験 対 象

系 統 及 び

部位 

CA-2100 
(1)試験対象範囲： 

図 CA-1000 及び表 CA-1000-1 に示

す配管等（CA-1000 に従い，FAC に耐

性を有する材料を採用している場合は

除外して良い） 
 
(2)管理ランク： 

FAC-1，FAC-2，FAC-S に分類 
 
(3)試験対象部位： 

CA-2100に規定される偏流発生部位

 

(1) CA-2100 の試験対象に加え，以下

の炭素鋼配管を自主的に追加管理 
 
 原子炉冷却材再循環系 
 余熱除去系 
 低圧炉心スプレイ系 
 高圧炉心スプレイ系 
 原子炉冷却材浄化系 
 燃料プール冷却浄化系 等 
 
(2) CA-2100 と同様 
 
(3) CA-2100 に従い試験対象部位を計

画書にて明確化 
 

試験実施 
時期 

CA-2200 
(1)初回の実施時期： 
  運転開始から 10 年を経過するまで

に初回の試験を完了。ただし，運転プ

ラントにあっては，規格適用時から

５年を経過するまでに試験を完了。

 
(2)２回目以降の実施時期： 
・FAC-1 
 10 年以内の周期 
・FAC-1 以外 
 余寿命の５年前までの適切な時期 

 
(1)初回の実施時期： 
・FAC-1 

CA-2200 と同様 
・FAC-1 以外 
５年以内 

 
(2)２回目以降の実施時期： 
・FAC-1 
余寿命の５年前までの適切な時期 

・FAC-1 以外 
CA-2200 と同様 
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試験方法 CA-3100 
超音波パルス反射法による厚さ測定

方法（JIS Z 2355） 

CA-3100 と同様 

試験員の

要件

CA-3200 
認定機関による，レベル１の技量を

有する者，又は，同等以上のレベルを

有する者

CA-3200 と同様 

試 験 の 実

施

CA-3300～CA-3310 
【通常測定】

図 CA-3310-1~12 に例示する個々の

測定点に対して肉厚測定を実施。測定

ピッチ，下流側直管部測定長さについ

ては，表 CA-3310 のとおりであり，同

表よりも細かいピッチで広範囲に測定

することは妨げない。

【通常測定】

表 CA-3310，図 CA-3310-1~12 に応

じた測定点に対して測定を実施。

CA-3320 
【詳細測定】

判定基準厚さを下回る場合には，判

定基準厚さを下回った測定点の周辺に

対して測定間隔20mm程度の格子点を

設けて測定を実施し，最小の厚さを特

定。

【詳細測定】

測定間隔  mm 又は  mm 

評価 CA-5000～CA-5300 
【減肉率の算出】

・初回試験時：公称肉厚法

・２回目試験時：Point to Point 法 
・３回目以降試験時：最小自乗法

【余寿命の算出】

余寿命（年）＝

（最小測定厚さ－必要最小厚さ）／

最大減肉率／8760hr 
【判定基準】

算出された余寿命が次回の定期事業

者検査までの期間以上であること。

CA-5000～CA-5300 と同様 

なお，FAC-2，FAC-S に対しては，必

要最小厚さによる余寿命の算出に加え

て，耐震性を考慮した厚さによる余寿

命を算出し，双方のうち短い余寿命を

当該部の余寿命とする。

措置 CA-6000～CA-6100 
余寿命が次回の定期事業者検査まで

の期間を下回る場合には，取替え又は

補修を行う。

CA-6000～CA-6100 と同様 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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液滴衝撃エロージョン（LDI） 

項目 減肉技術規格 減肉管理手引（社内規程） 
試 験 対 象

系 統 及 び

部位 

CB-2100 
(1)試験対象系統： 

図 CB-1000-1 及び表 CB-1000-1 に

示す配管等 
 
(2)管理ランク 
 LDI-1，LDI-2 
 
(3)試験対象部位： 
・LDI-1： 

絞り部以降の主要な偏流発生部位 
・LDI-2： 

絞り要素近傍，中間領域，復水器接続

部位から適切に選定  

CB-2100 と同様 

試 験 実 施

時期 
CB-2200 
 
(1)初回の実施時期： 
  運転開始から 10 年を経過するま

でに初回の試験を完了。ただし，運転

プラントにあっては，規格適用時か

ら５年を経過するまでに試験を完

了。 
(2)２回目以降の実施時期： 
  余寿命の５年前までの適切な時期

 
 
(1)初回の実施時期： 

５年以内 
(2)２回目以降の実施時期： 

CB-2200 と同様 
 

試験方法 CB-3100 
 CA-3100 に準じる 

CB-3100 と同様 

試 験 員 の

要件 
CB-3200 
 CA-3200 に準じる 
 

CB-3200 と同様 

試 験 の 実

施 
CB-3300～CB-3320 
 CA-3300～CA-3320 に準じる 

ただし，差込み式管継ぎ手のうち，

液滴が直接衝突すると予想される部

分に追加の測定点を設定。 

CB-3300～CB-3320 と同様 

評価 CB-5000～CB-5300 
 CA-5000～CA-5300 に準じる 

CB-5000～CB-5300 と同様 
 
なお，必要最小厚さによる余寿命の算

出に加えて，耐震性を考慮した厚さに

よる余寿命を算出し，双方のうち短い

余寿命を当該部の余寿命とする。 
 

措置 CB-6000～CB-6100 
 CA-6000～CA-6100 に準じる 

CB-6000～CB-6100 と同様 

 

以 上 
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炭素鋼配管（給水系等）の点検実績 

 

給水系，原子炉冷却材再循環系，制御棒駆動系，余熱除去系，低圧炉心スプレイ系，高

圧炉心スプレイ系及び原子炉冷却材浄化系の炭素鋼配管にて，現時点での残存寿命が最も

短い試験対象部位の点検実績は下表のとおりである。 

 

系統名 

公称 
厚さ 
(mm) 

必要 
最小 
厚さ 
(mm) 

測定 
最少 
厚さ 
(mm) 

必要最小 
厚さまでの 
残存余寿命 

(年) 
給水系 
原子炉冷却材再循環系 
制御棒駆動系 
余熱除去系 

低圧炉心スプレイ系 

高圧炉心スプレイ系 

原子炉冷却材浄化系 

（*１）括弧内の数値は，耐震性を考慮した厚さによる残存寿命。 

 

以 上

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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タイトル 原子炉冷却材浄化再生熱交換器及び余熱除去熱交換器の胴の運転圧による漏え

い確認の状況（検査頻度，検査結果）並びに，余熱除去熱交換器胴の肉厚測定の

実施状況（検査頻度，検査結果）と現状保全での管理可能な肉厚の想定値につい

て

説明

原子炉冷却材浄化再生熱交換器の胴については，点検計画に基づき，毎サイク

ルプラント起動時に運転圧による漏えい確認を実施しており，至近の第 17 サイ

クルプラント起動時に漏えいのないことを確認している。

余熱除去熱交換器の胴については，社内規程の巡視点検手引に基づき，毎サイ

クルプラント停止時の停止時冷却モード運転時に漏えい確認を実施しており，

至近の第 17 サイクルプラント停止時に漏えいのないことを確認している。  

なお，余熱除去熱交換器胴については，運転開始 60 年後の想定腐食量は０．

８ｍｍ（耐震評価値）としており，設計腐食代  ｍｍに対して十分な余裕が

あるため，定期的な肉厚測定は実施していない。今回，プラントの長期停止中

において，余熱除去熱交換器（Ａ）胴の肉厚測定を実施した。

肉厚測定の結果，建設時の肉厚と比較し，減肉は認められなかった。

余熱除去熱交換器 胴 肉厚測定結果 

設計 建設時（S59.1.15） 今回（H27.6.2） 

   

単位：ｍｍ 

以 上

その他の経年劣化事象－２

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

1 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

増速機，

油ポン

プ，油タ

ンク，油

冷却器，

配管及び

弁 

炭素鋼，鋳鉄が使用されているため，腐食が

想定される。 

しかしながら，内面については内部流体が潤

滑油であり，腐食が発生し難い環境にある。

外面については防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

2 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

余熱除去封水ポ

ンプ 

原子炉機器冷却

水ポンプ 

軸受箱 

軸受箱は鋳鉄であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内面については内部流体が潤

滑油であり，腐食が発生し難い環境にある。

外面については防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

3 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

余熱除去封水ポ

ンプ 

原子炉機器冷却

水ポンプ 

ケーシン

グ，ケー

シングカ

バー外面

ケーシング，ケーシングカバーは炭素鋼鋳鋼

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

4 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

余熱除去ポンプ 

高圧炉心スプレ

イポンプ 

ディスチ

ャージヘ

ッド外面

ディスチャージヘッドは炭素鋼であり，腐食

が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

5 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水ポンプ 

主軸，ケ

ーシング

接液部 

主軸，ケーシングはそれぞれ炭素鋼，炭素鋼

鋳鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体が冷却水（防錆剤入

り）であるため，腐食の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

高経年化技術評価劣化事象一覧 共通－１
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

6 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

原子炉機器冷却

水ポンプ 

原子炉冷却材浄

化ホールディン

グポンプ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り,腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する｡ 

①② ②   

7 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

余熱除去ポンプ 

高圧炉心スプレ

イポンプ 

メカニカ

ルシール

冷却器 

余熱除去ポンプ，高圧炉心スプレイポンプの

メカニカルシール冷却器の胴材料は炭素鋼が

使用されていることから，腐食が想定され

る。 

しかしながら，内面については，内部流体が

冷却水（防錆剤入り）であるため，腐食が発

生する可能性は小さい。外面については防食

塗装が施されており，屋内空調環境に設置さ

れていることから，腐食が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

8 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

余熱除去封水ポ

ンプ 

原子炉機器冷却

水ポンプ 

原子炉冷却材浄

化ホールディン

グポンプ 

余熱除去ポンプ 

高圧炉心スプレ

イポンプ 

原子炉冷却材浄

化ポンプ 

ベース

（スタン

ド） 

ベース（スタンド）は炭素鋼又は鋳鉄であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

9 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

粒界型

応力腐

食割れ 

余熱除去封水ポ

ンプ 

余熱除去ポンプ 

サイクロ

ンセパレ

ータ 

サイクロンセパレータはステンレス鋼であ

り，内部流体の最高使用温度が 100℃以上の

純水であることから，粒界型応力腐食割れが

想定される。 

しかしながら，余熱除去封水ポンプサイクロ

ンセパレータの通常使用温度は 100℃以下で

あり，余熱除去ポンプサイクロンセパレータ

の材料は応力腐食割れの感受性を低減した材

料であるため，応力腐食割れが発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

10 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

粒界型

応力腐

食割れ 

余熱除去ポンプ 

メカニカ

ルシール

冷却器 

メカニカルシール冷却器の伝熱管はステンレ

ス鋼であり，内部流体が 100℃以上の純水で

あることから，粒界型応力腐食割れが想定さ

れる。 

しかしながら，メカニカルシール冷却器伝熱

管の材料は応力腐食割れの感受性を低減した

材料であるため，応力腐食割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

11 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

海水ポンプ 

基礎ボル

ト 

基礎ボルトは低合金鋼であり，基礎ボルト全

体がコンクリートに埋設されており，コンク

リートが中性化した場合は腐食が想定され

る。 

しかしながら，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ておらず，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①    

12 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

摩耗 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

原子炉冷却材浄

化ホールディン

グポンプ 

原子炉機器冷却

海水ポンプ 

余熱除去ポンプ 

高圧炉心スプレ

イポンプ 

原子炉冷却材浄

化ポンプ 

主軸 

すべり軸受を使用している主軸は，軸受との

接触面の摩耗が想定される。 

しかしながら，主軸はステンレス鋼であり，

軸受はホワイトメタル，カーボン又は合成ゴ

ムであり，これまでの目視点検にて有意な摩

耗は認められていない。また，制御棒駆動水

ポンプの軸受には潤滑剤が供給され，主軸と

軸受間に油膜が形成される構造となってお

り，主軸の摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

13 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

粒界型

応力腐

食割れ 

原子炉冷却材浄

化ポンプ 
主軸 

主軸はステンレス鋼であり，使用環境から粒

界型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，溶接部が存在する部分の温度

は制御棒駆動系からのパージ水により 100℃

未満となることから，粒界型応力腐食割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

14 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（エロ

ージョ

ン） 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

余熱除去封水ポ

ンプ 

原子炉機器冷却

水ポンプ 

原子炉冷却材浄

化ホールディン

グポンプ 

原子炉機器冷却

海水ポンプ 

余熱除去ポンプ 

高圧炉心スプレ

イポンプ 

原子炉冷却材浄

化ポンプ 

羽根車 

ポンプ内部でキャビテーションが発生すると

羽根車表面に腐食が生じ，ポンプ性能に影響

を及ぼすことが想定される。 

しかしながら，ポンプはキャビテーションを

起こさない条件（有効吸込ヘッド＞必要有効

吸込ヘッド）を満たすよう設計段階において

考慮されており，この大小関係は経年的に変

わるものではないことから，腐食の発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

15 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

高サイ

クル疲

労割れ 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

余熱除去封水ポ

ンプ 

原子炉機器冷却

水ポンプ 

原子炉冷却材浄

化ホールディン

グポンプ 

原子炉機器冷却

海水ポンプ 

余熱除去ポンプ 

高圧炉心スプレ

イポンプ 

原子炉冷却材浄

化ポンプ 

主軸 

主軸にはポンプ運転時に繰返し応力が発生す

ることから，応力集中部等において，高サイ

クル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において高サ

イクル疲労割れが発生しないように考慮され

た設計となっており，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

16 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

フレッ

ティン

グ疲労

割れ 

制御棒駆動水ポ

ンプ 
主軸 

他プラントにおいてフレッティング疲労によ

る主軸損傷事象が発生しており，羽根車が主

軸に焼き嵌めにより固定されるポンプの主軸

は，フレッティング疲労割れが想定される。 

しかしながら，ポンプケーシングがダブルボ

リュート構造であること，制御棒駆動水ポン

プは多段昇圧ポンプであることから，吐出流

体による回転方向水平荷重がバランスされる

設計であり，変動応力が生じる可能性の小さ

い構造であるため，フレッティング疲労割れ

が発生する可能性は小さい。また，国内外

BWR プラントではこれまで当該部のフレッテ

ィング疲労割れ事象が報告された事例は無

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

17 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

摩耗 
制御棒駆動水ポ

ンプ 

増速機歯

車及び潤

滑油ユニ

ット油ポ

ンプ歯車

増速機歯車及び潤滑油ユニット油ポンプ歯車

は，歯面が接触することによる摩耗が想定さ

れる。 

しかしながら，歯車には潤滑油が供給されて

いることから，摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

18 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

高サイ

クル熱

疲労割

れ 

原子炉冷却材浄

化ポンプ 
羽根車 

他プラントにおいて，原子炉冷却材浄化ポン

プの羽根車ボス部に高温の炉水と低温のパー

ジ水の混合に伴う熱疲労が原因と推定される

割れ事象が発生した。この事象を受け，現在

のパージ水量（5L/min 程度）は高サイクル

熱疲労割れが発生する可能性が小さいことを

評価している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

19 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

疲労割

れ 

余熱除去ポンプ 

原子炉冷却材浄

化ポンプ 

ケーシン

グ及びア

ダプタ 

余熱除去ポンプのケーシング，原子炉冷却材

浄化ポンプのケーシング，アダプタは，温度

変化により有意な熱過渡を受け，低サイクル

疲労割れが発生することが想定される。 

しかしながら，余熱除去ポンプのケーシング

は，有意な熱過渡を生じないように，暖気運

転により温度差を極力小さくするように管理

している。また，原子炉冷却材浄化ポンプの

ケーシング及びアダプタの温度変化は，原子

炉側と同様に 55℃/h 以下に抑えられ，有意

な熱過渡を受けないことから，低サイクル疲

労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

20 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

熱時効 
原子炉冷却材浄

化ポンプ 

羽根車及

びケーシ

ング 

羽根車及びケーシングの材料はステンレス鋳

鋼であり，また高温純水中にあるため，熱時

効による材料の靭性低下が想定され，この状

態でき裂が存在する場合には小さな荷重でき

裂が進展し，不安定破壊を引起こす可能性が

ある。 

しかしながら，「平成８年度プラント長寿命

化技術開発に関する事業報告書」（平成９年

３月 財団法人 発電設備技術検査協会）に

おいては，BWR の炉水温度（約 280℃）にお

ける熱時効による材料への影響は大きくない

としている。また，当該部位に，疲労割れ等

のき裂が想定される経年劣化事象が想定され

ないため，熱時効を起因とする不安定破壊が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

③ ②   

21 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

潤滑油ユ

ニット配

管のフラ

ンジボル

ト・ナッ

ト，埋込

金物，ラ

グ，サポ

ート 

「配管の技術評価書」と評価内容は同一であ

ることから，当該の評価書を参照。 
①② －   

22 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

高サイ

クル疲

労割れ 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

潤滑油ユ

ニット配

管の小口

径配管 

「配管の技術評価書」と評価内容は同一であ

ることから，当該の評価書を参照。 
② －   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

23 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

疲労割

れ 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

潤滑油ユ

ニット弁

の弁棒 

「弁の技術評価書」と評価内容は同一である

ことから，当該の評価書を参照。 
② －   

24 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

潤滑油ユ

ニット油

ポンプモ

ータ（低

圧，屋

内，全

閉）のフ

レーム，

エンドブ

ラケッ

ト，端子

箱，固定

子コア，

回転子コ

ア及び取

付ボルト

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

25 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

高サイ

クル疲

労割れ 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

潤滑油ユ

ニット油

ポンプモ

ータ（低

圧，屋

内，全

閉）の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

26 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

疲労割

れ 

制御棒駆動水ポ

ンプ 

潤滑油ユ

ニット油

ポンプモ

ータ（低

圧，屋

内，全

閉）の回

転子棒及

び回転子

エンドリ

ング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

27 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

低圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプ 

軸受箱 

軸受箱は鋳鉄であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内面については内部流体が潤

滑油であり，腐食が発生し難い環境にある。

外面については防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

28 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

低圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプ 

ケーシン

グ，ケー

シングカ

バー外面

ケーシング，ケーシングカバーは炭素鋼鋳鋼

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

29 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

低圧炉心スプレ

イポンプ 

ディスチ

ャージヘ

ッド外面

ディスチャージヘッドは炭素鋼であり，腐食

が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

30 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプ 

主軸，ケ

ーシング

接液部 

主軸，ケーシングはそれぞれ炭素鋼，炭素鋼

鋳鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体が冷却水（防錆剤入

り）であるため，腐食の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

31 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り,腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する｡ 

①② ②   

32 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

低圧炉心スプレ

イポンプ 

メカニカ

ルシール

冷却器 

メカニカルシール冷却器の胴材料は炭素鋼が

使用されていることから，腐食が想定され

る。 

しかしながら，内面については，内部流体が

冷却水（防錆剤入り）であるため，腐食が発

生する可能性は小さい。外面については防食

塗装が施されており，屋内空調環境に設置さ

れていることから，腐食が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

33 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

低圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプ 

低圧炉心スプレ

イポンプ 

ベース 

ベースは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

34 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

ポンプ 

基礎ボル

ト 

基礎ボルトは低合金鋼であり，基礎ボルト全

体がコンクリートに埋設されており，コンク

リートが中性化した場合に腐食が想定され

る。 

しかしながら，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ておらず，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき事象ではないと判断する。 

①    

35 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

粒界型

応力腐

食割れ 

高圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

低圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

サイクロ

ンセパレ

ータ 

サイクロンセパレータはステンレス鋼であ

り，内部流体の最高使用温度が 100℃以上の

純水であることから，粒界型応力腐食割れが

想定される。 

しかしながら，高圧炉心スプレイ封水ポンプ

及び低圧炉心スプレイ封水ポンプの通常使用

温度は 100℃以下であり，粒界型応力腐食割

れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

36 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

ポンプ 

低圧炉心スプレ

イポンプ 

主軸 

すべり軸受を使用している主軸は，軸受との

接触面の摩耗が想定される。 

しかしながら，主軸はステンレス鋼であり，

軸受はカーボン又は合成ゴムであり，これま

での目視点検にて有意な摩耗は認められてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

37 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

腐食

（エロ

ージョ

ン） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

 低圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

ポンプ 

 低圧炉心スプレ

イポンプ 

羽根車 

ポンプ内部でキャビテーションが発生すると

羽根車表面に腐食が生じ，ポンプ性能に影響

を及ぼすことが想定される。 

しかしながら，ポンプはキャビテーションを

起こさない条件（有効吸込ヘッド＞必要有効

吸込ヘッド）を満たすよう設計段階において

考慮されており，この大小関係は経年的に変

わるものではないことから，腐食が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

38 ポンプ 

ター

ボポ

ンプ 

高サイ

クル疲

労割れ 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

 低圧炉心スプレ

イ封水ポンプ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

ポンプ 

 低圧炉心スプレ

イポンプ 

主軸 

主軸にはポンプ運転時に繰返し応力が発生す

ることから，応力集中部等において，高サイ

クル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において高サ

イクル疲労割れが発生しないように考慮され

た設計となっており，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

39 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材再

循環ポンプ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する｡ 

①② ②   

40 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

摩耗 
原子炉冷却材再

循環ポンプ 
主軸 

主軸はケーシングカバーとの接触により，摩

耗が想定される。 

しかしながら，構造的に主軸が回転中にケー

シングカバーと接触する可能性は小さい。ま

た，これまでの点検結果から，有意な摩耗は

認められていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

①② ②   

41 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

腐食

（エロ

ージョ

ン） 

原子炉冷却材再

循環ポンプ 
羽根車 

ポンプ内部でキャビテーションが発生すると

羽根車表面の腐食が想定される。 

しかしながら，ポンプはキャビテーションを

起こさない条件（有効吸込ヘッド＞必要有効

吸込ヘッド）を満たすよう設計段階において

考慮されており，この大小関係は経年的に変

わるものではないことから腐食が発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

42 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

高サイ

クル疲

労割れ 

原子炉冷却材再

循環ポンプ 
主軸 

主軸にはポンプ運転時に繰返し応力が発生す

ることから，応力集中部等において，高サイ

クル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

43 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

疲労割

れ 

原子炉冷却材再

循環ポンプ 
水中軸受

水中軸受は福島第二原子力発電所３号機で疲

労による損傷事例があり，同様の事象として

疲労割れが想定される。 

しかしながら，原子炉冷却材再循環ポンプの

水中軸受は第１回定期点検（昭和 63 年度）

において，その対策としてすみ肉溶接タイプ

から完全溶けこみ溶接タイプへ取替えを実施

している。また，A 号機は第９回定期点検

（平成 11 年度）時，B号機は第 10 回定期点

検（平成 12 年度）時に，一体鋳造型へ取替

えを実施しており，疲労割れが発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

44 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

粒界型

応力腐

食割れ 

原子炉冷却材再

循環ポンプ 

主軸及び

羽根車 

主軸はステンレス鋼，羽根車はステンレス鋳

鋼であり，粒界型応力腐食割れが想定され

る。 

しかしながら，主軸，羽根車の材料は応力腐

食割れの感受性を低減した材料であり，主軸

と羽根車の溶接部においては溶接後熱処理に

よる残留応力の低減を図っており，粒界型応

力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

45 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

粒界型

応力腐

食割れ 

原子炉冷却材再

循環ポンプ 

内装熱交

換器 

内装熱交換器はステンレス鋼であり，粒界型

応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，内装熱交換器の材料は応力腐

食割れの感受性を低減した材料であり，通常

時は低温のパージ水が流れているため 100℃

以下であり，粒界型応力腐食割れの可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

46 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

高サイ

クル熱

疲労割

れ 

原子炉冷却材再

循環ポンプ 

主軸及び

ケーシン

グカバー

メカニカルシール（軸封部）へ注入されてい

る低温のパージ水と高温純水（一次冷却材）

混合部に温度変動が生じ，主軸及びケーシン

グカバー表面に高サイクル熱疲労割れが想定

される。 

しかしながら，原子炉冷却材再循環ポンプの

ケーシングカバーは，A号機は第９回定期点

検（平成 11 年度）時，B号機は第 10 回定期

点検（平成 12 年度）時に，主軸及びケーシ

ングカバーのラビリンス部の熱疲労対策とし

て，ヒータ付きサーマルバリアを採用したタ

イプへ取替えを実施していることから，高サ

イクル熱疲労割れ発生の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

47 ポンプ 

原子

炉冷

却材

再循

環ポ

ンプ 

熱時効 
原子炉冷却材再

循環ポンプ 

羽根車，

ライナー

リング及

び水中軸

受 

羽根車，ライナーリング及び水中軸受の材料

はステンレス鋳鋼であり，また高温純水中に

あるため，熱時効による材料の靭性低下が想

定され，この状態でき裂が存在する場合には

小さな荷重でき裂が進展し，不安定破壊を引

起こす可能性がある。 

しかしながら，「平成８年度プラント長寿命

化技術開発に関する事業報告書」（平成９年

３月 財団法人 発電設備技術検査協会）に

おいては，BWR の炉水温度（約 280℃）にお

ける熱時効による材料への影響は大きくない

としている。また，当該部位に，疲労割れ等

のき裂が想定される経年劣化事象が想定され

ないため，熱時効を起因とする不安定破壊が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

③ ②   

48 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

高サイ

クル疲

労割れ

及び摩

耗 

原子炉機器冷却

水熱交換器 
伝熱管 

原子炉機器冷却水熱交換器の伝熱管について

は管支持板接触面において，高サイクル疲労

割れ及び摩耗が想定される。 

しかしながら，伝熱管は管支持板により流体

振動が十分小さくなるよう設計されているた

め，振動による高サイクル疲労割れ及び摩耗

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

49 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水熱交換器 

胴，管支

持板 

原子炉機器冷却水熱交換器の胴及び管支持板

は炭素鋼であるため，腐食が想定される。 

しかしながら，胴側内部流体は冷却水で防錆

剤が注入されており，材料表面が不動態に保

たれているため，腐食の可能性は小さい。ま

た，外面については防食塗装が施されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②  Ａ 

50 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水熱交換器 

水室等外

面 

原子炉機器冷却水熱交換器の水室（マンホー

ル蓋を含む）は炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

51 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水熱交換器 

フランジ

ボルト・

ナット 

原子炉機器冷却水熱交換器のフランジボル

ト・ナットは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

52 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水熱交換器 
支持脚 

原子炉機器冷却水熱交換器の支持脚は炭素鋼

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

53 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

高サイ

クル疲

労割れ

及び摩

耗 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水熱

交換器 

伝熱管 

伝熱管については管支持板接触面において，

高サイクル疲労割れ及び摩耗が想定される。 

しかしながら，伝熱管は管支持板により流体

振動が十分小さくなるよう設計されているた

め，振動による高サイクル疲労割れ及び摩耗

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

54 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水熱

交換器 

胴，管支

持板 

胴及び管支持板は炭素鋼であるため，腐食が

想定される。 

しかしながら，胴側内部流体は冷却水で防錆

剤が注入されており，材料表面が不動態に保

たれているため，腐食の可能性は小さい。ま

た，外面については防食塗装が施されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②  Ａ 

55 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水熱

交換器 

水室等外

面 

水室（マンホール蓋を含む）は炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

56 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水熱

交換器 

フランジ

ボルト・

ナット 

フランジボルト・ナットは低合金鋼であり，

腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

57 
熱交換

器 

直管

式熱

交換

器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水熱

交換器 

支持脚 

支持脚は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

58 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

異物付

着 

原子炉冷却材浄

化再生熱交換器 
伝熱管 

伝熱管は異物が付着し，伝熱性能に影響を及

ぼすことが想定される。 

しかしながら，管側内部流体は水質管理され

た純水であり，異物付着の可能性は小さい。 

また，伝熱管外面についても，胴側内部流体

は水質管理された純水であり，異物付着の可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②  Ｂ 

59 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

異物付

着 

余熱除去熱交換

器 
伝熱管 

伝熱管外面は異物が付着し，伝熱性能に影響

を及ぼすことが想定される。 

しかしながら，胴側内部流体は水質管理され

た純水であり，異物付着の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

60 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

異物付

着 

原子炉冷却材浄

化非再生熱交換

器 

伝熱管 

伝熱管内面は異物が付着し，伝熱性能に影響

を及ぼすことが想定される。 

しかしながら，管側内部流体は水質管理され

た純水であり，異物付着の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②  Ｂ 

61 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

高サイ

クル疲

労割れ

及び摩

耗 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化再生熱交換器 

 原子炉冷却材浄

化非再生熱交換

器 

 余熱除去熱交換

器 

伝熱管 

伝熱管については管支持板接触面において，

流体振動による高サイクル疲労割れ及び摩耗

が想定される。 

しかしながら，伝熱管は管支持板により流体

振動が十分小さくなるよう設計されているた

め，流体振動による高サイクル疲労割れ及び

摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    
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カテ 
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※２

内容

評価内容
※３分類

62 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化再生熱交換器 

 原子炉冷却材浄

化非再生熱交換

器 

 余熱除去熱交換

器 

フランジ

ボルト・

ナット 

フランジボルト・ナットは低合金鋼であり，

腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

63 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化再生熱交換器 

 原子炉冷却材浄

化非再生熱交換

器 

 余熱除去熱交換

器 

支持脚，

サポート

及び架構

支持脚，サポート及び架構は炭素鋼であり，

腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

64 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

粒界型

応力腐

食割れ 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化再生熱交換器 

 原子炉冷却材浄

化非再生熱交換

器 

 余熱除去熱交換

器 

伝熱管 

伝熱管はステンレス鋼であり，100℃以上の

流体に接液する応力の高い部位に粒界型応力

腐食割れが想定される。 

しかしながら，伝熱管は応力腐食割れの感受

性を低減したステンレス鋼を使用しているた

め，応力腐食割れが発生する可能性は小さ

い。また，安定停止状態においては対象部位

が 100℃を超えることはないため，今後これ

らの部位について応力腐食割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

65 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

疲労割

れ 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化再生熱交換器 

 原子炉冷却材浄

化非再生熱交換

器 

 余熱除去熱交換

器 

水室，ダ

イヤフラ

ム，胴及

び管板 

水室，ダイヤフラム，胴及び管板は内部流体

の温度変化に伴い低サイクル疲労割れが想定

される。 

しかしながら，起動・停止時の温度変動は，

余熱除去熱交換器は暖機運転により運転開始

時の炉水との温度差が十分小さくなるように

管理している。また，原子炉冷却材浄化再生

熱交換器及び原子炉冷却材浄化非再生熱交換

器は温度変化率で管理されている原子炉圧力

容器と同様又はそれより緩やかな温度変化と

なるため，熱疲労が問題となるような急激な

熱過渡を受ける可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

66 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材浄

化非再生熱交換

器 

余熱除去熱交換

器 

水室，胴

及び管支

持板 

原子炉冷却材浄化非再生熱交換器（胴，管支

持板）及び余熱除去熱交換器（水室）は炭素

鋼であるため，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体は冷却水で防錆剤が

注入されており，材料表面が不動態に保たれ

ているため，腐食の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②  Ａ 
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

67 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化再生熱交換器 

 原子炉冷却材浄

化非再生熱交換

器 

 余熱除去熱交換

器 

水室及び

胴外面 

水室及び胴は炭素鋼であり，外面の腐食が想

定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

68 
熱交換

器 

U 字

管式

熱交

換器 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

余熱除去熱交換

器 

基礎ボル

ト（後打

ちケミカ

ルアン

カ） 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

69 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

余熱除去ポンプ

モータ 

フレー

ム，エン

ドブラケ

ット及び

端子箱 

フレーム，エンドブラケット及び端子箱は炭

素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

70 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

余熱除去ポンプ

モータ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

71 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

高サイ

クル疲

労割れ 

［共通］ 

 原子炉機器冷却

海水ポンプモー

タ 

 余熱除去ポンプ

モータ 

主軸 

主軸にはモータ運転時に繰返し応力が発生す

ることから，応力集中部において，高サイク

ル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

72 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉機器冷却

海水ポンプモー

タ 

 余熱除去ポンプ

モータ 

固定子コ

ア及び回

転子コア

固定子コア及び回転子コアは電磁鋼のため，

腐食が想定される。 

しかしながら，固定子コア及び回転子コアに

は，絶縁ワニス処理が施されており，腐食の

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

73 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

疲労割

れ 

［共通］ 

 原子炉機器冷却

海水ポンプモー

タ 

 余熱除去ポンプ

モータ 

回転子棒

及び回転

子エンド

リング 

回転子棒及び回転子エンドリングは，モータ

起動時における電磁力等による繰返し応力が

発生することから，疲労割れが想定される。 

しかしながら，梁モデルによる評価を行い，

発生応力は許容値に対し十分小さいことか

ら，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

74 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

腐食 
余熱除去ポンプ

モータ 
油冷管 

油冷管は銅及びステンレス鋼が使用されてお

り，銅には腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，油冷管外表面について

は，接液する流体が油であることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

75 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イポンプモータ 

 低圧炉心スプレ

イポンプモータ 

フレー

ム，エン

ドブラケ

ット及び

端子箱 

フレーム，エンドブラケット及び端子箱は炭

素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

76 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イポンプモータ 

 低圧炉心スプレ

イポンプモータ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

77 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

摩耗 
高圧炉心スプレ

イポンプモータ 
主軸 

すべり軸受を使用している主軸については，

軸受と主軸の接触面の摩耗が想定される。 

しかしながら，軸受には潤滑剤が供給され主

軸と軸受間に膜が形成される構造となってお

り主軸の摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって今後もこの傾向が変化する要因が

あるとは考え難いことから，高経年化対策上

着目すべき経年劣化事象ではないと判断す

る。 

② ②   

78 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

高サイ

クル疲

労割れ 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イポンプモータ 

 低圧炉心スプレ

イポンプモータ 

主軸 

主軸にはモータ運転時に繰返し応力が発生す

ることから，応力集中部において，高サイク

ル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

79 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

疲労割

れ 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イポンプモータ 

 低圧炉心スプレ

イポンプモータ 

回転子棒

及び回転

子エンド

リング 

回転子棒及び回転子エンドリングは，モータ

起動時における電磁力等による繰返し応力が

発生することから，疲労割れが想定される。 

しかしながら，梁モデルによる評価を行い，

発生応力は許容値に対し十分小さいことか

ら，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

80 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イポンプモータ 

 低圧炉心スプレ

イポンプモータ 

固定子コ

ア及び回

転子コア

固定子コア及び回転子コアは電磁鋼のため，

腐食が想定される。 

しかしながら，固定子コア及び回転子コアに

は，絶縁ワニス処理が施されており，腐食の

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

81 
ポンプ

モータ 

高圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イポンプモータ 

 低圧炉心スプレ

イポンプモータ 

油冷管 

油冷管は銅及びステンレス鋼が使用されてお

り，銅には腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，油冷管外表面について

は，接液する流体が油であることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

82 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水ポンプモータ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

83 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水ポンプモータ 

フレーム

及びエン

ドブラケ

ット 

フレーム及びエンドブラケットは鋳鉄であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

84 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材浄

化ポンプモータ 

原子炉機器冷却

水ポンプモータ 

端子箱 

端子箱は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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内容

評価内容
※３分類

85 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

ポンプモータ 

 原子炉冷却材浄

化ポンプモータ 

 原子炉機器冷却

水ポンプモータ 

固定子コ

ア及び回

転子コア

固定子コア及び回転子コアは電磁鋼のため，

腐食が想定される。 

しかしながら，固定子コア及び回転子コアに

は，絶縁ワニス処理が施されており，腐食の

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

86 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

疲労割

れ 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

ポンプモータ 

 原子炉冷却材浄

化ポンプモータ 

 原子炉機器冷却

水ポンプモータ 

回転子棒

及び回転

子エンド

リング 

回転子棒及び回転子エンドリングは，モータ

起動時における電磁力等による繰返し応力が

発生することから，疲労割れが想定される。 

しかしながら，高圧炉心スプレイ機器冷却海

水ポンプモータ,原子炉機器冷却水ポンプモ

ータの回転子棒及び回転子エンドリングはア

ルミダイキャストで一体成型され，スロット

内にアルミニウムが充満した状態で回転子棒

が形成されているため，回転子棒とスロット

の間に隙間や緩みは生じないことから，繰返

し応力による疲労割れが発生する可能性は小

さい。 

また，原子炉冷却材浄化ポンプモータについ

ては，回転子棒に回転子エンドリングが積層

された一体構造となっており，回転子棒及び

回転子エンドリングに応力を受けない設計と

なっていることから，疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

87 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

高サイ

クル疲

労割れ 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

ポンプモータ 

原子炉機器冷却

水ポンプモータ 

主軸 

主軸にはモータ運転時に繰返し応力が発生す

ることから，応力集中部において，高サイク

ル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

88 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプモータ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

89 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプモータ 

フレーム

及びエン

ドブラケ

ット 

フレーム及びエンドブラケットは鋳鉄であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

90 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化ホールディン

グポンプモータ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプモータ 

端子箱 

端子箱は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

91 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化ホールディン

グポンプモータ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプモータ 

固定子コ

ア及び回

転子コア

固定子コア及び回転子コアは電磁鋼のため，

腐食が想定される。 

しかしながら，固定子コア及び回転子コアに

は，絶縁ワニス処理が施されており，腐食の

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

92 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

疲労割

れ 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化ホールディン

グポンプモータ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプモータ 

回転子棒

及び回転

子エンド

リング 

回転子棒及び回転子エンドリングは，モータ

起動時における電磁力等による繰返し応力が

発生することから，疲労割れが想定される。 

しかしながら，高圧炉心スプレイ機器冷却水

ポンプモータについては，回転子棒及び回転

子エンドリングがアルミダイキャストで一体

成型され，スロット内にアルミニウムが充満

した状態で回転子棒が形成されているため，

回転子棒とスロット間に隙間や緩みは生じな

いことから，繰返し応力による疲労割れ発生

の可能性は小さい。原子炉冷却材浄化ホール

ディングポンプモータについては，回転子棒

に回転子エンドリングが積層された一体構造

となっており，回転子棒及び回転子エンドリ

ングに応力を受けない設計となっていること

から，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

93 
ポンプ

モータ 

低圧

ポン

プモ

ータ 

高サイ

クル疲

労割れ 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水ポ

ンプモータ 

主軸 

主軸にはモータ運転時に繰返し応力が発生す

ることから，応力集中部において，高サイク

ル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

94 容器 容器 断線 
制御棒駆動水加

熱器 

電気ヒー

タ 

制御棒駆動水加熱器の電気ヒータはシースヒ

ータであり，発熱線にはニクロム線が使用さ

れており，湿分等の浸入が生じると腐食によ

る断線が想定される。 

しかしながら，発熱線はステンレス鋼のパイ

プの中に絶縁材と共に封入された構造となっ

ており，通常の使用状態においては，冷却水

や外気の湿分が浸入する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

95 容器 容器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水サージタンク 

胴板，底

板等外面

原子炉機器冷却水サージタンクの胴板，底

板，屋根板，マンホール蓋板は炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，外面は塗装により腐食を防止

しており，屋内空調環境に設置されているこ

とから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する｡ 

② ②   

96 容器 容器 

腐食

（全面

腐食） 

復水タンク 胴板外面

復水タンクの胴板は炭素鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，外面は塗装により腐食を防止

しており，屋内空調環境に設置されているこ

とから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する｡ 

② ②   

97 容器 容器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材浄

化ろ過脱塩塔 

鏡板，胴

板等 

原子炉冷却材浄化ろ過脱塩塔の鏡板，胴板，

上蓋板及びフランジは炭素鋼であり,内部流

体が純水であることから腐食が想定される。 

しかしながら，内面はステンレス鋼クラッド

を施し腐食を防止している。外面は塗装によ

り腐食を防止しており，屋内空調環境に設置

されていることから，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年化事象ではないと判断

する。 

② ②   

98 容器 容器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材浄

化ろ過脱塩塔 

制御棒駆動水加

熱器 

支持脚及

び脚 

原子炉冷却材浄化ろ過脱塩塔の支持脚，制御

棒駆動水加熱器の脚は炭素鋼であり腐食が想

定される。 

しかしながら，外面は塗装により腐食を防止

しており，屋内空調環境に設置されているこ

とから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

99 容器 容器 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒駆動水加

熱器 

原子炉冷却材浄

化ろ過脱塩塔 

制御棒駆動水フ

ィルタ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

100 容器 容器 

腐食

（全面

腐食）  

燃料プール 
取付ボル

ト 

燃料プールの取付ボルトは低合金鋼であり，

取付ボルト全体がコンクリートに埋設されて

おり，コンクリートが中性化した場合は腐食

が想定される。 

しかしながら，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ておらず，腐食発生の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①    

101 容器 容器 

粒界型

応力腐

食割れ  

制御棒駆動水加

熱器 

胴板，鏡

板等 

制御棒駆動水加熱器の胴板，鏡板，平板，フ

ランジはステンレス鋼であり，内部流体が

100℃以上の純水であることから粒界型応力

腐食割れが想定される。 

しかしながら，開放点検時における目視点検

により設備の健全性を定期的に確認してお

り，これまでの点検結果から有意な欠陥は確

認されていない。また，当面の安定停止状態

においては，その運転状況を考慮した追加的

な点検等を行っている。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   

102 容器 容器 

腐食

（全面

腐食）  

制御棒駆動水フ

ィルタ 

基礎ボル

ト 

制御棒駆動水フィルタの基礎ボルトは炭素鋼

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①    

103 容器 容器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水サ

ージタンク 

胴板，底

板等外面

高圧炉心スプレイ機器冷却水サージタンクの

胴板，底板，屋根板，マンホール蓋板は炭素

鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，外面は塗装により腐食を防止

しており，屋内空調環境に設置されているこ

とから，腐食の発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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内容
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104 容器 容器 

腐食

（全面

腐食） 

スクラム排出容

器 

胴板及び

鏡板外面

スクラム排出容器の胴板，鏡板は炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，外面は塗装により腐食を防止

しており，屋内空調環境に設置されているこ

とから，腐食の発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

105 容器 

原子

炉圧

力容

器 

粒界型

応力腐

食割れ 

原子炉圧力容器 

ノズル，

セーフエ

ンド等

（再循環

水出口ノ

ズルセー

フエン

ド，再循

環水入口

ノズルセ

ーフエン

ド，ジェ

ットポン

プ計装ノ

ズル貫通

部シー

ル，差圧

計装・ほ

う酸水注

入ティ，

水位計装

ノズル，

水位計装

ノズルセ

ーフエン

ド）及び

ブラケッ

ト（ガイ

ドロッ

ド，ドラ

イヤ支

持，給水

スパージ

ャ，炉心

スプレ

イ，監視

試験片支

持） 

ノズル，セーフエンド等（再循環水出口ノズ

ルセーフエンド，再循環水入口ノズルセーフ

エンド，ジェットポンプ計装ノズル貫通部シ

ール，差圧計装・ほう酸水注入ティ，水位計

装ノズル，水位計装ノズルセーフエンド）及

びブラケット（ガイドロッド，ドライヤ支

持，給水スパージャ，炉心スプレイ，監視試

験片支持）はステンレス鋼又はニッケル基合

金であり，高温の純水又は飽和蒸気環境中に

あるため，粒界型応力腐食割れが想定され

る。 

しかしながら，再循環水出口ノズル及び再循

環水入口ノズルのノズルセーフエンド，ジェ

ットポンプ計装ノズル貫通部シールについて

は，建設時に炭素含有量を抑えることで粒界

型応力腐食割れの感受性を低減した材料を使

用していること，及び第 11 定期点検（平成

13 年）から第 13 定期点検（平成 16 年）に

おいて，高周波誘導加熱処理*による残留応

力改善措置を行っている。また，それ以外の

ノズル等については，建設時に炭素含有量を

抑えることで粒界型応力腐食割れの感受性を

低減した材料を使用していること，及びこれ

までの運転経験から粒界型応力腐食割れの可

能性は小さい。 

また，原子力規制委員会文書「実用発電用原

子炉及びその附属施設における破壊を引き起

こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定につい

て」（平成 26 年８月６日付け原規技発第

1408063 号）又は維持規格に基づき計画的に

超音波探傷試験，浸透探傷試験及び漏えい試

験を実施し，健全性を確認している。 

さらに，安定停止状態においては 100℃を超

える環境とはならないため，粒界型応力腐食

割れの発生・進展の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

 

*：高周波誘導加熱処理：高周波誘導コイル

により配管外面を加熱すると同時に，配管内

に冷却水を通し，配管の内外面の温度差で配

管内面の残留応力を改善する方法。 

①② ②   
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106 容器 

原子

炉圧

力容

器 

腐食

（孔

食） 

原子炉圧力容器 

主フラン

ジ（上蓋

フランジ

及び胴体

フランジ

シール

面） 

上蓋フランジ及び胴体フランジシール面は狭

隘部であり，腐食が想定される。 

しかしながら，主フランジ（上蓋フランジ及

び胴体フランジシール面）は，耐食性に優れ

たステンレス鋼クラッドが施されており，腐

食の発生する可能性は小さい。  

また，原子炉開放時の目視点検により，これ

までに有意な腐食は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

107 容器 

原子

炉圧

力容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉圧力容器 
スタッド

ボルト 

スタッドボルトは低合金鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，通常運転時には窒素ガス雰囲

気中にあり腐食の発生する可能性は小さい。

また，原子炉開放時の目視点検により，これ

までに有意な腐食は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

108 容器 

原子

炉圧

力容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉圧力容器 

スタビラ

イザ（ブ

ラケット

含む），

制御棒駆

動機構ハ

ウジング

支持金具

及び支持

スカート

スタビライザ（ブラケット含む），制御棒駆

動機構ハウジング支持金具及び支持スカート

は炭素鋼又は低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，通常運転時には窒素ガス雰囲

気中にあり腐食の発生する可能性は小さい。

また，原子炉開放時の目視点検により，これ

までに有意な腐食は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

109 容器 

原子

炉圧

力容

器 

摩耗 原子炉圧力容器 

スタビラ

イザ（ブ

ラケット

含む）摺

動部 

機器の移動を許容するスタビライザの摺動部

材は，摩耗が想定される。 

しかしながら，水平サポートであるスタビラ

イザ（ブラケット含む）は，地震時のみ摺動

し，運転中には有意な荷重は受けないことか

ら，摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

110 容器 

原子

炉圧

力容

器 

疲労割

れ 
原子炉圧力容器 

スタビラ

イザ（ブ

ラケット

含む） 

スタビライザ（ブラケット含む）は，水平サ

ポートであり，地震時のみ摺動し，運転中に

は有意な荷重は受けないことから，疲労が蓄

積する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

111 容器 

原子

炉圧

力容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉圧力容器 
基礎ボル

ト 

基礎ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，通常運転時には窒素ガス雰囲

気中にあるため，腐食が発生する可能性は小

さい。また，これまでの点検結果から有意な

腐食は確認されていない。 

コンクリート埋設部は，コンクリートが中性

化した場合に腐食が想定される。 

しかしながら，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど確認さ

れておらず，腐食の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①    

112 容器 

原子

炉格

納容

器 

疲労割

れ 
原子炉格納容器 

上蓋，円

筒部，球

殻部鋼

板，コン

クリート

埋設部鋼

板，サン

ドクッシ

ョン部鋼

板，サプ

レッショ

ンチェン

バシェル

部 

原子炉格納容器は運転中の温度変化及びそれ

に伴う圧力変化による低サイクル疲労割れが

想定される。 

しかしながら，温度・圧力の変動は，起動・

停止時及び，漏えい試験によるもので，発生

応力及び発生回数も小さいことから，低サイ

クル疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

113 容器 

原子

炉格

納容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉格納容器 

サンドク

ッション

部鋼板 

サンドクッション部鋼板は，海外プラントに

おいて，ドレン管が閉塞していたことによ

り，原子炉格納容器上部からの漏えい水がサ

ンドクッション部鋼板に溜まり，鋼板が腐食

する事例が報告されている。 

しかしながら，点検時にドレン管が閉塞して

いないこと及び漏えい水が流入していないこ

とを目視点検により確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   

114 容器 

原子

炉格

納容

器 

摩耗 原子炉格納容器 

耐震サポ

ート，ス

タビライ

ザ及びシ

ヤラグ 

耐震サポート，スタビライザ及びシヤラグは

摺動部を有しているため，摩耗が想定され

る。 

しかしながら，地震時のみ摺動するものであ

り，発生回数が非常に少ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

115 容器 

原子

炉格

納容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉格納容器 

上蓋，円

筒部，球

殻部鋼

板，ベン

ト管 

上蓋，円筒部，球殻部鋼板，ベント管は炭素

鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内外表面は防食塗装が施され

ており，屋内空調環境に設置されているこ

と，また，通常運転中は窒素雰囲気にあるた

め腐食の発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

116 容器 

原子

炉格

納容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉格納容器 

サプレッ

ションチ

ェンバシ

ェル部 

サプレッションチェンバシェル部は炭素鋼で

あり，腐食が想定される。 

しかしながら，内外表面は防食塗装が施され

ており，屋内空調環境に設置されているこ

と，また，内表面については，通常運転中は

窒素雰囲気にあるため腐食の発生する可能性

は小さい。さらに，サプレッションチェンバ

シェル部内面（水中部）については，水抜き

時に塗膜状況の確認を行っている。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

117 容器 

原子

炉格

納容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉格納容器 

耐震サポ

ート，サ

ドルサポ

ート，ス

タビライ

ザ及びシ

ヤラグ 

耐震サポート，サドルサポート，スタビライ

ザ及びシヤラグは炭素鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていること，また，ス

タビライザ及びシヤラグについては，通常運

転中は窒素雰囲気にあるため腐食の発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

118 容器 

原子

炉格

納容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉格納容器 

コンクリ

ート埋設

部鋼板，

ドライウ

ェルスカ

ート，ド

ライウェ

ル基礎ボ

ルト 

コンクリート埋設部鋼板，ドライウェルスカ

ート，ドライウェル基礎ボルトは，コンクリ

ートが中性化した場合に腐食が想定される。 

しかしながら，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど確認さ

れておらず，腐食の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①    

119 容器 

原子

炉格

納容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉格納容器 

ドライウ

ェルスプ

レイヘッ

ダ，サプ

レッショ

ンチェン

バスプレ

イヘッ

ダ，ベン

トヘッダ

及びダウ

ンカマ 

ドライウェルスプレイヘッダ，サプレッショ

ンチェンバスプレイヘッダ，ベントヘッダ及

びダウンカマは炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていること，また，通

常運転中は窒素雰囲気にあるため腐食の発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

120 容器 

原子

炉格

納容

器 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉格納容器 
真空破壊

装置 

真空破壊装置は炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていること，また，通

常運転中は窒素雰囲気にあるため腐食の発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

121 容器 

機械

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

疲労割

れ 

ほう酸水注入配

管貫通部（固定

式配管貫通部） 

管台 

管台は内部流体の温度変化に伴い疲労割れが

想定される。 

しかしながら，通常運転時は内部流体の流れ

はなく，有意な熱過度を受けることはないた

め，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② 

122 容器 

機械

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

腐食

（全面

腐食） 

主蒸気(タービン

へ)配管貫通部

（ベローズ式配

管貫通部） 

ほう酸水注入配

管貫通部（固定

式配管貫通部） 

機器搬入口 

所員用エアロッ

ク 

逃がし安全弁搬

出入口 

管台，

胴，蓋，

及び扉 

主蒸気(タービンへ)配管貫通部（ベローズ式

配管貫通部）の管台，ほう酸水注入配管貫通

部（固定式配管貫通部）の管台，機器搬入口

の胴，蓋，所員用エアロックの胴，扉，及び

逃がし安全弁搬出入口の胴，蓋は，炭素鋼で

あり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ② 

123 容器 

機械

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

腐食

（全面

腐食） 

機器搬入口 

逃がし安全弁搬

出入口 

ボルト・

ナット 

機器搬入口，逃がし安全弁搬出入口のボル

ト・ナットは，低合金鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ② 

124 容器 

機械

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

疲労割

れ 

固定式配管貫通

部 
管台 

管台は内部流体の温度変化に伴い疲労割れが

想定される。 

しかしながら，固定式配管貫通部は，起動・

停止等運転状態の変化に伴う配管熱移動の影

響が小さく，疲労割れが発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ② 

125 容器 

機械

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

腐食

（全面

腐食） 

主蒸気配管貫通

部（ベローズ式

配管貫通部） 

ほう酸水注入配

管貫通部（固定

式配管貫通部）

以外の配管貫通

部 

並びに逃がし安

全弁搬出入口以

外のハッチ及び

マンホール 

管台，

胴，及び

蓋 

主蒸気配管貫通部（ベローズ式配管貫通

部），ほう酸水注入配管貫通部（固定式配管

貫通部）以外の配管貫通部の管台，逃がし安

全弁搬出入口以外のハッチ及びマンホールの

胴，蓋は，炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②
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126 容器 

機械

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

腐食

（全面

腐食） 

逃がし安全弁搬

出入口以外のハ

ッチ及びマンホ

ール 

ボルト・

ナット 

逃がし安全弁搬出入口以外のハッチ及びマン

ホールのボルト・ナットは，低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

127 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

導通不

良 

信号（核計装）

用ケーブルペネ

トレーション 

同軸ケー

ブル，プ

ラグ，コ

ネクタ 

同軸ケーブルに大きな荷重が作用すると，断

線や途中接続点のコネクタの外れ等により導

通不良が想定される。 

しかしながら，ケーブル単体には外部からの

大きな荷重が作用しない構造となっており，

導通不良が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

128 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

導通不

良 

特別高圧動力用

ケーブルペネト

レーション 

ケーブ

ル，コネ

クタ，導

体 

ケーブルに大きな荷重が作用すると，断線や

途中接続点のコネクタの外れ等により導通不

良が想定される。 

しかしながら，ケーブル単体には外部からの

大きな荷重が作用しない構造となっており，

導通不良が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

129 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

信号（核計装）

用ケーブルペネ

トレーション 

特別高圧動力用

ケーブルペネト

レーション 

アダプタ

アダプタは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

130 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

腐食

（全面

腐食） 

信号（核計装）

用ケーブルペネ

トレーション 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

131 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

劣化に

よる気

密性の

低下 

信号（核計装）

用ケーブルペネ

トレーション 

O リング

O リングが劣化すると，気密性の低下が想定

される。 

しかしながら，O リングは金属製であり，熱

等による影響はほとんどないことから，劣化

による気密性の低下が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

132 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

導通不

良 

制御棒位置指示

用 

制御・計装用 

低圧動力用 

予備 

同軸ケー

ブル，電

線，ピ

ン，銅

棒，プラ

グ，コネ

クタ，ソ

ケットコ

ンタクト

ケーブルや電線に大きな荷重が作用すると，

断線や途中接続点のコネクタ，ソケットコン

タクトの外れ等により導通不良が想定され

る。 

しかしながら，ケーブルや電線単体には外部

からの大きな荷重が作用しない構造となって

おり，導通不良が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

133 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒位置指示

用 

制御・計装用 

低圧動力用 

予備 

アダプタ

アダプタは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

134 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒位置指示

用 

制御・計装用 

低圧動力用 

予備 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

135 容器 

電気

ペネ

トレ

ーシ

ョン 

劣化に

よる気

密性の

低下 

制御棒位置指示

用 

制御・計装用 

低圧動力用 

予備 

O リング

O リングが劣化すると，気密性の低下が想定

される。 

しかしながら，O リングは金属製であり，熱

等による影響はほとんどないことから，劣化

による気密性の低下が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

136 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

粒界型

応力腐

食割れ 

原子炉冷却材再

循環系 
配管 

ステンレス鋼配管は，100℃以上の純水が接

液する応力が高い部位で粒界型応力腐食割れ

が想定される。 

しかしながら，原子炉冷却材再循環系配管に

ついては，第 11 回定期点検（平成 13 年度）

から第 13 回定期点検（平成 16 年度）におい

て，ひび割れの徴候が確認された配管の取替

えや補修，高周波誘導加熱処理*1 等による

残留応力改善措置を行っている。また，平成

27 年度において，原子炉冷却材再循環ポン

プ入口配管除染座（フランジ）のキャップ化

に伴い，内面肉盛工法*2 による応力腐食割

れの感受性を改善している。 

なお，原子力規制委員会文書「実用発電用原

子炉及びその附属施設における破壊を引き起

こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定につい

て」（平成 26 年８月６日付け原規技発第

1408063 号）又は日本機械学会「発電用原子

力設備規格 維持規格（2008 年版）JSME S 

NA1-2008」（以下，「維持規格」という。）

に基づき計画的に超音波探傷試験，浸透探傷

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

試験及び漏えい試験を実施し，健全性を確認

している。 

さらに，安定停止状態においては対象部位が

100℃を超えることはないため，これらの部

位について粒界型応力腐食割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

*1：高周波誘導加熱処理：高周波誘導コイル

により配管外面を加熱すると同時に，配管内

に冷却水を通し，配管の内外面の温度差で配

管内面の残留応力を改善する方法。 

*2：内面肉盛工法：配管内面の接液部をあら

かじめ溶着金属で覆い，応力腐食割れの感受

性を改善する方法 

137 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

高サイ

クル疲

労割れ 

ステンレス鋼配

管系共通 

 原子炉冷却材再

循環系 

 計装用圧縮空気

系 

配管 

小口径配管のソケット溶接部は，ポンプの機

械・流体振動による繰返し応力により，高サ

イクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，設計段階において適切にサポ

ートを配置し，小口径配管の振動を抑制して

いる。また，平成 14 年５月，浜岡２号機余

熱除去系低圧注入管第２隔離弁ドレン配管か

らの漏えい事象を受け，必要な部位について

疲労評価を行い，突合せ溶接継手化する等の

対策を図っている。さらに，振動の状態は経

年的に変化するものではないことから，高サ

イクル疲労割れが発生する可能性は小さい。 

温度差のある流体の混合等により生じる温度

変動による損傷（高低温水合流型高サイクル

熱疲労及び閉塞分岐管型熱成層）に対して

は，原子力安全・保安院指示文書（平成

19・２・15 原院第２号 平成 19 年２月 16

日「高サイクル熱疲労に係る評価及び検査に

対する要求事項について」NISA-163b-07-

01）に従い（社)日本機械学会「配管の高サ

イクル熱疲労に関する評価指針」（JSME S 

017-2003）に基づき評価した結果，当該事象

に関し問題ないことを確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②  Ｃ 

138 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

高サイ

クル疲

労割れ 

原子炉冷却材再

循環系 

温度計ウ

ェル及び

サンプリ

ングノズ

ル 

温度計ウェル及びサンプリングノズルについ

ては，内部流体の流体力，カルマン渦，双子

渦発生による励振力により，管台との取合い

部に高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，設計上流体との同期振動の回

避及びランダム渦による強度が考慮されてい

れば損傷を回避できるものであり，これまで

当該系統において高サイクル疲労割れの事例

はない。また，流体振動による配管内円柱状

構造物の損傷に対しては，原子力安全・保安

院指示文書（平成 17・12・22 原院第６号 

平成 17 年 12 月 27 日「発電用原子力設備に

関する技術基準を定める省令の改正に伴う電

気事業法に基づく定期事業者検査の実施につ

いて」NISA-163a-05-03）及び当該文書の別

紙１「新省令第６条及び第８条の２第２項に

おける流体振動による損傷の防止に関する当

面の措置について」に従い（社)日本機械学

会「配管内円柱状構造物の流力振動評価指針

①②    
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

（JSME S012-1998）」に基づき評価した結

果，損傷の可能性が否定できないものについ

ては第 14 回定期点検（平成 18 年度）にて，

短尺化による共振の回避又は撤去により対策

を実施している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

139 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

機能低

下 

原子炉冷却材再

循環系 

計装用圧縮空気

系 

メカニカ

ルスナッ

バ及びハ

ンガ 

メカニカルスナッバ及びハンガは長期にわた

る摺動の繰返しによるピン，ボールネジ，ボ

ールナット等の摺動部材の摩耗による機能低

下が想定される。 

しかしながら，ピン，ボールネジ，ボールナ

ット等の摺動部材については，起動・停止時

に想定される配管熱移動による摺動回数は少

なく，著しい摩耗が生じる可能性は小さい。 

また，スプリング（ばね）については常時応

力がかかった状態で使用されるため，へたり

による機能低下が想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，さらにスプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが進行する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

140 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

腐食

（全面

腐食） 

ステンレス鋼配

管系共通 

 原子炉冷却材再

循環系 

 計装用圧縮空気

系 

メカニカ

ルスナッ

バ，ハン

ガ，レス

トレイン

ト及びサ

ポート取

付ボル

ト・ナッ

ト 

これらの機器の材料は炭素鋼を使用してお

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，通

常運転中は窒素雰囲気又は屋内空調環境に設

置されていることから，腐食が発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

141 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

疲労割

れ 

ステンレス鋼配

管系共通 

 原子炉冷却材再

循環系 

 計装用圧縮空気

系 

ラグ及び

レストレ

イント 

ラグ及びレストレイントについては，配管熱

変位の拘束に伴う繰返し荷重により材料（特

に支持部材取付け溶接継手）に疲労が蓄積さ

れるため，低サイクル疲労割れが想定され

る。 

しかしながら，ラグ及びレストレイントは設

計段階において，配管の熱応力を考慮して拘

束点を選定しており，熱応力が過大になる場

合はスナッバを使用することとしていること

から，ラグ及びレストレイントが熱応力によ

り割れに至る疲労が蓄積される可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

142 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

腐食

（全面

腐食） 

ステンレス鋼配

管系共通 

 原子炉冷却材再

循環系 

 計装用圧縮空気

系 

埋込金物

埋込金物の材料は炭素鋼を使用しており，腐

食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，通

常運転中は窒素雰囲気又は屋内空調環境に設

置されていることから，腐食が発生する可能

性は小さい。また，コンクリート埋設部につ

いては，コンクリートが中性化した場合に腐

食が想定されるが，実機コンクリートにおけ

るサンプリング結果では中性化はほとんど見

られておらず腐食が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

143 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

粒界型

応力腐

食割れ 

主蒸気系 

制御棒駆動系 

ほう酸水注入系 

余熱除去系 

低圧炉心スプレ

イ系 

高圧炉心スプレ

イ系 

原子炉冷却材浄

化系 

配管 

内部流体が 100℃以上のステンレス鋼配管系

では，粒界型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，応力腐食割れの感受性を低減

した材料を用いており，粒界型応力腐食割れ

が発生する可能性は小さい。また，これまで

の点検結果から有意な欠陥は確認されていな

い。 

また，安定停止状態においては対象部位が

100℃を超えることはないため，これらの部

位について粒界型応力腐食割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

144 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

高サイ

クル疲

労割れ 

ステンレス鋼配

管系共通 

 主蒸気系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 補給水系 

配管 

小口径配管のソケット溶接部は，ポンプの機

械・流体振動による繰返し応力により，高サ

イクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，設計段階において適切にサポ

ートを配置し，小口径配管の振動を抑制して

いる。また，平成 14 年５月，浜岡２号機余

熱除去系低圧注入管第２隔離弁ドレン配管か

らの漏えい事象を受け，必要な部位について

疲労評価を行い，突合せ溶接継手化する等の

対策を図っている。さらに，振動の状態は経

年的に変化するものではないことから，高サ

イクル疲労割れが発生する可能性は小さい。 

温度差のある流体の混合等により生じる温度

変動による損傷（高低温水合流型高サイクル

熱疲労及び閉塞分岐管型熱成層）に対して

は，原子力安全・保安院指示文書（平成

19・２・15 原院第２号 平成 19 年２月 16

日「高サイクル熱疲労に係る評価及び検査に

対する要求事項について」NISA-163b-07-

01）に従い（社)日本機械学会「配管の高サ

イクル熱疲労に関する評価指針」（JSME S 

017-2003）に基づき評価した結果，当該事象

に関し問題ないことを確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 
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化事象 
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※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

145 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

高サイ

クル疲

労割れ 

制御棒駆動系 
温度計ウ

ェル 

温度計ウェルについては，内部流体の流体

力，カルマン渦，双子渦発生による励振力に

より，管台との取合い部に高サイクル疲労割

れが想定される。 

しかしながら，設計上流体との同期振動の回

避及びランダム渦による強度が考慮されてい

れば損傷を回避できるものであり，これまで

当該系統において高サイクル疲労割れの事例

はない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②  Ｃ 

146 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

機能低

下 
ほう酸水注入系 

メカニカ

ルスナッ

バ 

メカニカルスナッバは長期にわたる摺動の繰

返しによるピン，ボールネジ，ボールナット

等の摺動部材の摩耗による機能低下が想定さ

れる。 

しかしながら，ピン，ボールネジ，ボールナ

ット等の摺動部材については，起動・停止時

に想定される配管熱移動による摺動回数は少

なく，著しい摩耗が生じる可能性は小さい。 

また，スプリング（ばね）については常時応

力がかかった状態で使用されるため，へたり

による機能低下が想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，さらにスプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが進行する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

147 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

腐食

（全面

腐食） 

ステンレス鋼配

管系共通 

 主蒸気系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 補給水系 

メカニカ

ルスナッ

バ，レス

トレイン

ト及びサ

ポート取

付ボル

ト・ナッ

ト 

これらの機器の材料は炭素鋼を使用してお

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

148 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

疲労割

れ 

ステンレス鋼配

管系共通 

 主蒸気系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

ラグ及び

レストレ

イント 

ラグ及びレストレイントについては，配管熱

変位の拘束に伴う繰返し荷重により材料（特

に支持部材取付け溶接継手）に疲労が蓄積さ

れるため，低サイクル疲労割れが想定され

る。 

しかしながら，ラグ及びレストレイントは設

計段階において，配管の熱応力を考慮して拘

束点を選定しており，熱応力が過大になる場

合はスナッバを使用することとしていること

から，ラグ及びレストレイントが熱応力によ

り割れに至る疲労が蓄積される可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

浄化系 

 補給水系 

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

149 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

腐食

（全面

腐食） 

制御棒駆動系 

原子炉冷却材浄

化系 

燃料プール冷却

浄化系 

フランジ

ボルト・

ナット 

フランジボルト・ナットの材料は炭素鋼又は

低合金鋼を使用しており，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

150 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

腐食

（全面

腐食） 

ステンレス鋼配

管系共通 

 主蒸気系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 補給水系 

埋込金物

埋込金物の材料は炭素鋼を使用しており，腐

食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。また，コンクリ

ート埋設部については，コンクリートが中性

化した場合に腐食が想定されるが，実機コン

クリートにおけるサンプリング結果では中性

化はほとんど見られておらず腐食が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

151 配管 

ステ

ンレ

ス鋼

配管

系 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

ステンレス鋼配

管系共通 

 主蒸気系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 補給水系 

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

152 配管 

炭素

鋼配

管系 

高サイ

クル疲

労割れ 

炭素鋼配管系共

通 

 給水系 

 原子炉機器冷却

水系 

 非常用ガス処理

系 

 原子炉機器冷却

海水系 

配管 

小口径配管のソケット溶接部は，ポンプの機

械・流体振動による繰返し応力により高サイ

クル疲労割れが想定される。 

しかしながら，設計段階において適切にサポ

ートを配置し，小口径配管の振動を抑制して

いる。また，平成 14 年５月，浜岡原子力発

電所２号機余熱除去系低圧注入管第２隔離弁

ドレン配管からの漏えい事象を受け，必要な

部位について疲労評価を行い，突合せ溶接継

手化する等の対策を図っている。さらに，振

動の状態は経年的に変化するものではないこ

とから，高サイクル疲労割れが発生する可能

②    
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

性は小さい。 

温度差のある流体の混合等により生じる温度

変動による損傷（高低温水合流型高サイクル

熱疲労及び閉塞分岐管型熱成層）に対して

は，原子力安全・保安院指示文書（平成

19・２・15 原院第２号 平成 19 年２月 16

日「高サイクル熱疲労に係る評価及び検査に

対する要求事項について」NISA-163b-07-

01）に従い（社)日本機械学会「配管の高サ

イクル熱疲労に関する評価指針」（JSME S 

017-2003）に基づき評価した結果，当該事象

に関し問題ないことを確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

153 配管 

炭素

鋼配

管系 

高サイ

クル疲

労割れ 

原子炉機器冷却

水系 

温度計ウ

ェル 

温度計ウェルについては，内部流体の流体

力，カルマン渦，双子渦発生による励振力に

より，管台との取合い部に高サイクル疲労割

れが想定される。 

しかしながら，設計上流体との同期振動の回

避及びランダム渦による強度が考慮されてい

れば損傷を回避できるものであり，これまで

当該系統において高サイクル疲労割れが発生

した事例はない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②  Ｃ 

154 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水系 

非常用ガス処理

系 

配管内面

原子炉機器冷却水系及び非常用ガス処理系配

管は炭素鋼を使用しており，配管内面の腐食

が想定される。 

しかしながら，原子炉機器冷却水系配管の内

部流体は防錆剤入り冷却水であり，材料表面

が不働態状態に保たれていることから，腐食

の可能性は小さい。また，非常用ガス処理系

配管については，内部流体が屋内空調環境下

の気体であり，腐食の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

155 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

給水系 

原子炉機器冷却

水系 

非常用ガス処理

系 

配管外面

給水系，原子炉機器冷却水系，非常用ガス処

理系配管は炭素鋼を使用しており，配管外面

の腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

156 配管 

炭素

鋼配

管系 

機能低

下 

給水系 

原子炉機器冷却

水系 

原子炉機器冷却

海水系 

メカニカ

ルスナッ

バ及びハ

ンガ 

メカニカルスナッバ及びハンガは長期にわた

る摺動の繰返しによるピン，ボールネジ，ボ

ールナット等の摺動部材の摩耗による機能低

下が想定される。 

しかしながら，ピン，ボールネジ，ボールナ

ット等の摺動部材については，起動・停止時

に想定される配管熱移動による摺動回数は少

なく，著しい摩耗が生じる可能性は小さい。 

また，スプリング（ばね）については常時応

力がかかった状態で使用されるため，へたり

による機能低下が想定される。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
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経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，さらにスプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが進行する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

157 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

給水系 

原子炉機器冷却

水系 

非常用ガス処理

系 

メカニカ

ルスナッ

バ，ハン

ガ，ラ

グ，レス

トレイン

ト及びサ

ポート取

付ボル

ト・ナッ

ト 

これらの機器の材料は炭素鋼を使用してお

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

158 配管 

炭素

鋼配

管系 

疲労割

れ 

炭素鋼配管系共

通 

 給水系 

 原子炉機器冷却

水系 

 非常用ガス処理

系 

 原子炉機器冷却

海水系 

ラグ及び

レストレ

イント 

ラグ及びレストレイントについては，配管熱

変位の拘束に伴う繰返し荷重により材料（特

に支持部材取付け溶接継手）に疲労が蓄積さ

れるため，低サイクル疲労割れが想定され

る。 

しかしながら，ラグ及びレストレイントは設

計段階において，配管の熱応力を考慮して拘

束点を選定しており，熱応力が過大になる場

合はスナッバを使用することとしていること

から，ラグ及びレストレイントが熱応力によ

り割れに至る疲労が蓄積される可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

159 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉機器冷却

水系 

非常用ガス処理

系 

フランジ

ボルト・

ナット 

フランジボルト・ナットの材料は炭素鋼又は

低合金鋼を使用しており，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果からも有意な腐食は確認

されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

160 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

給水系 

原子炉機器冷却

水系 

非常用ガス処理

系 

埋込金物

埋込金物の材料は炭素鋼を使用しており，腐

食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。また，コンクリ

ート埋設部については，コンクリートが中性

化した場合に腐食が想定されるが，実機コン

クリートにおけるサンプリング結果では中性

化はほとんど見られておらず腐食が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    
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カテ 
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※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

161 配管 

炭素

鋼配

管系 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

炭素鋼配管系共

通 

 給水系 

 原子炉機器冷却

水系 

 非常用ガス処理

系 

 原子炉機器冷却

海水系 

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

162 配管 

炭素

鋼配

管系 

高サイ

クル疲

労割れ 

炭素鋼配管系共

通 

 原子炉冷却材再

循環系 

 制御棒駆動系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 サプレッション

プール水排水系 

配管 

小口径配管のソケット溶接部は，ポンプの機

械・流体振動による繰返し応力により高サイ

クル疲労割れが想定される。 

しかしながら，設計段階において適切にサポ

ートを配置し，小口径配管の振動を抑制して

いる。また，平成 14 年５月，浜岡２号機余

熱除去系低圧注入管第２隔離弁ドレン配管か

らの漏えい事象を受け，必要な部位について

疲労評価を行い，突合せ溶接継手化する等の

対策を図っている。さらに，振動の状態は経

年的に変化するものではないことから，高サ

イクル疲労割れが発生する可能性は小さい。 

温度差のある流体の混合等により生じる温度

変動による損傷（高低温水合流型高サイクル

熱疲労及び閉塞分岐管型熱成層）に対して

は，原子力安全・保安院指示文書（平成

19・２・15 原院第２号 平成 19 年２月 16

日「高サイクル熱疲労に係る評価及び検査に

対する要求事項について」NISA-163b-07-

01）に従い（社)日本機械学会「配管の高サ

イクル熱疲労に関する評価指針」（JSME S 

017-2003）に基づき評価した結果，当該事象

に関し問題ないことを確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

163 配管 

炭素

鋼配

管系 

高サイ

クル疲

労割れ 

余熱除去系 

低圧炉心スプレ

イ系 

高圧炉心スプレ

イ系 

原子炉冷却材浄

化系 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

温度計ウ

ェル及び

サンプリ

ングノズ

ル 

温度計ウェル及びサンプリングノズルについ

ては，内部流体の流体力，カルマン渦，双子

渦発生による励振力により，管台との取合い

部に高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，設計上流体との同期振動の回

避及びランダム渦による強度が考慮されてい

れば損傷を回避できるものであり，これまで

当該系統において高サイクル疲労割れが発生

した事例はない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②  Ｃ 

164 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

燃料プール冷却

浄化系 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

サプレッション

プール水排水系 

配管内面

燃料プール冷却浄化系，高圧炉心スプレイ機

器冷却水系，サプレッションプール水排水系

配管は炭素鋼を使用しており，配管内面の腐

食が想定される。 

しかしながら，高圧炉心スプレイ機器冷却水

系配管については，内部流体が防錆剤入り冷

却水であり，材料表面が不働態状態に保たれ

ていることから，腐食の可能性は小さい。ま

た，燃料プール冷却浄化系及びサプレッショ

ンプール水排水系配管については，腐食量の

推定を酸素含有水中（酸素濃度８mgO/l）に

おける炭素鋼の腐食に及ぼす影響（防食技術

便覧：腐食防食協会編）より評価した結果，

②③ ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

運転開始後 40 年後の推定腐食量は設計上の

腐食代を下回ることを確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

165 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材再

循環系 

制御棒駆動系 

余熱除去系 

低圧炉心スプレ

イ系 

高圧炉心スプレ

イ系 

原子炉冷却材浄

化系 

燃料プール冷却

浄化系 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

サプレッション

プール水排水系 

配管外面

これらの系統の配管は炭素鋼を使用してお

り，配管外面の腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

166 配管 

炭素

鋼配

管系 

機能低

下 

原子炉冷却材再

循環系 

余熱除去系 

低圧炉心スプレ

イ系 

高圧炉心スプレ

イ系 

原子炉冷却材浄

化系 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

サプレッション

プール水排水系 

メカニカ

ルスナッ

バ及びハ

ンガ 

メカニカルスナッバ及びハンガは長期にわた

る摺動の繰返しによるピン，ボールネジ，ボ

ールナット等の摺動部材の摩耗による機能低

下が想定される。 

しかしながら，ピン，ボールネジ，ボールナ

ット等の摺動部材については，起動・停止時

に想定される配管熱移動による摺動回数は少

なく，著しい摩耗が生じる可能性は小さい。 

また，スプリング（ばね）については常時応

力がかかった状態で使用されるため，へたり

による機能低下が想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，さらにスプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが進行する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

167 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材再

循環系 

制御棒駆動系 

余熱除去系 

低圧炉心スプレ

イ系 

高圧炉心スプレ

イ系 

原子炉冷却材浄

化系 

燃料プール冷却

浄化系 

サプレッション

プール水排水系 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

メカニカ

ルスナッ

バ，ハン

ガ，ラ

グ，レス

トレイン

ト及びサ

ポート取

付ボル

ト・ナッ

ト 

これらの機器の材料は炭素鋼を使用してお

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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内容

評価内容
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168 配管 

炭素

鋼配

管系 

疲労割

れ 

炭素鋼配管系共

通 

 原子炉冷却材再

循環系 

 制御棒駆動系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 サプレッション

プール水排水系 

ラグ及び

レストレ

イント 

ラグ及びレストレイントについては，配管熱

変位の拘束に伴う繰返し荷重により材料（特

に支持部材取付け溶接継手）に疲労が蓄積さ

れるため，低サイクル疲労割れが想定され

る。 

しかしながら，ラグ及びレストレイントは設

計段階において，配管の熱応力を考慮して拘

束点を選定しており，熱応力が過大になる場

合はスナッバを使用することとしていること

から，ラグ及びレストレイントが熱応力によ

り割れに至る疲労が蓄積される可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

169 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

余熱除去系 

低圧炉心スプレ

イ系 

高圧炉心スプレ

イ系 

原子炉冷却材浄

化系 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

フランジ

ボルト・

ナット 

フランジボルト・ナットの材料は炭素鋼又は

低合金鋼を使用しており，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

170 配管 

炭素

鋼配

管系 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材再

循環系 

制御棒駆動系 

余熱除去系 

低圧炉心スプレ

イ系 

高圧炉心スプレ

イ系 

原子炉冷却材浄

化系 

燃料プール冷却

浄化系 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

サプレッション

プール水排水系 

埋込金物

埋込金物の材料は炭素鋼を使用しており，腐

食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。また，コンクリ

ート埋設部については，コンクリートが中性

化した場合に腐食が想定されるが，実機コン

クリートにおけるサンプリング結果では中性

化はほとんど見られておらず腐食が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

171 配管 

炭素

鋼配

管系 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

炭素鋼配管系共

通 

 原子炉冷却材再

循環系 

 制御棒駆動系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 高圧炉心スプレ

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   
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内容

評価内容
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イ機器冷却水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 サプレッション

プール水排水系 

172 弁 
仕切

弁 

腐食

（全面

腐食） 

FDW 注入原子炉

元弁 

RCCW ポンプ出口

弁 

PLR ポンプ出口

弁 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食する可能性は小さい。また，これま

での点検結果から有意な腐食は確認されてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

173 弁 
仕切

弁 

腐食

（全面

腐食） 

FDW 注入原子炉

元弁 

RCCW ポンプ出口

弁 

PLR ポンプ出口

弁 

ヨーク及

びスタン

ド 

ヨーク及びスタンドは炭素鋼鋳鋼であり，腐

食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

174 弁 
仕切

弁 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ出口

弁 

弁箱，弁

ふた，弁

体及び弁

座 

弁箱，弁ふた，弁体及び弁座は炭素鋼又は炭

素鋼鋳鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

175 弁 
仕切

弁 

腐食

（全面

腐食） 

FDW 注入原子炉

元弁 

RCCW ポンプ出口

弁 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたは炭素鋼鋳鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

176 弁 
仕切

弁 
摩耗 

［共通］ 

 FDW 注入原子炉

元弁 

 RCCW ポンプ出

口弁 

 PLR ポンプ出口

弁 

 RCWS サイクロ

ンセパレータ入

口弁 

弁体及び

弁座シー

ト面 

弁が開閉するとシート面で摺動するため，摩

耗が想定される。 

しかしながら，シート面には硬質材料である

ステライトを肉盛り施工していることから，

摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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177 弁 
仕切

弁 

疲労割

れ 

［共通］ 

 FDW 注入原子炉

元弁 

 RCCW ポンプ出

口弁 

 PLR ポンプ出口

弁 

 RCWS サイクロ

ンセパレータ入

口弁 

弁棒 

弁棒のバックシート部は常に高い応力がかか

った状態では，配管振動等による疲労が蓄積

し，疲労割れが想定される。 

しかしながら，電動弁については，バックシ

ートが効く位置の手前でリミットスイッチが

切れ，動作が止まるように設定されているた

め，弁棒及びバックシート部へ過負荷は加わ

らない。 

一部の電動弁では，全開位置をトルク切れに

よって調整しており，トルク設定値を高くす

ると，弁棒のバックシート部は常に高い応力

がかかった状態となり，配管振動等による疲

労が蓄積し，弁棒に疲労割れを起こすことが

考えられる。 

しかしながら，トルク設定値はバックシート

が効く程度の力で動作が止まるよう設定され

ていることから，疲労割れが発生する可能性

は小さい。 

手動弁については開操作時に，弁棒及びバッ

クシート部への過負荷がかからないように全

開操作後に若干戻す操作を行っていることか

ら，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから,高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

178 弁 
仕切

弁 
摩耗 

［共通］ 

 FDW 注入原子炉

元弁 

 RCCW ポンプ出

口弁 

 PLR ポンプ出口

弁 

 RCWS サイクロ

ンセパレータ入

口弁 

弁棒 

弁棒は，グランドパッキン（黒鉛等）と接触

することにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒はステンレス鋼であり，

接触部はグランドパッキン（黒鉛等）よりも

硬いことから，摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

179 弁 
仕切

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

PLR ポンプ出口

弁 

弁箱，弁

ふた，弁

体及び弁

座 

弁箱，弁ふた，弁体及び弁座は，ステンレス

鋳鋼又はステンレス鋼であり，内部流体が

100℃以上の純水であることから粒界型応力

腐食割れが想定される。 

しかしながら，弁箱，弁ふた，弁体及び弁座

の材料は応力腐食割れの感受性を低減した材

料であり，粒界型応力腐食割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

② ②   

180 弁 
仕切

弁 

貫粒型

応力腐

食割れ 

PLR ポンプ出口

弁 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたはステンレス鋳鋼であり，外

表面には塩分が付着することに起因する貫粒

型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，原子炉格納容器内の給気は塩

分除去装置を通気しているため，塩分が付着

することに起因する貫粒型応力腐食割れが発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

② ②   
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181 弁 
仕切

弁 
熱時効 

PLR ポンプ出口

弁 

弁ふた及

び弁体 

弁ふた及び弁体の材料はステンレス鋳鋼であ

り，また高温純水中にあるため，熱時効によ

る材料の靭性低下が想定され，この状態でき

裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が進

展し，不安定破壊を引起こす可能性がある。 

しかしながら，「平成８年度プラント長寿命

化技術開発に関する事業報告書」（平成９年

３月 財団法人 発電設備技術検査協会）に

おいては，BWR の炉水温度（約 280℃）にお

ける熱時効による材料への影響は大きくない

としている。また，当該部位に，疲労割れ等

のき裂が想定される経年劣化事象が想定され

ないため，熱時効を起因とする不安定破壊が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

③ ②   

182 弁 
仕切

弁 

腐食

（全面

腐食） 

ジョイントボル

ト・ナットが炭

素鋼又は低合金

鋼の弁共通 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは炭素鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食する可能性は小さい。また，これま

での点検結果から有意な腐食は確認されてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

183 弁 
仕切

弁 

腐食

（全面

腐食） 

ヨーク及びスタ

ンドが炭素鋼鋳

鋼の弁共通 

ヨーク及

びスタン

ド 

ヨーク及びスタンドは炭素鋼鋳鋼であり腐食

が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

184 弁 
仕切

弁 

腐食

（全面

腐食）  

冷却水系炭素鋼

仕切弁： 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

弁箱，弁

ふた，弁

体及び弁

座 

弁箱，弁ふた，弁体及び弁座は炭素鋼又は炭

素鋼鋳鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

185 弁 
仕切

弁 

腐食

（全面

腐食） 

弁箱及び弁ふた

が炭素鋼又は炭

素鋼鋳鋼の弁共

通 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたは炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

186 弁 
仕切

弁 
摩耗  

［共通］ 

 原子炉冷却材再

循環系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 液体廃棄物処理

系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 サプレッション

プール水排水系 

弁体及び

弁座シー

ト面 

弁が開閉するとシート面で摺動するため，摩

耗が想定される。 

しかしながら，シート面には硬質材料である

ステライトを肉盛り施工していることから，

摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

187 弁 
仕切

弁 

疲労割

れ 

［共通］ 

 原子炉冷却材再

循環系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 液体廃棄物処理

系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 サプレッション

プール水排水系 

弁棒 

弁棒のバックシート部は常に高い応力がかか

った状態では，配管振動等による疲労が蓄積

し，疲労割れが想定される。 

しかしながら，電動弁については，バックシ

ートが効く位置の手前でリミットスイッチが

切れ，動作が止まるように設定されているた

め，弁棒及びバックシート部へ過負荷は加わ

らない。 

一部の電動弁では，全開位置をトルク切れに

よって調整しており，トルク設定値を高くす

ると，弁棒のバックシート部は常に高い応力

がかかった状態となり，配管振動等による疲

労が蓄積し，弁棒に疲労割れを起こすことが

考えられる。 

しかしながら，トルク設定値はバックシート

が効く程度の力で動作が止まるよう設定され

ていることから，疲労割れが発生する可能性

は小さい。 

手動弁については開操作時に，弁棒及びバッ

クシート部への過負荷がかからないように全

開操作後に若干戻す操作を行っていることか

ら，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから,高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

188 弁 
仕切

弁 
摩耗 

［共通］ 

 原子炉冷却材再

循環系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 液体廃棄物処理

系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 サプレッション

プール水排水系 

弁棒 

弁棒は，グランドパッキン（黒鉛等）と接触

することにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒はステンレス鋼であり，

接触部はグランドパッキン（黒鉛等）よりも

硬いことから，摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

189 弁 
仕切

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

高温環境設置の

ステンレス鋼系

仕切弁： 

 原子炉冷却材再

循環系 

 ほう酸水注入系 

 液体廃棄物処理

系 

弁箱，弁

ふた，弁

体及び弁

座 

弁箱，弁ふた，弁体及び弁座は，ステンレス

鋳鋼又はステンレス鋼であり，内部流体が

100℃以上の純水であることから粒界型応力

腐食割れが想定される。 

しかしながら，弁箱，弁ふた，弁体及び弁座

の材料は応力腐食割れの感受性を低減した材

料であり，粒界型応力腐食割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

② ②   

190 弁 
仕切

弁 

貫粒型

応力腐

食割れ 

D/W 内設置のス

テンレス鋼系仕

切弁： 

 原子炉冷却材再

循環系 

 液体廃棄物処理

系 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたはステンレス鋳鋼であり，外

表面には塩分が付着することに起因する貫粒

型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，原子炉格納容器内の給気は塩

分除去装置を通気しているため，塩分が付着

することに起因する貫粒型応力腐食割れが発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

② ②   

191 弁 
仕切

弁 
熱時効 

PLR ポンプ入口

弁 

弁ふた及

び弁体 

弁ふた及び弁体の材料はステンレス鋳鋼であ

り，また高温純水中にあるため，熱時効によ

る材料の靭性低下が想定され，この状態でき

裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が進

展し，不安定破壊を引起こす可能性がある。 

しかしながら，「平成８年度プラント長寿命

化技術開発に関する事業報告書」（平成９年

３月 財団法人 発電設備技術検査協会）に

おいては，BWR の炉水温度（約 280℃）にお

ける熱時効による材料への影響は大きくない

としている。また，当該部位に，疲労割れ等

のき裂が想定される経年劣化事象が想定され

ないため，熱時効を起因とする不安定破壊が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

③ ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

要因は考え難いことから，高経年化対策上着

目すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

192 弁 
玉形

弁 

腐食

（全面

腐食） 

CUW ポンプ入口

PLR 側調整弁 

RHR 熱交(A/B)管

側冷却水出口弁 

計装用空気第２

隔離弁 

DPT008AH/BH 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

193 弁 
玉形

弁 

腐食

（全面

腐食） 

CUW ポンプ入口

PLR 側調整弁 

RHR 熱交(A/B)管

側冷却水出口弁 

計装用空気第２

隔離弁 

DPT008AH/BH 

ヨーク 

ヨークは炭素鋼鋳鋼又は炭素鋼であり，腐食

が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

194 弁 
玉形

弁 

腐食

（全面

腐食） 

RHR 熱交(A/B)管

側冷却水出口弁 

弁箱内

面，弁ふ

た内面，

弁体及び

弁座 

弁箱，弁ふた，弁体及び弁座は炭素鋼鋳鋼又

は炭素鋼のため，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

195 弁 
玉形

弁 

腐食

（全面

腐食） 

CUW ポンプ入口

PLR 側調整弁 

RHR 熱交(A/B)管

側冷却水出口弁 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたは炭素鋼鋳鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

196 弁 
玉形

弁 

疲労割

れ 

CUW ポンプ入口

PLR 側調整弁 

RHR 熱交(A/B)管

側冷却水出口弁 

計装用空気第２

隔離弁 

DPT008AH/BH 

弁棒 

弁棒のバックシート部は常に高い応力がかか

った状態では，配管振動等による疲労が蓄積

し，疲労割れが想定される。 

しかしながら，電動弁については，バックシ

ートが効く位置の手前でリミットスイッチが

切れ，動作が止まるように設定されているた

め，弁棒及びバックシート部へ過負荷は加わ

らない。 

一部の電動弁では，全開位置をトルク切れに

よって調整しており，トルク設定値を高くす

ると，弁棒のバックシート部は常に高い応力

② ②   
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がかかった状態となり，配管振動等による疲

労が蓄積し，弁棒に疲労割れを起こすことが

考えられる。しかし，トルク設定値はバック

シートが効く程度の力で動作が止まるよう設

定されていることから疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

手動弁については，開操作時にバックシート

部への過負荷がかからないように全開操作後

に若干戻す操作を行っている。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

197 弁 
玉形

弁 

疲労割

れ 

DPT008AH/BH 

RCWS ポンプ潤滑

水タンク出口電

磁弁 

ベローズ

ベローズは弁を開閉作動させることにより，

低サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，弁の作動頻度が少ないことか

ら低サイクル疲労割れが発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

198 弁 
玉形

弁 
摩耗 

［共通］ 

 CUW ポンプ入口

PLR 側調整弁 

 RHR 熱交(A/B)

管側冷却水出口

弁 

 計装用空気第２

隔離弁 

 DPT008AH/BH 

 RCWS ポンプ潤

滑水タンク出口

電磁弁 

弁棒及び

ステム 

弁棒及びステムはグランドパッキン（黒鉛

等）又は Oリング（ニトリルゴム）と接触す

ることにより摩耗が想定される。 

しかしながら弁棒はステンレス鋼であり，弁

棒と接するグランドパッキン（黒鉛等），0

リング（ニトリルゴム）よりも硬く，摩耗が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

199 弁 
玉形

弁 
へたり 

RCWS ポンプ潤滑

水タンク出口電

磁弁 

スプリン

グ 

スプリングは常時応力がかかった状態で使用

されるため，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が許容ねじり応力以下になるように設定さ

れており，さらにスプリングの材料に対する

推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は低

いことから，へたりが進行する可能性は小さ

い。スプリングのへたりは分解点検時に目視

点検及び作動確認を実施していくことで検知

可能である。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

200 弁 
玉形

弁 
摩耗 

RCWS ポンプ潤滑

水タンク出口電

磁弁 

バルブ 

バルブは閉弁により，シート面がバルブディ

スクと接触するため，摩耗が想定される。 

しかしながら，バルブはステンレス鋼であ

り，バルブと接するバルブディスク（ニトリ

ルゴム）よりも硬く摩耗が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

201 弁 
玉形

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

DPT008AH/BH ベローズ

ベローズはニッケル基合金であり，100℃以

上の純水に接する応力の高い部位には粒界型

応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，ベローズの材料は応力腐食割

れの感受性を低減した材料であり，粒界型応

力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

202 弁 
玉形

弁 

腐食

（全面

腐食） 

ジョイントボル

ト・ナットが低

合金鋼又は炭素

鋼の弁共通 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは低合金鋼又は炭

素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

203 弁 
玉形

弁 

腐食

（全面

腐食） 

ヨークが炭素鋼

又は炭素鋼鋳鋼

の弁共通 

ヨーク 

ヨークは炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であり，腐食

が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

204 弁 
玉形

弁 

腐食

（全面

腐食） 

冷却水系炭素鋼

玉形弁： 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

弁箱内

面，弁ふ

た内面，

弁体及び

弁座 

弁箱，弁ふた，弁体及び弁座は炭素鋼又は炭

素鋼鋳鋼のため，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

205 弁 
玉形

弁 

腐食

（全面

腐食） 

純水系炭素鋼玉

形弁： 

 給水系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

冷却水系炭素鋼

玉形弁： 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたは炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

206 弁 
玉形

弁 

疲労割

れ 

［共通］ 

 給水系 

 主蒸気系 

 原子炉冷却材再

循環系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 補給水系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

弁棒 

弁棒のバックシート部は常に高い応力がかか

った状態では，配管振動等による疲労が蓄積

し，疲労割れが想定される。 

しかしながら電動弁については，バックシー

トが効く位置の手前でリミットスイッチが切

れ，動作が止まるように設定されているた

め，弁棒及びバックシート部へ過負荷は加わ

らない。 

一部の電動弁では，全開位置をトルク切れに

よって調整しており，トルク設定値を高くす

ると，弁棒のバックシート部は常に高い応力

がかかった状態となり，配管振動等による疲

労が蓄積し，弁棒に疲労割れを起こすことが

考えられる。しかし，トルク設定値はバック

シートが効く程度の力で動作が止まるよう設

定されていることから疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

手動弁については，開操作時にバックシート

部への過負荷がかからないように全開操作後

に若干戻す操作を行っている。 

空気作動弁については作動空気圧が小さいた

め，バックシート部へ過負荷はかからないこ

とから，疲労割れが発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

207 弁 
玉形

弁 

疲労割

れ 

純水系炭素鋼玉

形弁： 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

純水系ステンレ

ス鋼玉形弁： 

 主蒸気系 

 原子炉冷却材再

循環系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

ベローズ

ベローズは弁を開閉作動させることにより，

低サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，弁の作動頻度が少ないことか

ら低サイクル疲労割れが発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

208 弁 
玉形

弁 
摩耗 

［共通］ 

 給水系 

 主蒸気系 

 原子炉冷却材再

循環系 

 制御棒駆動系 

 ほう酸水注入系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

弁棒及び

ステム 

弁棒及びステムは，グランドパッキン（黒鉛

等）又は Oリング（ニトリルゴム）と接触す

ることにより摩耗が想定される。 

しかしながら弁棒はステンレス鋼であり，弁

棒と接するグランドパッキン（黒鉛等），O

リング（ニトリルゴム）よりも硬く，摩耗が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

 補給水系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

209 弁 
玉形

弁 
へたり 

海水系ステンレ

ス鋼玉形弁：高

圧炉心スプレイ

機器冷却海水系 

スプリン

グ 

スプリングは常時応力がかかった状態で使用

されるため，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が許容ねじり応力以下になるように設定さ

れており，さらにスプリングの材料に対する

推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は低

いことから，へたりの進行の可能性は小さ

い。スプリングのへたりは分解点検時に目視

点検及び作動確認を実施していくことで検知

可能である。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

210 弁 
玉形

弁 
摩耗 

海水系ステンレ

ス鋼玉形弁：高

圧炉心スプレイ

機器冷却海水系 

バルブ 

バルブは閉弁により，シート面がバルブディ

スクと接触するため，摩耗が想定される。 

しかしながら，バルブはステンレス鋼であ

り，バルブと接するバルブディスク（ニトリ

ルゴム）よりも硬く摩耗が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

211 弁 
玉形

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

ベローズがニッ

ケル基合金の玉

形弁共通 

ベローズ

ベローズはニッケル基合金であり，100℃以

上の純水に接する応力の高い部位には粒界型

応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，ベローズの材料は応力腐食割

れの感受性を低減した材料であり，粒界型応

力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

212 弁 
逆止

弁 

腐食

（全面

腐食） 

FDW 第１隔離弁 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふた外面は炭素鋼鋳鋼であり，腐

食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから腐食が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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カテ 

ゴリ 
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経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

213 弁 
逆止

弁 

腐食

（全面

腐食） 

FDW 第１隔離弁 

RCCW ポンプ出口

逆止弁 

計装用空気第１

隔離弁 

SLC 注入第２隔

離弁 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

214 弁 
逆止

弁 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ出口

逆止弁 

弁箱，弁

ふた，弁

体，弁座

及びアー

ム 

弁箱，弁ふた，弁体，弁座及びアームは炭素

鋼又は炭素鋼鋳鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，弁箱内面，弁ふた内

面，弁体及び弁座に腐食が発生する可能性は

小さい。また，弁箱及び弁ふた外面は，防食

塗装が施されており，屋内空調環境に設置さ

れていることから腐食が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

215 弁 
逆止

弁 
摩耗 FDW 第１隔離弁 

アームと

弁体連結

部 

スイング型の逆止弁では，弁体背面に不安定

な流れが生じると，弁体に不安定力を生じ，

アームと弁体連結部を固定しているナットが

ゆるむことにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，FDW 第１隔離弁については，

多点ストッパーによる弁体まわり止め構造で

あるため，連結部に摩耗が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

216 弁 
逆止

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

SLC 注入第２隔

離弁 

弁体及び

弁座 

弁体及び弁座はステンレス鋼であり，内部流

体が 100℃以上の純水であることから粒界型

応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，SLC 注入第２隔離弁の弁体及

び弁座の材料は応力腐食割れの感受性を低減

した材料であり，粒界型応力腐食割れが発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

217 弁 
逆止

弁 

貫粒型

応力腐

食割れ 

計装用空気第１

隔離弁 

弁箱及び

弁ふた 

弁箱及び弁ふたはステンレス鋳鋼又はステン

レス鋼であり，塩分が付着することに起因す

る貫粒型応力腐食割れの発生が想定される。 

しかしながら，原子炉格納容器の給気は塩分

除去装置を通気しているため，塩分が付着す

ることに起因する貫粒型応力腐食割れが発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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内容
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218 弁 
逆止

弁 

腐食

（全面

腐食） 

屋内設置の炭素

鋼系逆止弁共通 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたは炭素鋼，炭素鋼鋳鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており屋内

空調環境に設置されていることから，腐食が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

219 弁 
逆止

弁 

腐食

（全面

腐食） 

屋内設置の逆止

弁でジョイント

ボルト・ナット

が炭素鋼又は低

合金鋼の弁共通 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは炭素鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

220 弁 
逆止

弁 

腐食

（全面

腐食） 

冷却水系炭素鋼

逆止弁： 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

弁箱内

面，弁ふ

た内面，

弁体，弁

座及びア

ーム 

弁箱，弁ふた，弁体，弁座及びアームは炭素

鋼又は炭素鋼鋳鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

221 弁 
逆止

弁 
固着 

リフト型逆止弁

共通： 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

弁体 

過去に国外プラントにて，リフト型逆止弁の

弁体と弁体摺動部の隙間に腐食生成物が堆積

し弁体が固着した事例があり，リフト型逆止

弁に弁体の固着が想定される。 

しかしながら，浜岡３号機においては，水質

管理を実施していることから有意な腐食生成

物の発生するような環境では使用しておら

ず，弁体の固着が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

222 弁 
逆止

弁 
へたり 

スプリングを有

するリフト型逆

止弁共通： 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

スプリン

グ 

リフト型逆止弁のスプリングは常時応力がか

かった状態であり，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が許容ねじり応力以下になるように設定さ

れており，さらに，スプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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カテ 
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内容
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223 弁 
逆止

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

ステンレス鋼逆

止弁：原子炉冷

却材浄化系 

弁体及び

弁座 

弁体及び弁座はステンレス鋼であり，内部流

体が 100℃以上の純水であることから粒界型

応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，弁体及び弁座の材料は応力腐

食割れの感受性を低減した材料であり，粒界

型応力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

224 弁 
逆止

弁 

貫粒型

応力腐

食割れ 

原子炉格納容器

内設置のステン

レス鋼系逆止弁 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたはステンレス鋳鋼又はステン

レス鋼であり，塩分が付着することに起因す

る貫粒型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，原子炉格納容器の給気は塩分

除去装置を通気しているため，塩分が付着す

ることに起因する貫粒型応力腐食割れが発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

225 弁 

バタ

フラ

イ弁 

腐食

（全面

腐食） 

AM 設備用 SGTS

出口閉止弁 

弁箱及び

底蓋外面

弁箱及び底蓋は炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

226 弁 

バタ

フラ

イ弁 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW 温度調整弁

前弁 

弁箱，底

蓋及び弁

体 

弁箱，底蓋及び弁体は炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。また，外面については防食塗装が

施されており，屋内空調環境に設置されてい

ることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

227 弁 

バタ

フラ

イ弁 

摩耗 

［共通］ 

 AM 設備用 SGTS

出口閉止弁 

 RCCW 温度調整

弁前弁 

 RCWS ポンプ出

口弁 

弁棒 

弁棒はグランドパッキン（黒鉛等）と接触す

ることにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒はステンレス鋼であり，

接触部はグランドパッキン（黒鉛等）よりも

硬いことから摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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228 弁 

バタ

フラ

イ弁 

腐食

（全面

腐食） 

AM 設備用 SGTS

出口閉止弁 

RCCW 温度調整弁

前弁 

ヨーク 

ヨークは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，ヨークには防食塗装が施され

ており，屋内空調環境に設置されていること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

229 弁 

バタ

フラ

イ弁 

腐食

（全面

腐食） 

AM 設備用 SGTS

出口閉止弁 

RCCW 温度調整弁

前弁 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは炭素鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は認めら

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

230 弁 

バタ

フラ

イ弁 

腐食

（全面

腐食） 

ガス系炭素鋼バ

タフライ弁：非

常用ガス処理系 

海水系炭素鋼バ

タフライ弁のう

ち屋内に設置の

弁： 

原子炉機器冷却

海水系 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

弁箱，底

蓋外面 

弁箱及び底蓋は炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

231 弁 

バタ

フラ

イ弁 

腐食

（全面

腐食） 

冷却水系炭素鋼

バタフライ弁： 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

弁箱，底

蓋及び弁

体 

弁箱，底蓋及び弁体は炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。また，外面については防食塗装が

施されており，屋内空調環境に設置されてい

ることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

232 弁 

バタ

フラ

イ弁 

摩耗 

［共通］ 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 非常用ガス処理

系 

弁棒 

弁棒はグランドパッキン（黒鉛等）と接触す

ることにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒はステンレス鋼であり，

接触部はグランドパッキン（黒鉛等）よりも

硬いことから摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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233 弁 

バタ

フラ

イ弁 

腐食

（全面

腐食） 

共通（海水系炭

素鋼バタフライ

弁のうち屋内に

設置の弁） 

ヨーク 

ヨークは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，ヨークには防食塗装が施され

ており，屋内空調環境に設置されていること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

234 弁 

バタ

フラ

イ弁 

腐食

（全面

腐食） 

共通（海水系炭

素鋼バタフライ

弁のうち屋内に

設置の弁） 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは炭素鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は認めら

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

235 弁 
安全

弁 
摩耗  

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口隔離弁

間逃がし弁 

 CRD 駆動水加熱

器逃がし弁 

弁棒 

弁棒は弁体と接触することにより，摩耗が想

定される。 

しかしながら，ステンレス鋼であり，作動回

数がほとんどないことから，摩耗が発生する

可能性は極めて小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

236 弁 
安全

弁 
へたり 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口隔離弁

間逃がし弁 

 CRD 駆動水加熱

器逃がし弁 

スプリン

グ 

スプリングは常時応力がかかった状態であ

り，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，また，スプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが進行する可能性は小

さい。スプリングのへたりは分解点検時に目

視点検及びフランジ構造のものについては組

立後の作動確認を実施していくことで検知可

能である。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

237 弁 
安全

弁 

疲労割

れ 

RHR ポンプ原子

炉側入口隔離弁

間逃がし弁 

ベローズ

ベローズは弁の開閉に伴う伸縮の繰り返しに

より，低サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，弁の作動頻度が少なく，低サ

イクル疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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238 弁 
安全

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

RHR ポンプ原子

炉側入口隔離弁

間逃がし弁 

ベローズ

ベローズはステンレス鋼であり，内部流体が

100℃以上の純水であることから粒界型応力

腐食割れが想定される。 

しかしながら，ベローズの材料は応力腐食割

れの感受性を低減した材料であり，粒界型応

力腐食割れが発生する可能性は小さい。ま

た，これまでの点検結果から有意な腐食は確

認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

239 弁 
安全

弁 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口隔離弁

間逃がし弁 

 CRD 駆動水加熱

器逃がし弁 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

240 弁 
安全

弁 

腐食

（全面

腐食） 

RHR ポンプ原子

炉側入口隔離弁

間逃がし弁 

弁箱外面

弁箱は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

241 弁 
安全

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

CRD 駆動水加熱

器逃がし弁 

弁箱及び

ノズルシ

ート 

弁箱及びノズルシートはステンレス鋼であ

り，内部流体が 100℃以上の純水であること

から粒界型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，分解点検時における目視点検

及び漏えい試験により設備の健全性を定期的

に確認しており，これまでの点検結果から有

意な欠陥は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   

242 弁 
安全

弁 
摩耗 

［共通］ 

 制御棒駆動系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

弁棒 

弁棒は弁体と接触することにより，摩耗が想

定される。 

しかしながら，ステンレス鋼であり，作動回

数がほとんどないことから，摩耗が発生する

可能性は極めて小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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243 弁 
安全

弁 
へたり 

［共通］ 

 制御棒駆動系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

スプリン

グ 

スプリングは常時応力がかかった状態であ

り，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，また，スプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが進行する可能性は小

さい。スプリングのへたりは分解点検時に目

視点検及びフランジ構造のものについては組

立後の作動確認を実施していくことで検知可

能である。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

244 弁 
安全

弁 

疲労割

れ 

ベローズを有す

る純水系炭素鋼

安全弁共通 

ベローズ

ベローズは弁の開閉に伴う伸縮の繰返しによ

り，低サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，弁の作動頻度が少なく，低サ

イクル疲労割れが発生する可能性は小さい。

また，第９回定期点検（平成 11 年度）にお

いて，LPCS ポンプ入口管逃し弁のベローズ

については初期不良に起因したものと考えら

れる割れが確認されたことから取替えを実施

しているが，その後の分解点検における目視

点検にて割れは確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

245 弁 
安全

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

ベローズを有す

る純水系炭素鋼

安全弁共通 

ベローズ

ベローズはステンレス鋼であり，内部流体が

100℃以上の純水であることから粒界型応力

腐食割れが想定される。 

しかしながら，ベローズの材料は応力腐食割

れの感受性を低減した材料であり，粒界型応

力腐食割れが発生する可能性は小さい。ま

た，これまでの点検結果から有意な腐食は確

認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

246 弁 
安全

弁 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 制御棒駆動系 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

247 弁 
安全

弁 

腐食

（全面

腐食） 

純水系炭素鋼安

全弁共通 
弁箱外面

弁箱は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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248 弁 
安全

弁 

粒界型

応力腐

食割れ 

純水系ステンレ

ス鋼安全弁共通 

弁箱及び

ノズルシ

ート 

弁箱及びノズルシートはステンレス鋼であ

り，内部流体が 100℃以上の純水であること

から粒界型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，分解点検時における目視点検

及び漏えい試験により設備の健全性を定期的

に確認しており，これまでの点検結果から有

意な欠陥は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   

249 弁 
ボー

ル弁 

腐食

（全面

腐食） 

CUW ろ過脱塩塔

入口第１弁 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたは炭素鋼鋳鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

250 弁 
ボー

ル弁 
摩耗 

CUW ろ過脱塩塔

入口第１弁 
弁体 

弁体は常に弁座（高分子ポリエチレン）と接

触しているため，弁体が回転することにより

摩耗が想定される。 

しかしながら，弁体はステンレス鋼であり，

接触部は弁座よりも硬いことから，摩耗が発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

251 弁 
ボー

ル弁 
摩耗 

CUW ろ過脱塩塔

入口第１弁 
弁棒 

弁棒はグランドパッキン（黒鉛等）と接触す

ることにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒はステンレス鋼であり，

接触部はグランドパッキン（黒鉛等）よりも

硬いことから摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

252 弁 
ボー

ル弁 

腐食

（全面

腐食） 

CUW ろ過脱塩塔

入口第１弁 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは炭素鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

253 弁 
ボー

ル弁 

腐食

（全面

腐食） 

CUW ろ過脱塩塔

入口第１弁 
ヨーク 

ヨークは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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254 弁 
ボー

ル弁 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材浄

化系 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたは炭素鋼鋳鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

255 弁 
ボー

ル弁 
摩耗 

原子炉冷却材浄

化系 
弁体 

弁体は常に弁座（高分子ポリエチレン）と接

触しているため，弁体が回転することにより

摩耗が想定される。 

しかしながら，弁体はステンレス鋼であり，

接触部は弁座よりも硬いことから，摩耗が発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

256 弁 
ボー

ル弁 
摩耗 

原子炉冷却材浄

化系 
弁棒 

弁棒はグランドパッキン（黒鉛等）と接触す

ることにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒はステンレス鋼であり，

接触部はグランドパッキン（黒鉛等）よりも

硬いことから摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

257 弁 
ボー

ル弁 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材浄

化系 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは炭素鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

258 弁 
ボー

ル弁 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材浄

化系 
ヨーク 

ヨークは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

259 弁 
電磁

弁 
摩耗 

CRD 駆動水安定

弁 
弁座 

弁が開閉するとシート面で摺動するため，摩

耗が想定される。 

しかしながら，弁座はステンレス鋼であり，

弁座と接する消耗品であるメインバルブ（テ

フロン）よりも硬く摩耗が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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260 弁 
電磁

弁 

腐食

（全面

腐食） 

CRD 駆動水安定

弁 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は認めら

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

261 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW 温度調整弁 
弁箱内面

及び弁体

弁箱及び弁体は炭素鋼鋳鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

262 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

CUW ろ過脱塩塔

流量調整弁 

弁箱及び

弁ふた外

面 

弁箱及び弁ふたは炭素鋼鋳鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

263 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW 温度調整弁 弁箱外面

弁箱は炭素鋼鋳鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

264 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 CUW ろ過脱塩塔

流量調整弁 

 RCCW 温度調整

弁 

 CRD 駆動水流量

調整弁 

ヨーク 

ヨークは炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であり,腐食

が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

265 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

CUW ろ過脱塩塔

流量調整弁 

RCCW 温度調整弁 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは炭素鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   



別紙４ 
高経年化技術評価劣化事象一覧 

- 89 - 

No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

266 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

弁箱及び

弁体 

弁箱及び弁体は炭素鋼鋳鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

267 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

弁箱外面

弁箱は炭素鋼鋳鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

268 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉冷却材浄

化系 

弁ふた外

面 

弁ふたは炭素鋼鋳鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

269 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉冷却材浄

化系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

ヨーク 

ヨークは炭素鋼，又は炭素鋼鋳鋼であり,腐

食が想定される。 

しかしながら，防食塗装を施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

270 弁 
制御

弁 

腐食

（全面

腐食） 

共通（炭素鋼の

弁） 

ジョイン

トボル

ト・ナッ

ト 

ジョイントボルト・ナットは炭素鋼又は低合

金鋼であり,腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

271 弁 

電動

弁用

駆動

部 

摩耗 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口第１隔

離弁駆動部 

 HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

 RCWS ポンプ出

口弁駆動部 

軸受 

軸受は，接触面において摩耗が想定される。 

しかしながら，電動弁用駆動部は作動頻度が

少ないことから，摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

272 弁 

電動

弁用

駆動

部 

摩耗 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口第１隔

離弁駆動部 

 HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

 RCWS ポンプ出

口弁駆動部 

主軸 

主軸は，接触面において摩耗が想定される。 

しかしながら，電動弁用駆動部は作動頻度が

少ないことから，摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

273 弁 

電動

弁用

駆動

部 

へたり 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口第１隔

離弁駆動部 

 HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

 RCWS ポンプ出

口弁駆動部 

トルクス

プリング

パック 

トルクスプリングパックは，トルクスイッチ

作動時にバネがたわむことからへたりが想定

される。 

しかしながら，スプリングは DIN 50CrV4

（JIS SUP10 相当）で耐久性に優れているこ

とから，へたりが進行する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

274 弁 

電動

弁用

駆動

部 

導通不

良 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口第１隔

離弁駆動部 

 HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

 RCWS ポンプ出

口弁駆動部 

トルクス

イッチ，

リミット

スイッチ

トルクスイッチ，リミットスイッチは，接点

に付着する浮遊塵埃と接点表面に形成される

酸化皮膜により導通不良が想定される。 

しかしながら，トルクスイッチ，リミットス

イッチはカバー内に収納されていることか

ら，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

275 弁 

電動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

RHR ポンプ原子

炉側入口第 1隔

離弁駆動部 

HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

276 弁 

電動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

RHR ポンプ原子

炉側入口第 1隔

離弁駆動部 

HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

フレーム

及びエン

ドブラケ

ット 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

277 弁 

電動

弁用

駆動

部 

高サイ

クル疲

労割れ 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口第１隔

離弁駆動部 

 HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

 RCWS ポンプ出

口弁駆動部 

主軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   
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カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

278 弁 

電動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口第１隔

離弁駆動部 

 HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

 RCWS ポンプ出

口弁駆動部 

固定子コ

ア及び回

転子コア

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

279 弁 

電動

弁用

駆動

部 

疲労割

れ 

［共通］ 

 RHR ポンプ原子

炉側入口第１隔

離弁駆動部 

 HPCS ポンプ S/C

側入口隔離弁駆

動部 

 RCWS ポンプ出

口弁駆動部 

回転子

棒，回転

子エンド

リング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

280 弁 

電動

弁用

駆動

部 

摩耗 

［共通］ 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 非常用ガス処理

系 

軸受 

軸受は，接触面において摩耗が想定される。 

しかしながら，電動弁用駆動部は作動頻度が

少ないことから，摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

281 弁 

電動

弁用

駆動

部 

摩耗 

［共通］ 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 非常用ガス処理

系 

主軸 

主軸は，接触面において摩耗が想定される。 

しかしながら，電動弁用駆動部は作動頻度が

少ないことから，摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

282 弁 

電動

弁用

駆動

部 

へたり 

［共通］ 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 非常用ガス処理

系 

トルクス

プリング

パック 

トルクスプリングパックは，トルクスイッチ

作動時にバネがたわむことからへたりが想定

される。 

しかしながら，スプリングは DIN 50CrV4

（JIS SUP10 相当）で耐久性に優れているこ

とから，へたりが進行する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

283 弁 

電動

弁用

駆動

部 

導通不

良 

［共通］ 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 非常用ガス処理

系 

トルクス

イッチ，

リミット

スイッチ

トルクスイッチ，リミットスイッチは，接点

に付着する浮遊塵埃と接点表面に形成される

酸化皮膜により導通不良が想定される。 

しかしながら，トルクスイッチ，リミットス

イッチはカバー内に収納されていることか

ら，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

284 弁 

電動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

屋内電動弁用駆

動部（交流） 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

285 弁 

電動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

屋内電動弁用駆

動部（交流） 

フレーム

及びエン

ドブラケ

ット 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   
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カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

286 弁 

電動

弁用

駆動

部 

高サイ

クル疲

労割れ 

［共通］ 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 非常用ガス処理

系 

主軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

287 弁 

電動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 非常用ガス処理

系 

固定子コ

ア及び回

転子コア

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

288 弁 

電動

弁用

駆動

部 

疲労割

れ 

［共通］ 

 余熱除去系 

 低圧炉心スプレ

イ系 

 高圧炉心スプレ

イ系 

 原子炉冷却材浄

化系 

 燃料プール冷却

浄化系 

 原子炉機器冷却

水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 原子炉機器冷却

海水系 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却海水

系 

 非常用ガス処理

系 

回転子

棒，回転

子エンド

リング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   
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カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

289 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW 緊急閉鎖弁

駆動部 

スプリン

グケース

及びシリ

ンダ 

スプリングケース，シリンダは炭素鋼又は鋳

鉄であり，腐食が想定される。 

しかしながら，シリンダ内面については除湿

された清浄な空気であること，また，シリン

ダ外面については防食塗装が施されており，

屋内空調環境に設置されていることから，腐

食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

290 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

摩耗 
RCCW 緊急閉鎖弁

駆動部 

シリンダ

及びラッ

ク付ピス

トン 

シリンダはラック付ピストンと接触すること

により，摩耗が想定される。 

しかしながら，ラック付ピストンにはゴム製

のピストンパッキンが装着され，金属同士が

直接接触しない構造となっており，シリンダ

内面には，耐摩耗性に優れたクロムメッキ処

理が施されていることから，摩耗が発生する

可能性は極めて小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

291 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW 緊急閉鎖弁

駆動部 

ラック付

ピストン

ラック付ピストンは鋳鉄であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，シリンダ内は除湿された清浄

な空気であることから，腐食が発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

292 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

へたり 
RCCW 緊急閉鎖弁

駆動部 

スプリン

グ 

スプリングは常時応力がかかった状態であ

り，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，また，スプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが進行する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

293 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

導通不

良 

RCCW 緊急閉鎖弁

駆動部 

リミット

スイッチ

リミットスイッチは，接点に付着する浮遊塵

埃と接点表面に形成される酸化被膜により導

通不良が想定される。 

しかしながら，使用しているリミットスイッ

チは密閉構造のケースに収納され，屋内空調

環境に設置していることから，塵埃付着，酸

化皮膜形成の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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※３分類

294 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW 緊急閉鎖弁

駆動部 

シリンダ

ボルト･

ナット 

シリンダボルト･ナットは炭素鋼であり，腐

食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は認めら

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

295 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW 緊急閉鎖弁

駆動部 

取付ボル

ト・ナッ

ト 

取付ボルト・ナットは炭素鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は認めら

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

296 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 非常用ガス処理

系 

スプリン

グケース

及びシリ

ンダ 

スプリングケース，シリンダは炭素鋼又は鋳

鉄であり，腐食が想定される。 

しかしながら，シリンダ内面については除湿

された清浄な空気であること，また，シリン

ダ外面については防食塗装が施されており，

屋内空調環境に設置されていることから，腐

食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

297 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

摩耗 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 非常用ガス処理

系 

シリンダ

及びラッ

ク付ピス

トン 

シリンダはラック付ピストンと接触すること

により，摩耗が想定される。 

しかしながら，ラック付ピストンにはゴム製

のピストンパッキンが装着され，金属同士が

直接接触しない構造となっており，シリンダ

内面には，耐摩耗性に優れたクロムメッキ処

理が施されていることから，摩耗が発生する

可能性は極めて小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

298 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 非常用ガス処理

系 

ラック付

ピストン

ラック付ピストンは鋳鉄であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，シリンダ内は除湿された清浄

な空気であることから，腐食が発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

299 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

へたり 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 非常用ガス処理

系 

スプリン

グ 

スプリングは常時応力がかかった状態であ

り，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，また，スプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりが進行する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

300 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

導通不

良 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 非常用ガス処理

系 

リミット

スイッチ

リミットスイッチは，接点に付着する浮遊塵

埃と接点表面に形成される酸化被膜により導

通不良が想定される。 

しかしながら，使用しているリミットスイッ

チは密閉構造のケースに収納されており，屋

内空調環境に設置されていることから，塵埃

付着，酸化皮膜形成の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

301 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 非常用ガス処理

系 

シリンダ

ボルト･

ナット 

シリンダボルト･ナットは炭素鋼であり，腐

食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は認めら

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

302 弁 

空気

作動

弁用

駆動

部 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 高圧炉心スプレ

イ機器冷却水系 

 非常用ガス処理

系 

取付ボル

ト・ナッ

ト 

取付ボルト・ナットは炭素鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は認めら

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

303 
炉内構

造物 

炉内

構造

物 

粒界型

応力腐

食割れ 

炉心支持板 

燃料支持金具 

制御棒案内管 

余熱除去系（低

圧注入系）配管

（原子炉圧力容

器内部） 

差圧検出・ほう

酸水注入系配管

（原子炉圧力容

器内部） 

炉内核計装案内

管 

支持板，

リム胴，

補強ビー

ム，周辺

燃料支持

金具，ス

リーブ，

ボディ，

ベース，

パイプ，

サポート

プレー

ト，イン

コアスタ

ビライ

ザ，フラ

ンジネッ

ク，ベロ

ーズ 

炉心支持板，周辺燃料支持金具，制御棒案内

管，余熱除去系（低圧注入系）配管（原子炉

圧力容器内部），差圧検出・ほう酸水注入系

配管（原子炉圧力容器内部），炉内核計装案

内管については，ステンレス鋼であり高温の

純水環境中にあるため，粒界型応力腐食割れ

が想定される。 

しかしながら，建設時の粒界型応力腐食割れ

対策や現在までの運転経験により，粒界型応

力腐食割れの可能性は小さい。また，余熱除

去系（低圧注入系）配管（原子炉圧力容器内

部）については第 15 回定期検査（平成 19 年

度）において，周辺燃料支持金具，制御棒案

内管，差圧検出・ほう酸水注入系配管（原子

炉圧力容器内部），炉内核計装案内管につい

ては平成 26 年度において，水中テレビカメ

ラによる目視点検により健全性を確認してい

る。 

ステンレス鋼の粒界型応力腐食割れは，引張

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

応力，材料の感受性，腐食環境の三因子が同

時に存在する条件下で発生するが，安定停止

状態においては 100℃を超える環境とはなら

ないため，粒界型応力腐食割れの発生・進展

の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

304 
炉内構

造物 

炉内

構造

物 

高サイ

クル疲

労割れ 

制御棒案内管 

ジェットポンプ 

炉内核計装案内

管 

ボディ，

ライザブ

レース，

計測配

管，パイ

プ，イン

コアスタ

ビライザ

制御棒案内管，ジェットポンプ，炉内核計装

案内管は炉心流による流体振動を受けるた

め，高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，流体振動による高サイクル疲

労については，設計段階において考慮されて

いるため，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。また，ジェットポンプ計測配

管については,第 11 回定期検査（平成 13 年

度）において，福島第二原子力発電所１号機

で高サイクル疲労割れにより折損した事例を

受けて,クランプの取付けにより流体振動に

よる共振を回避する対策を実施している。さ

らに，第 14 回定期検査（平成 18 年度）にお

いて，柏崎刈羽原子力発電所１号機でクラン

プを取付けていた計測配管が折損した事例を

受けて，流体振動による共振の影響が大きい

計測配管のクランプを取外し，水中テレビカ

メラによる目視点検を実施するとともに，計

測配管に高サイクル疲労割れが発生した場合

でも機能を維持できる改良型クランプへの取

替えを実施している。また，制御棒案内管，

ジェットポンプ，炉内核計装案内管について

は，平成 26 年度において，水中テレビカメ

ラによる目視点検により健全性を確認してい

る。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

305 
炉内構

造物 

炉内

構造

物 

照射ス

ウェリ

ング 

炉心シュラウド 

上部格子板 

炉心支持板 

燃料支持金具 

制御棒案内管 

中間胴，

グリッド

プレー

ト，支持

板，中央

燃料支持

金具，周

辺燃料支

持金具，

スリーブ

高照射領域で使用される炉心シュラウド，上

部格子板，炉心支持板，中央及び周辺燃料支

持金具，制御棒案内管については，照射スウ

ェリングが想定される。 

しかしながら，BWR の温度環境（約 280 ℃）

や照射量では照射スウェリングの発生の可能

性は極めて小さい。また，中性子照射量の高

い上部格子板については，平成 26 年度にお

いて，水中テレビカメラによる目視点検によ

り健全性を確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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内容

評価内容
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306 
炉内構

造物 

炉内

構造

物 

照射ク

リープ 

炉心シュラウド 

上部格子板 

炉心支持板 

燃料支持金具 

制御棒案内管 

中間胴，

グリッド

プレー

ト，支持

板，中央

燃料支持

金具，周

辺燃料支

持金具，

スリーブ

高照射領域で使用される炉心シュラウド，上

部格子板，炉心支持板，中央及び周辺燃料支

持金具，制御棒案内管については，照射クリ

ープが想定される。 

しかしながら，BWR の高照射領域にある炉内

構造物においては，照射クリープの影響が問

題となる内圧等による荷重制御型の荷重はな

く，差圧等による応力も非常に小さいことか

ら，照射クリープが発生する可能性は小さ

い。また，中性子照射量の高い上部格子板に

ついては，平成 26 年度において，水中テレ

ビカメラによる目視点検により健全性を確認

している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

307 
炉内構

造物 

炉内

構造

物 

熱時効 

燃料支持金具 

炉心スプレイ配

管・スパージャ 

ジェットポンプ 

中央燃料

支持金

具，ノズ

ル，ライ

ザ，イン

レットミ

キサ，デ

ィフュー

ザ，ブラ

ケット 

中央燃料支持金具，炉心スプレイ配管・スパ

ージャ及びジェットポンプはステンレス鋳鋼

であり，また高温純水中にあるため，熱時効

による材料の靭性低下が想定され，この状態

でき裂が存在する場合には小さな荷重でき裂

が進展し，不安定破壊を引起こす可能性があ

る。 

しかしながら，「平成８年度プラント長寿命

化技術開発に関する事業報告書」（平成９年

３月 財団法人 発電設備技術検査協会）に

おいては，BWR の炉水温度（約 280℃）にお

ける熱時効による材料への影響は大きくない

としている。また，当該部位に，疲労割れ等

のき裂が想定される経年劣化事象が想定され

ないため，熱時効を起因とする不安定破壊が

発生する可能性は小さい。 

なお，中央燃料支持金具については第 16 回

定期検査（平成 21 年度）において，炉心ス

プレイ配管・スパージャ，ジェットポンプに

ついては平成 26 年度において，水中テレビ

カメラによる目視点検により健全性を確認し

ている。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①③ ②   

308 
炉内構

造物 

炉内

構造

物 

疲労割

れ 

余熱除去系(低圧

注入系)配管(原

子炉圧力容器内

部) 

ベローズ

余熱除去系(低圧注入系)配管(原子炉圧力容

器内部)については，炉心シュラウドと原子

炉圧力容器との間に熱膨張差による相対変位

が発生し，プラント起動停止時等の繰返しに

よる低サイクル疲労割れの発生が想定され

る。 

しかしながら，ベローズにより伸縮可能な構

造で相対変位に追従可能であり，構造的に大

きな荷重が作用しないため，割れに至る疲労

が蓄積される可能性は小さい。また，余熱除

去系(低圧注入系)配管(原子炉圧力容器内部)

については，水中テレビカメラによる定期的

な目視点検により健全性を確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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309 
炉内構

造物 

炉内

構造

物 

摩耗 

余熱除去系(低圧

注入系)配管(原

子炉圧力容器内

部) 

フランジ

ネック，

スリーブ

余熱除去系（低圧注入系）配管（原子炉圧力

容器内部）のフランジネック及びスリーブに

ついては，プラント起動停止時等の温度変動

に伴う相対変位による摩耗が想定される。 

しかしながら，スリーブとフランジネックの

摺動面に対し表面硬化処理をしていることか

ら，摩耗する可能性は小さい。また，余熱除

去系(低圧注入系)配管(原子炉圧力容器内部)

については，水中テレビカメラによる定期的

な目視点検により健全性を確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

310 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

トレ

イ，

電線

管 

腐食

（全面

腐食） 

ケーブルトレイ 

電線管 
埋込金物

屋内の埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

311 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

トレ

イ，

電線

管 

腐食

（全面

腐食） 

ケーブルトレイ 

電線管 

ケーブル

トレイ，

電線管及

びサポー

ト等の外

面 

屋内のケーブルトレイ，電線管及びサポート

等は炭素鋼又は低合金鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ①   

312 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

トレ

イ，

電線

管 

腐食

（全面

腐食） 

電線管 
電線管の

内面 

電線管は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，電線管内面は溶融亜鉛メッキ

が施されており，腐食が発生する可能性は小

さい。また，電線管内面へ水気が浸入しやす

い屋外においては，布設施工時，電線管接続

部について防水処理を施している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

313 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

トレ

イ，

電線

管 

腐食 電線管 

電線管の

コンクリ

ート埋設

部外面 

電線管は，炭素鋼であり，コンクリート埋設

部におけるコンクリートが中性化した場合に

腐食が想定される。 

しかしながら，電線管外面は溶融亜鉛メッキ

が施されていること及び実機コンクリートに

おけるサンプリング結果では中性化はほとん

ど見られておらず，腐食が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    
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314 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

トレ

イ，

電線

管 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

ケーブルトレイ 

電線管 

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

315 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

接続

部 

腐食

（全面

腐食） 

ウォールペネト

レーション接続 

スリー

ブ，端子

箱 

スリーブ，端子箱は炭素鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

316 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

接続

部 

疲労割

れ 
端子台接続 接続端子

1999 年７月に柏崎刈羽原子力発電所７号機

において，電動機接続端子の損傷不具合が発

生しているが，この事象は端子箱内にあるケ

ーブルの押え板に緩みが生じたところに，ケ

ーブルが機器の振動と共振したため，端子部

に繰返し応力が発生し，折損に至ったもので

ある。 

この水平展開として，浜岡３号機の類似構造

のものについて，端子部を確認しており，接

続端子の疲労割れ発生の可能性は極めて小さ

いと判断できる。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   

317 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

接続

部 

腐食

（全面

腐食） 

直ジョイント接

続 

スプライ

ス 

スプライスは銅であり，腐食が想定される。 

しかしながら，直ジョイント接続は構造上ス

プライス部が絶縁物にて覆われており，屋内

空調環境に設置されていることから，腐食が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

318 
ケーブ

ル 

ケー

ブル

接続

部 

導通不

良 

ウォールペネト

レーション接続 
電線 

電線に大きな荷重が作用すると，断線や接続

部の外れ等により導通不良が想定される。 

しかしながら，電線単体には外部からの大き

な荷重が作用しない構造となっており，導通

不良が発生する可能性は極めて小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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319 

コンク

リート

構造物

及び鉄

骨構造

物 

コン

クリ

ート

構造

物及

び鉄

骨構

造物 

アルカ

リ骨材

反応に

よる強

度低下 

コンクリート 
コンクリ

ート 

コンクリート中の反応性シリカを含む骨材

と，セメント等に含まれるアルカリ（ナトリ

ウムイオンやカリウムイオン）が，水の存在

下で反応してアルカリ珪酸塩を生成し，この

膨張作用によりコンクリートにひび割れが生

じ，コンクリート構造物としての健全性が損

なわれる可能性がある。 

浜岡３号機は，運転開始後 30 年近く経過し

ており，これまで定期的に目視点検を実施し

ているが，アルカリ骨材反応に起因すると判

断されるひび割れ等は確認されていない。 

また，今後のアルカリ骨材反応による膨張の

可能性を確認するために，主要な対象構造物

からコアを採取し，膨張率を測定した結果，

全膨張率は材齢６ケ月で 0.05%未満の判定基

準に対して、基準値以下であった。 

以上から，アルカリ骨材反応については，高

経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

いと判断する。 

① ②   

320 

コンク

リート

構造物

及び鉄

骨構造

物 

コン

クリ

ート

構造

物及

び鉄

骨構

造物 

凍結融

解によ

る強度

低下 

コンクリート 
コンクリ

ート 

コンクリート中の水分が凍結し，それが気温

の上昇や日射を受けること等により融解する

凍結融解を繰返すことでコンクリートにひび

割れが生じ，コンクリート構造物としての健

全性が損なわれる可能性がある。 

凍害危険度の分布図によると浜岡３号機の周

辺地域は「ごく軽微」よりも危険度が低い。

したがって，凍結融解による強度低下は，高

経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではな

いと判断する。 

③ ②   

321 

コンク

リート

構造物

及び鉄

骨構造

物 

コン

クリ

ート

構造

物及

び鉄

骨構

造物 

金属疲

労 
鉄骨 鉄骨 

鉄は繰返し応力を受けると金属疲労を起こ

し，疲労破壊に至る可能性があり，鉄骨の強

度低下につながる可能性がある。鉄骨構造物

のうち，風による繰返し荷重を受ける排気筒

が対象構造物として考えられる。 

排気筒は，その耐震裕度を向上させるために

鉄塔支持化（オイルダンパ付）を実施し，

2007 年５月に完了している。 

鉄塔支持化後では，鉄塔を含む架構全体の固

有周期から共振風速を算出すると 57.7m/s と

なり，浜岡原子力発電所での至近 10 年間の

観測最大風速 32.1m/s（10 分間平均）と比較

して，共振現象が発生する可能性は極めて小

さい。今後も外筒の共振現象による疲労が大

きく変化する要因があるとは考え難い。 

また，これまでの目視点検でも共振による疲

労割れは確認されていない。 

以上から，鉄骨の金属疲労については，高経

年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない

と判断する。 

①② ②   

322 
計測制

御設備 

計測

装置 

粒界型

応力腐

食割れ 

原子炉圧力計測

装置 

機関入口潤滑油

圧力計測装置 

HPCS ポンプ出口

圧力計測装置 

機関付清水ポン

プ出口圧力計測

装置 

HPCS ポンプ出口

流量計測装置 

原子炉水位計測

装置 

計装配

管，継手

及び計装

弁 

計装配管，継手，計装弁はステンレス鋼であ

り，粒界型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，内部流体の温度は 100℃未満

であり応力腐食割れが生じる可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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323 
計測制

御設備 

計測

装置 

粒界型

応力腐

食割れ 

原子炉圧力計測

装置 

原子炉水位計測

装置 

過流量阻

止弁 

過流量阻止弁はステンレス鋼であり，粒界型

応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，内部流体の温度は 100 ℃未

満であり，応力腐食割れが生じる可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

324 
計測制

御設備 

計測

装置 

導通不

良 

機関入口潤滑油

圧力計測装置 

HPCS ポンプ出口

圧力計測装置 

機関付清水ポン

プ出口圧力計測

装置 

非常用 C/C 室

L/C 入口温度計

測装置 

スクラム排出容

器レベル水位計

測装置 

スクラム用地震

計振動計測装置 

ディーゼル発電

機過速度位置計

測装置 

圧力検出

器，温度

検出器，

水位検出

器，地震

加速度検

出器及び

位置検出

器 

圧力検出器，温度検出器，水位検出器，地震

加速度検出器，位置検出器は，接点に付着す

る浮遊塵埃と接点表面に形成される酸化被膜

による導通不良が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

325 
計測制

御設備 

計測

装置 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

原子炉圧力計測

装置 

RHR 機器室周囲

温度計測装置 

中央制御室還気

温度計測装置 

HPCS ポンプ出口

流量計測装置 

RCWS ポンプ軸受

潤滑水流量計測

装置 

原子炉水位計測

装置 

起動領域モニタ

中性子束計測装

置 

原子炉建屋換気

モニタ放射線計

測装置 

スクラム用地震

計振動計測装置 

信号変換

処理部 

信号変換処理部は， マイグレーションによ

り基板内 IC での回路間短絡・断線といった

電気回路の不良による特性変化が想定され

る。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

326 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

スクラム排出容

器レベル水位計

測装置 

計装配

管，プレ

ート及び

取付ボル

ト・ナッ

ト 

計装配管，プレート及び取付ボルト・ナット

は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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327 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉圧力計測

装置 

機関入口潤滑油

圧力計測装置 

HPCS ポンプ出口

圧力計測装置 

機関付清水ポン

プ出口圧力計測

装置 

HPCS ポンプ出口

流量計測装置 

原子炉水位計測

装置 

スクラム排出容

器レベル水位計

測装置 

サポート

及びベー

スプレー

ト 

サポート及びベースプレートは炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

328 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉圧力計測

装置 

機関入口潤滑油

圧力計測装置 

HPCS ポンプ出口

圧力計測装置 

機関付清水ポン

プ出口圧力計測

装置 

非常用 C/C 室

L/C 入口温度計

測装置 

HPCS ポンプ出口

流量計測装置 

原子炉水位計測

装置 

原子炉建屋換気

モニタ放射線計

測装置 

計器架台

計器架台は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

329 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉圧力計測

装置 

機関入口潤滑油

圧力計測装置 

HPCS ポンプ出口

圧力計測装置 

機関付清水ポン

プ出口圧力計測

装置 

HPCS ポンプ出口

流量計測装置 

原子炉水位計測

装置 

起動領域モニタ

中性子束計測装

置 

原子炉建屋換気

モニタ放射線計

測装置 

スクラム用地震

計振動計測装置 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼又は低合金鋼であり，腐

食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   



別紙４ 
高経年化技術評価劣化事象一覧 

- 104 - 

No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

330 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

起動領域モニタ

中性子束計測装

置 

スクラム用地震

計振動計測装置 

筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

331 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉圧力計測

装置 

機関入口潤滑油

圧力計測装置 

HPCS ポンプ出口

圧力計測装置 

機関付清水ポン

プ出口圧力計測

装置 

HPCS ポンプ出口

流量計測装置 

原子炉水位計測

装置 

起動領域モニタ

中性子束計測装

置 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

332 
計測制

御設備 

計測

装置 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

非常用 C/C 室

L/C 入口温度計

測装置 

原子炉建屋換気

モニタ放射線計

測装置 

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

333 
計測制

御設備 

計測

装置 

粒界型

応力腐

食割れ 

圧力計測装置 

流量計測装置 

水位計測装置 

計装配

管，継手

及び計装

弁 

計装配管，継手，計装弁はステンレス鋼であ

り，粒界型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，内部流体の温度は 100℃未満

であり応力腐食割れが生じる可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

334 
計測制

御設備 

計測

装置 

粒界型

応力腐

食割れ 

原子炉圧力計測

装置 

原子炉水位計測

装置 

過流量阻

止弁 

過流量阻止弁はステンレス鋼であり，粒界型

応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，内部流体の温度は 100 ℃未

満であり，応力腐食割れが生じる可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

335 
計測制

御設備 

計測

装置 

導通不

良 

圧力計測装置 

温度計測装置 

水位計測装置 

位置計測装置 

圧力検出

器，温度

検出器，

水位検出

器及び位

置検出器

圧力検出器，温度検出器，水位検出器及び位

置検出器は接点に付着する浮遊塵埃と接点表

面に形成される酸化被膜による導通不良が想

定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化被膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

336 
計測制

御設備 

計測

装置 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

圧力計測装置 

温度計測装置 

流量計測装置 

水位計測装置 

中性子束計測装

置 

放射線計測装置 

信号変換

処理部 

信号変換処理部は，マイグレーションによる

基板内 IC での回路間短絡・断線といった電

気回路の不良による特性変化が想定される。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置していることから，

特性変化が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

337 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

水位計測装置 

計装配

管，プレ

ート及び

取付ボル

ト・ナッ

ト 

計装配管，プレート及び取付ボルト・ナット

は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

338 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉圧力計測

装置 

機関入口潤滑油

圧力計測装置 

HPCS ポンプ出口

圧力計測装置 

機関付清水ポン

プ出口圧力計測

装置 

RHR 機器室周囲

温度計測装置 

中央制御室還気

温度計測装置 

非常用 C/C 室

L/C 入口温度計

測装置 

HPCS ポンプ出口

流量計測装置 

RCWS ポンプ軸受

潤滑水流量計測

装置 

原子炉水位計測

装置 

スクラム排出容

器レベル水位計

測装置 

起動領域モニタ

中性子束計測装

置 

原子炉建屋換気

モニタ放射線計

サポート

及びベー

スプレー

ト 

サポート及びベースプレートは炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

測装置 

スクラム用地震

計振動計測装置 

ディーゼル発電

機過速度位置計

測装置 

339 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

計器架台を有す

る計測装置 
計器架台

計器架台は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

340 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

取付ボルトを有

する計測装置 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

341 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

筐体を有する計

測装置 
筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

342 
計測制

御設備 

計測

装置 

腐食

（全面

腐食） 

埋込金物を有す

る計測装置 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食の可能性は小さい。また，コンクリ

ート埋設部については，コンクリートが中性

化した場合に腐食が想定されるが，実機コン

クリートにおけるサンプリング結果では中性

化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

343 
計測制

御設備 

計測

装置 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

後打ちケミカル

アンカを有する

計測装置 

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

344 
計測制

御設備 

補助

継電

器盤 

腐食

（全面

腐食） 

A 系原子炉保護

系盤 
筺体 

筺体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

345 
計測制

御設備 

補助

継電

器盤 

腐食

（全面

腐食） 

A 系原子炉保護

系盤 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

とは考え難いことから，高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

①②    

346 
計測制

御設備 

補助

継電

器盤 

腐食

（全面

腐食） 

A 系原子炉保護

系盤 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

347 
計測制

御設備 

補助

継電

器盤 

導通不

良 

A 系原子炉保護

系盤 

電磁接触

器，補助

継電器及

びタイマ

ー 

電磁接触器，補助継電器及びタイマーは，接

点に付着する浮遊塵埃と接点表面に形成され

る酸化皮膜による導通不良が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

348 
計測制

御設備 

補助

継電

器盤 

腐食

（全面

腐食） 

B 系原子炉保護

系盤 

高圧炉心スプレ

イ系盤 

A 系 RHR･LPCS･

RCCW･RCWS 盤 

B 系･C 系 RHR･

RCCW･RCWS 盤 

A 系 RPS トリッ

プチャンネル盤 

筺体及び

取付ボル

ト 

筺体及び取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

B 系 RPS トリッ

プチャンネル盤 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(A) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(B) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(C) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(D) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(E) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(F) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(G) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(H) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅰ) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅱ) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅲ) 

MSLC・FCS・SGTS

盤(Ⅰ) 

MSLC・FCS・SGTS

盤(Ⅱ) 

RCWS 渦流ストレ

ーナ(A)継電器盤 

RCWS 渦流ストレ

ーナ(B)継電器盤 

HPCWS 渦流スト

レーナ継電器盤 

349 
計測制

御設備 

補助

継電

器盤 

腐食

（全面

腐食） 

B 系原子炉保護

系盤 

高圧炉心スプレ

イ系盤  

A 系 RHR･LPCS･

RCCW･RCWS 盤  

B 系･C 系 RHR･

RCCW･RCWS 盤  

A 系 RPS トリッ

プチャンネル盤 

B 系 RPS トリッ

プチャンネル盤 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(A) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(B) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(C) 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

とは考え難いことから，高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではないと判断する。 

①②    
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(D) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(E) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(F) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(G) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(H) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅰ) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅱ) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅲ) 

MSLC・FCS・SGTS

盤(Ⅰ) 

MSLC・FCS・SGTS

盤(Ⅱ) 

RCWS 渦流ストレ

ーナ(A)継電器盤 

RCWS 渦流ストレ

ーナ(B)継電器盤 

HPCWS 渦流スト

レーナ継電器盤 

350 
計測制

御設備 

補助

継電

器盤 

導通不

良 

B 系原子炉保護

系盤 

高圧炉心スプレ

イ系盤  

A 系 RHR･LPCS･

RCCW･RCWS 盤  

B 系･C 系 RHR･

RCCW･RCWS 盤  

A 系 RPS トリッ

プチャンネル盤 

B 系 RPS トリッ

プチャンネル盤 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(A) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(B) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(C) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(D) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(E) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(F) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

電磁接触

器，補助

継電器及

びタイマ

ー 

電磁接触器，補助継電器及びタイマーは，接

点に付着する浮遊塵埃と接点表面に形成され

る酸化皮膜による導通不良が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

(G) 

スクラムソレノ

イドヒューズ盤

(H) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅰ) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅱ) 

ESS トリップチ

ャンネル盤(Ⅲ) 

MSLC・FCS・SGTS

盤(Ⅰ) 

MSLC・FCS・SGTS

盤(Ⅱ) 

RCWS 渦流ストレ

ーナ(A)継電器盤 

RCWS 渦流ストレ

ーナ(B)継電器盤 

HPCWS 渦流スト

レーナ継電器盤 

351 
計測制

御設備 

操作

制御

盤 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉制御盤 筺体 

筺体は炭素鋼であるため，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

352 
計測制

御設備 

操作

制御

盤 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉制御盤 埋込金物

埋込金物は炭素鋼であるため，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

353 
計測制

御設備 

操作

制御

盤 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉制御盤 
取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であるため，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

354 
計測制

御設備 

操作

制御

盤 

導通不

良 
原子炉制御盤 

操作スイ

ッチ，押

釦スイッ

チ及び補

助継電器

操作スイッチ，押釦スイッチ及び補助継電器

は，接点に付着する浮遊塵埃と接点表面に形

成される酸化皮膜による導通不良が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

355 
計測制

御設備 

操作

制御

盤 

腐食

（全面

腐食） 

SRNM 盤（Ⅰ） 

SRNM 盤（Ⅱ） 

放射線モニタ盤 

計装配管隔離弁

盤（Ⅰ） 

計装配管隔離弁

盤（Ⅱ） 

A 系漏えい検出

系盤 

B 系漏えい検出

系盤 

所内電源盤 

非常用空調盤

（Ⅰ） 

非常用空調盤

（Ⅱ） 

非常用空調盤

（Ⅲ） 

中央制御室換気

空調系盤（Ⅰ） 

中央制御室換気

空調系盤（Ⅱ） 

工学的安全施設

盤（Ⅰ） 

工学的安全施設

盤（Ⅱ・Ⅲ） 

原子炉補助盤 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ⅰ） 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ⅱ） 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ｎ） 

制御棒監視制御

盤 

A 系サプレッシ

ョン水温監視盤 

B 系サプレッシ

ョン水温監視盤 

遠隔停止系盤 

放射線モニタ記

録計盤 

RCCW(A)熱交換器

海水系弁制御盤 

RCCW(B)熱交換器

海水系弁制御盤 

HPCCW 熱交換器

海水系弁制御盤 

筺体及び

取付ボル

ト 

筺体及び取付ボルトは炭素鋼であるため，腐

食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

356 
計測制

御設備 

操作

制御

盤 

腐食

（全面

腐食） 

SRNM 盤（Ⅰ） 

SRNM 盤（Ⅱ） 

放射線モニタ盤 

計装配管隔離弁

盤（Ⅰ） 

計装配管隔離弁

盤（Ⅱ） 

A 系漏えい検出

系盤 

B 系漏えい検出

系盤 

所内電源盤 

非常用空調盤

（Ⅰ） 

非常用空調盤

（Ⅱ） 

非常用空調盤

（Ⅲ） 

中央制御室換気

空調系盤（Ⅰ） 

中央制御室換気

空調系盤（Ⅱ） 

工学的安全施設

盤（Ⅰ） 

工学的安全施設

盤（Ⅱ・Ⅲ） 

原子炉補助盤 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ⅰ） 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ⅱ） 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ｎ） 

制御棒監視制御

盤 

A 系サプレッシ

ョン水温監視盤 

B 系サプレッシ

ョン水温監視盤 

遠隔停止系盤 

放射線モニタ記

録計盤 

RCCW(A)熱交換器

海水系弁制御盤 

RCCW(B)熱交換器

海水系弁制御盤 

HPCCW 熱交換器

海水系弁制御盤 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であるため，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

357 
計測制

御設備 

操作

制御

盤 

導通不

良 

SRNM 盤（Ⅰ） 

SRNM 盤（Ⅱ） 

放射線モニタ盤 

計装配管隔離弁

盤（Ⅰ） 

計装配管隔離弁

盤（Ⅱ） 

A 系漏えい検出

系盤 

B 系漏えい検出

系盤 

所内電源盤 

非常用空調盤

（Ⅰ） 

非常用空調盤

操作スイ

ッチ，押

釦スイッ

チ及び補

助継電器

操作スイッチ，押釦スイッチ及び補助継電器

は，接点に付着する浮遊塵埃と接点表面に形

成される酸化皮膜による導通不良が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

（Ⅱ） 

非常用空調盤

（Ⅲ） 

中央制御室換気

空調系盤（Ⅰ） 

中央制御室換気

空調系盤（Ⅱ） 

工学的安全施設

盤（Ⅰ） 

工学的安全施設

盤（Ⅱ・Ⅲ） 

原子炉補助盤 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ⅰ） 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ⅱ） 

原子炉系プロセ

ス計装盤（Ｎ） 

制御棒監視制御

盤 

A 系サプレッシ

ョン水温監視盤 

B 系サプレッシ

ョン水温監視盤 

遠隔停止系盤 

放射線モニタ記

録計盤 

RCCW(A)熱交換器

海水系弁制御盤 

RCCW(B)熱交換器

海水系弁制御盤 

HPCCW 熱交換器

海水系弁制御盤 

358 
空調設

備 

ファ

ン 

高サイ

クル疲

労割れ 

中央制御室給気

ファン 

ファン主

軸 

ファン主軸には，ファン運転時に繰返し応力

が発生することから，応力集中部等におい

て，高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，設計段階において疲労割れが

発生しないように考慮された設計となってお

り，高サイクル疲労割れが発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

359 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 中央制御室給気

ファン 

 中央制御室排気

ファン 

 ディーゼル発電

機室(A)(B)排気

ファン 

羽根車 

中央制御室給気ファン及び中央制御室排気フ

ァンの羽根車は炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

また，ディーゼル発電機室(A)(B)排気ファン

の羽根車はアルミニウム合金であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，アルミニウム合金は不動態皮

膜が形成されることから，腐食が発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

360 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ファン 

中央制御室排気

ファン 

ケーシン

グ 

ケーシングは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

361 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ファン 

中央制御室排気

ファン 

ベース 

ベースは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

362 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ファン 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

363 
空調設

備 

ファ

ン 

高サイ

クル疲

労割れ 

［共通］ 

 中央制御室給気

ファン 

 中央制御室排気

ファン 

 ディーゼル発電

機室(A)(B)排気

ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

外）の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

364 
空調設

備 

ファ

ン 

疲労割

れ 

［共通］ 

 中央制御室給気

ファン 

 中央制御室排気

ファン 

 ディーゼル発電

機室(A)(B)排気

ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

外）の回

転子棒及

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   
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カテ 
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化事象 
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※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

び回転子

エンドリ

ング 

365 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 中央制御室給気

ファン 

 中央制御室排気

ファン 

 ディーゼル発電

機室(A)(B)排気

ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

外）の固

定子コア

及び回転

子コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

366 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ファン 

中央制御室排気

ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内）のフ

レーム，

エンドブ

ラケット

及び端子

箱 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

367 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ファン 

中央制御室排気

ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内）の取

付ボルト

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

368 
空調設

備 

ファ

ン 

高サイ

クル疲

労割れ 

中央制御室再循

環ファン 

非常用ガス処理

ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)給

気ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

ファン主

軸 

ファン主軸には，ファン運転時に繰返し応力

が発生することから，応力集中部等におい

て，高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，設計段階において疲労割れが

発生しないように考慮された設計となってお

り，高サイクル疲労割れが発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

369 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 中央制御室再循

環ファン 

 非常用ガス処理

ファン 

 原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)給

気ファン 

 原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

 ディーゼル発電

機室

(A)(B)(HPCS)移

送ファン 

 ディーゼル発電

機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

 ディーゼル発電

機室(HPCS)排気

ファン 

羽根車 

中央制御室再循環ファン，非常用ガス処理フ

ァン，原子炉補機室(A)(B)(HPCS)給気ファ

ン，原子炉補機室(A)(B)(HPCS)排気ファン，

ディーゼル発電機室(A)(B)(HPCS)移送ファ

ン，ディーゼル発電機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排気ファンの羽根車は炭素鋼で

あり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

また，ディーゼル発電機室(HPCS)排気ファン

の羽根車はアルミニウム合金であり，不動態

皮膜が形成されることから，腐食が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

370 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室再循

環ファン 

非常用ガス処理

ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)給

気ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

ディーゼル発電

機室

(A)(B)(HPCS)移

送ファン 

ディーゼル発電

機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

ケーシン

グ 

ケーシングは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

371 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室再循

環ファン 

非常用ガス処理

ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)給

気ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

ディーゼル発電

機室

ベース 

ベースは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

(A)(B)(HPCS)移

送ファン 

ディーゼル発電

機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

372 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室再循

環ファン 

非常用ガス処理

ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)給

気ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

373 
空調設

備 

ファ

ン 

高サイ

クル疲

労割れ 

［共通］ 

 中央制御室再循

環ファン 

 非常用ガス処理

ファン 

 原子炉補機室

(A)(B)給気ファ

ン 

 原子炉補機室

(A)(B)排気ファ

ン 

 原子炉補機室

(HPCS)給気ファ

ン 

 原子炉補機室

(HPCS)排気ファ

ン 

 ディーゼル発電

機室

(A)(B)(HPCS)移

送ファン 

 ディーゼル発電

機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

 ディーゼル発電

機室(HPCS)排気

ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

外）の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

374 
空調設

備 

ファ

ン 

疲労割

れ 

［共通］ 

 中央制御室再循

環ファン 

 非常用ガス処理

ファン 

 原子炉補機室

(A)(B)給気ファ

ン 

 原子炉補機室

(A)(B)排気ファ

ン 

 原子炉補機室

(HPCS)給気ファ

ン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

 原子炉補機室

(HPCS)排気ファ

ン 

 ディーゼル発電

機室

(A)(B)(HPCS)移

送ファン 

 ディーゼル発電

機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

 ディーゼル発電

機室(HPCS)排気

ファン 

外）の回

転子棒及

び回転子

エンドリ

ング 

375 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 中央制御室再循

環ファン 

 非常用ガス処理

ファン 

 原子炉補機室

(A)(B)給気ファ

ン 

 原子炉補機室

(A)(B)排気ファ

ン 

 原子炉補機室

(HPCS)給気ファ

ン 

 原子炉補機室

(HPCS)排気ファ

ン 

 ディーゼル発電

機室

(A)(B)(HPCS)移

送ファン 

 ディーゼル発電

機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

 ディーゼル発電

機室(HPCS)排気

ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

外）の固

定子コア

及び回転

子コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

376 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室再循

環ファン 

非常用ガス処理

ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)給

気ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

ディーゼル発電

機室

(A)(B)(HPCS)移

送ファン 

ディーゼル発電

機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内）のフ

レーム，

エンドブ

ラケット

及び端子

箱 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

377 
空調設

備 

ファ

ン 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室再循

環ファン 

非常用ガス処理

ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)給

気ファン 

原子炉補機室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

ディーゼル発電

機室

(A)(B)(HPCS)移

送ファン 

ディーゼル発電

機ディタンク室

(A)(B)(HPCS)排

気ファン 

ファンモ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），フ

ァンモー

タ（低

圧，全

閉，屋

内）の取

付ボルト

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

378 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 
羽根車 

羽根車はアルミニウム合金であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，不動態皮膜が形成されること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

379 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

冷却コイ

ル 

冷却コイルは銅合金であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，内部流体は冷却水（防錆剤入

り）であり，外面は不動態皮膜が形成される

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

380 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

ユニット

ケーシン

グ 

ユニットケーシングは亜鉛メッキ鋼板であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

381 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

ファンケ

ーシング

ファンケーシングは炭素鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

382 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 
ベース 

ベースは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

383 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

384 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

高サイ

クル疲

労割れ 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

385 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

疲労割

れ 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の回

転子棒及

び回転子

エンドリ

ング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

386 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の固

定子コア

及び回転

子コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

387 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）のフ

レーム，

エンドブ

ラケット

及び端子

箱 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

388 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

RCCW ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の取

付ボルト

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

389 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

羽根車 

羽根車はアルミニウム合金であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，不動態皮膜が形成されること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

390 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

冷却コイ

ル 

冷却コイルは銅合金であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，内部流体は冷却水（防錆剤入

り）であり，外面は不動態皮膜が形成される

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

391 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

ユニット

ケーシン

グ 

ユニットケーシングは亜鉛メッキ鋼板であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

392 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

ファンケ

ーシング

ファンケーシングは炭素鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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393 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

ベース 

ベースは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

394 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

395 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

高サイ

クル疲

労割れ 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

396 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

疲労割

れ 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の回

転子棒及

び回転子

エンドリ

ング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

397 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の固

定子コア

及び回転

子コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   
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398 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）のフ

レーム，

エンドブ

ラケット

及び端子

箱 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

399 
空調設

備 

ロー

カル

クー

ラ 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室ロ

ーカルクーラ 

 HPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 LPCS ポンプ室

ローカルクーラ 

 RHR ポンプ室ロ

ーカルクーラ 

 SGTS 室ローカ

ルクーラ 

ファンモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の取

付ボルト

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

400 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機ケ

ーシング

圧縮機ケーシングは鋳鉄であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，内部流体が腐食性のほとんど

ないフロン冷媒及び潤滑油であり，腐食が発

生し難い環境にある。また，外面については

防食塗装が施されており，屋内空調環境に設

置されていることから，腐食が発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

401 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機軸

継手 

圧縮機軸継手は低合金鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，大気接触部については防食塗

装が施されており，屋内空調環境に設置され

ていることから，腐食が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する｡ 

② ②   

402 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

油ポンプ

（胴） 

油ポンプ（胴）は鋳鉄であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，内部流体が潤滑油であり，腐

食が発生し難い環境にある。また，外面につ

いては防食塗装が施されており，屋内空調環

境に設置されていることから，腐食が発生す

る可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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403 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

アキュム

レータ 

アキュムレータは炭素鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，内部流体が腐食性のほとんど

ないフロン冷媒であり，腐食が発生し難い環

境にある。また，外面については防食塗装が

施されており，屋内空調環境に設置されてい

ることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

404 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

油分離器

及び油ク

ーラ

（胴） 

油分離器及び油クーラ（胴）は炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体が腐食性のほとんど

ないフロン冷媒及び潤滑油であり，腐食が発

生し難い環境にある。また，外面については

防食塗装が施されており，屋内空調環境に設

置されていることから，腐食が発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

405 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

油配管及

び弁 

油配管及び弁は炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，内部流体が潤滑油であり，腐

食が発生し難い環境にある。また，外面につ

いては防食塗装が施されており，屋内空調環

境に設置されていることから，腐食が発生す

る可能性は小さい。 

また，銅合金の配管については耐食性が良

く，腐食の発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

406 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

冷媒配管

及び弁 

冷媒配管及び弁は炭素鋼，炭素鋼鋳鋼又は鋳

鉄であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体が腐食性のほとんど

ないフロン冷媒であり，腐食が発生し難い環

境にある。また，屋内外面については防食塗

装が施されており，屋内空調環境に設置され

ていることから，腐食が発生する可能性は小

さい。 

また，銅合金の配管については耐食性が良

く，腐食の発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

407 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 
受液器 

受液器は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体が腐食性のほとんど

ないフロン冷媒であり，腐食が発生し難い環

境にある。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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408 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機フ

レーム，

ベース及

び配管サ

ポート 

圧縮機フレーム，ベース及び配管サポートは

炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

409 
空調設

備 

冷凍

機 
摩耗 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機ロ

ータ 

圧縮機ロータは，ロータ同士の接触により摩

耗が想定される。 

しかしながら，圧縮機ロータは潤滑油により

潤滑されていることから，摩耗が発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

410 
空調設

備 

冷凍

機 
摩耗 

中央制御室冷凍

機 

アンロー

ダシリン

ダ及びア

ンローダ

ピストン

アンローダシリンダ及びアンローダピストン

は，接触により摩耗が想定される。 

しかしながら，アンローダシリンダ及びアン

ローダピストンは潤滑油により潤滑されてい

ること，摺動部にはキャップシールを取付け

ていることから，摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

411 
空調設

備 

冷凍

機 
断線 

中央制御室冷凍

機 
油ヒータ

油ヒータはシーズヒータであり，加熱線には

ニクロム線が使用されており，湿分等の浸入

が生じると腐食による断線が想定される。 

しかしながら，加熱線は炭素鋼のパイプの中

に絶縁物と共に封入され，かつパイプはアル

ミニウム合金の油ヒータ本体によりシールさ

れた構造となっており，通常の使用状態にお

いては，湿分等が浸入する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

412 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

凝縮器冷

却コイル

凝縮器冷却コイルは銅合金であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，内部流体は冷却水（防錆剤入

り）であり，外面においては不動態被膜が形

成されることから，腐食が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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※２

内容

評価内容
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413 
空調設

備 

冷凍

機 

高サイ

クル疲

労割れ

及び摩

耗 

中央制御室冷凍

機 

油クーラ

（伝熱

管） 

油クーラの伝熱管については，管支持板接触

面において高サイクル疲労割れ及び摩耗が想

定される。 

しかしながら，伝熱管は管支持板により流体

振動が十分小さくなるよう設計されているた

め，振動による高サイクル疲労割れ及び摩耗

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

414 
空調設

備 

冷凍

機 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

中央制御室冷凍

機 

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

415 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機モ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），油

ポンプモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）のフ

レーム，

エンドブ

ラケット

及び端子

箱 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

416 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機モ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），油

ポンプモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内）の取

付ボルト

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

417 
空調設

備 

冷凍

機 

高サイ

クル疲

労割れ 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機モ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），油

ポンプモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内），凝

縮器ファ

ンモータ

（低圧，

全閉，屋

外）の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   
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カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

418 
空調設

備 

冷凍

機 

疲労割

れ 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機モ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），油

ポンプモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内），凝

縮器ファ

ンモータ

（低圧，

全閉，屋

外）の回

転子棒及

び回転子

エンドリ

ング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

419 
空調設

備 

冷凍

機 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室冷凍

機 

圧縮機モ

ータ（低

圧，開

放，屋

内），油

ポンプモ

ータ（低

圧，全

閉，屋

内），凝

縮器ファ

ンモータ

（低圧，

全閉，屋

外）の固

定子コア

及び回転

子コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

420 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

ヒータ

の断線 

非常用ガス処理

装置 

電気加熱

コイル 

電気加熱コイルのヒータはシースヒータであ

り，加熱線にはニクロム線が使用されてい

る。ニクロム線は絶縁物と共にパイプに収納

しシール処理しており，パイプ腐食やシール

材劣化による外気湿分浸入によりニクロム線

が腐食することで断線が想定される。 

しかしながら，パイプは耐食性の高いステン

レス鋼を用いておりシール材は耐熱性能の高

いパッキンを使用していることから，湿分浸

入によるニクロム線の断線の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

421 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ユニット 

冷却コイ

ル 

冷却コイルは銅合金であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，内部流体はフロン冷媒であ

り，外面は不動態皮膜が形成されることか

ら，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

422 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ユニット 

ケーシン

グ 

ケーシングは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

423 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用ガス処理

装置 

 中央制御室給気

ユニット 

支持鋼材

支持鋼材は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

424 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ガス処理

装置 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

425 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ガス処理

装置 

基礎ボル

ト 

基礎ボルトは炭素鋼であり，ボルト全体がコ

ンクリートに埋設されており，コンクリート

が中性化した場合は腐食が想定される。 

しかしながら，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ておらず，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①    

426 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室外気

取入ユニット 

中央制御室再循

環フィルタユニ

ット 

ケーシン

グ 

ケーシングは炭素鋼又は亜鉛メッキ鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

427 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 中央制御室外気

取入ユニット 

 D/G 室給気ユニ

ット 

 D/G 室（HPCS）

給気ユニット 

 中央制御室再循

環フィルタユニ

ット 

 原子炉補機室給

支持鋼材

支持鋼材は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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評価内容
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気ユニット 

 原子炉補機室

（HPCS）給気ユ

ニット 

428 
空調設

備 

フィ

ルタ

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室外気

取入ユニット 

D/G 室給気ユニ

ット 

D/G 室（HPCS）

給気ユニット 

原子炉補機室給

気ユニット 

原子炉補機室

（HPCS）給気ユ

ニット 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。また，コンクリ

ート埋設部については，コンクリートが中性

化した場合に腐食が想定されるが，実機コン

クリートにおけるサンプリング結果では中性

化はほとんど見られておらず腐食が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

429 
空調設

備 

ダク

ト 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 中央制御室系ダ

クト（角ダク

ト） 

 中央制御室系ダ

クト（丸ダク

ト） 

ダクト本

体 

ダクト本体には亜鉛メッキ鋼板又は炭素鋼板

が使用されており，腐食が想定される。 

しかしながら，亜鉛メッキ鋼板は耐食性を有

する亜鉛メッキが施されており，炭素鋼板は

防食塗装が施されている。また，屋内空調環

境に設置されていることから，腐食が発生す

る可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

430 
空調設

備 

ダク

ト 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 中央制御室系ダ

クト（角ダク

ト） 

 中央制御室系ダ

クト（丸ダク

ト） 

フラン

ジ，ボル

ト・ナッ

ト及び支

持鋼材 

フランジ，ボルト・ナット及び支持鋼材は炭

素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

431 
空調設

備 

ダク

ト 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室系ダ

クト（角ダク

ト） 

補強材 

補強材は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    
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432 
空調設

備 

ダク

ト 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 中央制御室系ダ

クト（角ダク

ト） 

 中央制御室系ダ

クト（丸ダク

ト） 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，大気接触部については防食塗

装が施されており，屋内空調環境に設置され

ていることから，腐食が発生する可能性は小

さい。また，コンクリート埋設部について

は，コンクリートが中性化した場合に腐食が

想定されるが，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ておらず腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

433 
空調設

備 

ダク

ト 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

［共通］ 

 中央制御室系ダ

クト（角ダク

ト） 

 中央制御室系ダ

クト（丸ダク

ト） 

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

434 
空調設

備 

ダク

ト 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室系

ダクト 

 ディーゼル発電

機補機室系ダク

ト 

 原子炉補機室系

ダクト 

ダクト本

体 

ダクト本体には亜鉛メッキ鋼板又は炭素鋼板

が使用されており，腐食が想定される。 

しかしながら，亜鉛メッキ鋼板は耐食性を有

する亜鉛メッキが施されており，炭素鋼板は

防食塗装が施されている。また，屋内空調環

境に設置されていることから腐食が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

435 
空調設

備 

ダク

ト 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室系

ダクト 

 ディーゼル発電

機補機室系ダク

ト 

 原子炉補機室系

ダクト 

フラン

ジ，ボル

ト・ナッ

ト及び支

持鋼材 

フランジ，ボルト・ナット及び支持鋼材は炭

素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

436 
空調設

備 

ダク

ト 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室系

ダクト 

 ディーゼル発電

機補機室系ダク

ト 

 原子炉補機室系

ダクト 

補強材 

補強材は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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※１ 
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※２

内容

評価内容
※３分類

437 
空調設

備 

ダク

ト 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室系

ダクト 

 ディーゼル発電

機補機室系ダク

ト 

 原子炉補機室系

ダクト 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，大気接触部については防食塗

装が施されており，屋内空調環境に設置され

ていることから，腐食が発生する可能性は小

さい。また，コンクリート埋設部について

は，コンクリートが中性化した場合に腐食が

想定されるが，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ておらず腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

438 
空調設

備 

ダク

ト 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

［共通］ 

 非常用 C/C 室系

ダクト 

 ディーゼル発電

機補機室系ダク

ト 

 原子炉補機室系

ダクト 

基礎ボル

ト 

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   

439 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

D/G 電気品室給

気ダンパ 

中央制御室再循

環切替ダンパ 

中央制御室給気

ファン出口ダン

パ 

中央制御室給気

ファン入口ダン

パ 

中央制御室ダン

パ 

ケーシン

グ，羽根

及び軸 

ケーシング，羽根及び軸は炭素鋼又は亜鉛メ

ッキ鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

440 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

D/G 電気品室給

気ダンパ 

中央制御室再循

環切替ダンパ 

中央制御室給気

ファン出口ダン

パ 

中央制御室給気

ファン入口ダン

パ 

中央制御室ダン

パ 

原子炉室隔離弁 

中央制御室隔離

弁 

ボルト・

ナット 

ボルト・ナットは炭素鋼又は低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

441 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

D/G 電気品室給

気ダンパ 

中央制御室再循

環切替ダンパ 

中央制御室給気

ファン出口ダン

パ 

中央制御室給気

ファン入口ダン

パ 

連結金具

連結金具は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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内容

評価内容
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442 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

D/G 電気品室給

気ダンパ 

原子炉室隔離弁 

空気作動

部 

D/G 電気品室給気ダンパの空気作動部はアル

ミニウム合金であり，腐食が想定される。 

しかしながら，不動態皮膜が形成されること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

原子炉室隔離弁の空気作動部は炭素鋼及び鋳

鉄であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内面はクロームメッキが，外

面については防食塗装が施されており，屋内

空調環境に設置されていることから，腐食が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

443 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

D/G 電気品室給

気ダンパ 

中央制御室再循

環切替ダンパ 

原子炉室隔離弁 

中央制御室隔離

弁 

作動部取

付ボルト

作動部取付ボルトは炭素鋼又は低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

444 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ファン出口ダン

パ 

ウエイト

中央制御室給気ファン出口ダンパのウエイト

は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，亜鉛メッキが施されており，

屋内空調環境に設置されていることから，腐

食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

445 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ファン入口ダン

パ 

中央制御室ダン

パ 

開閉器 

中央制御室給気ファン入口ダンパの開閉器は

アルミニウム合金であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，不動態皮膜が形成されること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

中央制御室ダンパの開閉器は炭素鋼，ばね鋼

が使用されており，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの目視点検において，有意な腐食は

確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

446 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室給気

ファン入口ダン

パ 

ハンドル

軸 

ハンドル軸は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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447 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉室隔離弁 

弁箱，弁

体，ハウ

ジング及

び支持脚

弁箱，弁体，ハウジング及び支持脚は炭素鋼

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，弁箱外面，ハウジング及び支

持脚については防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。また，弁箱内面

及び弁体については，これまでの目視点検結

果から，有意な腐食は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

448 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室隔離

弁 
弁箱 

弁箱は鋳鉄であり，腐食が想定される。 

しかしながら，弁箱外面には防食塗装が施さ

れ，屋内空調環境に設置されていること，弁

箱内面には弁体シート（ラバーシート）が取

付けられていることから，腐食が発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

449 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

摩耗 

原子炉室隔離弁 

中央制御室隔離

弁 

弁棒 

原子炉室隔離弁，中央制御室隔離弁の弁棒

は，ステンレス鋼であり，それぞれグランド

パッキン，ブッシュとの摺動部において，摩

耗が想定される。 

しかしながら，弁体の開閉速度は遅く，回転

角度は 90 度程度に限定され，開閉頻度も年

に数回程度であることから，摩耗が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

450 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

導通不

良 

D/G 電気品室給

気ダンパ 

原子炉室隔離弁 

リミット

スイッチ

リミットスイッチについては，接点に付着す

る浮遊塵埃と接点表面に形成される酸化皮膜

による導通不良が想定される。 

しかしながら，リミットスイッチはカバー内

に収納され，屋内空調環境に設置しているこ

とからおり，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

451 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

へたり 
中央制御室ダン

パ 

開閉器

（ばね）

開閉器のばねは常時応力がかかった状態であ

り，へたりが想定される。 

しかしながら，ばね使用時のねじり応力が，

許容ねじり応力以下になるように設定されて

おり，さらにばねの材料に対する推奨使用最

高温度よりも実際の使用温度は低いことか

ら，へたりが進行する可能性は小さい。ま

た，ばねのへたりは分解点検時における作動

確認を実施していくことで検知可能である。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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452 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

導通不

良 

中央制御室再循

環切替ダンパ：

コントロールモ

ータ 

中央制御室隔離

弁：電動弁用駆

動部 

トルクス

イッチ，

リミット

スイッチ

「弁の技術評価書」の電動弁用駆動部と評価

内容は同一であることから，当該の評価書を

参照。 

② －   

453 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

へたり 

中央制御室再循

環切替ダンパ：

コントロールモ

ータ 

中央制御室隔離

弁：電動弁用駆

動部 

トルクス

プリング

パック 

「弁の技術評価書」の電動弁用駆動部と評価

内容は同一であることから，当該の評価書を

参照。 

② －   

454 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

疲労割

れ 

中央制御室再循

環切替ダンパ：

コントロールモ

ータ 

中央制御室隔離

弁：電動弁用駆

動部 

回転子

棒，回転

子エンド

リング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

455 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室再循

環切替ダンパ：

コントロールモ

ータ 

中央制御室隔離

弁：電動弁用駆

動部 

固定子コ

ア，回転

子コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

456 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室再循

環切替ダンパ：

コントロールモ

ータ 

中央制御室隔離

弁：電動弁用駆

動部 

フレー

ム，エン

ドブラケ

ット 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

457 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

高サイ

クル疲

労割れ 

中央制御室再循

環切替ダンパ：

コントロールモ

ータ 

中央制御室隔離

弁：電動弁用駆

動部 

主軸 

「弁の技術評価書」の電動弁用駆動部と評価

内容は同一であることから，当該の評価書を

参照。 

② －   
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458 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

摩耗 

中央制御室再循

環切替ダンパ：

コントロールモ

ータ 

中央制御室隔離

弁：電動弁用駆

動部 

軸受（転

がり） 

「弁の技術評価書」の電動弁用駆動部と評価

内容は同一であることから，当該の評価書を

参照。 

② －   

459 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉補機室系

空気作動式ダン

パ 

 中央制御室系電

動式ダンパ 

 ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

 中央制御室系重

力式ダンパ 

 原子炉補機室系

重力式ダンパ 

 中央制御室系手

動式ダンパ 

 原子炉補機室系

手動式ダンパ 

 中央制御室系バ

ネ作動式ダンパ 

 原子炉補機室系

バネ作動式ダン

パ 

 ディーゼル発電

機室系バネ作動

式ダンパ 

ケーシン

グ，羽根

及び軸 

ケーシング，羽根及び軸は炭素鋼であり，腐

食が想定される。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

460 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉補機室系

空気作動式ダン

パ 

 中央制御室系電

動式ダンパ 

 ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

 中央制御室系重

力式ダンパ 

 原子炉補機室系

重力式ダンパ 

 中央制御室系手

動式ダンパ 

 原子炉補機室系

手動式ダンパ 

 中央制御室系バ

ネ作動式ダンパ 

 原子炉補機室系

バネ作動式ダン

パ 

 ディーゼル発電

機室系バネ作動

式ダンパ 

ボルト・

ナット 

ボルト・ナットは炭素鋼又は低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

461 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

［共通］ 

 原子炉補機室系

空気作動式ダン

パ 

 中央制御室系電

動式ダンパ 

 ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

 中央制御室系重

力式ダンパ 

 原子炉補機室系

重力式ダンパ 

 中央制御室系手

動式ダンパ 

 原子炉補機室系

手動式ダンパ 

 中央制御室系バ

ネ作動式ダンパ 

 原子炉補機室系

バネ作動式ダン

パ 

 ディーゼル発電

機室系バネ作動

式ダンパ 

連結金具

連結金具は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

462 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉補機室系

空気作動式ダン

パ 

空気作動

部 

空気作動部はアルミニウム合金であり，腐食

が想定される。 

しかしながら，不動態皮膜が形成されること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

463 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉補機室系

空気作動式ダン

パ 

中央制御室系電

動式ダンパ 

ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

作動部取

付ボルト

作動部取付ボルトは炭素鋼又は低合金鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

464 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室系重

力式ダンパ 

原子炉補機室系

重力式ダンパ 

ウエイト

ウエイトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

465 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室系手

動式ダンパ 

原子炉補機室系

手動式ダンパ 

中央制御室系バ

ネ作動式ダンパ 

原子炉補機室系

バネ作動式ダン

パ 

ディーゼル発電

機室系バネ作動

式ダンパ 

開閉器 

手動式ダンパの開閉器はアルミニウム合金で

あり，腐食が想定される。 

しかしながら，不動態皮膜が形成されること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

バネ作動式ダンパの開閉器は炭素鋼が使用さ

れており，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

466 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室系手

動式ダンパ 

原子炉補機室系

手動式ダンパ 

ハンドル

軸 

ハンドル軸は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装又は亜鉛メッキが施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

467 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

導通不

良 

原子炉補機室系

空気作動式ダン

パ 

リミット

スイッチ

リミットスイッチについては，接点に付着す

る浮遊塵埃と接点表面に形成される酸化皮膜

による導通不良が想定される。 

しかしながら，リミットスイッチはカバー内

に収納され，屋内空調環境に設置しているこ

とから，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

468 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

へたり 

中央制御室系バ

ネ作動式ダンパ 

原子炉補機室系

バネ作動式ダン

パ 

ディーゼル発電

機室系バネ作動

式ダンパ 

開閉器

（ばね）

開閉器のばねは常時応力がかかった状態であ

り，へたりが想定される。 

しかしながら，ばね使用時のねじり応力が，

許容ねじり応力以下になるように設定されて

おり，また，ばねの材料に対する推奨使用最

高温度よりも実際の使用温度は低いことか

ら，へたりが進行する可能性は小さい。さら

に，ばねのへたりは分解点検時に作動確認を

実施していくことで検知可能である。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

469 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

導通不

良 

中央制御室系電

動式ダンパ 

ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

コントロ

ールモー

タのトル

クスイッ

チ，リミ

ットスイ

ッチ 

「弁の技術評価書」の電動弁用駆動部と評価

内容は同一であることから，当該の評価書を

参照。 

② －   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

470 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

へたり 

中央制御室系電

動式ダンパ 

ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

コントロ

ールモー

タのトル

クスプリ

ングパッ

ク 

「弁の技術評価書」の電動弁用駆動部と評価

内容は同一であることから，当該の評価書を

参照。 

② －   

471 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

疲労割

れ 

中央制御室系電

動式ダンパ 

ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

コントロ

ールモー

タの回転

子棒，回

転子エン

ドリング

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

472 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室系電

動式ダンパ 

ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

コントロ

ールモー

タの固定

子コア，

回転子コ

ア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

473 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

腐食

（全面

腐食） 

中央制御室系電

動式ダンパ 

ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

コントロ

ールモー

タのフレ

ーム，エ

ンドブラ

ケット 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

474 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

高サイ

クル疲

労割れ 

中央制御室系電

動式ダンパ 

ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

コントロ

ールモー

タの主軸

「弁の技術評価書」の電動弁用駆動部と評価

内容は同一であることから，当該の評価書を

参照。 

② －   

475 
空調設

備 

ダン

パ及

び弁 

摩耗 

中央制御室系電

動式ダンパ 

ディーゼル発電

機室系電動式ダ

ンパ 

コントロ

ールモー

タの軸受

（転が

り） 

「弁の技術評価書」の電動弁用駆動部と評価

内容は同一であることから，当該の評価書を

参照。 

② －   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

476 
機械設

備 

制御

棒 
摩耗 

ボロンカーバイ

ド粉末型制御棒 

ローラ及

びピン 

制御棒の挿入・引抜き時にローラ及びピンが

摺動するため摩耗が想定される。 

しかしながら，ローラは耐摩耗性の高いニッ

ケル基合金，ピンは耐摩耗性を向上させたス

テンレス鋼を使用しているため摩耗が発生す

る可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

477 
機械設

備 

制御

棒 
熱時効 

ボロンカーバイ

ド粉末型制御棒 

落下速度

リミッタ

落下速度リミッタの材料はステンレス鋳鋼で

あり，また高温純水中にあるため，熱時効に

よる材料の靭性低下が想定される。 

しかしながら，「平成８年度プラント長寿命

化技術開発に関する事業報告書」（平成９年

３月 財団法人 発電設備技術検査協会）に

おいては，BWR の炉水温度（約 280℃）にお

ける熱時効による材料への影響は大きくない

としているため，熱時効が発生する可能性は

小さい。また，落下速度リミッタには，き裂

の原因となる劣化事象は想定されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

③ ②   

478 
機械設

備 

制御

棒 

照射ス

ウェリ

ング 

ボロンカーバイ

ド粉末型制御棒 

制御材被

覆管，シ

ース，タ

イロッ

ド，ピン

及び上部

ハンドル

高照射領域で使用されている制御材被覆管，

シース，タイロッド，ピン及び上部ハンドル

については，照射スウェリングが想定され

る。しかしながら，ステンレス鋼の照射スウ

ェリングは，約 400 ℃から約 700 ℃で発生

する事象であり，BWR の制御棒の使用条件

（約 280℃）では，発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

479 
機械設

備 

制御

棒 

照射ク

リープ 

ボロンカーバイ

ド粉末型制御棒 

制御材被

覆管，シ

ース，タ

イロッ

ド，ピン

及び上部

ハンドル

高照射領域で使用されている制御材被覆管，

シース，タイロッド，ピン及び上部ハンドル

については，荷重制御型の応力が働く場合，

照射クリープが想定される。制御材被覆管に

関しては，制御材の熱中性子捕獲による

10B(n,α)7Li 反応により，He 発生に伴う内

圧上昇が，他の部位については自重が荷重制

御型の応力の要因として考えられる。 

しかしながら，内圧及び自重については，応

力が許容値に対し十分小さくなるよう設計時

に考慮されており，これらの応力の影響は十

分に小さい。運用上は，制御材被覆管の He

発生に伴う内圧上昇の観点から決まる機械的

寿命の照射量 2.44snvt に対して十分に保守

的な運用基準 1.74snvt により取替えを実施

している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

480 
機械設

備 

制御

棒 

粒界型

応力腐

食割れ 

ボロンカーバイ

ド粉末型制御棒 

制御材被

覆管，シ

ース，タ

イロッ

ド，ソケ

ット及び

上部ハン

ドル 

制御材被覆管，シ－ス，タイロッド，ソケッ

ト及び上部ハンドルの材料はステンレス鋼で

あり，これらの部位については高温の純水環

境中にあるため，粒界型応力腐食割れが想定

される。 

しかしながら，これらの材料は応力腐食割れ

の感受性を低減した材料であるため，応力腐

食割れが発生する可能性は小さい。また，制

御棒については，熱中性子の累積照射量によ

り定めた運用基準に基づき取替えを実施して

いる。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

481 
機械設

備 

制御

棒駆

動機

構 

粒界型

応力腐

食割れ 

制御棒駆動機構 

ドライブ

ピスト

ン，ピス

トンチュ

ーブ，シ

リンダチ

ューブ，

アウター

チュー

ブ，コレ

ットピス

トン，コ

レットフ

ィンガ 

ドライブピストン，ピストンチューブ，シリ

ンダチューブ，アウターチューブ，コレット

ピストンの材料はステンレス鋼，コレットフ

ィンガについてはニッケル基合金が使用され

ている。内部には制御棒駆動系の冷却水が流

れているが，内部温度が 100℃以上になる可

能性があり，粒界型応力腐食割れが想定され

る。 

しかしながら，これらの材料は応力腐食割れ

の感受性を低減した材料である又は熱処理が

施されているため，粒界型応力腐食割れが発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

482 
機械設

備 

制御

棒駆

動機

構 

摩耗 制御棒駆動機構 

ドライブ

ピスト

ン，ピス

トンチュ

ーブ，シ

リンダチ

ューブ，

コレット

ピスト

ン，コレ

ットリテ

イナチュ

ーブ，イ

ンデック

スチュー

ブ，コレ

ットフィ

ンガ，カ

ップリン

グスパッ

ド，ボー

ル 

ドライブピストン，ピストンチューブ，シリ

ンダチューブ，コレットピストン，インデッ

クスチューブはステンレス鋼，コレットリテ

イナチューブはステンレス鋳鋼，コレットフ

ィンガ，カップリングスパッドはニッケル基

合金であり，各部の摺動による摩耗が想定さ

れる。 

しかしながら，ピストンチューブ，コレット

ピストン，インデックスチューブは表面に耐

摩耗性向上のため窒化処理を施したステンレ

ス鋼で製作されており，摺動するシールリン

グ材料より硬い。またドライブピストン，シ

リンダチューブはステンレス鋼であり，シー

ルリング材料より硬い。コレットリテイナチ

ューブはステンレス鋳鋼，コレットフィンガ

はニッケル基合金で製作されているが，摺動

部について耐摩耗性を向上させた処理（コル

モノイ溶射）を施しており，摩耗発生の可能

性は小さい。カップリングスパッドは，制御

棒と制御棒駆動機構との結合及び分離の回数

が少ないことから，摩耗発生の可能性は小さ

い。ボールについては合金鋼を使用してお

り，摩耗発生の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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483 
機械設

備 

制御

棒駆

動機

構 

へたり 制御棒駆動機構 

コレット

スプリン

グ 

コレットスプリングは常時応力がかかった状

態で使用されるため，へたりが想定される。 

しかしながら，コレットスプリング使用時の

ねじり応力は許容ねじり応力以下になるよう

に設定されており，またコレットスプリング

の材料に対する推奨使用最高温度よりも実際

の使用温度は低いことから，へたりの進行の

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

484 
機械設

備 

制御

棒駆

動機

構 

貫粒型

応力腐

食割れ 

制御棒駆動機構 フランジ

フランジはステンレス鋼であり，塩分が付着

することに起因する貫粒型応力腐食割れが想

定される。 

しかしながら，フランジはドライウェル内に

設置されており，ドライウェルの給気は塩分

除去装置を通気しているため，塩分が付着す

ることに起因する貫粒型応力腐食割れが発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

485 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

水圧制御ユニッ

ト 
窒素容器

窒素容器は合金鋼のため，腐食が想定され

る。 

しかしながら，外面は防食塗装が施され屋内

空調環境に設置されており，内部流体は窒素

であるため，腐食発生の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

486 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

摩耗 
水圧制御ユニッ

ト 

アキュム

レータ 

アキュムレータはピストンと摺動し，摩耗が

想定される。 

しかしながら，アキュムレータのピストンと

の摺動部にはシール材を取付けており，直接

接触摩耗することはない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

487 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

へたり 
水圧制御ユニッ

ト 

スクラム

弁 

スプリングは常時応力がかかった状態であ

り，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が，許容ねじり応力以下になるように設定

されており，また，スプリングの材料に対す

る推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は

低いことから，へたりの進行の可能性は小さ

い。さらに，スプリングのへたりは分解点検

時における目視点検及び作動試験を実施して

いくことで検知可能である。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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488 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

疲労割

れ 

水圧制御ユニッ

ト 
弁棒 

弁は，全開位置では弁棒のバックシート部に

常に高い応力がかかった状態となり，配管振

動等による疲労が蓄積し，弁棒に疲労割れを

起こすことが想定される。 

しかしながら，開操作時に，バックシート部

への過負荷がかからないように適切な操作を

行っている。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから,高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

489 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

摩耗 
水圧制御ユニッ

ト 

弁体及び

弁座 

弁が開閉するとシート面で摺動するため，摩

耗が想定される。 

しかしながら，弁作動回数は少なく摩耗が発

生する可能性は極めて小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

490 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

摩耗 
水圧制御ユニッ

ト 
弁棒 

弁棒はグランドパッキン（黒鉛等）と接触す

ることにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒はステンレス鋼であり，

接触部はグランドパッキン（黒鉛等）よりも

硬いことから摩耗の発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

491 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

腐食 
水圧制御ユニッ

ト 

アキュム

レータ 

アキュムレータのピストンはアルミニウム合

金であり，純水に接液するため，腐食が想定

される。 

しかしながら，アキュムレータのピストンは

アルマイト処理を施してあり，耐食性を有し

ていることから，腐食発生の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

492 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

水圧制御ユニッ

ト 

スクラム

弁 

スクラム弁のヨークは鋳鉄であることから，

腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。また，これまで

の点検結果からも有意な腐食は確認されてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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493 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

水圧制御ユニッ

ト 

サポート

取付ボル

ト・ナッ

ト 

サポート取付ボルト・ナットは低合金鋼であ

ることから，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

494 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

水圧制御ユニッ

ト 
支持脚 

支持脚は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

495 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

水圧制御ユニッ

ト 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であるため，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，大気接触部は防食塗装が施さ

れており，屋内空調環境に設置されているこ

とから，腐食が発生する可能性は小さい。 

また，コンクリート埋設部については，コン

クリートが中性化した場合に腐食が想定され

るが，実機コンクリートにおけるサンプリン

グ結果では中性化はほとんど見られておら

ず，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

496 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

腐食

（全面

腐食） 

水圧制御ユニッ

ト 

取付ボル

ト 

取付ボルトは低合金鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

497 
機械設

備 

水圧

制御

ユニ

ット 

摩耗 
水圧制御ユニッ

ト 
弁体 

弁が開閉するとシート面で摺動するため，摩

耗が想定される。 

しかしながら，弁作動回数は少なく摩耗が発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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498 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

吸気管・

排気管

（外

側），シ

リンダヘ

ッド(外

面），ク

ランクケ

ース，過

給機ケー

シング

（外

面），吸

気管・排

気管伸縮

継手（外

面）及び

吸気管・

排気管サ

ポート 

吸気管・排気管，シリンダヘッド，クランク

ケース，過給機ケーシング，吸気管・排気管

伸縮継手及び吸気管・排気管サポートは，

であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，大気に接触する部分は防食塗

装が施されており，屋内空調環境に設置され

ていることから，腐食が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

499 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

埋込金物

埋込金物は であるため，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，大気に接触する部分は防食塗

装が施されており，屋内空調環境に設置され

ていることから，腐食が発生する可能性は小

さい。また，コンクリート埋設部について

は，コンクリートが中性化した場合に腐食が

想定されるが，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

500 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

疲労割

れ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

ピスト

ン，シリ

ンダライ

ナ及びシ

リンダヘ

ッド 

ピストン，シリンダライナ及びシリンダヘッ

ドには，ディーゼル機関の起動・停止に伴う

繰り返し熱応力により疲労が蓄積され，低サ

イクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，ピストン，シリンダライナ及

びシリンダヘッドに発生する応力は疲労限以

下になるように設計されていることから，低

サイクル疲労割れが発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

501 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

疲労割

れ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

伸縮継手

伸縮継手は機関運転時の排気管の熱膨張を吸

収し，排気管等に外力が負荷されないように

排気管系に設置しているため，繰り返し変位

による低サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，伸縮継手は機関運転時の排気

管の熱膨張による変位を考慮して設計されて

いることから，低サイクル疲労割れが発生す

る可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
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502 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

疲労割

れ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

カップリ

ングボル

ト 

ディーゼル機関と発電機を結合するカップリ

ング部は，カップリングにはずみ車を挟み，

カップリングボルトで結合されており，カッ

プリングボルト部は，機関起動時に応力が大

きくなることから疲労割れが想定される。 

しかしながら，ディーゼル発電機の起動停止

回数は年間約 20 回と非常に少なく，疲労割

れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

503 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

ピストン

ピン 

ピストンピンには，ディーゼル機関運転中の

爆発圧力による繰り返し曲げ応力により疲労

が蓄積され，ピストンピンの高サイクル疲労

割れが想定される。 

しかしながら，高サイクル疲労割れは設計上

考慮されているため，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

504 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

クランク

軸 

クランク軸には，ディーゼル機関運転中に生

じるねじり応力，爆発圧力による曲げ応力に

より疲労が蓄積され，クランク軸の高サイク

ル疲労割れが想定される。 

しかしながら，高サイクル疲労割れは設計上

考慮されているため，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

505 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

連接棒 

連接棒には，ディーゼル機関運転中に生じる

往復・回転慣性力による繰り返し引張応力，

更に爆発応力による圧縮応力により疲労が蓄

積され，連接棒の高サイクル疲労割れが想定

される。 

しかしながら，高サイクル疲労割れは設計上

考慮されているため高サイクル疲労割れが発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

506 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

シリンダ

ヘッド，

シリンダ

ライナ，

クランク

ケース，

吸気弁・

排気弁，

吸気弁・

排気弁ス

プリン

グ，ピス

トン，燃

料弁，燃

料弁スプ

リング及

シリンダヘッド，シリンダライナ，クランク

ケース，吸気弁・排気弁，ピストン及び燃料

弁には，ディーゼル機関運転中の爆発圧力荷

重による繰り返し応力，吸気弁・排気弁・燃

料弁スプリングには，予圧縮による静荷重応

力及びディーゼル機関運転中の各弁の動作に

よる繰り返し圧縮による変動応力，また過給

機ロータのタービン翼埋め込み部には，ディ

ーゼル機関運転中のタービン翼の高速回転に

よる遠心力及び翼振動による変動応力に伴う

疲労の蓄積により，高サイクル疲労割れが想

定される。 

しかしながら，これらの部位については，高

サイクル疲労割れが設計上考慮されているた

め，高サイクル疲労割れが発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

② ②   
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び過給機

ロータ 

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

507 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

シリンダ

ヘッドボ

ルト 

シリンダヘッドボルトには，ディーゼル機関

運転中に生じる繰り返し引張応力により疲労

が蓄積され，シリンダヘッドボルトの高サイ

クル疲労割れが想定される。 

しかしながら，高サイクル疲労割れは設計上

考慮されているため，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

508 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

クリー

プ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

排気管，

過給機ケ

ーシン

グ，過給

機ロー

タ，過給

機ノズル

及び伸縮

継手 

排気管，過給機ケーシング，過給機ロータ，

過給機ノズル及び伸縮継手は，ディーゼル機

関の排気温度が約 520℃と高温であることか

ら，クリープによる変形・破断が想定され

る。 

しかしながら，年間運転時間が約 20 時間で

あることから運転開始後 40 年時点での累積

運転時間は 800 時間程度と短く，排気管，過

給機ケーシング，過給機ロータ，過給機ノズ

ル及び伸縮継手がクリープによる変形・破断

を起こす可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

509 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

燃料噴射

ポンプ 

燃料噴射ポンプは，プランジャをバレル内で

上下運動させることにより，燃料油を加圧

し，燃料弁へ送油するため，摺動部であるプ

ランジャ，バレルは摩耗が想定される。 

しかしながら，プランジャ，バレルは耐摩耗

性を上げるため表面焼入れを施しており，摩

耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

510 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

燃料弁 

燃料弁は，燃料噴射ポンプより送油された燃

料油を，高圧で燃焼室内に噴霧する動作を繰

り返すため,可動部には摩耗が想定される。 

しかしながら，可動部は耐摩耗性を上げるた

め表面焼入れを施しており，摩耗が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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511 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

ピストン

ピストンは，ディーゼル機関運転中のシリン

ダ内での往復動により，摩耗が想定される。 

しかしながら，ピストンはピストンリングと

シリンダライナとが接触する構造のため，ピ

ストン本体の摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

512 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

ピストン

ピン及び

ピストン

ピンメタ

ル 

ピストンピンは，ピストン及びピストンピン

メタルに固定されておらず，半径方向・軸方

向ともに隙間があるため，ディーゼル機関運

転中，ピストン及びピストンピンメタル内で

回転摺動による摩耗が想定される。 

しかしながら，この摺動摩耗を防止するた

め，ピストンピン表面は表面焼入れを施して

おり，ピストンピン及びピストンピンメタル

には常時潤滑油が供給されていることから，

摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

513 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

始動弁及

び空気分

配弁 

始動弁及び空気分配弁は，シリンダヘッドに

圧縮空気を投入する際に，可動部の金属接

触・摺動による摩耗が想定される。 

しかしながら，起動回数は年間約 20 回と非

常に少ないため，摩耗が発生する可能性は小

さい。これまでの分解点検時における目視点

検結果においても，有意な摩耗は認められて

いない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

514 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

クランク

軸 

クランク軸は，クランクピンメタルを介して

連接棒と結合されており，ピストンの爆発圧

力による荷重が伝達されて回転するため，デ

ィーゼル機関運転中，クランク軸はクランク

ピンメタル内で回転摺動することから摩耗が

想定される。 

しかしながら，クランク軸は耐摩耗性の高い

を使用しており，クランクピンメタル

よりも硬く，また潤滑油を供給していること

から摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

515 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

動弁装

置，歯車

各種 

動弁装置は，カムの揚程差による上下運動を

ローラ，押し棒，揺れ腕等の部位によって吸

気弁・排気弁に伝達するため，可動部は摺動

による摩耗が想定される。 

しかしながら，可動部には潤滑油が供給され

ていることから，摩耗の可能性は小さい。 

また，歯車はクランク軸の動力をカム軸等に

伝えているものであり，歯車による動力伝達

は歯車歯面に摺動を伴うことから摩耗が想定

されるが，潤滑油が供給されていることか

ら，摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

516 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

カム，ロ

ーラ，カ

ム軸 

各カムはそれぞれローラを上下に駆動させる

ことによって，吸気弁及び排気弁を開閉し，

燃料噴射ポンプを駆動する。このため，各カ

ム及びローラの表面に摩耗が想定される。 

しかしながら，各カムの表面及びローラ表面

には，耐摩耗性向上のため表面焼入れを施し

ており，カムとローラには潤滑油が供給され

ていることから，摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

517 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

シリンダ

ヘッド

（燃焼

側），ピ

ストン

（頂

部），シ

リンダラ

イナ（燃

焼側），

排気弁，

過給機ケ

ーシング

（排気

側），過

給機ノズ

ル，排気

管伸縮継

手（内

面）及び

排気管

（内側）

ディーゼル機関の燃料油には硫黄分が含まれ

ているため，排気ガス中に生成される硫酸に

より，シリンダヘッド，ピストン，シリンダ

ライナ，排気弁，過給機ケーシング，過給機

ノズル，排気管伸縮継手及び排気管に腐食が

想定される。 

しかしながら，本ディーゼル機関の使用燃料

である軽油の硫黄分は少なく（0.001%以

下），この硫黄分によって排気ガス中に生成

される硫酸の露点に対し，排気ガス温度（約

500 ℃）は十分に高く，硫酸が金属表面へ凝

縮する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

518 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（エロ

ージョ

ン） 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

燃料噴射

ポンプケ

ーシング

及びデフ

レクタ 

燃料噴射ポンプは，運転中にキャビテーショ

ンが発生し，ケーシングの腐食が想定され

る。 

しかしながら，デフレクタを設置することに

よりケーシングを保護しているため，ケーシ

ングに腐食が発生する可能性は小さい。 

また，デフレクタの腐食が進行すると微少な

金属片が発生し，プランジャの固着や燃料弁

の詰まりが想定される。 

しかしながら，耐腐食性を高めるため，デフ

レクタには焼入れにより表面処理を施してお

り，デフレクタに腐食が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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519 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

過給機ノ

ズル，過

給機ロー

タ 

シリンダより排出された高温ガスは排気管に

より過給機に導入され，過給機ノズル（ター

ビンノズル）により偏流し，タービンブレー

ドに有効なガス流を発生させることによりブ

ロワを駆動するトルクを得ている。このた

め，過給機ノズル（タービンノズル）には未

燃のカーボン等の微細な粒子を含んだ排気ガ

スが超高速で衝突することになり，ブレード

の摩耗が想定される。また，ロータ軸受部は

回転による摩耗が想定される。 

しかしながら，本機関の運転時間は年間約

20 時間と非常に短く，また，ロータは潤滑

油環境下にあることから，摩耗が発生する可

能性は小さい。さらに，これまでの分解点検

時における目視点検において有意な摩耗は認

められていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

520 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

カーボ

ン堆積 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

シリンダ

ヘッド，

ピストン

及びシリ

ンダライ

ナ 

シリンダヘッド，ピストン及びシリンダライ

ナの爆発面はカーボンを主とする燃焼残渣物

が堆積すると燃焼不完全等が想定される。 

しかしながら，本機関の運転時間は年間約

20 時間と非常に短いことから，有意なカー

ボン堆積の可能性は小さい。また，これまで

の分解点検時における目視点検において有意

なカーボン堆積は認められていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

521 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

へたり 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

シリンダ

安全弁，

クランク

室安全弁

及び吸気

弁・排気

弁・燃料

弁 

シリンダ安全弁，クランク室安全弁及び吸気

弁・排気弁・燃料弁のスプリングは常時応力

が作用した状態で使用されるため，へたりが

想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力は許容ねじり応力以下になるように設定さ

れており，また，スプリングの材料に対する

推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は低

いことから，へたりが進行する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

522 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

空気冷却

器水室 

空気冷却器水室は であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，空気冷却器水室の内部流体

（冷却水）には防錆剤が注入されており，腐

食が発生する可能性は小さい。また，空気冷

却器水室外面は防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



別紙４ 
高経年化技術評価劣化事象一覧 

- 150 - 

No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

523 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

空気冷却

器伝熱管

空気冷却器伝熱管には が使用されてお

り，腐食が想定される。 

しかしながら，空気冷却器伝熱管の内部流体

（冷却水）には防錆剤が注入されており，外

面においても不動態被膜が形成されることか

ら，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

524 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

熱時効 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機） 

過給機ノ

ズル 

過給機ノズルの材料は であ

り，高温の排気にさらされるため，熱時効に

よる材料の靭性低下が想定され，この状態で

き裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が

進展し，不安定破壊を引起こす可能性があ

る。 

しかしながら，当該部位に，疲労割れ等のき

裂が想定される経年劣化事象が想定されない

ため，熱時効を起因とする不安定破壊が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   

525 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

吸気管・

排気管

（外

側），シ

リンダヘ

ッド(外

面），ク

ランクケ

ース，過

給機ケー

シング

（外

面），吸

気管・排

気管伸縮

継手（外

面）及び

吸気管・

排気管サ

ポート 

吸気管・排気管，シリンダヘッド，クランク

ケース，過給機ケーシング，吸気管・排気管

伸縮継手及び吸気管・排気管サポートは，

であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，大気に接触する部分は防食塗

装が施されており，屋内空調環境に設置され

ていることから，腐食が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

526 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

埋込金物

埋込金物は であるため，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，大気に接触する部分は防食塗

装が施されており，屋内空調環境に設置され

ていることから，腐食が発生する可能性は小

さい。また，コンクリート埋設部について

は，コンクリートが中性化した場合に腐食が

想定されるが，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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527 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

疲労割

れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

ピスト

ン，シリ

ンダライ

ナ及びシ

リンダヘ

ッド 

ピストン，シリンダライナ及びシリンダヘッ

ドには，ディーゼル機関の起動・停止に伴う

繰り返し熱応力により疲労が蓄積され，低サ

イクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，ピストン，シリンダライナ及

びシリンダヘッドに発生する応力は疲労限以

下になるように設計されていることから，低

サイクル疲労割れが発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

528 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

疲労割

れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

伸縮継手

伸縮継手は機関運転時の排気管の熱膨張を吸

収し，排気管等に外力が負荷されないように

排気管系に設置しているため，繰り返し変位

による低サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，伸縮継手は機関運転時の排気

管の熱膨張による変位を考慮して設計されて

いることから，低サイクル疲労割れが発生す

る可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

529 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

疲労割

れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

カップリ

ングボル

ト 

ディーゼル機関と発電機を結合するカップリ

ング部は，カップリングにはずみ車を挟み，

カップリングボルトで結合されており，カッ

プリングボルト部は，機関起動時に応力が大

きくなることから疲労割れが想定される。 

しかしながら，ディーゼル発電機の起動停止

回数は年間約 20 回と非常に少なく，疲労割

れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

530 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

ピストン

ピン 

ピストンピンには，ディーゼル機関運転中の

爆発圧力による繰り返し曲げ応力により疲労

が蓄積され，ピストンピンの高サイクル疲労

割れが想定される。 

しかしながら，高サイクル疲労割れは設計上

考慮されているため，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

531 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

クランク

軸 

クランク軸には，ディーゼル機関運転中に生

じるねじり応力，爆発圧力による曲げ応力に

より疲労が蓄積され，クランク軸の高サイク

ル疲労割れが想定される。 

しかしながら，高サイクル疲労割れは設計上

考慮されているため，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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532 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

連接棒 

連接棒には，ディーゼル機関運転中に生じる

往復・回転慣性力による繰り返し引張応力，

更に爆発応力による圧縮応力により疲労が蓄

積され，連接棒の高サイクル疲労割れが想定

される。 

しかしながら，高サイクル疲労割れは設計上

考慮されているため高サイクル疲労割れが発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

533 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

シリンダ

ヘッド，

シリンダ

ライナ，

クランク

ケース，

吸気弁・

排気弁，

吸気弁・

排気弁ス

プリン

グ，ピス

トン，燃

料弁，燃

料弁スプ

リング及

び過給機

ロータ 

シリンダヘッド，シリンダライナ，クランク

ケース，吸気弁・排気弁，ピストン及び燃料

弁には，ディーゼル機関運転中の爆発圧力荷

重による繰り返し応力，吸気弁・排気弁・燃

料弁スプリングには，予圧縮による静荷重応

力及びディーゼル機関運転中の各弁の動作に

よる繰り返し圧縮による変動応力，また過給

機ロータのタービン翼埋め込み部には，ディ

ーゼル機関運転中のタービン翼の高速回転に

よる遠心力及び翼振動による変動応力に伴う

疲労の蓄積により，高サイクル疲労割れが想

定される。 

しかしながら，これらの部位については，高

サイクル疲労割れが設計上考慮されているた

め，高サイクル疲労割れが発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

534 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

高サイ

クル疲

労割れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

シリンダ

ヘッドボ

ルト 

シリンダヘッドボルトには，ディーゼル機関

運転中に生じる繰り返し引張応力により疲労

が蓄積され，シリンダヘッドボルトの高サイ

クル疲労割れが想定される。 

しかしながら，高サイクル疲労割れは設計上

考慮されているため，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

535 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

クリー

プ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

排気管，

過給機ケ

ーシン

グ，過給

機ロー

タ，過給

機ノズル

及び伸縮

継手 

排気管，過給機ケーシング，過給機ロータ，

過給機ノズル及び伸縮継手は，ディーゼル機

関の排気温度が約 450℃と高温であることか

ら，クリープによる変形・破断が想定され

る。 

しかしながら，年間運転時間が約 20 時間で

あることから運転開始後 40 年時点での累積

運転時間は 800 時間程度と短く，排気管，過

給機ケーシング，過給機ロータ，過給機ノズ

ル及び伸縮継手がクリープによる変形・破断

を起こす可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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536 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

燃料噴射

ポンプ 

燃料噴射ポンプは，プランジャをバレル内で

上下運動させることにより，燃料油を加圧

し，燃料弁へ送油するため，摺動部であるプ

ランジャ，バレルは摩耗が想定される。 

しかしながら，プランジャ，バレルは耐摩耗

性を上げるため表面焼入れを施しており，摩

耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

537 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

燃料弁 

燃料弁は，燃料噴射ポンプより送油された燃

料油を，高圧で燃焼室内に噴霧する動作を繰

り返すため,可動部には摩耗が想定される。 

しかしながら，可動部は耐摩耗性を上げるた

め表面焼入れを施しており，摩耗が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

538 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

ピストン

ピストンは，ディーゼル機関運転中のシリン

ダ内での往復動により，摩耗が想定される。 

しかしながら，ピストンはピストンリングと

シリンダライナとが接触する構造のため，ピ

ストン本体の摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

539 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

ピストン

ピン及び

ピストン

ピンメタ

ル 

ピストンピンは，ピストン及びピストンピン

メタルに固定されておらず，半径方向・軸方

向ともに隙間があるため，ディーゼル機関運

転中，ピストン及びピストンピンメタル内で

回転摺動による摩耗が想定される。 

しかしながら，この摺動摩耗を防止するた

め，ピストンピン表面は表面焼入れを施して

あり，ピストンピン及びピストンピンメタル

には常時潤滑油が供給されていることから，

摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

540 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

始動弁及

び空気分

配弁 

始動弁及び空気分配弁は，シリンダヘッドに

圧縮空気を投入する際に，可動部の金属接

触・摺動による摩耗が想定される。 

しかしながら，起動回数は年間約 20 回と非

常に少ないため，摩耗が発生する可能性は小

さい。これまでの分解点検時における目視点

検結果においても有意な摩耗は認められてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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541 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

クランク

軸 

クランク軸は，クランクピンメタルを介して

連接棒と結合されており，ピストンの爆発圧

力による荷重が伝達されて回転するため，デ

ィーゼル機関運転中，クランク軸はクランク

ピンメタル内で回転摺動することから摩耗が

想定される。 

しかしながら，クランク軸は耐摩耗性の高い

を使用しており，クランクピンメタル

よりも硬く，また潤滑油を供給していること

から摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

542 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

動弁装

置，歯車

各種 

動弁装置は，カムの揚程差による上下運動を

ローラ，押し棒，揺れ腕等の部位によって吸

気弁・排気弁に伝達するため，可動部は摺動

による摩耗が想定される。 

しかしながら，可動部には潤滑油が供給され

ていることから，摩耗が発生する可能性は小

さい。 

また，歯車はクランク軸の動力をカム軸等に

伝えているものであり，歯車による動力伝達

は歯車歯面に摺動を伴うことから摩耗が想定

されるが，潤滑油が供給されていることか

ら，摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

543 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

カム，ロ

ーラ，カ

ム軸 

各カムはそれぞれローラを上下に駆動させる

ことによって，吸気弁及び排気弁を開閉し，

燃料噴射ポンプを駆動する。このため，各カ

ム及びローラの表面に摩耗が想定される。 

しかしながら，各カムの表面及びローラ表面

には，耐摩耗性向上のため表面焼入れを施し

ており，カムとローラには潤滑油が供給され

ていることから，摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

544 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

シリンダ

ヘッド

（燃焼

側），ピ

ストン

（頂

部），シ

リンダラ

イナ（燃

焼側），

排気弁，

過給機ケ

ーシング

（排気

側），過

給機ノズ

ル，排気

管伸縮継

手（内

面）及び

ディーゼル機関の燃料油には硫黄分が含まれ

ているため，排気ガス中に生成される硫酸に

より，シリンダヘッド，ピストン，シリンダ

ライナ，排気弁，過給機ケーシング，過給機

ノズル，排気管伸縮継手及び排気管に腐食が

想定される。 

しかしながら，本ディーゼル機関の使用燃料

である軽油の硫黄分は少なく（0.001%以

下），この硫黄分によって排気ガス中に生成

される硫酸の露点に対し，排気ガス温度（約

450℃）は十分に高く，硫酸が金属表面へ凝

縮する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

排気管

（内側）

545 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（エロ

ージョ

ン） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

燃料噴射

ポンプケ

ーシング

及びデフ

レクタ 

燃料噴射ポンプは，運転中にキャビテーショ

ンが発生し，ケーシングの腐食が想定され

る。 

しかしながら，デフレクタを設置することに

よりケーシングを保護しているため，ケーシ

ングに腐食が発生する可能性は小さい。 

また，デフレクタの腐食が進行すると微少な

金属片が発生し，プランジャの固着や燃料弁

の詰まりが想定される。 

しかしながら，耐腐食性を高めるため，デフ

レクタには焼入れにより表面処理を施してお

り，デフレクタに腐食が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

546 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

過給機ノ

ズル，過

給機ロー

タ 

シリンダより排出された高温ガスは排気管に

より過給機に導入され，過給機ノズル（ター

ビンノズル）により偏流し，タービンブレー

ドに有効なガス流を発生させることによりブ

ロワを駆動するトルクを得ている。このた

め，過給機ノズル（タービンノズル）には未

燃のカーボン等の微細な粒子を含んだ排気ガ

スが超高速で衝突することになり，ブレード

の摩耗が想定される。また，ロータ軸受部は

回転による摩耗が想定される。 

しかしながら，本機関の運転時間は年間約

20 時間と非常に短く，また，ロータは潤滑

油環境下にあることから，摩耗が発生する可

能性は小さい。さらに，これまでの分解点検

時における目視点検結果，有意な摩耗は認め

られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

547 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

カーボ

ン堆積 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

シリンダ

ヘッド，

ピストン

及びシリ

ンダライ

ナ 

シリンダヘッド，ピストン及びシリンダライ

ナの爆発面はカーボンを主とする燃焼残渣物

が堆積すると燃焼不完全等が想定される。 

しかしながら，本機関の運転時間は年間約

20 時間と非常に短いことから，有意なカー

ボン堆積の可能性は小さい。また，これまで

の分解点検時における目視点検において有意

なカーボン堆積は認められていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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理由 

保全
※２

内容

評価内容
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548 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

へたり 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

シリンダ

安全弁，

クランク

室安全弁

及び吸気

弁・排気

弁・燃料

弁のスプ

リング 

シリンダ安全弁，クランク室安全弁及び吸気

弁・排気弁・燃料弁のスプリングは常時応力

が作用した状態で使用されるため，へたりが

想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力は許容ねじり応力以下になるように設定さ

れており，また，スプリングの材料に対する

推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は低

いことから，へたりが進行する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

549 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

空気冷却

器水室 

空気冷却器水室は であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，空気冷却器水室の内部流体

（冷却水）には防錆剤が注入されており，腐

食が発生する可能性は小さい。また，空気冷

却器水室外面は防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

550 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

空気冷却

器伝熱管

空気冷却器伝熱管には が使用されてお

り，腐食が想定される。 

しかしながら，空気冷却器伝熱管の内部流体

（冷却水）には防錆剤が注入されており，外

面においても不動態被膜が形成されることか

ら，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

551 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

本体 

熱時効 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

機関 

過給機ノ

ズル 

過給機ノズルの材料は であ

り，高温の排気にさらされるため，熱時効に

よる材料の靭性低下が想定され，この状態で

き裂が存在する場合には小さな荷重でき裂が

進展し，不安定破壊を引起こす可能性があ

る。 

しかしながら，当該部位に，疲労割れ等のき

裂が想定される経年劣化事象が想定されない

ため，熱時効を起因とする不安定破壊が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   

552 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（エロ

ージョ

ン） 

機関付清水ポン

プ 
ポンプ 

ポンプは内部でキャビテーションが発生する

と，羽根車表面の腐食が想定される。 

しかしながら，ポンプはキャビテーションを

起こさない条件（有効吸込ヘッド＞必要有効

吸込ヘッド）を満たすよう設計段階において

考慮されており，腐食の発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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※１ 
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内容

評価内容
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553 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

機関付清水ポン

プ 

羽根車，

ウェアリ

ング 

羽根車，ウェアリングは であり，内

部流体が純水であることから，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら， は耐食性の高い材料

であることから腐食が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

554 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

機関付潤滑油ポ

ンプ 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

機関付清水ポン

プ 

燃料移送ポンプ 

ポンプ主

軸 

ポンプ主軸には，ポンプ運転時に繰返し応力

が発生することから，応力集中部等におい

て，高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

555 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

空気圧縮機 

クランク

軸，ピス

トン及び

コネクテ

ィングロ

ッド 

クランク軸，ピストン及びコネクティングロ

ッドには，空気圧縮機運転時に繰返し応力が

発生することから，応力集中部等において高

サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，クランク軸，ピストン及びコ

ネクティングロッドは設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

556 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

疲労割

れ 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系弁 

弁棒 

弁棒のバックシート部は常に高い応力がかか

った状態においては，配管振動等に伴う疲労

の蓄積による疲労割れが想定される。 

電動弁については，全開位置をトルク切れに

よって調整しており，トルク設定値を高くす

ると，弁棒のバックシート部は常に高い応力

がかかった状態となり，配管振動等による疲

労が蓄積し，弁棒に疲労割れを起こすことが

考えられる。 

しかしながら，通常はバックシートが効く程

度の力で動作が止まるようトルク設定されて

いることから，疲労割れが発生する可能性は

小さい。 

手動弁については開操作時に，弁棒及びバッ

クシート部への過負荷がかからないように全

開操作後に若干戻す操作を行っていることか

ら，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから,高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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内容

評価内容
※３分類

557 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系配管 

小口径配

管 

ディーゼル機関近傍は，振動が大きく，小口

径配管が分岐する場合は，母管取合い部等に

高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，配管サポートを機関に直接設

置することにより機関との相対変位をなくす

ことにより，可能な限り振動が抑制されるよ

う設計し，必要に応じ，補修等を実施してい

る。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

558 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

摩耗 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系弁 

弁棒 

弁棒は，グランドパッキン（ ）と接触

することにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒は であり，

接触部はグランドパッキン（ ）よりも

硬いことから，摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

559 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ

及び摩

耗 

潤滑油冷却器 

清水冷却器 
伝熱管 

伝熱管は流体により振動し，高サイクル疲労

割れ及び摩耗が想定される。 

しかしながら，伝熱管は支持板により適切な

スパンで支持されており，伝熱管の流体によ

る振動は十分に抑制されているため，高サイ

クル疲労割れ及び摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

560 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

異物付

着 
清水冷却器 伝熱管 

清水冷却器は，流体（ディーゼル機関冷却水

（純水））を循環させていることから，伝熱

管外面への異物付着による伝熱性能低下が想

定される。 

しかしながら，清水冷却器内部流体は，ディ

ーゼル機関本体分解点検のため，全ブローを

行い，ディーゼル機関冷却水（純水）の入れ

替えを実施している。また，ディーゼル機関

本体分解点検後の試運転及び定期試験にて，

ディーゼル機関本体出入口温度の確認にて伝

熱性能低下に伴う著しい流体の温度上昇は確

認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②  Ｄ 

561 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

摩耗 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

機関付清水ポン

プ 

燃料移送ポンプ 

ポンプ主

軸 

ポンプ主軸は，すべり軸受との接触面に摩耗

が想定される。 

しかしながら，すべり軸受には油が供給され

主軸と軸受間に油膜が形成される構造となっ

ており主軸の摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



別紙４ 
高経年化技術評価劣化事象一覧 

- 159 - 

No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

562 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

摩耗 空気圧縮機 

ピストン

及びシリ

ンダ 

空気圧縮機ピストンはシリンダと接触するこ

とにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，空気圧縮機ピストンのシリン

ダとの摺動部にはピストンリングを取り付け

ており，摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

563 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

へたり 

始動電磁弁 

始動空気槽安全

弁 

潤滑油調圧弁 

スプリン

グ 

弁のスプリングは常時応力が作用した状態で

使用されるため，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力は許容ねじり応力以下になるように設定さ

れており，更にスプリングの材料に対する推

奨使用最高温度よりも実際の使用温度は低い

ことから，へたりが進行する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

564 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

摩耗 

機関付潤滑油ポ

ンプ 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

燃料移送ポンプ 

ギア 

機関付潤滑油ポンプ，機関付バルブレバー注

油ポンプ，燃料移送ポンプはギアポンプであ

り，ギアの摩耗が想定される。 

しかしながら，内部流体は油であることか

ら，摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

565 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系 

屋内設置

の配管・

弁の外面

屋内設置の始動空気系，潤滑油系，冷却水

系，燃料油系の配管・弁は，

のため，外面の

腐食が想定される。 

しかしながら， の弁については不動

態被膜が形成されるため，腐食が発生する可

能性は小さい。また，

の配管・弁については外面に防食

塗装が施されており，屋内空調環境に設置さ

れていることから，腐食が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

566 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

潤滑油冷却器 

清水冷却器 
冷却器 

潤滑油冷却器及び清水冷却器の水室は，

であり腐食が想定される。 

しかしながら，水室の内部流体は防錆剤入り

冷却水であることから，腐食が発生する可能

性は小さい。また，外面については防食塗装

が施されており，屋内空調環境に設置されて

いることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。 

また，潤滑油冷却器及び清水冷却器の伝熱管

及び管板は であり腐食が想定される。 

しかしながら， 表面には不動態被膜が

形成されるため，腐食が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

567 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

［始動空気系］ 

 空気圧縮機 

 始動空気槽 

 始動電磁弁（取

付ボルト） 

 始動空気槽安全

弁 

［潤滑油系］ 

 機関付潤滑油ポ

ンプ 

 機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

 潤滑油サンプタ

ンク 

 機関付バルブレ

バー注油タンク 

 バルブレバー注

油ラインフィル

タ 

 潤滑油フィルタ 

 潤滑油調圧弁 

［冷却水系］ 

 機関付清水ポン

プ 

 清水サージタン

ク 

［燃料油系］ 

 燃料ディタンク 

 燃料フィルタ 

屋内設置

のポン

プ，タン

ク等の外

面 

これらの機器は

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

568 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

機関付潤滑油ポ

ンプ 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

潤滑油冷却器 

潤滑油サンプタ

ンク 

機関付バルブレ

バー注油タンク 

バルブレバー注

油ラインフィル

タ 

潤滑油フィルタ 

潤滑油調圧弁 

潤滑油系配管・

弁 

軽油タンク 

燃料移送ポンプ 

燃料ディタンク 

燃料フィルタ 

燃料油系配管・

弁 

潤滑油系

タンク，

ポンプ及

び燃料油

系タン

ク，ポン

プの内面

これらの機器は

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体が油(潤滑油あるい

は軽油)であることから，腐食が発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

569 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

空気圧縮機 

始動空気槽 

始動空気槽安全

弁 

始動空気系配

管・弁 

機関付潤滑油ポ

ンプ 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

潤滑油冷却器 

機関付バルブレ

バー注油タンク 

バルブレバー注

油ラインフィル

タ 

潤滑油フィルタ 

潤滑油調圧弁 

潤滑油系配管・

弁 

機関付清水ポン

プ 

清水冷却器 

清水サージタン

ク 

冷却水系配管・

弁 

燃料フィルタ 

燃料油系配管・

弁 

屋内設置

の取付ボ

ルト 

取付ボルトは であり，腐

食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食する可能性は小さい。また，これま

での点検結果から有意な腐食は確認されてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

570 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系(屋内) 

サポート

取付ボル

ト・ナッ

ト及びベ

ース 

サポート取付ボルト・ナット，ベースは

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食する可能性は小さい。また，これま

での点検結果から有意な腐食は確認されてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

571 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

始動空気槽 

潤滑油冷却器 

清水冷却器 

燃料ディタンク 

支持脚 

支持脚は であり，腐食が想定される。 

しかしながら，大気接触部は防食塗装が施さ

れており，屋内空調環境に設置されているこ

とから腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

572 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系 

埋込金物

埋込金物は であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，大気接触部は防食塗装が施さ

れており，屋内空調環境（燃料油系屋外設置

埋込金物除く）に設置されていることから腐

食が発生する可能性は小さい。 

また，コンクリート埋設部については，コン

クリートが中性化した場合に腐食が想定され

るが，実機コンクリートにおけるサンプリン

グ結果では中性化はほとんど見られておらず

腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

①②    

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

573 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機）付属設備 

レストレ

イント 

レストレイントは であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから腐食が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

574 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

クリー

プ 

非常用ディーゼ

ル機関（A，B 号

機）付属設備 

排気消音

器 

排気消音器は，ディーゼル機関の排気温度が

約 520℃と高温であることから，クリープに

よる変形・破断が想定される。 

しかしながら，年間運転時間が約 20 時間で

あることから運転開始後 40 年時点での累積

運転時間は 800 時間程度と短く，排気消音器

がクリープによる変形・破断を起こす可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

575 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

燃料移送ポンプ

モータ 

モータ

（低圧，

全閉，屋

外）主軸

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

576 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

疲労割

れ 

燃料移送ポンプ

モータ 

モータ

（低圧，

全閉，屋

外）回転

子棒及び

回転子エ

ンドリン

グ 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

c2251174
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

577 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

燃料移送ポンプ

モータ 

モータ

（低圧，

全閉，屋

外）固定

子コア及

び回転子

コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

578 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（エロ

ージョ

ン） 

機関付清水ポン

プ 
ポンプ 

ポンプは内部でキャビテーションが発生する

と，羽根車表面の腐食が想定される。 

しかしながら，ポンプはキャビテーションを

起こさない条件（有効吸込ヘッド＞必要有効

吸込ヘッド）を満たすよう設計段階において

考慮されており，腐食の発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

579 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

機関付清水ポン

プ 

羽根車，

ウェアリ

ング 

羽根車，ウェアリングは であり，内

部流体が純水であることから，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら， は耐食性の高い材料

であることから腐食が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

580 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

機関付潤滑油ポ

ンプ 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

機関付清水ポン

プ 

燃料移送ポンプ 

ポンプ主

軸 

ポンプ主軸には，ポンプ運転時に繰返し応力

が発生することから，応力集中部等におい

て，高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

581 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

空気圧縮機 

クランク

軸，ピス

トン及び

コネクテ

ィングロ

ッド 

クランク軸，ピストン及びコネクティングロ

ッドには，空気圧縮機運転時に繰返し応力が

発生することから，応力集中部等において高

サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，クランク軸，ピストン及びコ

ネクティングロッドは設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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582 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

疲労割

れ 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系弁 

弁棒 

弁棒のバックシート部は常に高い応力がかか

った状態においては，配管振動等に伴う疲労

の蓄積による疲労割れが想定される。 

電動弁については，全開位置をトルク切れに

よって調整しており，トルク設定値を高くす

ると，弁棒のバックシート部は常に高い応力

がかかった状態となり，配管振動等による疲

労が蓄積し，弁棒に疲労割れを起こすことが

考えられる。 

しかしながら，通常はバックシートが効く程

度の力で動作が止まるようトルク設定されて

いることから，疲労割れが発生する可能性は

小さい。 

手動弁については開操作時に，弁棒及びバッ

クシート部への過負荷がかからないように全

開操作後に若干戻す操作を行っていることか

ら，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから,高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

583 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系配管 

小口径配

管 

ディーゼル機関近傍は，振動が大きく，小口

径配管が分岐する場合は，母管取合い部等に

高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，配管サポートを機関に直接設

置し機関との相対変位をなくすことにより，

可能な限り振動が抑制されるよう設計し，必

要に応じ，補修等を実施している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

584 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

摩耗 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系弁 

弁棒 

弁棒は，グランドパッキン（ ）と接触

することにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，弁棒は であり，

接触部はグランドパッキン（ ）よりも

硬いことから，摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

585 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ

及び摩

耗 

潤滑油冷却器 

清水冷却器 
伝熱管 

伝熱管は流体により振動し，高サイクル疲労

割れ及び摩耗が想定される。 

しかしながら，伝熱管は支持板により適切な

スパンで支持されており，伝熱管の流体によ

る振動は十分に抑制されているため，高サイ

クル疲労割れ及び摩耗が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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586 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

異物付

着 
清水冷却器 伝熱管 

清水冷却器は，流体（ディーゼル機関冷却水

（純水））を循環させていることから，伝熱

管外面への異物付着による伝熱性能低下が想

定される。 

しかしながら，清水冷却器内部流体は，ディ

ーゼル機関本体分解点検のため，全ブローを

行い，ディーゼル機関冷却水（純水）の入れ

替えを実施している。また，ディーゼル機関

本体分解点検後の試運転及び定期試験にて，

ディーゼル機関本体出入口温度の確認にて伝

熱性能低下に伴う著しい流体の温度上昇は確

認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②  Ｄ 

587 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

摩耗 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

機関付清水ポン

プ 

燃料移送ポンプ 

ポンプ主

軸 

ポンプ主軸は，すべり軸受との接触面に摩耗

が想定される。 

しかしながら，すべり軸受には油が供給され

主軸と軸受間に油膜が形成される構造となっ

ており主軸の摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

588 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

摩耗 空気圧縮機 

ピストン

及びシリ

ンダ 

空気圧縮機ピストンはシリンダと接触するこ

とにより，摩耗が想定される。 

しかしながら，空気圧縮機ピストンのシリン

ダとの摺動部にはピストンリングを取付けて

おり，摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

589 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

へたり 

始動電磁弁 

始動空気槽安全

弁 

潤滑油調圧弁 

スプリン

グ 

弁のスプリングは常時応力が作用した状態で

使用されるため，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力は許容ねじり応力以下になるように設定さ

れており，さらにスプリングの材料に対する

推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は低

いことから，へたりが進行する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

590 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

摩耗 

機関付潤滑油ポ

ンプ 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

燃料移送ポンプ 

ギア 

機関付潤滑油ポンプ，機関付バルブレバー注

油ポンプ，燃料移送ポンプはギアポンプであ

り，ギアの摩耗が想定される。 

しかしながら，内部流体は油であることか

ら，摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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591 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系 

屋内設置

の配管・

弁の外面

屋内設置の始動空気系，潤滑油系，冷却水

系，燃料油系の配管・弁は，

のため，外面の

腐食が想定される。 

しかしながら， の弁については不動

態被膜が形成されるため，腐食が発生する可

能性は小さい。また，

の配管・弁については外面に防食

塗装が施されており，屋内空調環境に設置さ

れていることから，腐食が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

592 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

潤滑油冷却器 

清水冷却器  
冷却器 

潤滑油冷却器及び清水冷却器の水室は，

であり腐食が想定される。 

しかしながら，水室の内部流体は防錆剤入り

冷却水であることから，腐食が発生する可能

性は小さい。また，外面については防食塗装

が施されており，屋内空調環境に設置されて

いることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。 

また，潤滑油冷却器及び清水冷却器の伝熱管

及び管板は であり腐食が想定される。

しかしながら， 表面には不動態被膜が

形成されるため，腐食が発生する可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

593 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

［始動空気系］ 

 空気圧縮機 

 始動空気槽 

 始動電磁弁（取

付ボルト） 

 始動空気槽安全

弁 

［潤滑油系］ 

 機関付潤滑油ポ

ンプ 

 機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

 潤滑油サンプタ

ンク 

 機関付バルブレ

バー注油タンク 

 バルブレバー注

油ラインフィル

タ 

 潤滑油フィルタ 

 潤滑油調圧弁 

［冷却水系］ 

 機関付清水ポン

プ 

 清水サージタン

ク 

［燃料油系］ 

 燃料ディタンク 

 燃料フィルタ 

屋内設置

のポン

プ，タン

ク等の外

面 

これらの機器は

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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594 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

機関付潤滑油ポ

ンプ 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

潤滑油冷却器 

潤滑油サンプタ

ンク 

機関付バルブレ

バー注油タンク 

バルブレバー注

油ラインフィル

タ 

潤滑油フィルタ 

潤滑油調圧弁 

潤滑油系配管・

弁 

軽油タンク 

燃料移送ポンプ 

燃料ディタンク 

燃料フィルタ 

燃料油系配管・

弁 

潤滑油系

タンク，

ポンプ及

び燃料油

系タン

ク，ポン

プの内面

これらの機器は

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，内部流体が油(潤滑油あるい

は軽油)であることから，腐食が発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

595 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

空気圧縮機 

始動空気槽 

始動空気槽安全

弁 

始動空気系配

管・弁 

機関付潤滑油ポ

ンプ 

機関付バルブレ

バー注油ポンプ 

潤滑油冷却器 

機関付バルブレ

バー注油タンク 

バルブレバー注

油ラインフィル

タ 

潤滑油フィルタ 

潤滑油調圧弁 

潤滑油系配管・

弁 

機関付清水ポン

プ 

清水冷却器 

清水サージタン

ク 

冷却水系配管・

弁 

燃料フィルタ 

燃料油系配管・

弁 

屋内設置

の取付ボ

ルト 

取付ボルトは であり，腐

食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食する可能性は小さい。また，これま

での点検結果から有意な腐食は確認されてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

596 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系(屋内) 

サポート

取付ボル

ト・ナッ

ト及びベ

ース 

サポート取付ボルト・ナット，ベースは

であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食する可能性は小さい。また，これま

での点検結果から有意な腐食は確認されてい

ない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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597 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

始動空気槽 

潤滑油冷却器 

清水冷却器 

燃料ディタンク 

支持脚 

支持脚は であり，腐食が想定される。 

しかしながら，大気接触部は防食塗装が施さ

れており，屋内空調環境に設置されているこ

とから腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

598 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

始動空気系 

潤滑油系 

冷却水系 

燃料油系 

埋込金物

埋込金物は であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，大気接触部は防食塗装が施さ

れており，屋内空調環境（燃料油系屋外設置

埋込金物除く）に設置されていることから腐

食が発生する可能性は小さい。 

また，コンクリート埋設部については，コン

クリートが中性化した場合に腐食が想定され

るが，実機コンクリートにおけるサンプリン

グ結果では中性化はほとんど見られておらず

腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

599 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

HPCS ディーゼル

機関付属設備 

レストレ

イント 

レストレイントは であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから腐食が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

600 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

燃料移送ポンプ

モータ 

モータ

（低圧，

全閉，屋

外）の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

601 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

疲労割

れ 

燃料移送ポンプ

モータ 

モータ

（低圧，

全閉，屋

外）の回

転子棒及

び回転子

エンドリ

ング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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602 
機械設

備 

非常

用デ

ィー

ゼル

機関

付属

設備 

腐食

（全面

腐食） 

燃料移送ポンプ

モータ 

モータ

（低圧，

全閉，屋

外）固定

子コア及

び回転子

コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

603 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

走行式補

助ホイス

トフレー

ム，ブリ

ッジフレ

ーム，ト

ロリフレ

ーム，転

倒防止装

置，車

軸，減速

機ケーシ

ング，軸

継手及び

ガイドプ

レート 

走行式補助ホイストフレーム，ブリッジフレ

ーム，トロリフレーム，転倒防止装置，車

軸，減速機ケーシング，軸継手及びガイドプ

レートは炭素鋼又は鋳鉄であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，走行式補助ホイストフレー

ム，ブリッジフレーム，トロリフレーム，転

倒防止装置，車軸，減速機ケーシング，軸継

手及びガイドプレートの表面は防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

604 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，筐体表面は防食塗装が施され

ており，屋内空調環境に設置されていること

から，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

605 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 
筐体取付

ボルト 

筐体取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果からも有意な腐食は確認

されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

606 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。また，コンクリ

ート埋設部については，コンクリートが中性

化した場合に腐食が想定されるが，実機コン

クリートにおけるサンプリング結果では中性

化はほとんど見られておらず腐食が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    
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607 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

限速スイ

ッチのケ

ース及び

取付ボル

ト 

限速スイッチのケース及び取付ボルトは炭素

鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果からも有意な腐食は確認

されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

608 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 
減速機ギ

ヤ 

減速機ギヤは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，減速機ギヤは内部流体が油で

あり，歯車は油環境下にあることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②  Ｅ 

609 
機械設

備 

燃料

取替

機 

摩耗 燃料取替機 

燃料つか

み具のピ

ストン 

燃料つかみ具のピストンはシリンダケースと

機械的要因により摩耗が想定される。 

しかしながら，通常運転中はシリンダケース

とピストンにはパッキンが取り付けられてい

ることから，ピストンに摩耗が発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

610 
機械設

備 

燃料

取替

機 

摩耗 燃料取替機 

ガイドキ

ー及びマ

ストチュ

ーブ 

ガイドキーはガイドベアリングに設けられた

キー溝部にすべり接触することから，摩耗が

想定される。 

しかしながら，ガイドキーは接触する材料

（樹脂）に対して硬く，ガイドキーの摩耗が

発生する可能性は小さい。 

また，マストチューブは内外周側の同ガイド

ベアリングとすべり接触することから，摩耗

が想定される。 

しかしながら，ガイドキー同様に接触する材

料（樹脂）に対して硬く，マストチューブの

摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

611 
機械設

備 

燃料

取替

機 

摩耗 燃料取替機 
減速機ギ

ヤ 

減速機ギヤは機械的要因により摩耗が想定さ

れる。 

しかしながら，減速機ギヤは潤滑油により潤

滑されていることから，摩耗が発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②  Ｅ 



別紙４ 
高経年化技術評価劣化事象一覧 

- 171 - 

No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

612 
機械設

備 

燃料

取替

機 

へたり 燃料取替機 
スプリン

グ 

燃料つかみ具及びブレーキのスプリングは，

常時応力がかかった状態で使用されるため，

へたりが想定される。 

しかしながら，燃料つかみ具及びブレーキの

スプリングはスプリング使用時のねじり応力

が許容ねじり応力以下になるように設定され

ており，さらにスプリングの材料に対する推

奨使用最高温度よりも実際の使用温度は低い

ことから，へたりが進行する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

613 
機械設

備 

燃料

取替

機 

高サイ

クル疲

労割れ 

燃料取替機 

車軸（走

行式補助

ホイスト

横行用，

ブリッジ

走行用，

トロリ横

行用） 

車軸は運転時に繰返し応力が発生することか

ら，応力集中部等において高サイクル疲労割

れが想定される。 

しかしながら，車軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

614 
機械設

備 

燃料

取替

機 

疲労割

れ 
燃料取替機 

走行式補

助ホイス

トフレー

ム，ブリ

ッジフレ

ーム，ト

ロリフレ

ーム及び

レール

（走行式

補助ホイ

スト横行

用，ブリ

ッジ走行

用，トロ

リ横行

用） 

走行式補助ホイストフレーム，ブリッジフレ

ーム，トロリフレーム及びレールは，起動・

停止等の荷重変動により，低サイクル疲労割

れが想定される。 

しかしながら，構造部分については，設計時

に疲れ強さに対する安全性を考慮した設計と

なっている。また，点検時における目視点

検，レールスパン・たわみ量測定等により設

備の健全性を定期的に確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

615 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

ブリッジ

走行用レ

ール基礎

ボルト 

ブリッジ走行用レールの基礎ボルトは炭素鋼

であり，コンクリート埋設されているため，

コンクリートが中性化した場合に腐食が想定

される。 

しかしながら，コンクリート埋設部について

は，実機コンクリートにおけるサンプリング

結果では，ほとんど中性化は認められておら

ず，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   
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616 
機械設

備 

燃料

取替

機 

導通不

良 
燃料取替機 

電磁接触

器，補助

継電器，

タイマー

電磁接触器，補助継電器及びタイマーは接点

に付着する浮遊塵埃と接点表面に形成される

酸化皮膜により，導通不良が想定される。 

しかしながら，電磁接触器，補助継電器及び

タイマーは屋内空調環境に設置されており，

塵埃付着及び酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

617 
機械設

備 

燃料

取替

機 

導通不

良 
燃料取替機 

リミット

スイッ

チ，操作

スイッチ

及び押釦

スイッチ

リミットスイッチ，操作スイッチ及び押釦ス

イッチは接点に付着する浮遊塵埃と接点表面

に形成される酸化皮膜により，導通不良が想

定される。 

しかしながら，リミットスイッチ，操作スイ

ッチ及び押釦スイッチは屋内空調環境に設置

されており，塵埃付着及び酸化皮膜形成の可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

618 
機械設

備 

燃料

取替

機 

高サイ

クル疲

労割れ 

燃料取替機 

限速スイ

ッチの主

軸 

限速スイッチの主軸は運転時に繰返し応力が

発生することから，応力集中部において疲労

割れが想定される。 

しかしながら，限速スイッチの主軸は設計段

階において疲労割れが発生しないように考慮

された設計となっており，高サイクル疲労割

れの発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

619 
機械設

備 

燃料

取替

機 

高サイ

クル疲

労割れ 

燃料取替機 

モータ

(低圧，

直流，全

閉）及び

回転計発

電機（主

ホイスト

巻上用，

ブリッジ

走行用，

トロリ横

行用）の

主軸 

主軸には運転時に繰返し応力が発生すること

から，応力集中部において高サイクル疲労割

れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労割れが発生する可

能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

620 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

モータ 

(低圧，

直流，全

閉），回

転計発電

機（主ホ

イスト巻

上用，ブ

リッジ走

行用，ト

ロリ横行

用）のフ

レーム及

びエンド

ブラケッ

ト 

フレーム及びエンドブラケットは炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，フレーム及びエンドブラケッ

トの表面には防食塗装が施されており，屋内

環境に設置されていることから腐食が発生す

る可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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621 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

モータ 

(低圧，

直流，全

閉）及び

回転計発

電機（主

ホイスト

巻上用，

ブリッジ

走行用，

トロリ横

行用）の

端子箱 

端子箱は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，端子箱の表面には防食塗装が

施されており，屋内空調環境に設置されてい

ることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

622 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

モータ 

(低圧，

直流，全

閉）及び

回転計発

電機（主

ホイスト

巻上用，

ブリッジ

走行用，

トロリ横

行用）の

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果からも有意な腐食は確認

されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

623 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

モータ

(低圧，

直流，全

閉）（主

ホイスト

巻上用，

ブリッジ

走行用，

トロリ横

行用）の

主極コ

ア，補極

コア及び

回転子コ

ア，回転

計発電機

の回転子

コア 

主極コア，補極コア及び回転子コアは炭素

鋼，無方向性電磁鋼板が使用されているた

め，腐食が想定される。 

しかしながら，主極コア，補極コア及び回転

子コアには，絶縁ワニス処理が施されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

624 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

モータ

（低圧，

交流，全

閉）のフ

レーム及

びエンド

ブラケッ

ト 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   
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625 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

モータ

（低圧，

交流，全

閉）の端

子箱 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

626 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

モータ

（低圧，

交流，全

閉）の取

付ボルト

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   

627 
機械設

備 

燃料

取替

機 

高サイ

クル疲

労割れ 

燃料取替機 

モータ

（低圧，

交流，全

閉）の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

628 
機械設

備 

燃料

取替

機 

疲労割

れ 
燃料取替機 

モータ

（低圧，

交流，全

閉）の回

転子棒及

び回転子

エンドリ

ング 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

629 
機械設

備 

燃料

取替

機 

腐食

（全面

腐食） 

燃料取替機 

モータ 

(低圧，

交流，全

閉）の固

定子コア

及び回転

子コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

630 
機械設

備 

燃料

取替

機 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

燃料取替機 

ガイドプ

レート基

礎ボルト

「機械設備の技術評価書」の基礎ボルトと評

価内容は同一であることから，当該の評価書

を参照。 

②③ －   
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631 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉建屋天井

クレーン 

減速機ギ

ヤ 

減速機ギヤは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，減速機ギヤは潤滑油により潤

滑されている環境であることから，腐食が発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

632 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

へたり 
原子炉建屋天井

クレーン 

ブレーキ

スプリン

グ 

補巻上用，横行用及び走行用のブレーキスプ

リングは，常時応力がかかった状態で使用さ

れるため，へたりが想定される。 

しかしながら，補巻上用，横行用及び走行用

のブレーキスプリングはスプリング使用時の

ねじり応力が許容ねじり応力以下になるよう

に設定されており，さらにスプリングの材料

に対する推奨最高使用温度よりも実際の使用

温度は低いことから，へたりが進行する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

633 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

摩耗 
原子炉建屋天井

クレーン 

減速機ギ

ヤ 

減速機ギヤは，機械的要因による摩耗が想定

される。 

しかしながら，減速機ギヤは潤滑油により潤

滑されていることから，摩耗が発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

634 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

導通不

良 

原子炉建屋天井

クレーン 

電磁接触

器，補助

継電器及

びタイマ

ー 

電磁接触器，補助継電器及びタイマーは，接

点に付着する浮遊塵埃と接点表面に形成され

る酸化皮膜による導通不良が想定される。 

しかしながら，電磁接触器，補助継電器及び

タイマーは屋内空調環境に設置されているこ

とから，塵埃付着及び酸化皮膜形成の可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

635 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

導通不

良 

原子炉建屋天井

クレーン 

操作スイ

ッチ及び

押釦スイ

ッチ 

操作スイッチ及び押釦スイッチは，接点に付

着する浮遊塵埃と接点表面に形成される酸化

皮膜による導通不良が想定される。 

しかしながら，操作スイッチ及び押釦スイッ

チは屋内空調環境に設置されていることか

ら，塵埃付着及び酸化皮膜形成の可能性は小

さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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636 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

導通不

良 

原子炉建屋天井

クレーン 

リミット

スイッチ

リミットスイッチは，接点に付着する浮遊塵

埃と接点表面に形成される酸化皮膜による導

通不良が想定される。 

しかしながら，リミットスイッチは屋内空調

環境に設置されていることから，塵埃付着及

び酸化皮膜形成の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

637 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

高サイ

クル疲

労割れ 

原子炉建屋天井

クレーン 

回転計発

電機の主

軸 

回転計発電機の主軸は運転時に繰り返し応力

が発生することから，応力集中部において高

サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，回転計発電機の主軸は設計段

階において疲労割れが発生しないように考慮

された設計となっており，高サイクル疲労割

れの発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

②    

638 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉建屋天井

クレーン 

トロリ，

サドル，

ガーダ，

脱線防止

ラグ，レ

ール取付

ボルト，

減速機ケ

ーシング

及び軸継

手 

トロリ，サドル，ガーダ，脱線防止ラグ，レ

ール取付ボルト及び減速機ケーシングは炭素

鋼であり，軸継手は炭素鋼又は鋳鉄であるこ

とから腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

639 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

疲労割

れ 

原子炉建屋天井

クレーン 

トロリ，

サドル，

ガーダ及

びレール

トロリ，サドル，ガーダ及びレールは運転・

停止等の荷重変動による疲労割れが想定され

る。 

しかしながら，構造部分については，設計時

に疲れ強さに対する安全性を考慮した設計と

なっている。また，点検時における目視点検

及び真直度（わん曲）測定等により，設備の

健全性を定期的に確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

640 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉建屋天井

クレーン 
筐体 

筺体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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641 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉建屋天井

クレーン 

筐体取付

ボルト 

筐体取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてい

ることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。また，これまでの点検結果から有意な腐

食は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

642 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

高サイ

クル疲

労割れ 

原子炉建屋天井

クレーン 

モータ

(低圧，

直流，全

閉）の主

軸 

主軸にはモータ運転時に繰返し応力が発生す

ることから，応力集中部において高サイクル

疲労割れが想定される。 

しかしながら，主軸は設計段階において疲労

割れが発生しないように考慮された設計とな

っており，高サイクル疲労が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

643 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉建屋天井

クレーン 

モータ

(低圧，

直流，全

閉）の主

極コア，

補極コ

ア，回転

子コア及

び回転計

発電機の

回転子コ

ア 

モータ(低圧，直流，全閉）の主極コア，補

極コア，回転子コア及び回転計発電機の回転

子コアは，炭素鋼又は無方向性電磁鋼板のた

め，腐食が想定される。 

しかしながら，モータの主極コア，補極コ

ア，回転子コア及び回転計発電機の回転子コ

アには，絶縁ワニス処理が施されており，腐

食の発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

644 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉建屋天井

クレーン 

モータ 

(低圧，

直流，全

閉），回

転計発電

機のフレ

ーム及び

エンドブ

ラケット

モータ (低圧，直流，全閉），回転計発電機

のフレーム及びエンドブラケットは炭素鋼又

は鋳鉄であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

645 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉建屋天井

クレーン 

モータ 

(低圧，

直流，全

閉）及び

回転計発

電機の端

子箱 

モータ (低圧，直流，全閉），回転計発電機

の端子箱は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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646 
機械設

備 

原子

炉建

屋天

井ク

レー

ン 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉建屋天井

クレーン 

モータ 

(低圧，

直流，全

閉）及び

回転計発

電機の取

付ボルト

モータ (低圧，直流，全閉），回転計発電機

の取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

647 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

腐食

（全面

腐食） 

計装用圧縮空気

系設備 

胴外面，

クランク

ケース外

面及びプ

ーリー

（空気圧

縮機），

安全弁外

面（イン

タクー

ラ），胴

板外面

（アフタ

クー

ラ），胴

板外面

（除湿

塔），配

管及び弁

外面 

胴，クランクケース及びプーリー（空気圧縮

機），安全弁（インタクーラ），胴板（アフ

タクーラ），胴板（除湿塔），配管及び弁

は，鋳鉄，炭素鋼又は炭素鋼鋳鋼であり，外

面は大気接触していることから，腐食が想定

される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから腐食が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

648 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

腐食

（全面

腐食） 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

胴外面，

クランク

ケース外

面及び V

プーリ

（空気圧

縮機），

胴外面

（アフタ

クー

ラ），胴

外面（除

湿塔），

配管及び

弁外面 

胴，クランクケース及び Vプーリ（空気圧縮

機），胴（アフタクーラ），胴（除湿塔），

配管及び弁は，鋳鉄又は炭素鋼であり，外面

は大気接触していることから，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから腐食が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

649 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

摩耗 

計装用圧縮空気

系設備 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

クランク

シャフト

クランクシャフトは，コネクティングロッド

と連接しているため，摩耗が想定される。 

しかしながら，クランクシャフトとコネクテ

ィングロッドの間にはクランクピンメタルが

あることから，摩耗する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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650 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

摩耗 

計装用圧縮空気

系設備 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

クロスヘ

ッド，ク

ロスヘッ

ドガイド

及びクロ

スヘッド

ピン 

クロスヘッドとクロスヘッドガイドは接触す

るため，摩耗が想定される。 

しかしながら，当該部は油環境下にあり，摩

耗が発生する可能性は小さい。 

クロスヘッドピンはクロスヘッドピンメタル

又はクロスヘッドピンブッシュと接触するた

め摩耗が想定される。 

しかしながら，クロスヘッドピンは低合金鋼

であり，クロスヘッドピンメタル（りん青

銅）又はクロスヘッドピンブッシュ（りん青

銅）と比較して硬い材質であることから，摩

耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

651 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

腐食

（全面

腐食） 

計装用圧縮空気

系アフタクーラ 

胴板内面

及び邪魔

板 

胴板及び邪魔板は炭素鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

652 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

腐食

（全面

腐食）  

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系アフタク

ーラ 

胴内面及

び管板冷

却水側 

胴及び管板は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，内部流体（冷却水）には防錆

剤が注入されており，腐食が発生する可能性

は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

653 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

腐食

（全面

腐食）  

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系アフタク

ーラ 

伝熱管 

伝熱管は銅合金であり，腐食が想定される。 

しかしながら，外部流体は冷却水（防錆剤入

り）であること，内部流体は空気であるが不

動態皮膜が形成されることから，腐食が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

654 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

高サイ

クル疲

労割れ

及び摩

耗 

計装用圧縮空気

系設備 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

伝熱管 

伝熱管は邪魔板接触面において，高サイクル

疲労割れ及び摩耗が想定される。 

しかしながら，伝熱管は邪魔板により流体振

動が十分小さくなるよう設計されているた

め，高サイクル疲労割れ及び摩耗が発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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655 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

摩耗 

計装用圧縮空気

系設備 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

オイルポ

ンプ（ギ

ア） 

オイルポンプはギアポンプであるため，歯車

と歯車の接触による摩耗が想定される。 

しかしながら，オイルポンプ内部（歯車）は

潤滑油にて満たされていることから，摩耗が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

656 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

摩耗 

計装用圧縮空気

系設備 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

ピストン

及びシリ

ンダ 

ピストン及びシリンダは，ピストンとシリン

ダの接触による摩耗が想定される。 

しかしながら，ピストンとシリンダの摺動部

にはピストンリングを取付けているため，摩

耗する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

657 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

高サイ

クル疲

労割れ 

計装用圧縮空気

系設備 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

クランク

シャフ

ト，ピス

トン及び

コネクテ

ィングロ

ッド 

クランクシャフト，ピストン及びコネクティ

ングロッドには，空気圧縮機運転時に繰返し

応力が発生することから，応力集中部等にお

いて，高サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，クランクシャフト，ピストン

及びコネクティングロッドは設計段階におい

て疲労割れが発生しないように考慮された設

計となっているため，高サイクル疲労割れが

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

658 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

腐食

（全面

腐食） 

計装用圧縮空気

系設備 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

サポート

取付ボル

ト・ナッ

ト，フラ

ンジボル

ト・ナッ

ト，取付

ボルト 

サポート取付ボルト・ナット，フランジボル

ト・ナット，取付ボルトは，炭素鋼又は低合

金鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

659 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

腐食

（全面

腐食） 

計装用圧縮空気

系設備 

廃棄物減容処理

装置制御用圧縮

空気系設備 

配管サポ

ート 

配管サポートは炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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660 
機械設

備 

圧縮

空気

系設

備 

へたり 
 計装用圧縮空気

系安全弁 

スプリン

グ 

安全弁のスプリングは常時応力がかかった状

態で使用されるため，へたりが想定される。 

しかしながら，スプリング使用時のねじり応

力が許容ねじり応力以下になるように設定さ

れており，さらにスプリングの材料に対する

推奨使用最高温度よりも実際の使用温度は低

いことから，へたりが進行する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

661 
機械設

備 

廃液

濃縮

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

濃縮装置循環ポ

ンプ 
軸 

軸には運転時に繰返し応力が発生することか

ら，応力集中部等において，高サイクル疲労

割れが想定される。 

しかしながら，軸は設計段階において疲労割

れが発生しないように考慮された設計となっ

ており，高サイクル疲労割れが発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

662 
機械設

備 

廃液

濃縮

設備 

腐食

（全面

腐食） 

濃縮装置 

加熱器

（胴体胴

板外面）

濃縮装置の加熱器（胴体胴板）は炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，外面には防食塗装が施されて

おり，屋内空調環境に設置されていることか

ら，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

663 
機械設

備 

廃液

濃縮

設備 

高サイ

クル疲

労割れ

及び摩

耗 

濃縮装置（加熱

器） 

濃縮装置復水器 

濃縮装置冷却器 

伝熱管 

伝熱管については管支持板接触面において，

高サイクル疲労割れ及び摩耗が想定される。 

しかしながら，伝熱管は管支持板により流体

振動が十分小さくなるよう設計されているた

め，振動による高サイクル疲労割れ及び摩耗

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

664 
機械設

備 

廃液

濃縮

設備 

腐食

（全面

腐食） 

濃縮装置復水器 

濃縮装置冷却器 
水室 

濃縮装置復水器の水室鏡板，水室胴板及び濃

縮装置冷却器の水室胴板は炭素鋼であり腐食

が想定される。 

しかしながら，内部流体は防錆剤入りの冷却

水であることから，腐食の可能性は小さい。

また内部流体は水質管理され，適切な状態に

保たれている。さらに，外面については防食

塗装が施されており，屋内空調環境に設置さ

れていることから，腐食が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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665 
機械設

備 

廃液

濃縮

設備 

腐食

（全面

腐食） 

濃縮装置 

濃縮装置デミス

タ 

フランジ

ボルト・

ナット 

濃縮装置及び濃縮装置デミスタのフランジボ

ルト・ナットは炭素鋼であり腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

666 
機械設

備 

廃液

濃縮

設備 

腐食

（全面

腐食） 

濃縮装置 

濃縮装置循環ポ

ンプ 

濃縮装置デミス

タ 

濃縮装置復水器 

濃縮装置冷却器 

脚，サイ

ドベース

及び取付

ボルト 

濃縮装置復水器及び濃縮装置冷却器の脚，濃

縮装置循環ポンプのサイドベース並びに濃縮

装置デミスタ及び濃縮装置の取付ボルトは炭

素鋼であり腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

667 
機械設

備 

廃液

濃縮

設備 

疲労割

れ 

濃縮装置（蒸発

缶，加熱器） 

濃縮装置循環ポ

ンプ 

濃縮装置デミス

タ 

濃縮装置復水器 

鏡板，下

部水室胴

板，胴体

胴板，管

板，ケー

シング，

上部鏡

板，下部

鏡板，胴

板（胴

体・上

部）及び

配管・弁

蒸発缶（鏡板），加熱器（下部水室胴板，胴

体胴板，管板），濃縮装置循環ポンプケーシ

ング，濃縮装置デミスタ上部鏡板，下部鏡

板，胴板（胴体・上部），濃縮装置復水器管

板及び配管・弁は，廃液濃縮設備の起動・停

止操作に伴い，熱過渡により疲労が蓄積され

る可能性があり，低サイクル疲労割れが想定

される。 

しかしながら，濃縮装置，濃縮装置復水器は

起動・停止時において疲労が蓄積されるよう

な急激な温度変化とならないよう運用してい

ることから，低サイクル疲労割れの発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

668 
機械設

備 

廃液

濃縮

設備 

粒界型

応力腐

食割れ 

濃縮装置循環ポ

ンプ 

濃縮装置デミス

タ 

濃縮装置復水器 

濃縮装置冷却器 

濃縮廃液貯蔵タ

ンク 

濃縮装置蒸発缶

から高電導度廃

液蒸留水タンク

までのステンレ

ス鋼配管・弁 

ケーシン

グ，軸，

羽根車，

上部鏡

板，下部

鏡板，胴

板（胴

体・上

部），胴

体胴板，

伝熱管，

管板，胴

板，鏡

板，屋根

板及び配

管・弁 

濃縮装置循環ポンプのケーシング，軸，羽根

車，濃縮装置デミスタの上部鏡板，下部鏡

板，胴板（胴体・上部），濃縮装置復水器の

伝熱管，管板，濃縮装置冷却器の胴体胴板，

伝熱管，管板，濃縮廃液貯蔵タンクの胴板，

鏡板，屋根板及び濃縮装置廻りに使用される

配管・弁はステンレス鋼であり，設備運転中

は湿り廃液蒸気又は 100℃以上の濃縮廃液に

接するため，粒界型応力腐食割れが想定され

る。 

しかしながら，上部鏡板，下部鏡板，胴板

（胴体・上部），胴体胴板，伝熱管，管板，

胴板，鏡板，屋根板及び配管・弁は粒界応力

腐食割れの感受性を低減したステンレス鋼を

使用しているため，応力腐食割れが発生する

可能性は小さい。 

また濃縮装置循環ポンプのケーシング，軸及

び羽根車には溶接部がないことから，熱影響

による鋭敏化を生じることはなく，粒界型応

力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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カテ 
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評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
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669 
機械設

備 

固化

設備 

粒界型

応力腐

食割れ 

乾燥機復水器 

乾燥機スクリュ

ーフィーダ 

粉体ホッパ 

粉体ホッパ排出

機 

粉体供給スクリ

ューフィーダ 

粉体計量ホッパ 

混練機 

水室鏡

板，伝熱

管，管

板，胴，

軸，胴体

胴板，鏡

板，胴

板，平

板，パド

ル，スプ

ラッシュ

ガード及

び配管・

弁 

乾燥機復水器の水室鏡板，伝熱管，管板，乾

燥機スクリューフィーダの胴，軸，粉体ホッ

パの胴体胴板，鏡板，粉体ホッパ排出機の

胴，軸，粉体供給スクリューフィーダの胴

板，軸，粉体計量ホッパの胴板，鏡板，平

板，混練機のパドル，スプラッシュガード及

び配管・弁はステンレス鋼であり，運転中の

内部流体は高温の濃縮廃液であるため粒界型

応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，粉体ホッパの胴体胴板，鏡

板，粉体ホッパ排出機の胴，軸，粉体供給ス

クリューフィーダの胴板，軸，粉体計量ホッ

パの胴板，鏡板，平板，混練機のパドル，ス

プラッシュガード及び粉体ホッパ排出機から

粉体供給スクリューフィーダまでの配管・弁

については粉体ホッパーの通常使用温度が

100℃以下であることから，これらの下流の

機器は徐々に冷却されるため，粒界型応力腐

食割れが発生する可能性は小さい。 

また，乾燥機復水器の水室鏡板，伝熱管，管

板，乾燥機スクリューフィーダの胴，軸及び

乾燥機から乾燥機復水器までの配管は，粒界

型応力腐食割れの感受性を低減したステンレ

ス鋼を使用しているため，応力腐食割れが発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

670 
機械設

備 

固化

設備 

高サイ

クル疲

労割れ 

乾燥機スクリュ

ーフィーダ 

粉体ホッパ排出

機 

粉体供給スクリ

ューフィーダ 

軸 

乾燥機スクリューフィーダ，粉体ホッパ排出

機及び粉体供給スクリューフィーダの軸には

運転時に繰返し応力が発生することから，応

力集中部等において，高サイクル疲労割れが

想定される。 

しかしながら，軸は設計段階において高サイ

クル疲労割れが発生しないように考慮された

設計となっており，高サイクル疲労割れが発

生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

671 
機械設

備 

固化

設備 

腐食

（全面

腐食） 

乾燥機 

上部胴

板，本体

円すい胴

板 

乾燥機の上部胴板，本体円すい胴板は炭素鋼

であり，内部流体が濃縮廃液であるため，腐

食が想定される。 

しかしながら，内面にはニッケル基合金によ

るクラッド処理を施しているため，腐食の発

生する可能性は小さい。 

外面については，防食塗装が施されており，

屋内空調環境に設置されていることから，腐

食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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カテ 
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内容

評価内容
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672 
機械設

備 

固化

設備 

貫粒型

応力腐

食割れ 

固化設備 配管 

乾燥機から乾燥機復水器までの配管はステン

レス鋼を使用しており，外表面に塩分が付着

することに起因する貫粒型応力腐食割れが想

定される。 

しかしながら，保温により外表面が保護され

ており，塩分が付着しないことから，貫粒型

応力腐食割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

673 
機械設

備 

固化

設備 

腐食

（全面

腐食） 

乾燥機 
ボルト・

ナット 

乾燥機の耐圧部のボルトナットは炭素鋼であ

り腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてい

ることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。また，これまでの点検結果から有意な腐

食は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

674 
機械設

備 

固化

設備 

腐食

（全面

腐食） 

乾燥機 

乾燥機スクリュ

ーフィーダ 

粉体ホッパ排出

機 

粉体供給スクリ

ューフィーダ 

粉体計量ホッパ 

取付ボル

ト・ナッ

ト 

乾燥機の取付ボルト並びに乾燥機スクリュー

フィーダ，粉体ホッパ排出機，粉体供給スク

リューフィーダ及び粉体計量ホッパの取付ボ

ルト・ナットは炭素鋼又は低合金鋼であり，

腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてい

ることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。また，これまでの点検結果から有意な腐

食は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

675 
機械設

備 

固化

設備 

腐食

（全面

腐食） 

乾燥機 

乾燥機復水器 

乾燥機スクリュ

ーフィーダ 

サポート

リブ，う

で及び脚

乾燥機のサポートリブ，乾燥機復水器のうで

及び乾燥機スクリューフィーダの脚は炭素鋼

であり腐食が想定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

676 
機械設

備 

固化

設備 

疲労割

れ 

乾燥機 

乾燥機復水器 

乾燥機スクリュ

ーフィーダ 

粉体ホッパ 

粉体ホッパ排出

機 

粉体供給スクリ

ューフィーダ 

粉体計量ホッパ 

混練機 

上部胴

板，本体

円すい胴

板，胴体

胴板，水

室鏡板，

伝熱管，

管板，

胴，鏡

板，胴

板，脚

座，平

板，パド

ル，スプ

ラッシュ

ガード及

び配管・

弁 

乾燥機の上部胴板，本体円すい胴板，乾燥機

復水器の胴体胴板，水室鏡板，伝熱管，管

板，乾燥機スクリューフィーダの胴，粉体ホ

ッパの胴体胴板，鏡板，粉体ホッパ排出機の

胴，粉体供給スクリューフィーダの胴板，脚

座，粉体計量ホッパの胴板，鏡板，平板，混

練機のパドル，スプラッシュガード及び配

管・弁は，固化設備の起動・停止操作に伴

い，熱過渡により低サイクル疲労割れが想定

される。 

しかしながら，乾燥機は起動時において蒸気

流入量を調整して緩やかな温度変化とする運

用となっており，これらの下流の機器も緩や

かな温度上昇となる。さらに運転頻度が少な

いことから，低サイクル疲労割れが発生する

可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

② ②   
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対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

677 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

粒界型

応力腐

食割れ 

排ガスフィルタ 

排ガスブロワ 

排ガス補助ブロ

ワ 

乾燥樹脂スクリ

ューフィーダ 

乾燥樹脂受ホッ

パ 

乾燥樹脂移送ホ

ッパ 

乾燥樹脂供給機 

ステンレス鋼系

配管・弁 

胴，胴

板，胴体

胴板，鏡

板，羽根

車，軸，

動翼及び

配管・弁

排ガスフィルタの胴板，鏡板，排ガスブロワ

及び排ガス補助ブロワの羽根車，乾燥樹脂ス

クリューフィーダの胴，軸，乾燥樹脂受ホッ

パ及び乾燥樹脂移送ホッパの胴体胴板，鏡

板，乾燥樹脂供給機の胴，軸，動翼及び排ガ

スフィルタ廻りに使用されている配管・弁は

ステンレス鋼であり，内部流体のガス（排ガ

ス）には腐食性ガス（ HCl,SOx 他）が含ま

れている。停止時に温度が低下すると硫酸等

が発生する可能性があり，硫酸等でステンレ

ス鋼に生じた孔食部を起点に，起動・停止に

伴う熱応力の重畳による粒界型応力腐食割れ

が想定される。 

しかしながら，乾燥樹脂スクリューフィーダ

の胴，軸，乾燥樹脂受ホッパ及び乾燥樹脂移

送ホッパの胴体胴板，鏡板，乾燥樹脂供給機

の胴，軸，動翼については乾燥樹脂スクリュ

ーフィーダの通常使用温度が 100℃以下であ

り，これらの下流の機器は徐々に自然冷却さ

れるため，粒界型応力腐食割れが発生する可

能性は小さい。また，排ガスフィルタの胴

板，鏡板及び排ガスフィルタ廻りに使用され

ているステンレス鋼系配管・弁でセラミック

塗装コーティングされている箇所については

孔食が発生しないため，粒界型応力腐食割れ

が発生する可能性は小さい。さらに，排ガス

ブロワ及び排ガス補助ブロワの羽根車，排ガ

スフィルタ廻りに使用されているステンレス

鋼系配管・弁でセラミック塗装コーティング

されていない箇所については，これまでの点

検結果により有意な孔食は確認されておら

ず，粒界型応力腐食割れが発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

678 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

貫粒型

応力腐

食割れ 

排ガスフィルタ 

ステンレス鋼系

配管・弁 

胴板，鏡

板及び配

管・弁 

排ガスフィルタの胴板，鏡板，排ガスフィル

タ廻りに使用されている配管・弁はステンレ

ス鋼を使用しており，外表面に塩分が付着す

ることに起因する貫粒型応力腐食割れが想定

される。 

しかしながら，防食塗装又は保温により外表

面が保護されていることから，貫粒型応力腐

食割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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679 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

腐食

（全面

腐食） 

空気予熱器 

第２焼却炉本体 

１次・２次セラ

ミックフィルタ 

排ガスブロワ 

排ガス補助ブロ

ワ 

乾燥樹脂スクリ

ューフィーダ 

乾燥樹脂受ホッ

パ 

乾燥樹脂移送ホ

ッパ 

乾燥樹脂供給機 

フランジ

ボルト・

ナット，

ケーシン

グボル

ト・ナッ

ト及び取

付ボル

ト・ナッ

ト 

空気予熱器及び１次・２次セラミックフィル

タのフランジボルト・ナット, 第２焼却炉本

体，乾燥樹脂スクリューフィーダ，乾燥樹脂

受ホッパ，乾燥樹脂移送ホッパ及び乾燥樹脂

供給機の取付ボルト・ナット，排ガスブロワ

及び排ガス補助ブロワのケーシングボルト・

ナットは炭素鋼又は低合金鋼であり，腐食が

想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

680 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

腐食

（全面

腐食） 

空気予熱器 

第２焼却炉本体 

１次・２次セラ

ミックフィルタ 

排ガスフィルタ 

排ガスブロワ 

排ガス補助ブロ

ワ 

炭素鋼系配管・

弁 

本体外

筒，缶

体，灰冷

却ボック

ス，灰取

出ボック

ス，ケー

シング，

支持脚及

びベース

空気予熱器の本体外筒，支持脚，第２焼却炉

本体の缶体，灰冷却ボックス，支持脚，１次

セラミックフィルタの缶体，灰冷却ボック

ス，支持脚，２次セラミックフィルタの缶

体，灰取出ボックス，支持脚，排ガスフィル

タの支持脚，排ガスブロワ及び排ガス補助ブ

ロワのケーシング，ベース，並びに炭素鋼系

配管・弁は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

681 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

摩耗 排ガスブロワ 軸 

排ガスブロワの軸は，すべり軸受との接触面

の摩耗が想定される。 

しかしながら，軸受には潤滑剤が供給され軸

と軸受間に油膜が形成される構造となってお

り，軸の摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

682 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

高サイ

クル疲

労割れ 

排ガスブロワ 

排ガス補助ブロ

ワ 

乾燥樹脂スクリ

ューフィーダ 

乾燥樹脂供給機 

軸 

排ガスブロワ，排ガス補助ブロワ，乾燥樹脂

スクリューフィーダ及び乾燥樹脂供給機の軸

には運転時に繰返し応力が発生することか

ら，応力集中部等において，高サイクル疲労

割れが想定される。 

しかしながら，軸は設計段階において疲労割

れが発生しないように考慮された設計となっ

ており，高サイクル疲労割れが発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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※３分類

683 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

疲労割

れ 

乾燥樹脂スクリ

ューフィーダ 

乾燥樹脂受ホッ

パ 

乾燥樹脂移送ホ

ッパ 

乾燥樹脂供給機 

胴，胴体

胴板，鏡

板及び動

翼 

乾燥樹脂スクリューフィーダの胴，乾燥樹脂

受ホッパの胴体胴板，鏡板，乾燥樹脂移送ホ

ッパの胴体胴板，鏡板及び乾燥樹脂供給機の

胴，動翼は，第２焼却炉設備の起動・停止に

伴い，低サイクル疲労割れが想定される。 

しかしながら，乾燥樹脂スクリューフィー

ダ，乾燥樹脂受ホッパ，乾燥樹脂移送ホッパ

及び乾燥樹脂供給機は起動時において蒸気流

入量を調整して緩やかな温度変化とする運用

となっており，運転頻度も少ないことから，

低サイクル疲労割れが発生する可能性は少な

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

684 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

粒界型

応力腐

食割れ 

排ガスフィルタ 

ステンレス鋼系

配管・弁 

本体及び

配管・弁

排ガスフィルタの本体及び排ガスフィルタ廻

りに使用されているステンレス鋼系配管・弁

は内部流体がガス（排ガス）であり，排ガス

中には腐食性ガス（ HCl,SOx 他）が含まれ

ている。停止時に温度が低下すると硫酸等が

発生する可能性があり，硫酸等でステンレス

鋼部位に生じた孔食部を起点に，起動・停止

に伴う熱応力の重畳による粒界型応力腐食割

れが想定される。 

しかしながら，排ガスフィルタの本体及び排

ガスフィルタ廻りに使用されているステンレ

ス鋼系配管・弁でセラミック塗料コーティン

グされている箇所については孔食が発生しな

いため，粒界型応力腐食割れが発生する可能

性は小さい。さらに，排ガスフィルタ廻りに

使用されているステンレス鋼系配管・弁でセ

ラミック塗料コーティングされていない箇所

については，これまでの点検結果により有意

な孔食は確認されておらず，粒界型応力腐食

割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

685 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

貫粒型

応力腐

食割れ 

空気予熱器 

排ガスフィルタ 

ステンレス鋼系

配管・弁 

本体，支

持脚及び

配管・弁

排ガスフィルタの本体，空気予熱器の支持脚

及び排ガスフィルタ廻りに使用されているス

テンレス鋼系配管・弁は，ステンレス鋼を使

用しており，外表面に塩分が付着することに

起因する貫粒型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，防食塗装及び保温により外表

面が保護されていることから，貫粒型応力腐

食割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

686 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

腐食

（全面

腐食） 

空気予熱器 

第１焼却炉本体 

１次・２次セラ

ミックフィルタ 

排ガスブロワ 

排ガス補助ブロ

ワ 

フランジ

ボルト・

ナット，

ケーシン

グボル

ト・ナッ

ト及び取

付ボル

ト・ナッ

ト 

空気予熱器及び１次・２次セラミックフィル

タのフランジボルト・ナット, 第１焼却炉本

体の取付ボルト・ナット，排ガスブロワ及び

排ガス補助ブロワのケーシングボルト・ナッ

トは炭素鋼又は低合金鋼であり腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてい

ることから，腐食が発生する可能性は小さ

い。また，これまでの点検結果から有意な腐

食は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

①② ②   
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要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

687 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

腐食

（全面

腐食） 

第１焼却炉本体 

１次・２次セラ

ミックフィルタ 

排ガスフィルタ 

排ガスブロワ 

排ガス補助ブロ

ワ 

炭素鋼系配管・

弁 

缶体，灰

冷却ボッ

クス，グ

ローブボ

ックス，

ケーシン

グ，支持

脚及びベ

ース 

第１焼却炉本体の缶体，灰冷却ボックス，支

持脚，１次セラミックフィルタの缶体，灰冷

却ボックス，支持脚，２次セラミックフィル

タの缶体，グローブボックス，支持脚，排ガ

スフィルタの支持脚，排ガスブロワ及び排ガ

ス補助ブロワのケーシング，ベース，並びに

炭素鋼系配管・弁は炭素鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，防食塗装が施されており，屋

内空調環境に設置されていることから，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

688 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

摩耗 排ガスブロワ 軸 

すべり軸受を使用している軸はすべり軸受と

の接触面において摩耗が想定される。 

しかしながら，軸受には潤滑剤が供給され軸

と軸受間に膜が形成される構造となっており

軸の摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

689 
機械設

備 

焼却

炉設

備 

高サイ

クル疲

労割れ 

排ガスブロワ 

排ガス補助ブロ

ワ 

軸 

排ガスブロワ及び排ガス補助ブロワの軸には

運転時に繰返し応力が発生することから，応

力集中部等において，高サイクル疲労割れが

想定される。 

しかしながら，軸は設計段階において疲労割

れが発生しないように考慮された設計となっ

ており，高サイクル疲労割れが発生する可能

性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

690 
機械設

備 

雑固

体廃

棄物

溶融

炉設

備 

腐食

（全面

腐食） 

溶融炉セラミッ

クフィルタ 

配管（炭素鋼） 

外殻（胴

板），鏡

板，上

蓋，本体

フラン

ジ，灰冷

却ボック

ス，脚，

支持脚

（ラグ）

及び配管

等外面 

溶融炉セラミックフィルタの外殻（胴板），

鏡板，上蓋，本体フランジ，灰冷却ボック

ス，脚，支持脚（ラグ）及び雑固体廃棄物溶

融炉から溶融炉セラミックフィルタまでの配

管は炭素鋼であり外面の腐食が想定される。 

しかしながら，外面については防食塗装が施

されており，屋内空調環境に設置されている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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691 
機械設

備 

雑固

体廃

棄物

溶融

炉設

備 

腐食

（全面

腐食） 

溶融炉セラミッ

クフィルタ 

溶融炉排ガスフ

ィルタ 

六角ボル

ト・ナッ

ト及び取

付ボル

ト・ナッ

ト 

溶融炉セラミックフィルタの六角ボルト・ナ

ット及び溶融炉排ガスフィルタの取付ボル

ト・ナットは炭素鋼であり腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

692 
機械設

備 

雑固

体廃

棄物

溶融

炉設

備 

粒界型

応力腐

食割れ 

溶融炉排ガスフ

ィルタ 

伸縮継手（ステ

ンレス鋼） 

外殻，側

板，伸縮

継手及び

配管 

溶融炉排ガスフィルタの外殻，側板，排ガス

ラインに使用されている伸縮継手及び溶融炉

排ガスフィルタ廻りに使用されている配管は

ステンレス鋼であり，内部流体の排ガスには

腐食性ガス（ HCl，SOx 他）が含まれてい

る。停止時に温度が低下すると硫酸等が発生

する可能性があり，硫酸等でステンレス鋼部

位に生じた孔食部を起点に，起動・停止に伴

う熱応力の重畳による粒界型応力腐食割れが

想定される。 

しかしながら，現在までの運転経験により，

粒界型応力腐食割れの可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

① ②   

693 
機械設

備 

雑固

体廃

棄物

溶融

炉設

備 

貫粒型

応力腐

食割れ 

雑固体廃棄物溶

融炉 

溶融炉排ガスフ

ィルタ 

配管（ステンレ

ス鋼） 

伸縮継手 

外殻，上

部フラン

ジ，下部

フラン

ジ，側

板，配

管，伸縮

継手及び

六角ボル

ト・ナッ

ト 

雑固体廃棄物溶融炉の外殻，上部フランジ，

下部フランジ，六角ボルト・ナット，溶融炉

排ガスフィルタの外殻，側板，配管（ステン

レス鋼）及び伸縮継手はステンレス鋼であ

り，貫粒型応力腐食割れが想定される。 

しかしながら，雑固体廃棄物溶融炉の外殻，

上部フランジ，下部フランジ，六角ボルト・

ナット，配管（ステンレス鋼）及び伸縮継

手，溶融炉排ガスフィルタの外殻，側板につ

いては，防食塗装及び保温により外表面が保

護されていることから，貫粒型応力腐食割れ

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

694 
機械設

備 

雑固

体廃

棄物

溶融

炉設

備 

腐食

（全面

腐食） 

雑固体廃棄物溶

融炉 

溶融炉セラミッ

クフィルタ 

基礎ボル

ト 

雑固体廃棄物溶融炉及び溶融炉セラミックフ

ィルタの基礎ボルト・ナットは炭素鋼であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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695 
機械設

備 

基礎

ボル

ト 

腐食

（全面

腐食） 

機器付基礎ボル

ト塗装部及びコ

ンクリート埋設

部 

後打ちケミカル

アンカ塗装部及

びコンクリート

埋設部 

基礎ボル

ト 

基礎ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，機器付基礎ボルト塗装部，後

打ちケミカルアンカ塗装部は，これまでの点

検の結果，有意な腐食は確認されていない。 

機器付基礎ボルトのコンクリート埋設部及び

後打ちケミカルアンカのコンクリート埋設部

では，コンクリートが中性化した場合に腐食

が想定される。 

しかしながら，実機コンクリートにおけるサ

ンプリング結果では中性化はほとんど見られ

ておらず，腐食は問題とならない。また，後

打ちケミカルアンカについては，コンクリー

ト埋設部のボルト自体が樹脂に覆われている

ことから，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

696 
機械設

備 

基礎

ボル

ト 

付着力

低下 

機器付基礎ボル

ト 

後打ちメカニカ

ルアンカ 

後打ちケミカル

アンカ 

基礎ボル

ト 

機器付基礎ボルト，後打ちメカニカルアン

カ，後打ちケミカルアンカについては，耐力

は主に付着力に担保されることから，付着力

低下を起こした場合，支持機能の低下が想定

される。 

しかしながら，「コンクリート構造物及び鉄

骨構造物の技術評価書」にて収縮，圧縮によ

るひび割れに起因する付着力低下がないこ

と，中性化による基礎ボルト材の腐食助長環

境にないことを評価しており，経年劣化によ

りコンクリート内部からの付着力低下を起こ

す可能性は小さい。 

また，浜岡１，２号機の機器付基礎ボルト引

張試験及び後打ちケミカルアンカの引張試験

にて有意な付着力低下がないことを確認して

いる。 

笹子トンネルでの天井板崩落事故を踏まえ

て，後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミ

カルアンカの目視点検及び打音点検を実施

し，問題のないことを確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①  Ｆ 

697 
機械設

備 

基礎

ボル

ト 

樹脂の

劣化

（後打

ちケミ

カルア

ンカ） 

後打ちケミカル

アンカ 
樹脂 

後打ちケミカルアンカの樹脂については，高

温環境下における変形，紫外線，放射線，水

分付着による劣化が想定される。 

しかしながら，温度による劣化は，樹脂部は

コンクリート内であり，高温環境下にさらさ

れることはなく，支持機能が低下するような

接着力低下の可能性は小さい。 

紫外線による劣化についても，樹脂部がコン

クリート内であることから，直接紫外線環境

下にさらされることはない。また，屋外暴露

試験として，15 年間にわたり１年毎に引抜

強度を測定した結果からは，有意な引抜力の

低下は認められていない。 

さらに，耐候性促進試験により 40 年相当の

紫外線加速照射後の引抜試験においても，引

抜力の低下が認められていないことから，支

持機能が低下するような接着力低下の可能性

は小さい。 

耐放射線性については，Co-60γ 線照射試験

結果から，γ 線照射量が 107rad における樹

②③  Ｆ 
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脂の耐放射線性の健全性が確認されている。 

一方，浜岡３号機の後打ちケミカルアンカは

原子炉格納容器外に設置されており，原子炉

格納容器外でγ線照射量が最も高い CUW 配管

における 40 年間の照射量は 7×105rad 程度

であり，支持機能が低下するような接着力低

下の可能性は小さい。 

水分付着による劣化については，海水中引張

強度比較試験により，海水中打込み・養生し

たボルトと空気中打込み・養生したボルトに

引張強度の有意な違いは認められておらず，

水分付着により後打ちケミカルアンカの健全

性が阻害される可能性は小さい。 

また，（1）項，（2）b 項にて記載した浜岡

１，２号機の後打ちケミカルアンカの引張試

験結果より健全であることを確認している。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

698 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

非常用メタクラ 筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

699 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

非常用メタクラ 
取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

700 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

非常用メタクラ 埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

701 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

非常用メタクラ 
主回路導

体 

主回路導体はアルミニウム合金であり，腐食

が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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702 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

導通不

良 
非常用メタクラ 

補助継電

器，タイ

マー，電

磁接触

器，保護

継電器

（機械

式），操

作スイッ

チ及び押

釦スイッ

チ 

補助継電器，タイマー，電磁接触器，保護継

電器（機械式），操作スイッチ及び押釦スイ

ッチは，接点に付着する浮遊塵埃と接点表面

に形成される酸化皮膜により，導通不良が想

定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

703 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

摩耗 非常用メタクラ 
真空遮断

器断路部

真空遮断器断路部は，遮断器の挿入・引出し

による摩耗が想定される。 

しかしながら，真空遮断器断路部にはグリー

スを塗布していることから潤滑性は良好であ

り，遮断器の挿入・引出しは点検時のみ実施

するため，断路部の摩耗が発生する可能性は

小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

704 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

非常用メタクラ 

保護継電

器（静止

形） 

保護継電器（静止形）は，マイグレーション

により基板内 IC での回路間短絡・断線とい

った電気回路の不良による特性変化が想定さ

れる。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

705 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

特性変

化 
非常用メタクラ 

保護継電

器（機械

式） 

保護継電器（機械式）は，誘導円板等の可動

部があり，回転軸及び軸受の摩耗に伴う回転

摩擦の変化による特性変化が想定される。 

しかしながら，保護継電器は「1979 年９月

26 日改訂 電気学会 電気規格調査会標準

規格 電力用保護継電器 JEC-174」及び

「1987 年９月 17 日改訂 電気学会 電気規

格調査会標準規格 電力用保護継電器 JEC-

2500」に基づく，10,000 回の動作試験にて

異常のないことを確認しており，保護継電器

は点検時及び保護する機器の故障時のみの動

作であり，この動作回数が 10,000 回より十

分少ないことから，回転軸及び軸受の摩耗に

よる特性変化が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

③ ②   
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706 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

真空度

低下 
非常用メタクラ 

真空バル

ブ 

真空バルブは長期の使用に伴う真空度低下が

想定される。 

しかしながら，真空バルブは「1975 年 12 月

23 日改訂 電気学会 電気規格調査会標準

規格 JEC-181」に基づく 10,000 回の開閉試

験にて異常のないことを確認しており，真空

バルブは点検時及び接続機器の起動・停止時

のみの動作であり，この開閉回数が 10,000

回より十分少ないことから真空度低下が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

③ ②   

707 
電源設

備 

高圧

閉鎖

配電

盤 

へたり 非常用メタクラ 

ワイプば

ね及び開

路ばね 

ワイプばね及び開路ばねは，遮断器の引外し

に必要な応力が長時間かかる状態が保持され

る時間的要因，高温にさらされる熱的要因に

よるへたりが想定される。 

しかしながら，ワイプばね及び開路ばねは，

遮断器の引外しに必要なねじり応力が許容ね

じり応力以下になるように設定されており，

さらにばねの材料に対する推奨使用最高温度

よりも低い温度で使用していることから，へ

たりが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

708 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ変圧器 

鉄心締付

ボルト 

鉄心締付けボルトは炭素鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

709 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ変圧器 
ベース 

ベースは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

710 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ変圧器 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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711 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ変圧器 
鉄心 

鉄心は珪素鋼板であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

712 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ変圧器 
接続導体

接続導体は銅であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

713 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系パワーセン

タ変圧器 

鉄心締付

ボルト 

鉄心締付けボルトは炭素鋼であり，腐食が想

定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

714 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系パワーセン

タ変圧器 

ベース 

ベースは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

715 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系パワーセン

タ変圧器 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

716 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系パワーセン

タ変圧器 

鉄心 

鉄心は珪素鋼板であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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717 
電源設

備 

動力

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系パワーセン

タ変圧器 

接続導体

接続導体は銅であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

718 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ 
筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

719 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

720 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

721 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

非常用パワーセ

ンタ 

主回路導

体 

主回路導体はアルミニウム合金であり，腐食

が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

722 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

導通不

良 

非常用パワーセ

ンタ 

補助継電

器，タイ

マー，保

護継電器

（機械

式）及び

操作スイ

ッチ 

補助継電器，タイマー，保護継電器（機械

式）及び操作スイッチは，接点に付着する浮

遊塵埃と接点表面に形成される酸化皮膜によ

り，導通不良が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

723 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

摩耗 
非常用パワーセ

ンタ 
接触子 

接触子は遮断器の開閉動作に伴う負荷電流の

開閉による摩耗が想定される。 

しかしながら，接触子は「1978 年５月 24 日

改訂 電気学会 電気規格調査会標準規格

JEC-160」に基づき 100 回（定格電流 2,500 

A 超過の受電用遮断器），500 回（定格電流

630 A 超過～2,500 A 以下の負荷用遮断器）

の負荷電流遮断試験にて異常のないことを確

認しており，遮断器は点検時及び接続機器の

起動・停止時のみ動作するため，この動作回

数（無負荷電流遮断を含む）は，負荷電流遮

断試験の動作回数より少ないことから，摩耗

が発生する可能性は小さい。また，これまで

の点検結果から有意な摩耗は確認されていな

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①③ ②   

724 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

汚損 
非常用パワーセ

ンタ 
消弧室 

消弧室は遮断器の電流遮断動作に伴うアーク

消弧による汚損が想定される。 

しかしながら，消弧室は「1978 年５月 24 日

改訂 電気学会 電気規格調査会標準規格

JEC-160」に基づき 100 回（定格電流 2,500 

A 超過の受電用遮断器），500 回（定格電流

630 A 超過～2,500 A 以下の負荷用遮断器）

の負荷電流遮断試験にて異常のないことを確

認しており，遮断器は点検時及び接続機器の

起動・停止時のみ動作するため，この動作回

数（無負荷電流遮断を含む）は，負荷電流遮

断試験の動作回数より少ないことから，アー

クの消弧による汚損が発生する可能性は小さ

い。また，これまでの点検結果から有意な汚

損は確認されていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①③ ②   

725 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

摩耗 
非常用パワーセ

ンタ 
断路部 

断路部は，遮断器の挿入・引出しによる摩耗

が想定される。 

しかしながら，断路部にはグリースを塗布し

ていることから潤滑性は良好であり，遮断器

の挿入・引出しは点検時のみ実施するため，

断路部の摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

726 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

非常用パワーセ

ンタ 

過電流引

外し装置

（静止

形），保

護継電器

（静止

形） 

過電流引外し装置（静止形），保護継電器

（静止形）は，マイグレーションにより基板

内 IC での回路間短絡・断線といった電気回

路の不良による特性変化が想定される。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

727 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

特性変

化 

非常用パワーセ

ンタ 

保護継電

器（機械

式） 

機械式の保護継電器は，誘導円板等の可動部

があり，回転軸及び軸受の摩耗に伴う回転摩

擦の変化による特性変化が想定される。 

しかしながら，保護継電器は「1979 年９月

26 日改訂 電気学会 電気規格調査会標準

規格 電力用保護継電器 JEC-174」及び

「1987 年９月 17 日改訂 電気学会 電気規

格調査会標準規格 電力用保護継電器 JEC-

2500」に基づく，10,000 回の動作試験にて

異常のないことを確認しており，保護継電器

は点検時及び保護する機器の故障時のみ動作

するため，この動作回数は 10,000 回より十

分少ないことから，回転軸及び軸受の摩耗に

よる特性変化が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

③ ②   

728 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

へたり 
非常用パワーセ

ンタ 

投入ば

ね・開路

ばね 

投入ばね・開路ばねは，遮断器の投入，引外

しに必要な応力が長時間かかる状態が保持さ

れる時間的要因，高温にさらされる熱的要因

によるへたりが想定される。 

しかしながら，投入ばね・開路ばねは，遮断

器の投入，引外しに必要なねじり応力が許容

ねじり応力以下になるように設定されてお

り，さらにばねの材料に対する推奨使用最高

温度よりも低い温度で使用していることか

ら，へたりが進行する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

729 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

直流パワーセン

タ 
筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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カテ 

ゴリ 
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経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

730 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

直流パワーセン

タ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

731 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

直流パワーセン

タ 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

732 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

腐食

（全面

腐食） 

直流パワーセン

タ 

主回路導

体 

主回路導体はアルミニウム合金であり，腐食

が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

733 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

導通不

良 

直流パワーセン

タ 

補助継電

器，タイ

マー及び

操作スイ

ッチ 

補助継電器，タイマー及び操作スイッチは，

接点に付着する浮遊塵埃と接点表面に形成さ

れる酸化皮膜により，導通不良が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

734 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

摩耗 
直流パワーセン

タ 
接触子 

接触子は遮断器の開閉動作に伴う負荷電流の

開閉による摩耗が想定される。 

しかしながら，接触子は「1978 年５月 24 日

改訂 電気学会 電気規格調査会標準規格

JEC-160」に基づき 100 回（定格電流 2,500 

A 超過の受電用遮断器），500 回（定格電流

630 A 超過～2,500 A 以下の負荷用遮断器）

の負荷電流遮断試験にて異常のないことを確

認しており，遮断器は点検時及び接続機器の

起動・停止時のみ動作するため，この動作回

数（無負荷電流遮断を含む）は，負荷電流遮

断試験の動作回数より少ないことから，摩耗

が発生する可能性は小さい。また，これまで

の点検結果から有意な摩耗は確認されていな

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①③ ②   
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カテ 
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※２
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評価内容
※３分類

735 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

汚損 
直流パワーセン

タ 
消弧室 

消弧室は遮断器の電流遮断動作に伴うアーク

消弧による汚損が想定される。 

しかしながら，消弧室は「1978 年５月 24 日

改訂 電気学会 電気規格調査会標準規格

JEC-160」に基づき 100 回（定格電流 2,500 

A 超過の受電用遮断器），500 回（定格電流

630 A 超過～2,500 A 以下の負荷用遮断器）

の負荷電流遮断試験にて異常のないことを確

認しており，遮断器は点検時及び接続機器の

起動・停止時のみ動作するため，この動作回

数（無負荷電流遮断を含む）は，負荷電流遮

断試験の動作回数より少ないことから，摩耗

が発生する可能性は小さい。また，これまで

の点検結果から有意な汚損は確認されていな

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①③ ②   

736 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

摩耗 
直流パワーセン

タ 
断路部 

断路部は，遮断器の挿入・引出しによる摩耗

が想定される。 

しかしながら，断路部にはグリースを塗布し

ていることから潤滑性は良好であり，遮断器

の挿入・引出しは点検時のみ実施するため，

断路部の摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

737 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

へたり 
直流パワーセン

タ 

投入ば

ね・開路

ばね 

投入ばね・開路ばねは，遮断器の投入，引外

しに必要な応力が長時間かかる状態が保持さ

れる時間的要因，高温にさらされる熱的要因

によるへたりが想定される。 

しかしながら，投入ばね・開路ばねは，遮断

器の投入，引外しに必要なねじり応力が許容

ねじり応力以下になるように設定されてお

り，さらにばねの材料に対する推奨使用最高

温度よりも低い温度で使用していることか

ら，へたりが進行する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

738 
電源設

備 

低圧

閉鎖

配電

盤 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

直流パワーセン

タ 

過電流引

外し装置

（静止

形） 

過電流引外し装置（静止形）は，マイグレー

ションにより基板内 IC での回路間短絡・断

線といった電気回路の不良による特性変化が

想定される。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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カテ 
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経年劣

化事象 
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分類
※１ 

理由 
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※２

内容

評価内容
※３分類

739 
電源設

備 

コン

トロ

ール

セン

タ 

腐食

（全面

腐食） 

非常用コントロ

ールセンタ 
筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

740 
電源設

備 

コン

トロ

ール

セン

タ 

腐食

（全面

腐食） 

非常用コントロ

ールセンタ 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

741 
電源設

備 

コン

トロ

ール

セン

タ 

腐食

（全面

腐食） 

非常用コントロ

ールセンタ 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

742 
電源設

備 

コン

トロ

ール

セン

タ 

腐食

（全面

腐食） 

非常用コントロ

ールセンタ 

主回路導

体 

主回路導体は銅及びアルミニウム合金であ

り，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

743 
電源設

備 

コン

トロ

ール

セン

タ 

導通不

良 

非常用コントロ

ールセンタ 

電磁接触

器，サー

マルリレ

ー，補助

継電器及

び保護継

電器（機

械式） 

電磁接触器，サーマルリレー，補助継電器及

び保護継電器（機械式）は，接点に付着する

浮遊塵埃と接点表面に形成される酸化皮膜に

よる導通不良が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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744 
電源設

備 

コン

トロ

ール

セン

タ 

摩耗 
非常用コントロ

ールセンタ 
断路部 

断路部はユニットの挿入・引出しによる摩耗

が想定される。 

しかしながら，断路部にはグリースを塗布し

ていることから潤滑性は良好であり，ユニッ

トの挿入・引出しは点検時のみ実施するた

め，断路部の摩耗が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

745 
電源設

備 

コン

トロ

ール

セン

タ 

特性変

化 

非常用コントロ

ールセンタ 

保護継電

器（機械

式） 

保護継電器（機械式）は，誘導円板等の可動

部があり，回転軸及び軸受の摩耗に伴う回転

摩擦の変化による特性変化が想定される。 

しかしながら，保護継電器は「1979 年９月

26 日改訂 電気学会 電気規格調査会標準

規格 電力用保護継電器 JEC-174」及び

「1987 年９月 17 日改訂 電気学会 電気規

格調査会標準規格 電力用保護継電器 JEC-

2500」に基づく，10,000 回の動作試験にて

異常のないことを確認しており，保護継電器

は点検時及び保護する機器の故障時のみ動作

するため，この動作回数は 10,000 回より十

分少ないことから，回転軸及び軸受摩耗の影

響による特性変化が発生する可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

③ ②   

746 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）発電機 

フレー

ム，端子

箱，コイ

ルエンド

カバー及

び軸受台

フレーム，端子箱，コイルエンドカバー及び

軸受台は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

747 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）制御盤 

筺体 

制御盤の筺体は炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

748 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）発電機 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）制御盤 

取付ボル

ト 

ディーゼル発電機及び制御盤の取付ボルトは

炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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749 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）制御盤 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

750 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

導通不

良 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）制御盤 

電磁接触

器，補助

継電器，

タイマ

ー，保護

継電器

（機械

式），ロ

ックアウ

ト継電

器，操作

スイッチ

及び押釦

スイッチ

電磁接触器，補助継電器，タイマー，保護継

電器（機械式），ロックアウト継電器，操作

スイッチ及び押釦スイッチは，接点に付着す

る浮遊塵埃と接点表面に形成される酸化皮膜

による導通不良が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

751 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

高サイ

クル疲

労割れ 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）発電機 

主軸及び

回転子コ

ア 

主軸及び回転子コアには，ディーゼル発電機

運転時に繰り返し応力が発生することから，

応力集中部において高サイクル疲労割れが想

定される。 

しかしながら，主軸及び回転子コアは，設計

段階において疲労割れが発生しないように考

慮された設計となっており，高サイクル疲労

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

752 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）発電機 

固定子コ

ア及び回

転子コア

固定子コア及び回転子コアは電磁鋼及び磁極

鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，固定子コア及び回転子コア表

面は，絶縁ワニス処理が施されており，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

753 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

摩耗 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）発電機 

主軸 

主軸は，すべり軸受と主軸の接触面におい

て，摩耗が想定される。 

しかしながら，軸受には潤滑油が供給され，

主軸と軸受間に油膜が形成されることから，

主軸の摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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754 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

導通不

良 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）制御盤 

界磁調整

器 

界磁調整器は，可変抵抗器の通電による発熱

により，可動接触子と固定接触子の摺動部が

経年的に酸化して酸化皮膜が形成され，接触

抵抗が増大することによる導通不良が想定さ

れる。 

しかしながら，ディーゼル発電設備の界磁調

整器の通電時間は非常に少なく，導通不良が

発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

755 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）制御盤 

速度変換

器及び保

護継電器

（静止

形） 

速度変換器及び保護継電器（静止形）は，マ

イグレーションにより基板内 IC での回路間

短絡・断線といった電気回路の不良による特

性変化が想定される。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

756 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

特性変

化 

非常用ディーゼ

ル発電設備（A,B

号機）制御盤 

保護継電

器（機械

式） 

保護継電器（機械式）は，誘導円板等の可動

部があり，回転軸及び軸受の摩耗に伴う回転

摩擦の変化による特性変化が想定される。 

しかしながら，保護継電器は「電気学会 電

気規格調査会標準規格 電力用保護継電器

JEC-174 1979 年９月 26 日」及び「電気学

会 電気規格調査会標準規格 電力用保護継

電器 JEC-2500 1987 年９月 17 日」に基づ

く，10,000 回の動作試験にて異常のないこ

とを確認しており，保護継電器は点検時及び

保護する機器の故障時のみの動作であり，こ

の動作回数が 10,000 回より十分少ないこと

から，回転軸及び軸受の摩耗による特性変化

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

③ ②   

757 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備発電機 

フレー

ム，端子

箱，コイ

ルエンド

カバー及

び軸受台

フレーム，端子箱，コイルエンドカバー及び

軸受台は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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758 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備制御盤 

筺体 

制御盤の筺体は炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

759 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備発電機 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備制御盤 

取付ボル

ト 

ディーゼル発電機及び制御盤の取付ボルトは

炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

760 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備制御盤 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

761 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

導通不

良 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備制御盤 

電磁接触

器，補助

継電器，

タイマ

ー，保護

継電器

（機械

式），ロ

ックアウ

ト継電

器，操作

スイッチ

及び押釦

スイッチ

電磁接触器，補助継電器，タイマー，保護継

電器（機械式），ロックアウト継電器，操作

スイッチ及び押釦スイッチは，接点に付着す

る浮遊塵埃と接点表面に形成される酸化皮膜

による導通不良が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

762 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

高サイ

クル疲

労割れ 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備発電機 

主軸及び

回転子コ

ア 

主軸及び回転子コアには，ディーゼル発電機

運転時に繰返し応力が発生することから，応

力集中部において高サイクル疲労割れが想定

される。 

しかしながら，主軸及び回転子コアは，設計

段階において疲労割れが発生しないように考

慮された設計となっており，高サイクル疲労

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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763 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

腐食

（全面

腐食） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備発電機 

固定子コ

ア及び回

転子コア

固定子コア及び回転子コアは電磁鋼及び磁極

鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，固定子コア及び回転子コア表

面は，絶縁ワニス処理が施されており，腐食

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

764 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

摩耗 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備発電機 

主軸 

主軸は，すべり軸受と主軸の接触面において

摩耗が想定される。 

しかしながら，軸受には潤滑油が供給され，

主軸と軸受間に油膜が形成されることから，

主軸の摩耗が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

765 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備制御盤 

界磁調整

器，速度

変換器及

び保護継

電器（静

止形） 

界磁調整器，速度変換器及び保護継電器（静

止形）は，マイグレーションにより基板内

IC での回路間短絡・断線といった電気回路

の不良による特性変化が想定される。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

766 
電源設

備 

ディ

ーゼ

ル発

電設

備 

特性変

化 

高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル

発電設備制御盤 

保護継電

器（機械

式） 

保護継電器（機械式）は，誘導円板等の可動

部があり，回転軸及び軸受の摩耗に伴う回転

摩擦の変化による特性変化が想定される。 

しかしながら，保護継電器は「電気学会 電

気規格調査会標準規格 電力用保護継電器

JEC-174 1979 年９月 26 日」及び「電気学

会 電気規格調査会標準規格 電力用保護継

電器 JEC-2500 1987 年９月 17 日」に基づ

く，10,000 回の動作試験にて異常のないこ

とを確認しており，保護継電器は点検時及び

保護する機器の故障時のみの動作であり，こ

の動作回数が 10,000 回より十分少ないこと

から，回転軸及び軸受の摩耗による特性変化

が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

③ ②   

767 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉保護系 MG

セット 
共通架台

共通架台は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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768 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉保護系 MG

セット 

フライホ

イール

(本体)，

フライホ

イール軸

受ブラケ

ット及び

フライホ

イールの

カップリ

ング 

フライホイール(本体)，フライホイール軸受

ブラケット及びフライホイールのカップリン

グは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

769 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

腐食

（全面

腐食） 

制御盤 筐体 

制御盤の筺体は炭素鋼であり，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

770 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉保護系 MG

セット 

制御盤 

取付ボル

ト 

原子炉保護系 MG セット及び制御盤の取付ボ

ルトは炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

771 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

腐食

（全面

腐食） 

制御盤 埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

772 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

導通不

良 
制御盤 

操作スイ

ッチ，押

釦スイッ

チ，補助

継電器，

タイマー

及び電磁

接触器 

操作スイッチ，押釦スイッチ，補助継電器，

タイマー及び電磁接触器は，接点に付着する

浮遊塵埃と接点表面に形成される酸化皮膜に

よる導通不良が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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773 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

高サイ

クル疲

労割れ 

原子炉保護系 MG

セット 

単相同期

発電機，

励磁機の

回転子コ

ア 

単相同期発電機，励磁機の回転子コアには，

運転時に繰返し応力が発生することから，応

力集中部において高サイクル疲労割れが想定

される。 

しかしながら，回転子コアは設計段階におい

て疲労割れが発生しないように考慮された設

計となっており，高サイクル疲労割れが発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

774 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

疲労割

れ 

原子炉保護系 MG

セット 

誘導電動

機の回転

子棒及び

回転子エ

ンドリン

グ 

誘導電動機の回転子棒及び回転子エンドリン

グは，起動時における電磁力等による繰返し

応力が発生することから，疲労割れが想定さ

れる。 

しかしながら，梁モデルによる評価を行い，

発生応力は許容値に対し十分小さいことか

ら，疲労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

775 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

高サイ

クル疲

労割れ 

原子炉保護系 MG

セット 

単相同期

発電機及

び誘導電

動機の主

軸 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

776 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉保護系 MG

セット 

単相同期

発電機，

誘導電動

機及び励

磁機の固

定子コア

及び回転

子コア 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

② －   

777 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

腐食

（全面

腐食） 

原子炉保護系 MG

セット 

単相同期

発電機，

誘導電動

機の軸受

ブラケッ

ト，フレ

ーム，端

子箱及び

励磁機の

カバー 

「ポンプモータの技術評価書」の低圧ポンプ

モータと評価内容は同一であることから，当

該の評価書を参照。 

①② －   
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778 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

制御盤 

保護継電

器（静止

形） 

保護継電器（静止形）は，マイグレーション

により基板内 IC での回路間短絡・断線とい

った電気回路の不良による特性変化が想定さ

れる。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

779 
電源設

備 

MG

セッ

ト 

疲労割

れ 

原子炉保護系 MG

セット 

フライホ

イールの

主軸 

フライホイールの主軸には，起動時に変動応

力が発生することから，疲労割れが想定され

る。 

しかしながら，原子炉保護系 MG セットの起

動停止回数は年間約 2回と非常に少なく，疲

労割れが発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

780 
電源設

備 

直流

電源

設備 

腐食

（全面

腐食） 

125V 蓄電池 

125V 充電器 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

781 
電源設

備 

直流

電源

設備 

腐食

（全面

腐食） 

125V 蓄電池 架台 

架台は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

782 
電源設

備 

直流

電源

設備 

腐食

（全面

腐食） 

125V 充電器 筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

783 
電源設

備 

直流

電源

設備 

腐食

（全面

腐食） 

125V 蓄電池 

125V 充電器 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

784 
電源設

備 

直流

電源

設備 

導通不

良 
125V 充電器 

操作スイ

ッチ，電

磁接触

器，タイ

マー及び

補助継電

器 

操作スイッチ，電磁接触器，タイマー及び補

助継電器は，接点に付着する浮遊塵埃と接点

表面に形成される酸化皮膜による導通不良が

想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

785 
電源設

備 

直流

電源

設備 

割れ，

変形 
125V 蓄電池 電槽 

電槽は，電解液の減少により極板が露出，発

熱し，内部圧力が上昇することによる電槽の

割れ，変形が想定される。 

しかしながら，電槽上部の触媒栓により電槽

内で発生するガスを還元し，内部圧力の上昇

を防ぐ構造となっていることから，電槽の割

れ，変形の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

786 
電源設

備 

直流

電源

設備 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

125V 充電器 

保護継電

器（静止

形） 

保護継電器（静止形）は，マイグレーション

により基板内 IC での回路間短絡・断線とい

った電気回路の不良による特性変化が想定さ

れる。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

787 
電源設

備 

直流

電源

設備 

腐食

（全面

腐食） 

±24V 蓄電池 

±24V 充電器 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

788 
電源設

備 

直流

電源

設備 

腐食

（全面

腐食） 

±24V 蓄電池 架台 

架台は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

789 
電源設

備 

直流

電源

設備 

腐食

（全面

腐食） 

±24V 充電器 筺体 

筺体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

790 
電源設

備 

直流

電源

設備 

腐食

（全面

腐食） 

±24V 蓄電池 

±24V 充電器 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。し

たがって，今後もこれらの傾向が変化する要

因があるとは考え難いことから，高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断

する。 

①②    

791 
電源設

備 

直流

電源

設備 

導通不

良 
±24V 充電器 

操作スイ

ッチ，電

磁接触

器，タイ

マー及び

補助継電

器 

操作スイッチ，電磁接触器，タイマー及び補

助継電器は，接点に付着する浮遊塵埃と接点

表面に形成される酸化皮膜による導通不良が

想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，塵埃付着，酸化皮膜形成の可能性は小さ

い。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

792 
電源設

備 

直流

電源

設備 

割れ，

変形 
±24V 蓄電池 電槽 

電槽は，電解液の減少により極板が露出，発

熱し，内部圧力が上昇することによる電槽の

割れ，変形が想定される。 

しかしながら，電槽上部の触媒栓により電槽

内で発生するガスを還元し，内部圧力の上昇

を防ぐ構造となっていることから，電槽の割

れ，変形の可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

793 
電源設

備 

直流

電源

設備 

特性変

化（マ

イグレ

ーショ

ンによ

る特性

変化） 

±24V 充電器 

保護継電

器（静止

形） 

保護継電器（静止形）は，マイグレーション

により基板内 IC での回路間短絡・断線とい

った電気回路の不良による特性変化が想定さ

れる。 

しかしながら，マイグレーション対策につい

ては，設計・製造プロセスが改善されてお

り，屋内空調環境に設置されていることか

ら，マイグレーションによる特性変化が発生

する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

794 
電源設

備 

計測

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御用変圧

器（75kVA） 

鉄心締付

ボルト 

鉄心締付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

795 
電源設

備 

計測

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御用変圧

器（75kVA） 
クランプ

クランプは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

796 
電源設

備 

計測

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御用変圧

器（75kVA） 
鉄心 

鉄心は珪素鋼板であり，腐食が想定される。 

しかしながら，鉄心表面は絶縁処理を施して

おり，屋内空調環境に設置されていることか

ら，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

797 
電源設

備 

計測

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御用変圧

器（50kVA） 

HPCS 計測制御用

変圧器 

鉄心締付

ボルト 

鉄心締付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   
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No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

798 
電源設

備 

計測

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御用変圧

器（50kVA） 

HPCS 計測制御用

変圧器 

クランプ

クランプは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

799 
電源設

備 

計測

用変

圧器 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御用変圧

器（50kVA） 

HPCS 計測制御用

変圧器 

鉄心 

鉄心は珪素鋼板であり，腐食が想定される。 

しかしながら，鉄心表面は絶縁処理を施して

おり，屋内空調環境に設置されていることか

ら，腐食が発生する可能性は小さい。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

② ②   

800 
電源設

備 

計測

用分

電盤 

腐食

（全面

腐食） 

125V 直流主母線

盤 
筐体 

筐体は炭素鋼であるため，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

801 
電源設

備 

計測

用分

電盤 

腐食

（全面

腐食） 

125V 直流主母線

盤 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であるため，腐食が想定

される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

802 
電源設

備 

計測

用分

電盤 

腐食

（全面

腐食） 

125V 直流主母線

盤 
埋込金物

埋込金物は炭素鋼であるため，腐食が想定さ

れる。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    



別紙４ 
高経年化技術評価劣化事象一覧 

- 213 - 

No. 
カテ 

ゴリ 
分冊 

経年劣

化事象 
評価機器名 部位 評価内容 

分類
※１ 

理由 

保全
※２

内容

評価内容
※３分類

803 
電源設

備 

計測

用分

電盤 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御電源分

電盤 

原子炉保護系分

電盤 

±24V 直流分電

盤 

筐体 

筐体は炭素鋼であり，腐食が想定される。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

804 
電源設

備 

計測

用分

電盤 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御電源分

電盤 

原子炉保護系分

電盤 

±24V 直流分電

盤 

取付ボル

ト 

取付ボルトは炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

これまでの点検結果から有意な腐食は確認さ

れていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①② ②   

805 
電源設

備 

計測

用分

電盤 

腐食

（全面

腐食） 

計測制御電源分

電盤 

原子炉保護系分

電盤 

±24V 直流分電

盤 

埋込金物

埋込金物は炭素鋼であり，腐食が想定され

る。 

しかしながら，屋内空調環境に設置されてお

り，腐食が発生する可能性は小さい。また，

コンクリート埋設部については，コンクリー

トが中性化した場合に腐食が想定されるが，

実機コンクリートにおけるサンプリング結果

では，中性化はほとんど見られていない。 

したがって，今後もこれらの傾向が変化する

要因があるとは考え難いことから，高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判

断する。 

①②    

※１ 
① 現在までの運転経験から得られたデータにより，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極

めて小さいと考えられる経年劣化事象。 
  

 ② 使用条件（設計条件）により，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考え

られる事象。 
  

 ③ 使用条件と材料試験データとの比較により，今後も経年劣化事象の進展が考えられない，又は進展傾向が極

めて小さいと考えられる経年劣化事象。 
  

※２ ①： 巡視点検（パラメータ監視含む）等により確認可能なもの   

 ②：分解・開放・目視点検等により確認可能なもの   

 －：参照先と同じ   

※３ Ａ： 防錆剤管理データ   

 Ｂ： 水質管理及び性能監視データ   

 Ｃ： 知見・評価結果   

 Ｄ： 運転データ   

 Ｅ： 油管理実績   

 Ｆ： 劣化状況調査   
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タイトル 炉心シュラウド支持ロッドに対する高経年化対策上の劣化事象の抽出プロセス

について 

説明  

 下表のとおり，炉心シュラウド支持ロッドに対する高経年化対策上の劣化事

象は抽出されなかった。 

 

経年劣化 
事象 

抽出結果 

摩耗 有意な振動源は存在しないことから，経年劣化事象として抽

出しない。 
腐食 耐食性に優れたステンレス鋼を使用していることから，経年

劣化事象として抽出しない。 
疲労割れ 「日本機械学会 発電用原子力設備規格 設計・建設規格

（2005 年／2007 年追補版）」の「CSS-3130 疲労解析不要

の条件」に従い，疲れ解析を要しないことから，経年劣化事

象として抽出しない。 
応力腐食

割れ 
溶接構造がないこと,及びSCC感受性の低い材料を使用して

いることから，経年劣化事象として抽出しない。 

熱時効 2 相ステンレス鋳鋼を使用していないため，経年劣化事象と

して抽出しない。 
その他 炉心シュラウド支持ロッドはアニュラス部に設置されてい

るため，中性子照射による経年劣化事象として抽出しない。

なお，中性子照射量が最も多い構造物は，燃料上部にある上

部格子板のグリッドプレート中央部である。 

 

 

 

 以 上

 

その他の経年劣化事象－５
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安定停止状態で進展しない経年劣化事象一覧 

 

経年劣 

化事象 

劣化要 

因分類 

技術評価書 

（分冊） 
機器 部位 

低サイクル

疲労割れ 
① 

ポンプ 原子炉冷却材再循環ポンプ ケーシング 

容器 

原子炉圧力容器 

上鏡，下鏡，胴板，主フランジ（上蓋フラ

ンジ，胴体フランジ），ノズル，セーフエ

ンド，貫通部シール，閉止フランジ，制

御棒駆動機構ハウジング，炉内核計装ハ

ウジング，制御棒貫通孔スタブチューブ，

スタッドボルト，支持スカート 

原子炉格納容器 ベント管ベローズ 

主蒸気(タービンへ)配管貫

通部（ベローズ式配管貫通

部） 

ベローズ 

配管 
原子炉冷却材再循環系配管 配管 

給水系配管 配管 

弁 

FDW 注入原子炉元弁 弁箱 

PLR ポンプ出口弁 弁箱 

PLR ポンプ入口弁 弁箱 

FDW 第１隔離弁 弁箱 

FDW 第２隔離弁 弁箱 

炉内構造物 炉内構造物 炉心シュラウド，シュラウドサポート 

中性子照射

脆化 
③ 容器 原子炉圧力容器 胴板 

熱時効 ② 

ポンプ 原子炉冷却材再循環ポンプ 
羽根車，ライナーリング，水中軸受，ケ

ーシング 

弁 
PLR ポンプ出口弁 弁箱，弁ふた，弁体 

PLR ポンプ入口弁 弁箱，弁ふた，弁体 

劣化要因分類は以下の①〜④で分類 

① プラントの起動・停止時に伴う熱過渡 

② プラントの運転時の高温度環境 

③ プラントの運転に伴い発生する中性子照射 

④ プラントの運転時の流体温度，流速環境  

共通－４
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経年劣 

化事象 

劣化要 

因分類 

技術評価書 

（分冊） 
機器 部位 

粒界型 

応力腐食割

れ 

② 

容器 原子炉圧力容器 

制御棒駆動機構ハウジング，炉内核計装

ハウジング，制御棒貫通孔スタブチュー

ブ，差圧計装・ほう酸水注入ノズル 

配管 

原子炉冷却材再循環系配管 配管 

主蒸気系配管 配管 

制御棒駆動系配管 配管 

ほう酸水注入系配管 配管 

余熱除去系配管 配管 

低圧炉心スプレイ系配管 配管 

高圧炉心スプレイ系配管 配管 

原子炉冷却材浄化系配管 配管 

炉内構造物 炉内構造物 

炉心シュラウド，シュラウドサポート，

上部格子板，炉心スプレイ配管・スパー

ジャ，ジェットポンプ 

照射誘起型 

応力腐食割

れ 

③ 

炉内構造物 炉内構造物 
炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持

板，燃料支持金具，制御棒案内管 

機械設備 

制御棒 

（ボロンカーバイド粉末型

制御棒） 

制御材被覆管，シ－ス，タイロッド，ピ

ン，上部ハンドル 

流れ加速型

腐食（FAC） 
④ 

容器 原子炉圧力容器 主蒸気ノズル 

配管 給水系配管 配管 

中性子照射

による 

靱性低下 

③ 

炉内構造物 炉内構造物 

炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持

板，中央燃料支持金具，周辺燃料支持金

具，制御棒案内管 

機械設備 

制御棒 

（ボロンカーバイド粉末型

制御棒） 

制御材被覆管，シ－ス，タイロッド，ピ

ン，上部ハンドル 
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タイトル 原子炉格納容器内設置のステンレス鋼系仕切弁の貫粒型応力腐食割れ低減対策

の状況について 

説明  

技術評価書（仕切弁）における PLR ポンプ出口弁の弁箱及び弁ふた外面の貫

粒型応力腐食割れは，原子炉格納容器内のパージ給・排気系統の給気ラインに塩

分除去装置を設置し，塩分の持ち込みを低減しているため，高経年化対策上着目

すべき経年劣化事象ではない事象（今後も経年劣化の進展が考えられない，又は

進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象）（▲事象）としている。 

原子炉格納容器のパージ給・排気系統は，原子炉停止過程における原子炉格納

容器内の窒素パージと原子炉停止時における原子炉格納容器内の作業環境改善

のため，強制換気を実施している。 

現在，原子炉格納容器内は窒素パージが完了していること及び原子炉格納容

器内での強制換気が必要な溶接作業等を当面の間，計画していないことから，平

成 28 年 4 月に発生した塩分除去装置フィルタの破損以降，当該系統を停止して

いる。 

この原子炉格納容器内強制換気の停止により，塩分の持ち込みを低減してい

ることから，現状においてもステンレス鋼の貫粒型応力腐食割れ事象に対し，経

年劣化の進展が考えられない，又は進展が極めて小さいと考えられる状況にあ

る。 

今後，塩分除去装置が機能要求されるまでに塩分除去装置フィルタ破損防止

対策を実施し，系統を復旧する予定である。 

 

 

 以 上
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１. はじめに

本資料は，低サイクル疲労割れの高経年化技術評価の補足として，評価結果を示すととも

に，評価内容の補足資料を取りまとめたものである。 

低サイクル疲労とは，プラントの起動･停止時等に受ける熱過渡による繰返しにより疲労

が蓄積し，疲労割れの発生に至る可能性がある劣化事象である。 

２. 技術評価

(１) 健全性評価 

疲労評価は，運転実績に基づいた現時点（平成 26 年度末）の過渡回数を用いて，日

本機械学会「発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版を含

む））」（以下，「設計・建設規格」という。）に基づき実施した。また，使用環境を考慮

した疲労について，日本機械学会「発電用原子力設備規格 環境疲労評価手法 JSME 

S NF1-2009」（以下，「環境疲労評価手法」という。）に基づき評価を実施した。 

表 1 浜岡３号機 疲労評価用過渡条件 

運転条件 設計※１ 

運転実績に基
づく過渡回数 
(平成 26年度
末時点） 

ボルト締付 20 

耐圧試験（最高使用圧力以下） 43 

起動（昇温） 39 

起動（タービン起動） 39 

夜間出力運転（出力 75％） 0 

週末低出力運転（出力 50％） 3 

制御棒パターン変更 121 

給水加熱機能喪失 1 

スクラム（タービントリップ） 4 

スクラム（原子炉給水ポンプ停止） 6 

スクラム（その他） 1 

停止 39 

ボルト取外 20 

逃がし安全弁誤作動 0 

  ※１：工事計画認可申請書記載値 

現時点（平成 26 年度末）での過渡回数は，いずれの過渡条件においても設計想定回

数を超えるものは無く，安定停止状態においては，有意な熱過渡事象は発生しないため，

疲労評価上，問題となる設備はない。 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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環境を考慮した疲労評価設備については，接液環境にある部位に対して環境疲労評

価手法に基づく評価を実施した。評価手法，評価結果を表２に示す。 

また，原子炉圧力容器の疲労評価に関する算出根拠及び評価結果を別紙１，原子炉冷

却材再循環系配管の疲労評価に関する算出根拠及び評価結果を別紙２，FDW 注入原子

炉元弁及び FDW 第１隔離弁の疲労評価に関する算出根拠及び評価結果を別紙３に示

す。 

疲れ累積係数は平成 26 年度末時点では許容値以下であり，運転開始後 40 年時点ま

では低サイクル疲労割れ発生の可能性は小さいと判断する。 

なお，環境評価パラメータである硫黄含有量については材料証明書記載値，溶存酸素

濃度については運転実績から環境補正係数を算出した。 
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表２ 浜岡３号機 低サイクル疲労割れ評価結果一覧 

評価機器名 部位 評価手法 
環境疲労評価による 

疲れ累積係数 

地震による 

疲れ累積係数  

合計値  

（許容値 １以下） 

原子炉冷却材再循環 

ポンプ 

出口ノズルと 

配管との溶接部 
0.0225 0.0000 0.0225 

原子炉圧力容器 

給水ノズル※1 0.2943 0.0479 0.3422 

下鏡 0.0884  0.0000 0.0884 

原子炉冷却材再循環系 

配管 

 
0.5724 0.0033 0.5757 

給水系配管 

 

0.1712 0.0058 0.1770 

FDW注入原子炉元弁 

 

0.1275  0.0011 0.1286 

PLRポンプ出口弁 

 

0.0338 0.0000 0.0338 

FDW第１隔離弁 

 

0.1502 0.0009 0.1511 

炉心シュラウド 
 

0.0049 0.1055 0.1104 

シュラウドサポート 
 0.2646 ※4 

0.0341 ※5 

0.0001 ※4 

0.3637 ※5 

0.2647 ※4 

0.3978 ※5 

※１：温度変化が大きく比較的大きな熱応力が発生し，疲労評価上厳しくなる給水ノズルを評価部位に選定 

※２：環境疲労評価手法 EF-3223に基づき，ΔT項が支配的となる過渡事象について評価 

※３：同上 EF-3242に基づき，起動及び停止時とそれ以外に分けて評価 

※４：技術評価での疲れ累積係数が最大となる評価点 

※５：地震動を加味した評価で疲れ累積係数が最大となる評価点 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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３. 現状保全 

浜岡 3 号機の低サイクル疲労割れに関する現状保全は下表のとおりである。 

 

評価対象機器 現状保全 

原子炉圧力容器 原子炉圧力容器及びスタッドボルトの保全は，原子力規制委員会文書

「実用発電用原子炉及びその附属施設における破壊を引き起こす亀裂そ

の他の欠陥の解釈の制定について」（平成 26 年８月６日付け原規技発

第 1408063 号）又は日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格

（2008 年版）JSME S NA1-2008」（以下，「維持規格」という。）に基

づいている。 

 維持規格等に準拠し，強度部材となる母材部（耐圧部分の溶接継手，

ノズル内面の丸みの部分）は超音波探傷試験等により，ステンレス溶接

金属等の内張り（※１）は原子炉圧力容器内表面の目視点検により健全

性を確認している（※２，３）。 

さらに，定期検査毎の漏えい試験により，原子炉圧力容器のバウンダ

リ機能の健全性を確認している。 

 

（※１）原子炉圧力容器の母材内表面に対しては，次の部位を除き，

ステンレス溶接金属等の内張りが施工されている。 

・上蓋，上蓋フランジ 

・Ｎ３～Ｎ８及びＮ10～Ｎ18ノズル 

 

（※２）ステンレス鋼の内張りが施工されているＮ１，Ｎ２ノズル内

面の丸みの部分の母材部については，クラス１機器供用期間

中検査として以下の検査を実施し異常のないことを確認して

いる。 

 

試験カテゴリー B-D 容器のノズルの完全溶け込み溶接部 

ノズル内面の丸みの部分：超音波探傷試験 

 

（※３）ステンレス鋼等の内張りについては，クラス１機器供用期間

中検査として以下の検査を実施し異常のないことを確認して

いる。 

 

試験カテゴリー G-B-1 沸騰水型原子炉圧力容器内部の構造物・

取付け物 

原子炉圧力容器 容器内部 

圧力容器胴内面の肉盛：遠隔目視試験(VT-3) 

 

原子炉格納容器 原子炉格納容器全体として，毎定期検査で原子炉格納容器の全体漏え

い率試験を実施し，バウンダリ機能の健全性を確認している。 

機械ペネトレーション 定期検査時の原子炉格納容器漏えい率試験において，バウンダリ機能

の健全性を確認している。 
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評価対象機器 現状保全 

原子炉冷却材 

再循環ポンプ 

ケーシングは，分解点検時の目視点検により，設備の健全性を定期的

に確認している。また，供用期間中検査にてポンプケーシング出口ノズ

ルと配管との溶接部については超音波探傷試験，ケーシング内表面につ

いては目視点検により健全性を確認している。 

仕切弁 

（FDW 注入原子炉元弁，

PLR ポンプ出口弁， 

PLR ポンプ入口弁） 

分解点検時の目視点検により，弁箱内面に有意な欠陥がないことを確

認している。 

 

逆止弁 

（FDW 第１隔離弁，

FDW 第２隔離弁） 

 

ステンレス鋼配管系 

（原子炉冷却材再循環系 

配管） 

原子力規制委員会文書「実用発電用原子炉及びその附属施設における

破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定について」（平成 26

年８月６日付け原規技発第 1408063 号）又は維持規格に基づき定期的

に超音波探傷試験，浸透探傷試験及び漏えい試験を実施し，バウンダリ

機能の健全性を確認している。 

 

炭素鋼配管系 

（給水系配管） 

炉内構造物（炉心シュラ

ウド，シュラウドサポー

ト） 

炉心シュラウド及びシュラウドサポートについては，原子力規制委員

会文書「実用発電用原子炉及びその附属施設における破壊を引き起こす

亀裂その他の欠陥の解釈の制定について」（平成 26 年８月６日付け原

規技発第 1408063 号）又は維持規格に基づき計画的に水中テレビカメ

ラによる目視点検を実施し，必要に応じて補修を行っている。 

炉心シュラウドについては，中間胴溶接線(H4 内)近傍，中間胴と下

部リングの溶接線(H6a 外)近傍,シュラウドサポートリングの溶接線

(H7a,b 内・外)近傍に確認された粒界型応力腐食割れによるひび割れを

含む炉心シュラウド周方向溶接線に対し，第 13 回定期検査（平成 16

年度）に炉心シュラウド支持ロッドによる修理を実施している。炉心シ

ュラウド支持ロッドは炉心シュラウドとシュラウドサポートの間に取付

けており，炉心シュラウドの全周方向溶接線が全周分離した場合の地震

荷重等を考慮しても，炉心シュラウドの構造健全性が確保できるよう設

計されている。 

シュラウドサポートについては，第 13 回定期検査（平成 16 年度）

において，シュラウドサポートリングとシュラウドサポートレグの溶接

線（H10 内）近傍に粒界型応力腐食割れによるひび割れを確認してお

り，計画的な超音波探傷試験，目視点検により，シュラウドサポートの

構造健全性に影響を及ぼすものではないことを確認している。 
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４. 総合評価 

浜岡 3 号機の低サイクル疲労割れに関し，疲労割れが発生する可能性が十分に小さ

く，また，現状保全により耐圧部の健全性を確認している。さらに，安定停止状態にお

いては，劣化が進展する事象ではないため，今後も健全性は維持できると判断する。 

 

５. 高経年化への対応 

低サイクル疲労割れについては，安定停止状態を維持する上で今後実施すべき項目

はなく，今後も現状保全を継続していく。 

 

以 上
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別 紙 
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別紙１ 

 

 

 

 

１．原子炉圧力容器の疲労評価 

（１）はじめに 

原子炉圧力容器の疲労評価は，設計・建設規格に基づき実施している。 

また，環境疲労評価は，環境疲労評価手法に基づき実施している。 

 

  

原子炉圧力容器の疲労評価に関する算出根拠及び評価結果 
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（２）評価モデル及び応力評価点 

評価モデル及び応力評価点を図１～図３に示す。 

（単位：mm） 

 

 

図１ 主フランジ及びスタッドボルトの形状・寸法・材料・応力評価点 

 

  

 

 

主フランジ（上蓋フランジ） 

主フランジ（胴体フランジ） 
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（単位：mm） 

 

図２ 下鏡及び支持スカートの形状・寸法・材料・応力評価点 

 

  

 

 

[SFVV3] 

[SFVV3] 

 

 

下鏡 

下鏡 
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（単位：mm） 

 

注）管台の丸みの部分については，設計・建設規格 PVB-3140 疲労解析不要の条件に基づ

き，疲労解析を行うことを要しない。 

 

図３ 給水ノズルの形状・寸法・材料・応力評価点 

 

  

 [SFVV1] 

 [SFVV3] 

 [SFVV1] 
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（３）応力分類 

応力解析のフローチャートを図４に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                

 

図４ 応力解析のフローチャート 
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（４）材料物性，許容応力及び荷重条件 

各評価部位における材料物性値を表１－１，表２－１及び表３－１に示す。 

各評価部位における許容応力強さを表１－２，表２－２及び表３－２に示す。 

各評価部位における荷重条件を表１－３，表２－３及び表３－３に示す。 

 

表１－１ 主フランジ及びスタッドボルトの繰り返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

E０ 

(MPa) 
ｑ A０ B０ 

SFVV3 

SNB24-3 

注) Ｅ：運転温度に対する縦弾性係数 

Ｓ：設計・建設規格 表 添付 4-2-1，又は表 添付 4-2-4記載の設計疲労線図のデジ

タル値より読み取った，106回に対応する繰り返しピーク応力強さ 

E０：設計・建設規格 添付 4-2 3.1 項(2)，又は添付 4-2 3.4 項(4)に示された縦弾性

係数 

ｑ，A０，B０：設計・建設規格 表 PVB-3315-1に示された簡易弾塑性解析に使用する係

数の値 

 

表１－２ 主フランジ及びスタッドボルトの許容応力強さ  (単位:MPa) 

応力分類 
一次＋二次応力 

(PL＋Pb＋Ｑ) 

供用状態 Ａ，Ｂ 

運転温度（℃）  

許容応力 

3・Sm 

低合金鋼(SFVV3)  

高張力ボルト(SNB24-3)  

 

表１－３ 外荷重条件（主フランジ及びスタッドボルト） 

荷重名称 値(kN) 

ボルト締付力(L11) 
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表２－１ 下鏡及び支持スカートの繰り返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

E０ 

(MPa) 
ｑ A０ B０ 

SFVV3 

SQV2A 

注) Ｅ：運転温度に対する縦弾性係数 

Ｓ：設計・建設規格 表 添付 4-2-1記載の炭素鋼，低合金鋼及び高張力鋼の設計疲労

線図のデジタル値より読み取った，106回に対応する繰り返しピーク応力強さ 

E0：設計・建設規格 添付 4-2 3.1項(2)に示された縦弾性係数 

ｑ，A0，B0：設計・建設規格 表 PVB-3315-1に示された簡易弾塑性解析に使用する係数

の値 

 

表２－２ 下鏡及び支持スカートの許容応力強さ  (単位:MPa) 

応力分類 
一次＋二次応力 

(PL＋Pb＋Ｑ) 

供用状態 Ａ，Ｂ 

運転温度（℃）  

許容応力 

3・Sm 

低合金鋼

（SFVV3,SQV2A） 
 

 

表２－３ 外荷重条件（下鏡及び支持スカート） 

荷重名称 

鉛直力 

(kN) 

水平力 

(kN) 

モーメント 

(kN・m) 

V1 V2 Ｈ Ｍ 

死荷重 

C10,C11,C20～C22 

C03～C08,C13～C17 

C25 

C02,C26 

注） V1荷重は下部鏡板に一様に分布する。 

   V2荷重は全周に一様に分布する。 
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表３－１ 給水ノズルの繰り返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
Ｅ 

(MPa) 

Ｓ 

(MPa) 

E0 

(MPa) 
ｑ A0 B0 

SFVV3 

SFVV1 

注）Ｅ：運転温度に対する縦弾性係数 

Ｓ：設計・建設規格 表 添付 4-2-1記載の炭素鋼，低合金鋼及び高張力鋼の設計疲労

線図のデジタル値より読み取った，106回に対応する繰り返しピーク応力強さ 

E0：設計・建設規格 添付 4-2 3.1項(2)に示された縦弾性係数 

ｑ，A0，B0：設計・建設規格 表 PVB-3315-1に示された簡易弾塑性解析に使用する係数

の値 

 

表３－２ 給水ノズルの許容応力強さ  (単位:MPa) 

応力分類 
一次＋二次応力 

(PL＋Pb＋Ｑ) 

供用状態 Ａ，Ｂ 

運転温度（℃）  

許容応力 

3･Sm 

低合金鋼(SFVV3)  

炭素鋼(SFVV1)  

 

表３－３ 外荷重条件（給水ノズル） 

荷重名称 

配管反力 

(kN) 

モーメント 

(kN・m) 
荷重 

作用点 

R(mm) H Fz M Mz 

ノズル 
死荷重(L04) 

4,090 
熱変形力（LO7） 

サーマル 

スリーブ 

死荷重(L04) 
3,286 

熱変形力（LO7） 

注） H,Fz,M及び Mz：配管からの荷重である。 

   熱変形力：20℃で 0，260℃以上の範囲で表記の値となり，この間では炉水温度に比

例した値となる。 

 

 

 

 

 

 

 

（５）熱過渡条件 

サーマルサイクルを図５に，過渡回数の算出根拠を表４に示す。 
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図５ サーマルサイクル 

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



 

17 

表４ 過渡回数算出根拠 

運転事象 設計※１ 試運転時 
運転開始～ 

平成 26年度末 
まで 

平成 26年度末 
までの合計 

ボルト締付 20 

耐圧試験(最高使用圧力以下) 43 

起動(昇温) 39 

起動(タービン起動) 39 

夜間出力運転(出力 75％) 0 

週末低出力運転(出力 50％） 3 

制御棒パターン変更 121 

給水加熱機能喪失 1 

スクラム(タービントリップ) 4 

スクラム(原子炉給水ポンプ停止) 6 

スクラム(その他) 1 

停止 39 

ボルト取外 20 

逃がし安全弁誤作動 0 

※１ 工事計画認可申請書記載値 
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（６）各部の評価結果（最大評価点の選定） 

 

表５－１ 主フランジ及びスタッドボルトの評価結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

評価点 
疲れ累積係数 

平成 26 年度末 許容値 

主フランジ 

1 

1 

0.0388 1 

1 

スタッドボルト 

1 

1 

0.2716 1 

1 

←最大値 

←最大値 
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表５－２ 下鏡及び支持スカートの評価結果 

評価点 
疲れ累積係数 

平成 26年度末 環境疲労 許容値 

下鏡 

0.0046 0.0884 1 

 0.0046 0.0884 1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

支持スカート 

0.1728 ― 1 

 0.1728 ― 1 

― 1 

― 1 

― 1 

― 1 

― 1 

― 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

←最大値 

←最大値 

←最大値 

←最大値 
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表５－３ 給水ノズルの疲労評価結果 

評価点 
疲れ累積係数 

平成 26年度末 環境疲労 許容値 

給水ノズル 

1 

1 

1 

1 

0.0517 0.2943 1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

1 

 

  

←最大値 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



 

21 

（７）各部位の最大疲労評価点における疲労評価計算 

平成 26 年度末時点の疲れ累積係数 

 

 ① 主フランジ(評価点 ) 

 

応力評価点-----  

材   料-----SFVV3 

応 力 差-----  

表６－１ 主フランジ最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sn 

(MPa) 
Ke 

Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

疲れ累積係数 Un 0.0388 
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② スタッドボルト部(評価点 ) 

 

応力評価点-----  

材   料-----SNB24-3 

応 力 差-----  

表６－２ スタッドボルト最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

 疲れ累積係数 Un 0.2716 
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 ③ 下鏡(評価点 ) 

 

応力評価点-----  

材   料-----SFVV3 

応 力 差-----  

表６－３ 下鏡の最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sn 

(MPa) 
Ke 

Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

疲れ累積係数 Un 0.0046 
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 ④ 支持スカート(評価点 ) 

 

応力評価点-----  

材   料-----SFVV3 

応 力 差-----  

表６－４ 支持スカート最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sn 

(MPa) 
Ke 

Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

疲れ累積係数 Un 0.1728 
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 ⑤ 給水ノズル(評価点 ) 

 

応力評価点-----  

材   料-----SFVV1 

応 力 差-----  

表６－５  給水ノズル最大疲労評価点疲労評価 

№ 
Sn 

(MPa) 
Ke 

Sp 

(MPa) 

Sl 

(MPa) 

Sl’ 

(MPa) 
Na Nc Nc/Na 

1  

2  

3  

4  

5  

6  

7  

8  

9  

10  

11  

12  

13  

14  

15  

16  

17  

18  

19  

20  

21  

22  

疲れ累積係数 Un 0.0517 
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（８）環境疲労評価 

環境を考慮した疲労評価は，接液環境にある部位に対して適用されるものであり，下鏡及び給水

ノズルが対象となる。なお，原子炉圧力容器内面の内張り材により母材が直接接液しない場合にお

いても保守的に接液しているものとして評価を行った。 

疲労評価で得られた疲れ累積係数に，環境効果を評価するためのパラメータである環境効果補正

係数を乗じた値を，環境効果を考慮した疲れ累積係数と呼ぶ。 

 

Uen = Un × Fen 

ここで，Uen  ：環境効果を考慮した疲れ累積係数 

     Un  ：環境効果を考慮しない疲れ累積係数 

     Fen  ：環境効果補正係数 

 

環境効果補正係数 Fen の評価（算出式）は，環境疲労評価手法に基づき，下鏡は  

，給水ノズルについては を実施した。なお，環境効果補正係

数の算出に用いる硫黄含有量は材料証明書に，溶存酸素濃度は運転実績に基づき算出した。 

 

① 下鏡（最大値[ ]） 

環境効果補正係数については，環境疲労評価手法 EF-3121（係数倍法）に基づき算出した。 

 

 〇環境効果補正係数算出式 

   Fen = exp(0.07066×S＊×T＊×O＊) (DO≦0.7ppm) 

       S＊ = ln(12.32)＋97.92×S 

T＊  = ln(0.398)＋0.0170×T  (T＞160℃) 

O＊  = ln(70.79)＋0.7853×ln(DO)  (0.02≦DO≦0.7ppm) 

 

  〇環境条件 

   硫黄含有量(S)  ： ％ 

   環境温度(T)   ： ℃（評価点の領域における最高温度） 

溶存酸素濃度(DO)： ppm 

 

  〇環境効果補正係数 

   上記の条件により環境効果補正係数(Fen)を算出した。 

   環境効果補正係数(Fen)：19.2158 

 

  〇環境効果を考慮した疲れ累積係数 

   Uen = Un:0.0046×Fen:19.2158= 0.0884 
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② 給水ノズル（最大値[ ]） 

環境効果補正係数については，環境疲労評価手法 EF-3213（詳細評価手法）に基づき算出した。 

 

各過渡での Fen,det は，以下の式による。 

Fen,det＝∑Fen,k
Δεk

(εmax − εmin)

m

k=l

 

 

応力サイクルの組合せでの Fen,det は，以下の式による。 

Fen,det＝
Fen,det,A × (εmax,A − εmin,A) + Fen,det,B × (εmax,B − εmin,B)

(εmax,A − εmin,A)+ (εmax,B − εmin,B)
 

 

環境効果を考慮した疲れ累積係数は，以下の式により求める。 

Uen =∑Ui × Fen,det,i

n

i=l

 

 

環境疲労評価手法により環境効果を考慮した疲れ累積係数を以下に示す。なお，溶存酸素濃度は

ppm，硫黄含有量は ％とする。 
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補正係数計算手法：詳細評価手法 

評 価 点：  

応 力 差：  

表７ 給水ノズル環境効果を考慮した疲れ累積係数 

過渡Ａ 過渡Ｂ 
Fen, 

det 
Na Nc 

疲れ累積係数 

応力 

ｻｲｸﾙ 
Δε Fen,det,A 

応力 

ｻｲｸﾙ 
Δε Fen,det,B Un Uen 

 合計 0.0517 0.2943 
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（９）疲労評価結果のまとめ 

 

表８ 給水ノズル環境効果を考慮した疲れ累積係数 

評価対象部位 

運転実績回数に基づく疲労解析 
（許容値：１以下） 

設計・建設規格の 
疲労曲線による解析 

環境疲労評価手法 
による解析 

現時点 
(平成 26年度末時点） 

現時点 
(平成 26年度末時点） 

主フランジ 0.0388  

スタッドボルト 0.2716  

給水ノズル 0.0517 0.2943 

下鏡 0.0046 0.0884 

支持スカート 0.1728  

 

 

以 上 
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別紙２ 

 

 

１．はじめに 

原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価は，設計・建設規格 PPB-3500に基づき実施

した。 

また，環境疲労評価は，環境疲労評価手法に基づき実施した。 

 

２．疲労評価 

（１）算出根拠 

ａ．解析モデル及び最大評価点の選定 

評価モデル及び最大評価点を図１に示す。最大評価点は炭素鋼配管部及びステン

レス鋼配管部にて，それぞれ疲労評価結果が最も厳しいものを記載している。 

 

ｂ．材料物性（最大評価点の数値を示す） 

線膨張係数：  mm/mm℃（炭素鋼（STS410）， ℃時） 

線膨張係数：  mm/mm℃（ステンレス鋼（SUSF316）， ℃時） 

 

ｃ．応力分類 

応力評価方法は，設計・建設規格の解説 第５章 管(クラス１配管) 解説図 PPB-

3511-1 配管要素の解析手順による。 

 

ｄ．熱過渡条件 

サーマルサイクルを図２．１，図２．２に，過渡回数の算出根拠を表１に示す。 

 

表１ 過渡回数算出根拠 

運転事象 設計※１ 試運転時 
運転開始～ 

平成 26年度末 
まで 

 平成 26年度末 
までの合計 

耐圧試験 43 

起動 39 

給水加熱機能喪失 １ 

スクラム（タービントリップ） ４ 

スクラム（原子炉給水ポンプ停止） ６ 

スクラム（その他） １ 

停止 39 

逃がし安全弁誤作動 ０ 

 ※１ 工事計画認可申請書記載値  

原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価に関する算出根拠及び評価結果 
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評価モデル：ＰＬＲ－００１ 

 

 
評価モデル：ＰＬＲ－００２ 

 

図１ 評価モデル及び最大評価点 

 

  



 

 

3
2
 

  
図２．１ 原子炉冷却材再循環系配管 サーマルサイクル（１／２） 

（工事計画認可申請書より） 
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図２．２ 原子炉冷却材再循環系配管 サーマルサイクル（２／２） 

（工事計画認可申請書より） 
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（２）評価結果 

評価結果を表２，表３に示す。 

表２ 最大評価点の評価結果（炭素鋼配管部） 

No. 事象毎の組合せ 

一次＋二次 

応力 

ピーク 

応力 
Ke係数 

繰返しピーク応力 

(ヤング率補正後) 
繰返回数 疲れ累積 

係数 
Sn (MPa) Sp (MPa) Ke (-) Sℓ’ (MPa) ni (実回数) Ni (許容回数) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

合計 0.0283 
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表３ 最大評価点の評価結果（ステンレス鋼配管部） 

No. 事象毎の組合せ 

一次＋二次 

応力 

ピーク 

応力 
Ke係数 

繰返しピーク応力 

(ヤング率補正後) 
繰返回数 疲れ累積 

係数 
Sn (MPa) Sp (MPa) Ke (-) Sℓ’ (MPa) ni (実回数) Ni (許容回数) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

合計 0.0028 
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３．環境疲労評価 

環境を考慮した疲労評価は，原子炉冷却材に接液している配管に適用される。疲労評

価で得られた疲れ累積係数に，環境効果を評価するためのパラメータである環境効果

補正係数を乗じた値を，環境効果を考慮した疲れ累積係数と呼び，以下の式で表される。 

 

Uen = Un × Fen 

ここで，Uen  ：環境効果を考慮した疲れ累積係数 

    Un  ：環境効果を考慮しない疲れ累積係数 

    Fen  ：環境効果補正係数 

 

（１）最大評価点の評価結果（炭素鋼配管部） 

環境疲労評価手法 EF-3222（簡易評価手法による評価）の 式(EF-20)において M 項

が支配的となる応力サイクルに対して，環境効果補正係数を以下により算出した。なお，

式(EF-20)においてΔＴ項が支配的となる応力サイクルについては，ひずみ振幅≦

0.042%となったため，EF-2200（環境効果考慮不要の条件）に従い環境効果は考慮不

要とした。 

 

ａ．各過渡における環境効果補正係数 

各過渡における環境効果補正係数を環境疲労評価手法 EF-2310 に基づき下式にて

算出した。 

 

ln(Fen)=0.00822(0.772-ε･＊)×S＊×T＊×O* 

 

ここで 

ε･＊ =ln(0.0004) (ε･＜0.0004%/s，Do≦0.7ppm) 

S＊ =ln(12.32)+97.92×S 

T＊ =ln(0.398)+0.0170×T （T＞160℃） 

T＊ =ln(6) (50℃≦T≦160℃) 

T＊ =0.0358×T (T＜50℃) 

O＊ =ln(70.79)+0.7853×ln(DO) （0.02≦DO≦0.7ppm） 

ε･：ひずみ速度(%/s) ：  %/s (注２) 

S：硫黄含有率（%）  ：  % 

DO：溶存酸素濃度（ppm）：  ppm 

T：環境温度（℃）   ：サーマルサイクル図より，評価対象としている

過渡条件のうち最も高い温度 
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ｂ．応力サイクルの組合せでの環境効果補正係数 

環境疲労評価手法 EF-3222（簡易評価手法による評価）及び図 EF-3122-1(簡易評

価手法におけるひずみ速度)に基づき，応力サイクルを構成する２つの過渡（Ａ，Ｂ）

に対して，各々の環境効果補正係数 Fen,simp,iを以下のとおり評価した（注２）。なお，環

境効果補正係数の算出に用いる硫黄含有量は材料証明書に，溶存酸素濃度は運転実績

に基づき算出した。 

 

Fen,simp,i＝
Fen,simp,A × (εmax,A − εmin,A) + Fen,simp,B × (εmax,B − εmin,B)

(εmax,A − εmin,A)+ (εmax,B − εmin,B)
 

 

（注２）EF-3222 により M 項が大きい場合は起動時のひずみ上昇過程を線形と仮

定したひずみ速度を適用できることから，ひずみ速度とひずみ範囲は以

下のとおりとした。 

・ひずみ速度ε･は最も保守的な  %/sとした。 

・ひずみ範囲(εmax-εmin)として，起動事象（ ℃→ ℃）におけるひず

み範囲とした。 

 

ｃ．環境効果を考慮した疲れ累積係数 

環境効果を考慮した疲れ累積係数 Uenは，以下の式により求める。 

Uen =∑Ui × Fen,simp,i

n

i=l

 

 

環境疲労評価結果について表４に示す。 
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表４ 環境疲労評価結果（炭素鋼配管部） 

No. 

疲れ累積 

係数 

Un 

過渡Ａ 過渡Ｂ 簡易評価手法による

環境効果補正係数

Fen,simp,i 

環境を考慮した

疲れ累積係数 

Uen 
ΔεA Fen,simp,A ΔεB Fen,simp,B 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

合計 0.5724 

(注３)ひずみ振幅≦0.042%のため，EF-2200より環境効果は考慮不要とした。 
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（２）最大評価点の評価結果（ステンレス鋼配管部） 

環境効果補正係数については，環境疲労評価手法 EF-3221（係数倍法による評価）に基づき算出

した。 

 

〇環境効果補正係数算出式 

   Fen = exp(11.119×T＊) 

T＊  = 0.000969×T 

 

〇環境条件 

   環境温度(T)   ： ℃ 

 

〇環境効果補正係数 

   上記の条件により環境効果補正係数(Fen)を算出した。 

   環境効果補正係数(Fen)：22.5059 

 

〇環境効果を考慮した疲れ累積係数 

   Uen = Un:0.0028×Fen:22.5059= 0.0631 

 

４．疲労評価結果まとめ 

 

表５ 原子炉冷却材再循環系配管の疲労評価結果 

配 管 系 

運転実績回数に基づく疲れ解析 

（許容値：１以下） 

設計・建設規格の疲労曲線による解析 環境疲労評価手法による解析 

現時点 
（平成 26年度末時点） 

現時点 
（平成 26年度末時点） 

原子炉冷却材再循環系 
（炭素鋼配管部） 

0.0283 0.5724 

原子炉冷却材再循環系 
（ステンレス鋼配管部） 

0.0028 0.0631 

 

以 上 
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評価対象部位 

別紙３ 

 

１．弁箱の疲労評価 

（１） 評価手順 

弁箱の疲労評価は，設計・建設規格 VVB-3300 に基づき実施した。 

また，環境疲労評価については，環境疲労評価手法に基づいて実施しており，係数倍

法及び簡易評価法を採用した。 

 

（２）算出根拠 

a. 解析モデル及び最大評価点の選定 

弁の疲労評価において解析モデルに該当するものはなく，最大評価点の選定はない。

図１に評価対象部位を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 評価対象部位 

 

 

FDW 注入原子炉元弁及び FDW 第１隔離弁の疲労評価に関する算出根拠及び評価結果 

FDW注入原子炉元弁 

（F053A,B） 

FDW第１隔離弁 

（F052A,B） 
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b. 材料特性 

弁箱の疲労評価において考慮する材料物性等を以下に示す。 

弁名称 弁箱材料 

縦弾性係数 熱膨張係数 設計応力強さ 

E（MPa） 
α 

(×10-6mm/mm℃) 
Sm(MPa) 温度(℃) 

FDW注入原子炉元弁

（F053A,B） 
SCPL1 

FDW第 1隔離弁

（F052A,B） 
SCPL1 

 

c. 応力分類 

弁箱の疲労評価において考慮する応力を以下に示す。 

状態 考慮する応力 

供用状態Ａ,Ｂ 配管反力，圧力，熱による応力 

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                           

d. 熱過渡条件 

上記，c.項の熱による応力について，サーマルサイクル図を図２に，過渡回数の算

出根拠を表１に示す。 
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図２ サーマルサイクル図（工事計画認可申請書より） 
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表１ 過渡回数算出根拠 

運転条件 設計※１ Ａ)運開前 
Ｂ)運開～平成
26年度末まで 

Ｃ)平成 26年
度末まで合計 
Ｃ=Ａ+Ｂ 

耐圧試験（最高使用圧力以下） 43 
起動（昇温） 39 
起動（タービン起動） 39 
週末低出力運転（出力 50%） ３ 
制御棒パターン変更 121 
給水加熱器機能喪失 １ 
スクラム（タービントリップ） ４ 
スクラム(原子炉給水ポンプ停止) ６ 
スクラム(その他) １ 
停止 39 

※１：工事計画認可申請書記載値 
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（３）評価結果 

a. FDW注入原子炉元弁（F053A,B） 

 

Ｓn 

(MPa) 

３･Ｓm 

(MPa) 

                 

ΔTf(℃) Sp(MPa) Sl(MPa) Ni(回) Nri(回) Ni/Nri 備考 
起動/停止 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価：疲れ累積係数 It=Σ(Ni/Nri)＝        0.01375≦1.0 

 

 

     

  

Sn＜３・Smであることから Ke=1とした。 
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b. FDW第 1 隔離弁（F052A,B） 

 

Ｓn 

(MPa) 

３･Ｓm 

(MPa) 

 

ΔTf(℃) Sp(MPa) Sl(MPa) Ni(回) Nri(回) Ni/Nri 備考 
起動/停止 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価：疲れ累積係数 It=Σ(Ni/Nri)＝        0.01620≦1.0 

 

  

Sn＜３・Smであることから Ke=1 とした。 
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２．環境疲労評価 

（１） 評価手順 

a. 評価内容 

疲労評価で得られた疲れ累積係数（Un）に，環境効果を評価するためのパラメータ

である環境効果補正係数（Fen）を乗じた値を，環境効果を考慮した場合の疲れ累積

係数（Uen）として算出した。 

 

   Uen ＝ Un × Fen 

 

なお，弁箱の起動時及び停止時における疲労評価を設計・建設規格 VVB-3360 に従

い実施している。 

 

（２） 算出根拠 

a. 環境効果補正係数算出式 

炭素鋼，低合金鋼及びこれらの溶接部の環境効果補正係数式を以下に示す。 

 

Fen=exp(0.07066×S*×T*×0*) (DO≦0.7ppm) 

S*=1n(12.32)+97.92×S 

T*=1n(0.398)+0.0170×T 

O*=1n(70.79)+0.7853×1n(DO) 

 

S：硫黄含有量（％） 

T：熱サイクル中の最高温度（℃） 

DO：溶存酸素濃度（ppm） 

 

 (T＞160℃) 

 (0.02≦DO≦0.7ppm) 

 

 

b. 環境パラメータ 

環境パラメータと算出した環境補正係数(Fen)を以下に示す。 

なお，硫黄含有量については材料証明書記載値，溶存酸素濃度については運転実績

から環境補正係数を算出した。 

 

弁名称 
硫黄含有量

（％）※ 

最高温度 

（℃） 

溶存酸素濃度 

（ppm） 

環境補正係数 

(－) 

FDW 注入原子炉元弁 

(F053A,B) 
9.27 

FDW 第 1隔離弁 

(F052A,B) 
9.27 

※：F053A,B 及び F052A,Bのうち硫黄含有量が高い方の値を示す。 
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３．疲労評価結果のまとめ 

 

浜岡３号機 FDW注入原子炉元弁及び FDW第 1隔離弁の疲労評価結果 

評価対象 

運転実績回数に基づく疲れ累積係数 
（許容値：１以下） 

設計・建設規格の 
疲労曲線による解析 
（平成 26年度末） 

（Un） 

環境疲労評価手法 
による解析 

（平成 26年度末） 
（Uen） 

FDW注入原子炉元弁 

(F053A,B) 
0.0138  0.1275  

FDW第 1隔離弁 

(F052A,B) 
0.0162 0.1502 

 

以 上 
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温 度 

照射前 
照射後 

１. はじめに 

本資料は，原子炉圧力容器（以下「圧力容器」という。）の中性子照射脆化の高経年化技

術評価の補足として，評価結果を示すとともに，評価内容の補足資料を取りまとめたもので

ある。 

 

金属材料は中性子の照射を受けると非常に微小な欠陥（析出物，マイクロボイド）が生じ，

靭性（破壊に対する抵抗）の低下が生じる。圧力容器の炉心領域部においては，中性子照射

に伴い遷移温度の上昇と上部棚領域の靭性が低下（上部棚吸収エネルギーの低下）すること

が知られている（図１参照）。 

中性子照射脆化は，材料の銅，リン等の不純物の影響を受けるが，日本では米国等に比し

てこれらの不純物量は一般に低くなっている（表１参照）。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 中性子照射による機械的性質（靭性）の変化 

  

上部棚領域 

遷移温度の上昇 

靭性の低下 

下部棚領域 

遷移領域 
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２. 評価結果

(１) 中性子照射量評価 

平成 26 年度末時点において，圧力容器内面で照射量が 1.0×1021n/m2を超える範囲の

主な部位と照射量は以下のとおりであり，圧力容器内面で照射量が 1.0×1021n/m2 を超

える範囲及び炉心領域について図２に示す。 

・胴板３，４： n/m2(中性子照射量) 

n/m2/s(中性子束) 

・低圧注入ノズル(N6)： n/m2(中性子照射量) 

n/m2/s(中性子束) 

圧力容器の板厚は mm（最小値）であり，クラッド厚さは mm（最小 mm）で

ある。また，圧力容器内面で照射量が 1.0×1021n/m2 を超える範囲について，化学成分

を表１に示す。 

表１ 圧力容器内面で照射量が 1.0×1021n/m2を超える範囲の化学成分 

（単位：重量％） 

部 位 Si P Ni Cu 

母

材 

溶接金属 

c2251174
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破線部：溶接線を示す

図２ 圧力容器概要図

予備(N18) 
ベントノズル(N8)

上蓋冷却ノズル

(N7) 

主蒸気ノズル

(N3) 

給水ノズル

(N4) 
高圧炉心

スプレイノズル

(N16) 

計装ノズル

(N12) 

再循環水出口ノズル

(N1) 
ジェットポンプ

計装ノズル

(N9)

再循環水入口ノズル

(N2)

低圧注入ノズル(N6)

低圧炉心スプレイノズル

(N5)

計装ノズル(N13)

計装ノズル(N14)

ドレンノズル

(N15) 

炉心差圧計装ノズル

(N11) 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



4 

(２) 監視試験の状況 

ア 監視試験片の配置，試験片数及び各カプセルの取出時期 

炉内へ装荷している試験片は，全４セットあり，その内２セットが取り出し済みで

ある。各セットの試験片数は，母材，溶接金属，熱影響部より採取した，引張試験片：

個，衝撃試験片： 個である。

監視試験片の配置，取出時期及び試験片個数を表２と図３に示す。

また，これまでに取り出した監視試験片は，第１回加速照射，第２回の計２回であ

り，JEAC4201 に記載される取出時期との対応を表３に示す。

表２ 監視試験片の配置，取出時期及び試験片個数

表３ 取出監視試験片と JEAC4201 との対応

取出時期(年月) EFPY JEAC4201(年度) 

第１回 

（加速） 

第２回定検 

1990 年３月 
 電力自主 

第２回 
第６回定検 

1995 年５月 
 ６EFPY（1991） 

イ 監視試験片の化学成分 

監視試験片の化学成分を表４に示す。

表４ 監視試験片の化学成分

（単位：重量％） 

区分 Si P Ni Cu 

母 材 

溶接金属 

配置
取出

時期

試験片個数

場所 角度
引張試験片 衝撃試験片

母材 溶接金属熱影響部 母材 溶接金属熱影響部

① 

② 

③ 

④ 
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図３ 監視試験片の配置

①

④

②

③

左図ａ部：監視試験片（加速）バケット

ａ

ｂ

炉心中央

左図ｂ部：監視試験片バケットＡ－Ａ断面
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ウ リードファクター 

監視試験片位置，圧力容器胴板の板厚 1/4 深さ位置における中性子束のリードファ

クターを表５に示す。

表５ リードファクター 

圧力容器内表面 監視試験片位置
板厚 1/4 

深さ位置 

高速中性子束相対値 

(３) 中性子照射脆化評価結果 

浜岡３号機における平成 26 年度末時点（18.43EFPY）での圧力容器胴板の中性子照射

脆化の評価結果について以下に示す。評価対象は，中性子照射量が大きい圧力容器胴板

とする。なお，圧力容器内面で照射量が 1.0×1021n/m2 を超える範囲に含まれる，低圧

注入ノズルに対する考察は別紙１に示す。

ア 適用規格 

最低使用温度及び上部棚吸収エネルギーの評価は，下記の規格に基づき実施した。 

 原子炉構造材の監視試験方法(JEAC4201-2007)及び(JEAC4201-2007[2013 年追

補版]) （以下「JEAC4201-2007 [2013 年追補版]」という。）

 原子力発電所用機器に対する破壊靱性の確認試験方法(JEAC4206-2007)（以下

「JEAC4206-2007」という。）

なお，JEAC においては，PWR プラントの圧力容器の炉心領域部の非延性破壊に対し

て供用状態 C,D で最も厳しい条件として加圧熱衝撃（PTS）評価を要求しているが，

BWR プラントの圧力容器は通常運転時には蒸気の飽和圧力温度となっており，事故時

に非常用炉心冷却系が作動しても冷却水の注入に伴って圧力が低下するため，高圧

（高い応力がかかった状態）のまま低温になることがなく，BWR プラントでは実施す

る必要がない。 

イ 評価に用いる中性子照射量 

評価に用いる中性子照射量は胴板の板厚 1/4 深さ位置での中性子照射量であり，胴

内表面の中性子照射量が 3.14×1021n/m2であることから，2.18×1021n/m2（>1MeV）程

度と評価される。 

c2251174
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表６ 中性子照射量 

位置 中性子照射量（n/m2(>1MeV)） 

胴内表面 3.14×1021 

板厚 1/4 深さ位置 2.18×1021 

ウ 評価結果 

① 最低使用温度

監視試験結果に基づく中性子照射量，中性子束，関連温度移行量及び関連温度を表

７に示す。

表７ 監視試験片の中性子照射量，中性子束，関連温度移行量及び関連温度 

回 数 

中性子 
照射量 

(×1021n/m2) 
（>1MeV） 

中性子束(×
1012n/m2/sec)
（>1MeV）

関連温度移行量及び関連温度(℃) 

母 材 溶接金属 熱影響部 

関連温度 

初期値 
０ -40 -50 -40 

第１回 

（加速） 
11.7 

関連温度

移行量 

関連 

温度 

関連温度

移行量 

関連 

温度 

関連温度 

移行量 

関連 

温度 

13 -27 10 -40 ９ -31 

第２回 1.60 10 -30 ６ -44 10 -30 

JEAC4206-2007，JEAC4201-2007[2013 年追補版]により求めた関連温度移行量，関連

温度及び最低使用温度は，以下のとおり。計算過程を別紙２に示す。 

関連温度は平成26年度末時点で-16℃程度であり，その際の胴板の最低使用温度は，

破壊力学的検討により求めたマージン約 28℃を考慮すると，平成 26 年度末時点で

12℃程度と算定される。 
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図４ 浜岡３号機 関連温度移行量の測定値と予測値（マージン有り） 

表８ 浜岡３号機 関連温度予測値 

評価時期 鋼種 

関連温度

初期値 

(℃) 

関連温度

移行量＊1

(℃) 

関連温度

(℃) 

破壊力学的

検討による

マージン＊2 

(℃) 

胴板の 

最低使用

温度(℃) 

平成26年度 

末時点 

母材 -40 24 -16 
28 12 

溶接金属 -50 24 -26 

*1：圧力容器内壁面から板厚 1/4 深さ位置での予測値

*2：KIC＝36.48+22.78exp[0.036(T-RTNDT)]，及び，

最低使用温度＝関連温度+破壊力学的検討によるマージンにより， 

破壊力学的検討によるマージン＝1/0.036×ln((KIC-36.48)/22.78) 

耐圧試験時( MPa)の KI＝ MPa√mを代入＝ ℃ 

なお，関連温度移行量の測定値と予測値は，図４に示すとおり，予測式にマージンを

見込んだものの範囲にあり，測定値について特異な脆化は認められない。 

関
連
温
度
移
行
量
（
℃
） 

EFPY 

第２回監視試験

平成 26 年度末時点
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②上部棚吸収エネルギー予測値

上部棚吸収エネルギーの変化についてJEAC4201-2007[2013年追補版]に基づいて評

価した結果を表９に，計算過程を別紙３に示す。最も上部棚吸収エネルギーが低くな

るのは，実測値から推定される母材であり，建設時（未照射材）で 215J，平成 26 年

度末時点で 185J 程度となっている。いずれの場合も JEAC4206-2007 で規定されてい

る 68J を上回っている。

表９ 浜岡３号機 上部棚吸収エネルギー予測値 

(単位：J)

方向 初期値 平成 26 年度末時点 

母材 T 方向 215 185 

溶接金属 溶接線に直角方向 231 192 
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(４) 現状保全 

炉心領域部材料の中性子照射による機械的性質の変化については，日本機械学会「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版を含む））」，JEAC4201-

2007[2013 年追補版]に基づいて，計画的に監視試験を実施し破壊靭性の将来の変化を

予測している。 

圧力容器に対しては，別紙４のとおり，供用期間中検査で超音波探傷試験及び漏えい

試験を実施し，有意な欠陥のないことを確認している。また，定期検査で行う漏えい試

験は，比較的温度が低い状態で運転圧力まで昇圧するため，非延性破壊に対して最も厳

しい状態となる。このため，漏えい試験時には JEAC4206-2007 に基づく圧力容器の最低

使用温度を守るよう【原子炉冷却材温度制限値評価手引(運転)】により，運転管理を行

っている。 

(５) 総合評価 

健全性評価結果より，炉心領域部材の中性子照射による脆化が問題となる可能性は

小さい。なお，当面の安定停止状態においては，劣化が進展する事象ではないため，健

全性に対して影響を及ぼす可能性はないと判断する。 

(６) 高経年化への対応 

胴板の中性子照射脆化については，当面の安定停止状態を維持する上で今後実施す

べき項目はなく，今後も現状保全を継続していく。 

以 上
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低圧注入ノズル（以下「N6 ノズル」という。）について，非延性破壊防止の観点で破壊靭

性上最も厳しい運転条件である耐圧試験圧力（ MPa）にて，JEAC4201-2007 [2013 年追

補版]及び JEAC4206-2007 に基づき評価した。 

 

【評価条件】 

・平成 26 年度末時点の EFPY：18.43EFPY 

・関連温度初期値： ℃ 

・化学成分(母材)：Cu= mass%，Ni=  mass% 

・板厚：t= mm,1/4 深さ（以下「1/4t」という。）位置：a=t/4= mm 

・N6 ノズル部中性子束φ： n/cm2/s 

・1/4t 位置での中性子束φ： n/cm2/s 

 

平成 26 年度末時点の N6 ノズルの関連温度予測値の評価結果は下表のとおり。 

 

N6 ノズルの関連温度予測値（平成 26 年度末時点） 

関連温度 

初期値 

(℃) 

関連温度 

移行量 

(℃) 

関連温度 

(℃) 

破壊力学的検

討によるマー

ジン(℃) 

最低使用 

温度 

(℃) 

    ※：ＫIC（静的破壊靭性値）による評価 

 

【原子炉冷却材温度制限値評価手引(運転)】に基づき，圧力容器漏えい試験時の原子炉冷

却材温度制限値の管理を実施していくことにより，圧力容器非延性破壊防止を図り，健全性

を確保している。 

なお，【原子炉冷却材温度制限値評価手引(運転)】による管理は，破壊力学的検討によるマ

ージンをＫIR（参照破壊靭性値）により評価しているため，高経年化技術評価書における評

価結果より保守的である。 

 

以 上 

 

低圧注入ノズルの健全性 
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（１）RPV 中性子照射量の算出 

  FC＝φ×（CMWT／CTP）×24×60×60 [n／cm2] 

   ×（ ）×24×60×60 

   ×1017 [n／cm2] 

   ＝3.14×1017 [n／cm2]…小数点第３位を切り上げ 

 

Fc：平成 26 年度末まで RPV 内壁面における中性子照射量 [n／cm2] 

φ：RPV 内壁面における高速中性子束 

   ［n／cm2・sec］ 

CMWT：原子炉の積算熱出力 ［MWD］ 

 ［MWD］ 

CTP ：定格熱出力 ［MW］ 

3293［MW］  

 

（２）RPV 板厚 1/4t 厚さにおける高速中性子照射量及び高速中性子束の算出 

f＝（Fc／1019）×exp（－0.24×a／25.4）[×1019n／cm2] 

＝（3.14×1017／1019）×exp（-0.24× ／25.4） 

＝ ×1019［n／cm2］… 小数点以下第５位を切り上げ 

φc＝φ×exp（－0.24×a／25.4） 

＝ ×108×exp（-0.24× ／25.4） 

＝ ×108［n／cm2・sec］… 小数点第３位を切り上げ 

 
f ：RPV 板厚の 1/4t における高速中性子照射量［n／cm2］ 

φc：RPV 板厚の 1/4t における高速中性子束［n／cm2・sec］ 

t ： ［mm］－ ［mm］ 

a ：RPV の 1/4t 厚さ 

  ［mm］ 

 

（３）計算に使用する中性子束及び表の選定（（φa≦φc≦φb） 

   ・中性子束φc： ×108［n／cm2・sec］ 

  ・中性子束φa：2.0×108［n／cm2・sec］… 附属書表 B-2100-2(3/14) 

  ・中性子束φb：4.0×108［n／cm2・sec］… 附属書表 B-2100-2(4/14) 

   

（４）計算に使用するＥＦＰＹの選定（EFPY1≦EFPYc≦EFPY2） 

  ・EFPYc：18.43 

関連温度調整値の算出過程 
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  ・EFPY1：18 

  ・EFPY2：24 

 

（５）RTNDT計算値及び予測値の算出（母材） 

ａ．母材の銅及びニッケルの含有量に対する⊿RTNDT1～2,a～bの算出（比例法） 

   【母材】 

    ・⊿RTNDT1,a         ・⊿RTNDT2,a＝  

    ・⊿RTNDT1,b         ・⊿RTNDT2,b＝  

   

   附属書表 B-2100-2(3,4/14)からの読み値（母材） 

φa（2×108） 

Ni：  Ni：  

EFPY1 EFPY2 EFPY1 EFPY2 

    

 

φb（4×108） 

Ni：  Ni：  

EFPY1 EFPY2 EFPY1 EFPY2 

    

    ΔRTNDTi,a：EPFYi における中性子束φaに対するΔRTNDT計算値 

    ΔRTNDTi,b：EPFYi における中性子束φbに対するΔRTNDT計算値 

    （ｉ＝１,２） 

     Cu：母材の銅含有量[mass％] 

       0.04[mass％]※1 

     Ni：母材のニッケル含有量[mass％] 

       0.67[mass％] 

        ※１：母材の銅含有量は化学成分シート上，0.02[mass％]であるが，国内

脆化予測法の適用範囲に従い，銅含有量を 0.04[mass％]とする。 

 

ｂ．EFPY1,EFPY2における中性子束φcに対する⊿RTNDT1,2C計算値の算出 

    ⊿RTNDT1,C＝⊿RTNDT1,a＋（⊿RTNDT1,b－⊿RTNDT1,a）／（logφb－logφa） 

          ×（logφc－logφa） 

     

      

     … 小数点以下第３位を切り上げ 

    ⊿RTNDT2,C＝⊿RTNDT2,a＋（⊿RTNDT2,b－⊿RTNDT2,a）／（logφb－logφa） 

          ×（logφc－logφa） 

    ＝  
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    ＝  … 小数点以下第３位を切り上げ 

 

ｃ．EFPYCに対する⊿RTNDTC計算値の算出 

    ⊿RTNDTC ＝⊿RTNDT1,C＋（⊿RTNDT2,C－⊿RTNDT1,C）／（logEFPY2－logEFPY1） 

          ×（logEFPYc－log EFPY1） 

         

         …小数点以下第３位を切り上げ 

 

ｄ．RTNDT予測値の算出 

    ⊿RTNDT予測値=⊿RTNDT計算値+MR※２ 

             

             

            =24 …小数点以下を切り上げ 

    ※２：第２回監視試験報告書実測値は ℃のため，マージンの見直しは不要。 

 

（６）RTNDT計算値及び予測値の算出（溶接金属） 

ａ．母材及び溶接金属の銅及びニッケルの含有量に対する⊿RTNDT1～2,a～bの算出（比例法） 

 

   【溶接金属】 

   ・⊿RTNDT1,a        ・⊿RTNDT2,a＝  

   ・⊿RTNDT1,b        ・⊿RTNDT2,b＝  

  附属書表 B-2100-2(3,4/14)からの読み値（溶接金属） 

φa（2×108） 

Ni：  Ni：  

EFPY1 EFPY2 EFPY1 EFPY2 

    

 

φb（4×108） 

Ni：  Ni：  

EFPY1 EFPY2 EFPY1 EFPY2 

    

    ⊿RTNDTi,a：EPFYi における中性子束φaに対する⊿RTNDT計算値 

    ⊿RTNDTi,b：EPFYi における中性子束φbに対する⊿RTNDT計算値 

    （ｉ＝１,２） 

     Cu：溶接金属の銅含有量[mass％] 

       0.04[mass％]※３ 

     Ni：溶接金属のニッケル含有量[mass％] 

       0.69[mass％] 

    ※３：溶接金属の銅含有量は化学成分シート上，0.02[mass％]であるが，国内脆

化予測法の適用範囲に従い，銅含有量を 0.04[mass％]とする。 
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ｂ．EFPY1,EFPY2における中性子束φcに対する⊿RTNDT1,2C計算値の算出 

⊿RTNDT1,C＝⊿RTNDT1,a＋（⊿RTNDT1,b－⊿RTNDT1,a）／（logφb－logφa） 

×（logφc－logφa） 

     

  

 … 小数点以下第３位を切り上げ 

⊿RTNDT2,C＝⊿RTNDT2,a＋（⊿RTNDT2,b－⊿RTNDT2,a）／（logφb－logφa） 

×（logφc－logφa） 

    ＝  

  

 … 小数点以下第３位を切り上げ 

ｃ．EFPYCに対する⊿RTNDTC計算値の算出 

⊿RTNDTC ＝⊿RTNDT1,C＋（⊿RTNDT2,C－⊿RTNDT1,C）／（logEFPY2－logEFPY1） 

×（logEFPYc－log EFPY1） 

 

 

ｄ．RTNDT予測値の算出 

⊿RTNDT予測値=⊿RTNDT計算値+MR※４ 

   

   

=24 …小数点以下を切り上げ 

※４：第２回監視試験報告書実測値は ℃のため，マージンの見直しは不要。 

（７）RTNDT調整値の算出（母材及び溶接金属） 

ａ．母材の RTNDT調整値の算出 

RTNDT調整値= RTNDT初期値+⊿RTNDT予測値 

=（-40）+24 

=－16［℃］ 

ｂ．溶接金属の RTNDT調整値の算出 

RTNDT調整値= RTNDT初期値+⊿RTNDT予測値 

=（-50）+24 

=－26［℃］ 

母材の RTNDT初期値：-40[℃]  

溶接金属の RTNDT初期値：-50[℃] 

以 上
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中性子照射による上部棚吸収エネルギー(USE:Upper Shelf Energy)の低下について評

価した結果は表１のとおりである。なお，予測値は小数点以下第１位を切り捨てている。 

 

表１ USE 予測値            (単位：J)     

 方向 初期値 平成 26 年度末時点 

母材 T 方向 215 185 

溶接金属 溶接線に直角方向 231 192 

 

最も上部棚吸収エネルギーが低下するのは溶接金属の値であり，建設時(未照射材)で，

231J，平成 26 年度末時点で 192J 程度となっている。なお，いずれも JEAC4206-2007 規定

の 68J を上回っている。 

これらの導出に必要な事項を以下に示す。 

JEAC4201-2007[2013 年追補版] B-3000 より 

 USE 調整値(J)＝USE 初期値×（1-ΔUSE 予測値/100） 

ΔUSE 予測値＝CO+[CFU]×[FFU]+MU 

CO：母材は-0.95，溶接金属は-2.78 

[CFU]：表２に示す化学成分より下記の式にて算出 

(母材)[CFU]=5.23+9.36･(0.5+0.5･tanh{(Cu-0.087)/0.034})×(1+0.59･Ni) 

(溶接金属)[CFU]=9.78+3.96･(0.5+0.5･tanh{(Cu-0.086)/0.045})×(1+3.63･Ni) 

 [FFU]：中性子照射量（平成 26 年度末時点） ×1021n/m2をパラメータとして

それぞれ算出した。 

(母材)[FFU](f)= f (0.349-0.068log f) 

(溶接金属)[FFU](f)= f (0.234＋0.015log f) 

         f :中性子照射量  (×1019n/c ㎡(>1MeV)) 

   

ΔUSE 予測値は，ΔUSE 計算値に当該の材料に対して監視試験によるΔUSE の実測値が２

個未満の場合のマージン MU＝2δΔu（δΔu：母材は 6.9％，溶接金属は 7.5％）を加えた値

であり，表４にΔUSE 算出のためのパラメータを示す。 

表３より，母材及び溶接金属のΔUSE 実測値はΔUSE 予測値を超えていない。 

  

上部棚吸収エネルギー予測値評価の算出過程 
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表２ RPV 胴板材料の化学成分（単位：重量％） 

区分 Si P Ni Cu 

母材 0.27 0.004 0.67 0.02 

溶接金属 0.17 0.006 0.69 0.02 

 

 

表３ 監視試験データ 

種別 

上部棚吸収エネルギー(実績) 

試験回数 
初期値 

(J) 

監視試験 

(J) 

ΔUSE 

(J) 

ΔUSE 

(%) 

母材 

第１回 

(加速) 215 
197 

第２回 210 

溶接金属

第１回 

(加速) 231 
225 

第２回 240 

 

表４ ΔUSE 算出のためのパラメータ 

 CFU 
平成 26 年度末時点 

FFU MU ΔUSE 予測値(%)

母材 

溶接金属

 

以 上 
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圧力容器の供用期間中検査については，日本機械学会「発電用原子力設備規格 維持規格

（2008 年版）JSME S NA1-2008」に基づき，第３号機第 17 保全サイクル定期事業者検査の

クラス 1機器供用期間中検査として検査を実施した。 

 

圧力容器の超音波探傷試験，漏えい試験を実施し判定基準を満足していることを確認し

ている。 

 

【超音波探傷試験】 

B-A 原子炉圧力容器の炉心外周域耐圧部分の溶接継手    １継手 

 

以 上 

 

 

至近の供用期間中検査における超音波探傷試験，漏えい試験の要領及び結果 
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１. はじめに

本資料は，照射誘起型応力腐食割れの高経年化技術評価の補足として，評価結果を示すと

ともに，評価内容の補足資料を取りまとめたものである。 

ステンレス鋼については，中性子照射を受けると材料自身の応力腐食割れの感受性が高

まるとともに，材料周辺の腐食環境が水の放射線分解により厳しくなることが知られてい

る。照射誘起型応力腐食割れは，この状況に引張応力が重畳されると粒界型応力腐食割れを

生じる現象である。なお，炉内構造物の各機器は原子炉冷却材と接液しており，通常運転時

の温度は ℃である。また，原子炉冷却材の水質管理においては，浜岡原子力発電所原子

炉施設保安規定及び社内規程【水質管理手引（運転）】において管理値等を定め，水質管理

を実施している。水質管理値と至近の実績については別紙１に示す。 

図１，表１に示すように，BWR 環境下のステンレス鋼については，比較的高い累積照射

量（以下「しきい照射量」という。）を受けた場合に応力腐食割れの感受性への影響が現れ

ると考えられている。 

表１ 照射誘起型応力腐食割れの感受性発現しきい照射量 

材質 しきい照射量 

ステンレス鋼（SUS304 材） 5×1024n/m2（E>1MeV） 

ステンレス鋼（SUS316 材） 1×1025n/m2（E>1MeV） 

海外プラントでの損傷事例として，米国のオイスタークリーク発電所（BWR/2），ナイン

マイルポント発電所 1 号機（BWR/2）にて，上部格子板の格子ビーム（グリッドプレート）

にき裂が確認されている。原因は，中性子照射量が多い上部格子板の格子ビーム（SUS304

材）にて照射誘起型応力腐食割れ（IASCC）が発生したと推定されている。また，東海第二

発電所及び福島第二原子力発電所３号機における制御棒ハンドル部のガイドローラ付近に

発見されたひび割れについては，いずれも中性子照射による材料の変化が起因である照射

誘起型応力腐食割れである。 
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テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



 

2 

 

 

 

Ref.1: W.L.Clarke and A.J.Jacobs:Proc. 1st International Symposium on 
Environmental Degradation of Materials in Nuclear Power Systems –
Water Reactors, (1983)451. 

 
Ref.3: A.J.Jacobs, G.P.Wozadlo, K.Nakata, T.Yoshida and I.Masaoka:Proc. 3rd 

International Symposium on Environmental Degradation of Materials in 
Nuclear Power Systems –Water Reactors, (1987) 657. 

 
Ref.8:M.Kodama, S.Nishimura, J.Morisawa, S.Suzuki, S.Shima and M.Yamamoto: 

Proc. 5th International Symposium on Environmental Degradation of 
Materials in Nuclear Power Systems –Water Reactors, (1991) 948. 

 

図１ 304，316 ステンレス鋼の IGSCC破面率に及ぼす中性子照射量の影響 

｛出典：「BWR炉内構造物点検評価ガイドライン[上部格子板]」一般社団法人 原子力安全推進協会｝ 
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２. 評価結果

(１) 健全性評価 

炉心を取り囲む機器である炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，周辺燃料支持金具，

制御棒案内管，炉心近傍に位置する制御棒のうち，以下のとおり，上部格子板のグリッドプ

レート中央部，ボロンカーバイド粉末型制御棒においては，しきい照射量を超える中性子照

射を受ける。 

① 炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，周辺燃料支持金具，制御棒案内管

現時点での予想照射量（E>1MeV）は以下の値と想定される（中性子照射量評価の内

容については別紙２参照）。 

・炉心シュラウド  約 6.4×1024n/m2 

・上部格子板  約 2.4×1025n/m2 

・炉心支持板  約 7.6×1023n/m2 

・周辺燃料支持金具  約 7.5×1023n/m2 

・制御棒案内管  約 2.2×1024n/m2 

上部格子板のグリッドプレート中央部についてはしきい照射量（1×1025n/m2

（E>1MeV）：SUS316 材）を超えるものの，グリッドプレート中央部に溶接部はなく，

運転中の差圧，熱，自重等に起因する引張応力成分は低いことから，照射誘起型応力腐

食割れが発生する可能性は小さい。 

② ボロンカーバイド粉末型制御棒

ボロンカーバイド粉末型制御棒は，「照射に伴う制御材 10B の減損により相対価値が

10%減少したときの核的寿命」，「10B の中性子吸収により生成された He ガスによる制

御材被覆管内圧上昇の観点から決まる機械的寿命」及び「照射誘起型応力腐食割れによ

る制御材被覆管のひび割れによるトリチウム放出」を踏まえて設定した取替え運用基

準 1.74×1025 n/m2（熱中性子照射量）に基づき，取替えを実施している。炉心内の平

均中性子束から算出した高速中性子束と熱中性子束の比率は，（高速中性子束／熱中性

子束）=約 2.5 であり，取替え運用基準 1.74×1025 n/m2（熱中性子照射量）はしきい照

射量（5×1024n/m2（E>1MeV）：SUS304 材）を超えると評価した。 

また，制御材被覆管，シース，タイロッド及び上部ハンドルは溶接熱影響部に引張応

力が存在し，さらに制御材被覆管には，制御材の熱中性子捕獲による 10B(n,α)7Li 反応

による He 発生に伴う内圧上昇，並びに，制御材の体積膨張によって引張応力が作用す

る。 
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そのため，ボロンカーバイド粉末型制御棒については照射誘起型応力腐食割れが発

生する可能性は否定できない。 

(２) 保全状況 

① 点検状況

中性子照射量評価により，照射誘起型応力腐食割れのしきい照射量を超える中性子

照射を受ける上部格子板のグリッドプレート中央部，及び，ボロンカーバイド粉末型

制御棒の保全の状況は以下のとおりである。なお，炉内構造物に対する維持規格及び

「欠陥の解釈」による点検の方法，頻度，実績を別紙３に示す。 

a.上部格子板

上部格子板のグリッドプレート中央部についてはしきい照射量を超えるものの，

引張応力成分は低いことから，照射誘起型応力腐食割れが発生する可能性は小さ

い。しかしながら，海外プラントでの損傷事例を踏まえ，平成 26 年度において，

中性子照射量の高い上部格子板のグリッドプレートの中央部等について水中テレ

ビカメラによる目視点検（ＭＶＴ－１）により健全性を確認している（図２参照）。 

また，維持規格等に従った上部格子板に対する至近の点検実績は，第 17 回定期

検査（平成 26 年度）であり，目視点検（ＶＴ－３）により健全性を確認している。 
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■：点検範囲（MVT-1）

図２ 上部格子板の点検範囲概略 

リム胴 

グリッドプレート 

１８０゜ 

９０゜ ２７０゜ 

０゜ 

L/N:30-03 

L/N:30-15 

L/N:30-31 
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b.ボロンカーバイド粉末型制御棒

ボロンカーバイド粉末型制御棒は，熱中性子の累積照射量により定めた運用基

準（1.74×1025 n/m2）に到達する前に取替えを実施している。また，「点検計画（原

子炉編）（運転）」に基づき，継続使用する制御棒を対象として，以下について目視

点検（ＶＴ－３）を実施しており，異常は認められていない。 

さらに，定期検査毎に停止余裕検査及び制御棒駆動機構の機能検査により制御

棒の健全性を確認している。 

・10 年間で全制御棒（185 体）の 7.5％（14 体） 

【平成 22 年点検実績】 

点検制御棒：S/N 85-032・・・・・・・・結果 良 

S/N 85-091・・・・・・・・結果 良 

S/N 85-127・・・・・・・・結果 良 

S/N 85-073・・・・・・・・結果 良 

・過去に点検した制御棒の最大照射量（熱中性子）を超える場合※１ 

【平成 18 年点検実績】 

点検制御棒：S/N 85-070・・・・・・・・結果 良 

S/N 85-134・・・・・・・・結果 良 

  ※１ これまでに点検した制御棒の最大照射量（熱中性子）は，平成 18 年

点検実績の照射量 n/m2である。現在は，現時点で

n/m2 を超える制御棒がある場合に点検を実施することとしてい

る。（現在使用中の制御棒には  n/m2を超えるものはない。） 
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東海第二発電所及び福島第二原子力発電所３号機における制御棒ハンドル部の

ガイドローラ付近に発見されたひび割れに対しては，当社では，東海第二発電所の

事象発生直後に，定期検査中であった浜岡１号機において，コントロールセルで使

用し相対的に照射量の多い制御棒（５体）を点検し，ハンドル部のガイドローラ付

近にひび割れが発生していないことを確認している。また，これ以降は「点検計画

（原子炉編）（運転）」に基づき制御棒の目視点検を実施しており，東海第二発電所

及び福島第二原子力発電所３号機と同様の事象は確認されておらず，現状の保全

を継続していくことで，浜岡３号機で使用しているボロンカーバイド粉末型制御

棒の健全性は維持できると評価している。今後も知見拡充のため制御棒の点検を

実施していく。なお，浜岡３号機 ボロンカーバイド粉末型制御棒のローラ材料の

化学成分及び機械的性質を別紙４に示す。 

② 事例規格「応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮（NC-CC-002）」への対応状況

日本機械学会 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 事例規格「応力腐食割れ発生

の抑制に対する考慮（NC-CC-002）」によると，応力腐食割れ（SCC）発生因子である

「材料」「応力」「環境」を改善することで SCC 発生を抑制する対応が例示されている。

この中で、炉内構造物に主に用いられるオーステナイト系ステンレス鋼は、BWR 炉水

環境下における耐 IGSCC 性が高いとされている。 

浜岡 3 号機の炉内構造物においては，別紙５のとおり，SCC 発生の抑制を行ってい

る。 
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(３) 総合評価 

照射誘起型応力腐食割れに関する評価結果は下表のとおりである。なお，安定停止状

態においては，高速中性子照射を受けることはないため，照射誘起型応力腐食割れの発

生・進展の可能性は小さく，安定停止状態にて要求される機能は維持できると判断する。 

評価対象機器 評価結果 

炉心シュラウド，炉心支持板， 

周辺燃料支持金具， 

制御棒案内管 

しきい照射量を超えないことから，照射誘起型応力

腐食割れは発生しないものと評価する。 

上部格子板 

（グリッドプレート中央部） 

しきい照射量を超えるものの，引張応力成分は低

く，照射誘起型応力腐食割れが発生する可能性は小

さい。また，維持規格等や海外プラントでの損傷事

例を踏まえた目視点検により健全性を確認してい

る。 

ボロンカーバイド粉末型制御棒 

（制御材被覆管，シース， 

タイロッド及び 

上部ハンドル） 

制御棒の点検については，照射量の多い制御棒を点

検することにより，使用している制御棒の全体の健

全性を評価している。 

浜岡３号機で使用しているボロンカーバイド粉末

型制御棒については，これまでの点検において異常

は認められていない。また，これまで点検した制御

棒の最大照射量（熱中性子）は， n/m2で

あり，今停止期間まで使用していた制御棒の最大照

射量（熱中性子）は， n/m2である。 

以上より，現在使用中の制御棒は，これまでの最大

照射量を超えていないこと及びこれまでの点検で

異常が認められていないことから，健全性は維持で

きていると評価する。 

今後，これまでの最大照射量（熱中性子）

n/m2 を超える制御棒が発生する場合は，知見

拡充のため点検を実施する。 

(４) 高経年化への対応 

炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，周辺燃料支持金具，制御棒案内管，ボロ

ンカーバイド粉末型制御棒（制御材被覆管，シース，タイロッド，ピン及び上部ハンド

ル）の照射誘起型応力腐食割れについては，安定停止状態を維持する上で今後実施すべ

き項目はなく，今後も現状保全を継続していく。 

以 上

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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別 紙 
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別紙１ 

 

 

 

以下に原子炉運転中の管理値と至近の実績を示す。 

 

＜管理値＞ 

① 導電率   ：≦1.0μS/cm at 25℃ 

② pH      ：5.6～8.6 at 25℃ 

③ 塩素イオン：≦0.1ppm 

④ 溶存酸素 ：≦0.4ppm 

 

＜至近の実績＞ 

至近の運転サイクル（第 12～第 17 サイクル）の実績を以下に示す。なお，抽出サイクル

期間の選定にあたっては，水素注入の実施・未実施の期間を考慮した。 

いずれの項目においても，管理値を十分満足している。 

 

     （水素注入未実施時） （水素注入実施時） 

① 導電率   ：0.08μS/cm      0.07μS/cm 

② pH      ：6.9          7.1 

③ 塩素イオン：0.001ppm       0.001ppm 

④ 溶存酸素 ：0.276ppm         0.067ppm 

 

添付資料－１ 浜岡３号機 原子炉冷却材水質の推移 

以 上

原子炉冷却材の水質管理値と至近の実績 
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別紙２ 

 

 

 

 

  

中性子照射量評価の内容 

１．運転時間（EFPY） 

現時点（平成 26 年度末）の運転時間（EFPY）は，18.43 EFPY である。 

 

２．中性子照射量評価の内容 

中性子照射量評価の内容（計算の方法含む）については，以下の手順で算出している。 

基準計算として R-Z 体系モデル（垂直断面モデル）により炉内各位置の中性子束を算出

する。次に，補正計算として R-θ体系モデル（水平断面モデル）により燃料配置による周

方向中性子束分布を算出し,基準計算にて得られた中性子束に乗じることで，中性子照射量

を算出する。 

なお，使用した計算機コード，評価モデル，入力パラメータは以下のとおりである。 

 

（１） 計算機コード 

 二次元輸送計算コード：DORT (DOORS 3.2 バージョン） 

 

（２） 評価モデル 

 基準計算に用いる R-Z 体系モデル（垂直断面モデル）を図１に，補正計算に用いる R-θ

体系モデル（水平断面モデル）を図２に示す。 

 

（３）入力パラメータ 

入力パラメータは以下のとおりである。 

・炉心条件（燃焼種類等） 

・構成材料の物性値（密度，組成等） 

・構造物の形状，寸法 

・出力分布 

・中性子核分裂スペクトル 
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図１ R-Z 体系モデル（垂直断面モデル） 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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図２  R-θ体系モデル（水平断面モデル） 

 

３．中性子照射量の評価結果 

炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，制御棒案内管，周辺燃料支持金具の中性子

照射量が最大となる位置の評価結果を表１に示す。なお，θ方向については，保守的に最

大となる位置で評価している。 

 

表１ 中性子照射量が最大となる位置での評価結果（運転時間 18.43 EFPY） 

評価対象機器 
中性子照射量が 

最大となる位置 

中性子照射率 

（n/cm2/sec） 

累積照射量 

（n/m2） 

炉心シュラウド 
中間胴の周溶接線（H4）の 

上部 約 1000mm の位置 

上部格子板 
グリッドプレート下端 

炉中心位置 

炉心支持板 
支持板上端 

 

制御棒案内管 
中央位置の制御棒案内管上面の

中心位置 

周辺燃料支持 

金具 

支持金具上端 

 

 

  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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また，照射誘起型応力腐食割れに対する評価位置は，中性子照射量が最大となる位置及び

評価対象機器の構造（残留応力が高いと想定される溶接線の有無）を踏まえて表２のとおり

選定している。 

表２ 中性子照射量の評価結果（運転時間 18.43 EFPY） 

評価対象機器 評価位置 
中性子照射率 

（n/cm2/sec） 

累積照射量 

（n/m2） 

炉心シュラウド 
中間胴の周溶接線（H4） 

シュラウド内壁 

上部格子板 
グリッドプレート下端 

炉中心位置 

炉心支持板 
支持板下端 

炉中心位置 

制御棒案内管 
中央位置の制御棒案内管上面の

中心位置 

周辺燃料支持 

金具 

炉中心に最も近接する 

周辺燃料支持金具と 

炉心支持板の溶接線 

以 上 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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別紙３ 

炉内構造物に対する維持規格及び「欠陥の解釈」による点検の方法，頻度は下表のとおり

である。 

維持規格による点検内容の概要 

点検対象（注１） 点検方法 点検頻度 

 炉心シュラウド（注２）

 シュラウドサポート（注２）

 上部格子板（注２）

 炉心支持板

 燃料支持金具

 炉心スプレイ配管・スパージャ（注２） 

 差圧検出・ほう酸水注入配管

（原子炉圧力容器内部）

 ジェットポンプ（注２）

 余熱除去系（低圧注入系）配管

（原子炉圧力容器内部）

VT-3 10 年 

（注１）点検部位の詳細は「維持規格 表 添付 I-4-B-1」参照 

（注２）「維持規格 表 IJG-2500-B-1~B-5」に従った時期に点検（VT-3 

または MVT-1）を計画 

 また，維持規格及び「欠陥の解釈」による炉心シュラウド，上部格子板，炉心支持板，

燃料支持金具，制御棒案内管の点検結果は以下のとおり。 

○炉心シュラウド（注１）

点検時期 点検方法 点検結果 

第 15 回定期検査（平成 19 年度） VT-3 異常なし 

（注１）第 13 回定期検査（平成 16 年度）において，炉心シュラウドの周方向溶接の一

部に確認されたひび割れに対し，炉心シュラウド支持ロッド取付による修理を実

施 

炉内構造物に対する維持規格及び「欠陥の解釈」による点検の方法，頻度，実績 
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○上部格子板 

 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 16 回定期検査（平成 21 年度） VT-3 異常なし 

第 17 回定期検査（平成 26 年度） 
VT-3 

（注２） 
異常なし 

（注２）「維持規格 表 IJG-B-3」による点検 

 

○炉心支持板 

 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 17 回定期検査（平成 26 年度） 
VT-3 

（注３） 
異常なし 

（注３）維持規格に基づき設定される点検時期に先立つ自主点検 

 

○燃料支持金具 

・中央燃料支持金具 

 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 16 回定期検査（平成 21 年度） VT-3 異常なし 

 

・周辺燃料支持金具 

 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 17 回定期検査（平成 26 年度） 
VT-3 

（注４） 
異常なし 

（注４）維持規格に基づき設定される点検時期に先立つ自主点検 

 

○制御棒案内管 

 

点検時期 点検方法 点検結果 

第 16 回定期検査（平成 21 年度） VT-3 異常なし 

 

以 上 
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別紙４ 

 

 

 

ボロンカーバイド粉末型制御棒のローラ材料である高ニッケル合金（CFA）の化学成分及

び機械的性質を以下に示す。 

 

１．化学成分［wt%］ 

炭素      

シリコン    

マンガン    

クロム     

モリブデン   

コバルト    

アルミニウム  

ニッケル    

 

２．機械的性質 

引張強さ    N/mm2以上 

硬度      (HRC)以上 

 

以 上 

 

  

ボロンカーバイド粉末型制御棒のローラ材料の化学成分及び機械的性質 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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別紙５ 

 

 

 

浜岡 3 号機の炉内構造物においては，以下のとおり，SCC 発生の抑制を行っている。 

 

・炉心シュラウド 

第 12 回定期検査（平成 14 年度）において，応力腐食割れ対策としてレーザーピー

ニング法による応力改善を上部リングと上部胴の溶接線(H1 外)，上部胴と中間部リン

グの溶接線(H2 外)及び中間胴と下部リングの溶接線(H6a 外)の一部に実施している。

また，シュラウドサポートリングの溶接線（H7b 内）近傍に発生したひび割れの一部

について，放電加工（EDM）によりボートサンプルを採取しており，サンプル採取部

の放電加工面に対しては，磨き加工を実施し応力改善を行っている。第 13 回定期検

査（平成 16 年度）において，中間胴溶接線(H4 内)近傍，中間胴と下部リングの溶接

線(H6a 外)近傍,シュラウドサポートリングの溶接線(H7a,b 内・外)近傍に確認された

ひび割れを含む炉心シュラウド周方向溶接線に対し，炉心シュラウド支持ロッドによ

る修理を実施している。 

 

・シュラウドサポート 

第４回定期検査（平成４年度）において，海外プラントでの応力腐食割れによる損

傷事例に鑑み，マンホール蓋について溶接タイプからボルト締めタイプに変更してい

る。 

 

・ジェットポンプビーム 

浜岡１号機及び海外プラントで IGSCC が発生した事例を受けて，建設時より熱処

理の改善及び締付力の低減により耐応力腐食割れ性を向上したビームを据付してい

る。その後，他プラントで IGSCC が発生した事例を受けて，第 11 回定期検査（平

成 13 年度）において，ビーム製作時の熱処理タイミングやビーム形状の変更により

ボルト穴部及びビーム端部の発生応力を低減したビームに全数取替えを実施してい

る。 

 

以 上 

事例規格「応力腐食割れ発生の抑制に対する考慮（NC-CC-002）」への対応状況 
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１. はじめに

本資料は，２相ステンレス鋼の熱時効の高経年化技術評価の補足として，評価結果を示す

とともに，評価内容の補足資料を取りまとめたものである。

２相ステンレス鋼は，オーステナイト相中に一部フェライト相を含む２相組織であるた

め、運転中の系統機器の高温のもとで時間とともにフェライト相内でより安定な組織形態

へ移行しようとする相分離が起こること（熱時効）により，材料の靭性が低下する可能性が

ある。

熱時効による靭性低下への影響は，フェライト量が多く，使用温度が高いほど大きくなる。

また，使用条件としては，応力（荷重）が大きいほど健全性評価への影響は大きくなる。

２. 対象部位の選定方法及び選定結果

(１) 対象部位の選定方法 

熱時効劣化評価対象部位の抽出については，日本原子力学会標準 「原子力発電所の

高経年化対策実施基準」を参考に，２相ステンレス鋼を使用し，使用環境温度が 250℃

以上となる部位を抽出している。評価対象部位の抽出プロセスを図１に示す。
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図１ 評価対象部位の抽出フロー 

評価対象部位 
（２相ステンレス鋼で最高使

用温度が 250℃以上） 
 

無印(評価対象外)

使用環境温度が 
250℃以上 

No 

Yes 

高経年化技術評価の評価対象機器におい

て，設備主要部位の使用材料表にて 2 相ス

テンレス鋼を用いており，設備使用条件か

ら最高使用温度が 250℃以上のものを抽

出。 

き裂が想定される 
経年劣化事象 

無

有 

○*１ ▲*２ 

当該主要部位の使用環境温度を確認し，

250℃以上のものを抽出する。 

疲労割れ等のき裂が想定される場合（高経年化

対策上着目すべき経年劣化事象又は高経年化対

策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日

常劣化管理事象））に「高経年化対策上着目すべ

き経年劣化事象」として評価を行う。また，想

定されるき裂が高経年化対策上着目すべき経年

劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外）

又は経年劣化事象としてき裂が想定されない場

合は，「高経年化対策上着目すべき経年劣化事象

ではない事象（日常劣化管理事象以外）」として

分類する。 
ただし，塩分付着による貫粒型応力腐食割れに

ついて塩分管理を実施し，割れ発生防止対策を

実施している部位については，き裂が想定され

る経年劣化事象として扱わない。 

＊１：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

＊２：高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 
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(２) 評価対象部位の抽出結果 

熱時効の経年劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果を別紙１に示す。 

抽出の結果，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として，熱時効が想定される部

位は，原子炉冷却材再循環ポンプケーシング及び原子炉冷却材再循環ポンプ入口弁・出

口弁の弁箱である。 

 

(３) 評価対象部位の使用温度，フェライト量及び作用応力について 

（２）において高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として熱時効が想定される

部位における，最高使用温度，通常使用温度，フェライト量及び作用応力について，表

１，２に，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象として熱時効が想定さ

れる部位における使用温度及びフェライト量について別紙２に示す。 

なお，通常使用温度については機器設計仕様書あるいは配管計装線図に記載の値を

転記し，フェライト量については，材料証明書の値を転記あるいは ASTM A800 に基

づき算出した値を記載した。 

 

       表１ 熱時効評価対象部位の使用温度及びフェライト量 

※材料証明書の値を転記 

 

評価機器名 部位 最高使用温度 通常使用温度 
フェライト量※ 

（％） 

原子炉冷却材 

再循環ポンプ 
ケーシング 302 ℃  ℃ 

A:  

B:  

PLR ポンプ出口弁 弁箱 302 ℃  ℃ 
A:  

B:  

PLR ポンプ入口弁 弁箱 302 ℃  ℃ 
A:  

B:  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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評価機器名 部位 

通常運転時（MPa） 地震時（Ss800gal）（MPa） 
一次＋二次応力合計

（①+②）（MPa） 
疲労累積係数 

一次応力 
一次＋二次応力

（①） 
一次応力 

一次＋二次応力 

（②） 

原子炉冷却材再循環

ポンプ 
ケーシング 

PLR ポンプ(A)入口

PLR ポンプ(A)出口

PLR ポンプ(B)入口

PLR ポンプ(B)出口

PLR ポンプ入口弁 弁箱 

B31-F001A 入口 

B31-F001A 出口 

B31-F001B 入口 

B31-F001B 出口 

PLR ポンプ出口弁 弁箱 

B31-F002A 入口 

B31-F002A 出口 

B31-F002B 入口 

B31-F002B 出口 

表２ 原子炉冷却材再循環ポンプケーシング及び PLR ポンプ出入口弁との取合い配管部発生応力及び疲労累積係数

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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３. 現状の保全内容及び製造時の検査内容

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象とした部位の現状保全の具体的内容及び製造時

の検査内容等は下表のとおりである。製造時，供用前検査及び供用期間中検査等の詳細につ

いては別紙３に示す。また、高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないとした部位の

現状保全の具体的内容及び製造時の検査内容については別紙４に示す。

（１）原子炉冷却材再循環ポンプ 

部位名 製造時 
供用前 

検査 
供用期間中検査 その他の保全 

ケーシ

ング 

材料検査

PT 

RT 

建設時記録 

による 

VT－3 

(10 年計画による) 

外観点検(10C) 

PT（ｶﾞｽｹｯﾄ面(10C)） 

溶接部 
PT 

RT 

建設時記録 

による 

UT（出入口配管溶

接部） 

管との溶接部：UT 

(10 年計画による) 

上記以外： 

VT－3 又は PT 

(10 年計画による) 

入口固定羽根 PT(都度) 

（２）PLR ポンプ出入口弁 

部位名 製造時 
供用前 

検査 
供用期間中検査 その他の保全 

弁箱 

材料検査

PT 

RT 

建設時記録 

による 

VT-3 

(10 年計画による) 
外観点検(12C) 

溶接部 
PT 

RT 

UT（出入口配管溶

接部） 

UT 

(10 年計画による) 
― 

VT-3：目視検査 

UT：超音波探傷検査 

PT：浸透探傷検査 

RT：放射線透過検査 
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４. 総合評価 

熱時効については，計画的な目視点検，浸透探傷試験及び超音波探傷試験を実施しており，

健全性の確認は可能であると判断する。 

 

５. 高経年化への対応 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として，熱時効が想定される部位は，原子炉冷却

材再循環ポンプケーシング及び原子炉冷却材再循環ポンプ入口弁・出口弁の弁箱である。ま

た，当該部位のき裂の原因となる経年劣化事象は，疲労割れである。 

しかしながら，当該部位の疲労係数が１未満であったことからその発生の可能性は低い

と評価している。また，製造時及び供用期間中における非破壊検査を実施し，有意な欠陥が

ないことを確認している。 

さらに，当面の安定停止状態においては，当該部位の使用温度は，原子炉停止中の原子炉

冷却材の温度（40℃以下），あるいは原子炉格納容器内温度（40℃以下）となり，250℃未

満となるため，熱時効は問題にならないと評価している。 

 

従って，熱時効については，高経年化対策の観点から現状保全の内容に追加すべき項目は

なく，今後も現状保全を継続していく。 

 

以 上 
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別紙１ 熱時効の経年劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果

評価書分冊
代表

機器
評価機器名 部位 

最高使

用温度

通常使用温

度 

き裂が想定

される経年

劣化事象 

評価* 備考 

ターボポン

プ 
○ 原子炉冷却材浄化ポンプ

羽根車 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

ケーシング 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

リアカバー 302 ℃ 250℃未満 無し ― 

パージ水環境は 35～

40℃であり，使用環境

は 250℃未満である。 

原子炉冷却

材再循環ポ

ンプ 

○ 原子炉冷却材再循環ポンプ

羽根車 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

ライナーリング 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

水中軸受 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

ケーシング 302 ℃  ℃ 疲労割れ ○ 

仕切弁 

○ PLR ポンプ出口弁

弁箱 302 ℃  ℃ 疲労割れ ○ 

弁ふた 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

弁体 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

PLR ポンプ入口弁 

弁箱  ℃  ℃ 疲労割れ ○ 

弁ふた  ℃  ℃ 無し ▲ 

弁体  ℃  ℃ 無し ▲ 

逆止弁 

SLC 注入第２隔離弁 弁箱  ℃ 100℃未満 無し ― 
原子炉圧力容器から距

離があり，使用環境は

250℃未満である。 

SLC 注入第１隔離弁 弁箱  ℃ 100℃未満 無し ― 

熱時効の経年劣化評価に関する評価対象部位の抽出結果

＊：本文 図１ 評価対象部位の抽出フローによるスクリーニング結果を記載

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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評価書分冊
代表

機器
評価機器名 部位 

最高使

用温度

通常使用温

度 

き裂が想定

される経年

劣化事象 

評価* 備考 

炉内構造物

○ 燃料支持金具 中央燃料支持金具 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

○ 炉心スプレイ配管・スパージャ ノズル 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

○ ジェットポンプ

ライザ 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

インレットミキサ 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

ディフューザ 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

ブラケット 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

制御棒 ○ ボロンカーバイド粉末型制御棒 落下速度リミッタ 302 ℃  ℃ 無し ▲ 

制御棒駆動

機構 
○ 制御棒駆動機構

コレットリテイナチ

ューブ 
302 ℃ 250℃未満 無し ― 

冷却流路に設置され

ているため，使用環境

は 250℃未満となる。 

非常用 D/G
○ 非常用ディーゼル発電機 過給機ノズル 520 ℃  ℃ 無し ▲ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 過給機ノズル 450 ℃  ℃ 無し ▲ 

焼却炉設備

○ 第２焼却炉
１次 C／F出口弁 スタフィンボックス  ℃ 250℃未満 無し ― 

断熱材が設置されて

いるため，使用環境

は 250℃未満である。 

２次 C／F出口弁 スタフィンボックス  ℃ 250℃未満 無し ― 

第１焼却炉 

１次セラミックフィルタ出口弁 スタフィンボックス  ℃ 250℃未満 無し ― 

２次セラミックフィルタ出口弁 スタフィンボックス  ℃ 250℃未満 無し ― 

セラミックフィルタバイパス弁 スタフィンボックス  ℃ 250℃未満 無し ― 

＊：本文 図１ 評価対象部位の抽出フローによるスクリーニング結果を記載

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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別
紙
２

別紙２ 熱時効評価対象部位以外の使用温度及びフェライト量の調査結果

評価機器名 部位 最高使用温度 通常使用温度 フェライト量（％） 

原子炉冷却材浄化ポンプ 

羽根車 302 ℃  ℃ 
A:

B:  

ケーシング 302 ℃  ℃ 
A:  

B:  

原子炉冷却材再循環ポンプ 

羽根車 302 ℃  ℃ 
A:

B:  

ライナーリング 302 ℃  ℃ 
A:  

B:  

水中軸受 302 ℃  ℃ 
A:

B:  

PLR ポンプ出口弁 

弁ふた 302 ℃  ℃ 
A:  

B:  

弁体 302 ℃  ℃ 
A:  

B:  

※１：材料証明書の値を転記 

熱時効評価対象部位の使用温度及びフェライト量の調査結果

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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別
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※１：材料証明書の値を転記 

※２：ASTM A800 より算出した値 

評価機器名 部位 最高使用温度 通常使用温度 フェライト量（％） 

PLR ポンプ入口弁 

弁ふた 302 ℃  ℃ 
A:  

B:  

弁体 302 ℃  ℃ 
A:  

B:  

燃料支持金具 中央燃料支持金具 302 ℃  ℃  

炉心スプレイ配管・スパージャ ノズル 302 ℃  ℃  

ジェットポンプ 

ライザ 302 ℃  ℃  

インレットミキサ 302 ℃  ℃  

ディフューザ 302 ℃  ℃  

ブラケット 302 ℃  ℃  

ボロンカーバイド粉末型制御棒 落下速度リミッタ 302 ℃  ℃ 

非常用ディーゼル発電機 過給機ノズル 520 ℃  ℃ － 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 過給機ノズル 450 ℃  ℃ － 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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別紙３

別紙３ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に分類される機器の保全状況 

 

１．製造時の検査内容 

 原子炉冷却材再循環ポンプ及び PLR ポンプ出入口弁に対する製造時の検査内容は下表の

とおりである。 

 

（１） 原子炉冷却材再循環ポンプ 

ア．ケーシング 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT 告示 501 号 良 

RT JIS G0581 良 

 

イ．溶接部 

（ア） コアクロージャー溶接部 

検査内容 判定基準 結果 

PT － 良 

RT － 良 

 

（イ） ラグ溶接部 

検査内容 判定基準 結果 

PT 省令 81 号改訂案 良 

 

（ウ） 出入口配管溶接部 

検査内容 判定基準 結果 

PT － 良 

RT 省令 81 号 良 

 

（エ） 入口固定羽根溶接部 

検査内容 判定基準 結果 

PT ― 良 

 

 

 

 

 

 

 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に分類される機器の保全状況 
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別紙３

（２） PLR ポンプ出入口弁 

ア．弁箱 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT 告示 501 号 良 

RT JIS G0581 良 

イ． 配管溶接部 

検査内容 判定基準 結果 

PT － 良 

RT 省令 81 号 良 

２．供用前及び供用期間中検査の内容

 原子炉冷却材再循環ポンプ及び PLR ポンプ出入口弁に対する供用期間中検査（供用前検

査含む）の検査実績は下表のとおりである。 

（１）原子炉冷却材再循環ポンプ 

検査部位 

供用前検査 供用期間中検査 
検査

結果検査 

方法 

検査 

結果 

検査 

方法 
点検時期※１ 

支持部材取付

け溶接継手 
供用前検査記録※２ 良 PT

A 号機：５回 

B 号機：11 回 
良 

耐圧部分の 

溶接継手 
供用前検査記録※２ 良

VT-3 

PT 

A 号機：５回 

B 号機：17 回 
良 

耐圧部分の 

溶接継手

（管） 

UT 

A 号機（出口）：12 回(PSI)

B 号機（出口）：12 回(PSI)

良 UT 
A 号機：17 回 

B 号機：15 回 
良 

内表面 供用前検査記録※２ 良 VT-3 
A 号機：５回 

B 号機：17 回 
良 
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別紙３

（２）PLR ポンプ出入口弁 

検査部位 

供用前検査 供用期間中検査 
検査

結果検査 

方法 

検査 

結果 

検査 

方法 
点検時期※１ 

耐圧部分の 

溶接継手

（管） 

UT 

出口弁(A)：12 回(PSI) 

出口弁(B)：12 回(PSI) 

良 UT 

入口弁(A)：17 回 

入口弁(B)：17 回 

出口弁(A)：16 回 

出口弁(B)：16 回 

良 

内表面 供用前検査記録※２ 良 VT-3 
入口弁(A)：11 回 

出口弁(B)：７回 
良 

※１：至近に実施した点検回を記載 

※２：建設時記録参照としている 

（注１）非破壊試験の判定基準は，JEAC4205 または維持規格，き裂その他の欠陥の解釈に

よる。 

（注２）第 12 回定期検査より JEAC4205-2000 を適用し，ランダムサンプリング方式から定

点サンプリング方式へ見直し。 

（注３）PLR ポンプ出口弁と原子炉冷却材再循環ポンプ間の配管について，第 12 回定期検

査にて取替。 

（注４）PLR ポンプ出入口弁と原子炉冷却材再循環ポンプの配管との溶接継手に対し，第 11

回定期検査，第 12 回定期検査にて応力腐食割れ対策として IHSI を実施。 

３．その他の現状保全

 原子炉冷却材再循環ポンプ及び PLR ポンプ出入口弁に対するその他の保全実績は下表の

とおりである。 

（１）原子炉冷却材再循環ポンプ 

ア．A号機，B号機 

検査内容 判定基準 点検実績※１ 結果 

外観点検 
社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※２ 
17 回 良 

浸透探傷試験

※３

JSME S NC-1 2005/2007 追補版「発電

用原子力設備規格 設計・建設規格」 
17 回 良 

浸透探傷試験 

※４ 
省令 81 号 

A 号機：第９回 

B 号機：第 10 回 
良 
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別紙３

（２） PLR ポンプ出入口弁 

ア．入口弁 A，B 

検査内容 判定基準 点検実績※１ 点検結果

外観点検 
社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※5 
17 回 良 

イ．出口弁 A，B 

検査内容 判定基準 点検実績※１ 点検結果

外観点検 
社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※5 
17 回 良 

※１：至近に実施した点検回を記載 

※２：機能・性能に影響を及ぼす恐れのあるキズ，変形，腐食，摩耗，き裂がないことを規

定 

※３：ガスケット面 

※４：入口固定羽根溶接部 

※５：表面に機能・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，打こん，腐食，変形及び摩耗がな

いことを規定 

以 上
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別紙４

別紙４ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に分類される機器の保

全状況

１．製造時の検査内容について

以下の設備に対する製造時の検査内容は下表のとおりである。 

（１） 原子炉冷却材再循環ポンプ 

ア．水中軸受※１ 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT 告示 501 号 良 

RT JIS G0581 良 

外観点検 － 良 

イ． 羽根車※２ 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT 告示 501 号，省令 81 号 良 

RT※３ ― 良 

外観点検 － 良 

ウ．ライナーリング 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT － 良 

（２） 原子炉冷却材浄化ポンプ 

ア．ケーシング 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT － 良 

RT JIS G0581 良 

イ．羽根車※４ 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査※５ JIS G5121 良 

PT － 良 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に分類される機器の保全状況
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（３） 制御棒 

ア．落下速度リミッタ 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT － 良 

（４） 炉内構造物 

ア．中央燃料支持金具 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT 告示 501 号 良 

RT JIS G0581 良 

イ．炉心スプレイ配管スパージャノズル 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

ウ．ジェットポンプ（ライザ，インレットミキサ，ディフューザ，ブラケット） 

検査内容 判定基準 結果 

材料検査 JIS G5121 良 

PT － 良 

（５） 非常用ディーゼル発電機 

過給機ノズルにおける製造時検査 該当なし 

※１：水中軸受割れ対策のため，一体型水中軸受に取替（A号機：第９回，B号機：第 10 回） 

※２：水中軸受取替に伴い，回転体一体取替（A号機：第９回，B号機：第 10 回） 

※３：主軸―羽根車取付け部 

※４：エロージョンにより取替（A号機：第４サイクル運転中，B号機：第２回） 

※５：B号機のみ
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２．供用前及び供用期間中検査の内容について 

 炉内構造物に対する供用期間中検査（供用前検査含む）の検査実績は下表のとおりである。 

 

（１）中央燃料支持金具 

検査部位 

供用前検査 供用期間中検査 
検査

結果検査

方法

検査 

結果 

検査 

方法 
点検実績※１ 

中央燃料支

持金具 
－ － VT-3 第 16 回 良 

 

（２）炉心スプレイ配管スパージャ 

検査部位 

供用前検査 供用期間中検査 
検査

結果検査

方法

検査 

結果 

検査 

方法 
点検実績※１ 

炉心スプレ

イ配管スパ

ージャノズ

ル 

VT-3 良 
VT-3 

MVT-1※２ 
第 17 回 良 

 

（３）ジェットポンプ（ライザ，インレットミキサ，ディフューザ，ブラケット） 

検査部位 

供用前検査 供用期間中検査 
検査

結果検査

方法

検査 

結果 

検査 

方法 
点検実績※１ 

ジェット 

ポンプ 
VT-3 良 

VT-3 

MVT-1 
第 17 回 良 

 

※１：至近に実施した点検回を記載 

※２：炉心スプレイスパージャ溶接部近傍 
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３．その他の現状保全について

以下の設備に対するその他の保全実績は下表のとおりである。 

（１） 原子炉冷却材再循環ポンプ 

検査部位 検査内容 判定基準 
点検 

実績※１ 

点検

結果

水中軸受 

（A号機，B号機）
外観点検 

社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※２ 
17 回 良 

羽根車

（A号機，B号機）

外観点検 
社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※３ 
17 回 良 

浸透探傷 

試験 

JSME S NC-1 2005/2007 追補版 

「発電用原子力設備規格 

設計・建設規格」 

17 回 良 

ライナーリング 

（A号機，B号機）
外観点検 

社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※３ 
17 回 良 

（２） 原子炉冷却材浄化ポンプ 

検査部位 検査内容 判定基準 
点検 

実績※１ 

点検

結果

ケーシング 

（A号機，B号機）

外観点検 
社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※４ 
17 回 良 

浸透探傷 

試験 
－ 

A 号機： 

７回 

B 号機： 

８回 

良 

羽根車 

（A号機，B号機）

外観点検 
社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※５ 
17 回 良 

浸透探傷 

試験 

JSME S NC-1 2005/2007 追補版 

「発電用原子力設備規格 

設計・建設規格」 

17 回 良 

（３） 制御棒 

検査部位 検査内容 判定基準 
点検 

実績※１ 

点検

結果

落下速度 

リミッタ 
外観点検 VT-3 17 回 良 
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（４） 非常用ディーゼル発電機 

検査部位 検査内容 判定基準 
点検 

実績※１ 

点検

結果

過給機ノズル 

（A，B，HPCS） 

外観点検 
社内基準 

（点検計画（原子炉編）（運転））※６ 

A:17 回 

B:17 回 

HPCS： 

15 回 

良 

浸透探傷 

試験 

JSME S NC-1 2005/2007 追補版 

「発電用原子力設備規格 

設計・建設規格」 

A:17 回 

B:17 回 

HPCS： 

15 回 

良 

※１：至近に実施した点検回を記載 

※２：機能・性能に影響を及ぼす恐れのあるキズ，変形，腐食，き裂がないことを規定 

※３：機能・性能に影響を及ぼす恐れのあるキズ，変形，腐食，摩耗，き裂がないことを規

定 

※４：表面に機能・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，打こん，変形及び摩耗がないこと

を規定 

※５：表面に機能・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，打こん，変形，摩耗，腐食がない

ことを規定 

※６：機能・性能に影響を及ぼす恐れのあるき裂，損傷，腐食，摩耗がないことを規定 

 

以 上 
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１. はじめに

本資料は，電気・計装品の絶縁低下の高経年化技術評価の内容に対し，補足事項を取りま

とめたものである。 

なお，機種毎の高経年化技術評価については高経年化技術評価書に取りまとめている。 

絶縁低下は，通電部位と大地間，あるいは通電部位と他の通電部位間の電気的独立性（絶

縁性）を確保するため介在しているゴム，プラスチック等の高分子材料が，環境的，電気的

及び機械的な要因で劣化することにより，電気抵抗が低下し，絶縁性を確保できなくなる現

象である。

電気・計装品には，その諸機能を達成させるために，種々の部位に高分子材料が使用され，

環境的，電気的及び機械的な要因で劣化するため，絶縁特性が低下し，電気・計測設備の機

能が維持できなくなる可能性があるため，代表機器を選定し，高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象として技術評価を行っている。

２. 代表機器の選定

電気・計装品の絶縁低下が想定される機器は多数存在するため，高経年化技術評価では，

評価対象となる機器の中から代表機器を選定し，評価を行っている。評価対象機器，代表機

器は，以下の手順にて選定している。

(１) 絶縁低下に係る評価対象機器の抽出 

絶縁低下の評価として，電気・計装設備の機能維持に必要な絶縁性能を考慮すべき機

器を評価対象として抽出した。

(２) 評価対象機器のグループ化 

評価対象機器を電圧区分（高圧・低圧），型式，設置場所（屋内・屋外），絶縁材料等

によりグループ化した。

(３) 代表機器の選定 

グループ化した評価対象機器より，設備の重要度，使用条件等を考慮して代表機器を

選定した。

絶縁低下に関する代表機器の機器名，保全項目，判定基準及び点検頻度（断続的運転時

及び安定停止状態維持時）を別紙１に示す。
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３. 断続的運転時と安定停止状態における代表機器の使用条件

原子炉圧力容器内に燃料を装荷したまま安定停止状態の維持を継続する場合，使用条件

が厳しくなる機器は，断続的運転時よりも年間を通しての運転時間が長くなる余熱除去ポ

ンプモータが該当する。

しかし，余熱除去ポンプモータは定格が連続の電動機であることから，運転時間が長くな

ることによる絶縁低下に対する影響は断続的運転時と変わるものではない。このため，別紙

１に記載のとおり，社内規程の点検計画における点検頻度を基に時間基準保全にて定期的

に保全を実施しており，設備の健全性は維持できると判断している。

以上
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№ 
代表機器の 

機器名 
保全項目 判定基準 

点検頻度* 

断続運転時 安定停止時 

１ 余熱除去ポンプモ

ータ 

絶縁抵抗測定 

絶縁診断 

直流吸収試験 

 交流電流試験 

 誘電体損失角試験 

 部分放電試験 

６MΩ以上 

成極指数 PI 2.5 超過 

第１電流急増電圧(Pi１(kV)) 4.6 超

過 

電流増加率(△１(%)) 6.8 未満 

初期 tanδ(%) 10 未満 

△tanδ(%) 5.2 未満 

最大放電電荷量(Qmax(pc)) 5,000 未

満 

部分放電開始電圧 CSV(kV) 目標 E/√3

以上 

２サイクル 

製作時（巻替時）及び 10

年経過以後，１サイクル 

36M 

24M 

２ 信号（核計装）用

ケーブルペネトレ

ーション 

絶縁抵抗測定 絶縁抵抗試験結果に異常がないこと １サイクル 保管対策設備 

３ 特別高圧動力用ケ

ーブルペネトレー

ション 

絶縁抵抗測定 ６MΩ以上 １サイクル 保管対策設備 

４ RHR ポンプ原子炉

側入口第１隔離弁

駆動部 

絶縁抵抗測定 １MΩ以上 ３サイクル 72M 

５ HPCS ポンプ S/C 側

入口隔離弁駆動部 

絶縁抵抗測定 １MΩ以上 ３サイクル 72M 

６ 高圧難燃 CV ケーブ

ル 絶縁抵抗測定 

ケーブル絶縁診断 

 直流漏れ電流試験 

６MΩ以上 

漏れ電流 0.3μA 未満 

成極比 1.0 以上 

電流の変動又はキック 無 

（屋内） 

３サイクル

布設後，８

年経過後に

初回点検を

実施し，以

降５サイク

ル 

（屋外） 

３サイクル 

布設後，６

年経過後に

初回点検を

実施し，以

降３サイク

ル 

（屋内） 

72M 

（屋外） 

72M 

54M 

７ 難燃 PN ケーブル 絶縁抵抗測定 ２MΩ以上(制御回路) 

１MΩ以上(負荷回路) 

３サイクル 72M 

８ 難燃 CV ケーブル 

９ 難燃二重同軸ケー

ブル 

絶縁抵抗測定 絶縁抵抗試験結果に異常がないこと １サイクル 保管対策設備 

10 難燃六重同軸ケー

ブル 

11 端子台接続（ジア

リルフタレート樹

脂） 

絶縁抵抗測定 ２MΩ以上(制御回路) 

１MΩ以上(負荷回路) 

３サイクル 72M 

* 第 17 保全サイクルにおける点検頻度を示す。

絶縁低下事象における代表機器リスト
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* 第 17 保全サイクルにおける点検頻度を示す。

No. 
代表機器の 

機器名 
保全項目 判定基準 

点検頻度* 

断続運転時 安定停止時 

12 直ジョイント接続

（ジアリルオルソ

フタレート樹脂） 

絶縁抵抗測定 50kΩ以上 １サイクル 24M 

13 同軸コネクタ接続

（ポリエーテルエ

ーテルケトン樹

脂） 

絶縁抵抗測定 絶縁抵抗試験結果に異常がないこと １サイクル 

14 ウォールペネトレ

ーション接続（難

燃エチレンプロピ

レンゴム，エポキ

シ樹脂） 

絶縁抵抗測定 ２MΩ以上(制御回路) 

１MΩ以上(負荷回路) 

３サイクル 72M 

15 RHR 機器室周囲温

度計測装置 

特性試験 確認結果に異常がないこと １サイクル 
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１. はじめに 

本資料は，コンクリート構造物及び鉄骨構造物の高経年化技術評価の補足として，評価結

果を示すと共に，評価内容の補足資料を取りまとめたものである。 

コンクリート構造物及び鉄骨構造物の経年劣化事象，劣化要因を表１に示す。 

 

表１ コンクリート構造物及び鉄骨構造物の経年劣化事象及び劣化要因 

 
 

 

 

構造物 経年劣化事象

熱
　コンクリートが熱を受けると，温度条件によってはコンクリート中の水分
の逸散に伴う乾燥に起因する微細なひび割れ，あるいは水分の移動に起因す
る空隙の拡大等により強度が低下する可能性がある。

放射線照射
　コンクリートは，中性子照射やガンマ線照射に起因する内部発熱により，
コンクリート中の水分が逸散し，乾燥に伴うひび割れ等により強度が低下す
る可能性がある。

中性化

　コンクリートは空気中の二酸化炭素の作用を受けると，徐々にそのアルカ
リ性を失い中性化する。
　中性化がコンクリートの内部に進行すると鉄筋周囲に生成されていた不動
態被膜が失われ，鉄筋はコンクリート中の水分，酸素の作用により腐食し始
める。さらに，鉄筋の腐食が進行すると酸化生成物による体積膨張からコン
クリートにひび割れや剥離が生じ，コンクリート構造物としての健全性が損
なわれる可能性がある。

塩分浸透

　コンクリート中に塩化物イオンが浸透して鉄筋位置まで達すると，鉄筋表
面の不動態被膜が破壊されるため，鉄筋はコンクリート中の水分，酸素の作
用により腐食し始める。さらに，鉄筋の腐食が進行すると酸化生成物による
体積膨張からコンクリートにひび割れや剥離が生じ，コンクリート構造物と
しての健全性が損なわれる可能性がある。

機械振動
　機械振動により，コンクリート構造物が長期間にわたって繰返し荷重を受
けると，ひび割れの発生，ひいては損傷に至る可能性がある。

アルカリ骨材反応

　コンクリート中の反応性シリカを含む骨材と，セメント等に含まれるアル
カリ（ナトリウムイオンやカリウムイオン）が，水の存在下で反応してアル
カリ珪酸塩を生成し，この膨張作用によりコンクリートにひび割れが生じ，
コンクリート構造物としての健全性が損なわれる可能性がある。

凍結融解
　コンクリート中の水分が凍結し，それが気温の上昇や日射を受けること等
により融解する凍結融解を繰返すことでコンクリートにひび割れが生じ，コ
ンクリート構造物としての健全性が損なわれる可能性がある。

遮へい能力低下 熱
　コンクリートは，周辺環境からの伝達熱及び放射線照射に起因する内部発
熱により，コンクリート中の水分が逸散し，放射線に対する遮へい能力が低
下する可能性がある。

腐食
　鉄は一般に大気中の酸素，水分と化学反応を起こして腐食する。海塩粒子
等により，腐食が促進され，さらに腐食が進行すると鉄骨の断面欠損に至
り，鉄骨の強度低下につながる可能性がある。

金属疲労
　鉄は繰返し応力を受けると金属疲労を起こし，疲労破壊に至る可能性があ
り，鉄骨の強度低下につながる可能性がある。

腐食
　鉄は一般に大気中の酸素，水分と化学反応を起こして腐食する。海塩粒子
等により，腐食が促進され，さらに腐食が進行するとオイルダンパ本体の断
面欠損に至り，オイルダンパの強度低下につながる可能性がある。

摩耗
　摩耗によるオイルダンパの摺動部に長期間の使用により摩耗が発生する
と，動作不良に至りオイルダンパの強度低下につながる可能性がある。

劣化要因

強度低下

コンクリート

強度低下

強度低下
（オイルダンパ）

鉄骨
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２. 代表構造物の選定 

(１) 評価対象構造物の選定 

多数の構造物の中から，「重要度分類指針における PS-1，2 及び MS-1，2 に該当す

る構造物又は該当する機器・構造物を支持する構造物」及び「重要度分類指針におけ

る高温・高圧の環境下にある PS-3，MS-3 の機器を支持する構造物」に該当する構造

物を選定した。評価対象構造物の選定の詳細を別紙１に，その選定結果を表２に示す。 

 

表２ 評価対象構造物一覧 

名  称 重要度＊１ 

① 原子炉建屋（鉄筋コンクリート造，一部鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造） MS-1 

② タービン建屋（鉄筋コンクリート造，一部鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造） MS-2 

③ 補助建屋（鉄筋コンクリート造，一部鉄骨造） MS-1 

④ 廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋）（鉄筋コンクリート造） 高*２ 

⑤ 廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋）（鉄筋コンクリート造） 高*２ 

⑥ 復水タンク基礎（鉄筋コンクリート造） MS-1 

⑦ 排気筒 [オイルダンパ付] （鉄骨造（基礎部：鉄筋コンクリート造）） MS-1 

⑧ 原子炉機器冷却海水ポンプ室（鉄筋コンクリート造） MS-1 

⑨ 原子炉機器冷却海水配管ダクト（鉄筋コンクリート造） MS-1 

⑩ 原子炉機器冷却海水フィルタ室（鉄筋コンクリート造） MS-1 

⑪ NRW/B 連絡ダクト（鉄筋コンクリート造） MS-1 

⑫ 軽油タンク基礎（鉄筋コンクリート造） MS-2 

*１：最上位の重要度を示す。 

*２：最高使用温度が 95℃を超え，又は最高使用圧力が 1,900kPa を超える環境下にある原

子炉格納容器外の重要度クラス３の機器 
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(２) 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の抽出 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象を表３に示す。また，表１に示した経年劣化

事象のうち，以下①と②以外について，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として

抽出した。 

 

    表３ 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

 

 

① 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象） 

表４に示す経年劣化事象については，想定した劣化傾向等に基づき適切な保全活動

を行っていることから，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象と判断

した。具体的な点検，調査及び補修の実績は表５に示すとおりである。 

 

表４ 日常劣化管理事象 

 
 

 

 

 

 

 

 

構造物 経年劣化事象 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

コンクリート 
強度低下 

熱 

放射線照射 

中性化 

塩分浸透 

機械振動 

遮へい能力低下 熱 

構造物 経年劣化事象 劣化要因 理由

強度低下 腐食

  鉄骨構造物については，定期的に目視点検を行うとともに，有意な塗膜の劣
化等が認められた場合には，その部分の塗装の塗替等の補修を行っており,強
度低下につながるような鋼材の腐食は確認されていない。また，排気筒は６年
毎に塗替工事を行っている。なお，仮に塗替を実施しなかった場合の鉄骨構造
躯体の推定耐用年数の算定過程及び結果については，別紙２に示す。
  以上から，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。

腐食

  定期的な目視点検を行うことにより，有意な塗膜の劣化等が認められた場合
には，塗装の塗替えを行うこととしており，オイルダンパの強度低下につなが
るような腐食は発生しないことから，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象
ではないと判断する。なお，仮に塗替を実施しなかった場合のオイルダンパの
推定耐用年数の算定過程及び結果については，別紙２に示す。

摩耗

  地震時に想定されるオイルダンパのボールジョイント部の摺動であれば繰返
し数は少なく，また風により想定されるボールジョイント部の摺動であれば発
生荷重は小さいため，ボールジョイント部が摩耗して，オイルダンパの強度低
下につながるような力は発生しないと判断する。上記根拠については、別紙３
に示す。仮に，局所的な摩耗が発生した場合でも，定期的なオーバーホールに
より検知可能であり，オイルダンパの強度低下につながるような摩耗は発生し
ないことから，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。

鉄骨

強度低下
（オイルダンパ）
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表５ 腐食，摩耗に関する点検，調査及び補修の実績 

 

 

② 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象（日常劣化管理事象以外） 

表６に示す経年劣化事象については，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は

進展傾向が極めて小さいと考えられることから，高経年化対策上着目すべき経年劣化

事象ではない事象と判断した。 

 

表６ 日常劣化管理事象以外 

 

 

(３) 劣化要因毎の評価対象部位及び評価点の選定結果 

経年劣化事象に対する劣化要因毎の評価対象部位及び評価点について，選定した結

果を表７に示す。 

 

 

 

 

 

 

時　期 結　果

原子炉建屋・
タービン建屋

上屋鉄骨
目視点検 2016年１月 有害な腐食は認められない

排気筒外筒 目視点検 2015年12月 有害な腐食は認められない

腐食 目視点検 2015年８月 有害な腐食は認められない

摩耗 オーバーホール
2013年５月～
2013年８月

異常は認められない

経年劣化事象

オイルダンパの
強度低下

補修実績

補修実績無し

補修実績無し

要因 点検方法
点検実績

補修実績無し

対象部位

鉄骨の強度低下 腐食

オイルダンパ

補修実績無し

構造物 経年劣化事象 劣化要因 理由

アルカリ骨材反応

　これまで定期的に目視点検を実施しているが，アルカリ骨材反応に起因する
と判断されるひび割れ等は確認されていない。
　また，今後のアルカリ骨材反応による膨張の可能性を確認するために，対象
構造物からコアを採取し膨張率を測定した結果，全膨張率は0.05%未満の判定
基準に対して，全ての対象構造物で基準値以下であった。なお，膨張率の測定
時期，方法，位置及び結果については，別紙４に示す。
　以上から，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。

凍結融解

　浜岡原子力発電所の周辺地域は，(社)日本建築学会　建築工事標準仕様書・
同解説　JASS５　鉄筋コンクリート工事（2015）の凍害危険度の分布図による
と，「ごく軽微」よりも危険度が低いことから，高経年化対策上着目すべき経
年劣化事象ではないと判断する。

鉄骨 金属疲労

  鉄骨構造物のうち，風による繰返し荷重を受ける排気筒が対象構造物と考え
られるが，鉄塔支持化後では，別紙５に示すように，鉄塔を含む架構全体の固
有周期から共振風速を算出すると57.7m/sとなり，浜岡原子力発電所での至近
10年間の観測最大風速32.1m/s（10分間平均）と比較して，共振現象が発生す
る可能性は極めて小さい。今後も外筒の共振現象による疲労が大きく変化する
要因があるとは考え難い。
  また，これまでの目視点検でも共振による疲労割れは確認されていない。
  以上から，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではないと判断する。な
お，排気筒の鉄塔支持化の工事概要を別紙６に示す。

コンクリート

強度低下
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表７ 経年劣化事象に対する劣化要因毎の評価対象部位及び評価点 
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３. 代表構造物の技術評価 

(１) コンクリートの強度低下 

① 熱による強度低下 

評価の概要 

評価対象部位は，対象構造物のうち，通常運転時に雰囲気温度が高く，高温の原

子炉圧力容器近傍に位置する一次しゃへい壁とし，評価点は一次しゃへい壁の内側

とした。 

評価については，通常運転時における一次しゃへい壁の温度測定結果と，設計基

準強度確保の観点から設定されたコンクリートの温度制限値を比較した。通常運転

時における一次しゃへい壁の温度測定の方法，位置及び結果を別紙７に示す。 

 

評価結果 

コンクリートの温度制限値は設計基準強度確保の観点から，局部では 90℃，一般

部では 65℃と定められている[1]。 

これに対して，一次しゃへい壁の内側の最高温度は温度測定の結果 55℃で，コン

クリートの温度制限値以下であることから，熱によるコンクリートの強度低下は，

長期健全性評価上問題とならない。 

 

② 放射線照射による強度低下 

評価の概要 

評価対象部位は，対象構造物のうち，原子炉圧力容器近傍に位置し，通常運転時

に中性子照射量及びガンマ線照射量が最も大きい一次しゃへい壁とし，評価点は一

次しゃへい壁の内側とした。 

評価については，一次しゃへい壁における高速中性子及びガンマ線量の 40 年積

算照射量を，建設時の工事計画認可申請書の解析値から算出し，中性子照射と強度

の関係に関する Hilsdorf 等の文献[2]に基づくコンクリートの照射量制限値を比較

した。放射線照射量の算出方法，条件，過程及び結果を別紙８に示す。 

 

評価結果 

運転開始後 40 年時点で予想される高速中性子照射量は，放射線照射量解析の結

果，一次しゃへい壁の内側において 7.1×1012 n/cm2であり，1×1020 n/cm2を超え

ることはないと推定され，中性子照射によるコンクリート強度への影響はないもの

と判断する。 

また，運転開始後 40 年時点で予想されるガンマ線照射量は，放射線照射量解析

の結果，原子炉圧力容器の外側において 4.0×107rad であり，2.0×1010 rad を超え

ることはないと推定され，ガンマ線照射によるコンクリート強度への影響はないも
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のと判断する。 

以上から，放射線照射によるコンクリートの強度低下は，長期健全性評価上問題

とならない。 

 

③ 中性化による強度低下 

評価の概要 

 中性化の評価では，別紙９に示すフローに従い評価対象部位を選定した。 

評価対象部位については，建物では，塗装仕上げがなく，中性化速度係数が最大

となるものとして，原子炉建屋，タービン建屋，補助建屋及び廃棄物減容処理装置

建屋（第２建屋）を選定し，鉄筋のかぶり値が最小となるものとして，廃棄物減容

処理装置建屋（第１建屋）を選定した。構築物では，塗装仕上げがなく，中性化速

度係数が最大となるものとして，軽油タンク基礎を選定し，鉄筋のかぶり値が最小

となるものとして，原子炉機器冷却海水配管ダクトを選定した。 

評価点は，建物については，各建屋で中性化深さが最大となった測定点とした。

構築物については，軽油タンク基礎では，軽油タンクを直接支持し，外力の作用を

常時受けているスラブを評価点とし，原子炉機器冷却海水配管ダクトでは，内部が

空間的につながっており，どの部位でも同じ環境下にあると想定されるため，コン

クリートの配筋状況や表面状態等を考慮して，内壁を評価点とした。 

評価については，以下の手順にて実施した。また，運転開始以降に実施した中性

化深さの測定結果を別紙 10 に示す。 

  a) 中性化深さの推定 

     中性化深さ推定式（中性化深さの実測値，環境条件等を入力）により，

運転開始後 40 年経過時点の中性化深さを算出 

  b) 最大中性化深さ推定値の抽出 

     中性化深さ推定式により得られた中性化深さのうち，最大となる中性化

深さを抽出 

  c) 鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さの算出 

     鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さとして，屋内はかぶり厚さに 2cm

を加えた値，屋外はかぶり厚さの値をそれぞれ算出 

  d) 運転開始後 40 年経過時点の中性化深さの評価 

     b)が c)よりも小さいことを確認 

 

評価結果 

運転開始後 40 年経過時点における中性化深さの推定値及び算定過程を，表 8 及

び別紙 11 に示す。表８に示すとおり，鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さを下

回っていることから，長期健全性評価上問題とならない。 
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表８ 運転開始後40年経過時点と鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さの比較 

 

対象構造物 
（評価点） 

調査時点の中性化深さ 浜岡３号機 
運転開始後 
40年時点の 
中性化深さ*2, 

*6（推定式） 

かぶり
厚さ 

鉄筋が腐食 
し始める 
時点の 

中性化深さ*3

経
過 
年
数 

実測値 
（調査時期） 

推定値*1, *6

（推定式）

屋 
内 

原子炉建屋 
(３階南通路壁) 

27
年 

1.2 
(2014年 10月) 

2.5 
（岸谷式）

3.1 
（岸谷式） 

4.0 6.0 

タービン建屋 
(タービン発電機架台) 

27
年 

0.4 
(2014年 12月) 

2.5 
（岸谷式）

3.1 
（岸谷式） 

4.0 6.0 

補助建屋 
(地下２階東 

エレベーター前壁) 

27
年 

2.0 
(2014年 12月) 

2.5 
（岸谷式）

3.1 
（岸谷式） 

4.0 6.0 

廃棄物減容処理 
装置建屋（第１建屋） 

（３階西壁） 

33
年 

0.8 
(2014年 12月）

2.4 
（岸谷式）

2.8*4 
（岸谷式） 

4.0 6.0 

廃棄物減容処理 
装置建屋（第２建屋） 

（１階主換気系 
ファン室耐震壁） 

21
年 

1.6 
（2014年３月）

2.2 
（岸谷式）

2.9*5 
（岸谷式） 

5.0 7.0 

屋 
外 

原子炉機器 
冷却海水配管ダクト 

（内壁） 

28
年 

1.7 
(2016年５月) 

1.6 
(岸谷式) 

2.1 
(√t式) 

4.9 4.9 

軽油タンク基礎*7 
（スラブ） 

27 
年 

2.7 
(2015年５月) 

1.3 
(岸谷式) 

3.3 
(√t式) 

7.9 7.9 

*1：岸谷式[3]，依田式[4]，森永式[5]による推定値のうち最大値を記載 

*2：岸谷式，依田式，森永式及び実測値に基づく√t 式[6]による推定値のうち最大値を記載 

*3：鉄筋が腐食し始めるときの中性化深さは，屋外では鉄筋のかぶり厚さまで達したとき，屋内

では鉄筋のかぶり厚さから 2.0 ㎝奥まで達したとき[7] 

*4：供用開始後 46 年の中性化深さ 

*5：供用開始後 35 年の中性化深さ 
*6：推定値の算定に用いる環境条件（温度，相対湿度及び二酸化炭素濃度）のうち，温度及び

相対湿度については浜岡原子力発電所の屋内における実測値または御前崎気象観測所にお
ける測定結果を用い，二酸化炭素濃度については浜岡原子力発電所の屋内及び屋外におけ
る実測値を用いる 

*7：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：cm）

 



 

9 
 

④ 塩分浸透による強度低下 

評価の概要 

 塩分浸透の評価では，別紙 12 に示すフローに従い評価対象部位を選定した。 

評価対象部位については，塗装仕上げ材がなく，海水の接触や飛沫の影響を受け

る構造物として，原子炉機器冷却海水ポンプ室を選定し，飛来塩分の影響を受ける

構造物として，軽油タンク基礎を選定した。 

評価点は，原子炉機器冷却海水ポンプ室については，気中帯，干満帯，海中帯の

全ての評価が可能な内壁を評価点とし，軽油タンク基礎については，軽油タンクを

直接支持し，外力の作用を常時受けているスラブを評価点とした。 

評価については，以下の手順にて実施した。また，運転開始以降に実施した塩化

物イオン濃度測定結果を別紙 13 に示す。 

  a) 運転開始後 40 年経過時点における鉄筋腐食減量の算出 

   ①拡散方程式：塩化物イオン濃度の測定結果をもとに，運転開始経過年毎の

鉄筋位置における塩化物イオン濃度を算出 

   ②森永式[5]：塩化物イオン濃度を用いて，運転開始経過年毎の鉄筋腐食減量

を算出 

  b) かぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量の算出 

    森永式：鉄筋径及びかぶり厚さを用いて，かぶりコンクリートにひび割れ

が発生する時点の鉄筋腐食減量を算出 

  c)  運転開始後 40 年経過時点の鉄筋腐食減量の評価 

a)が b)よりも小さいことを確認 

評価結果 

運転開始後 40 年経過時点における鉄筋腐食減量の推定値及び算定過程を，表９

及び別紙 14 に示す。表９に示すとおり，かぶりコンクリートにひび割れが発生す

る時点の鉄筋腐食減量を下回っていることから，長期健全性評価上問題とならない。 

 
  表９ 運転開始後40年経過時点とかぶりコンクリートにひび割れが発生する時点の鉄筋腐食減量の比

較 
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⑤ 機械振動による強度低下 

評価の概要 

評価対象部位は，プラント運転中常時振動を受ける対象構造物のうち，最も大き

な機械振動を受けるタービン建屋のタービン発電機架台とし，評価点は機械振動荷

重を直接受ける機器支持部とした。評価対象部位と評価点を抽出した過程及び安定

停止中に比較的大きな振動を受ける機器の原動機出力を別紙 15 に示す。 

 

評価結果 

タービン建屋のタービン発電機架台については，定期的に目視点検を実施し，コ

ンクリート表面において，強度に支障をきたす可能性のある欠陥がないことを確認

している。 

また，コンクリート強度については，運転開始後 27 年経過した 2014 年に，ター

ビン建屋タービン発電機架台から採取された供試体の圧縮強度試験を行った結果，

表 10 に示すとおり，平均圧縮強度は 48.3 N/㎜ 2であり，設計基準強度 23.5 N/㎜
2を十分上回っていることを確認している。 

なお，仮に機械振動により機器のコンクリート基礎への定着部の支持力が失われ

るような場合，機械の異常振動が発生するものと考えられるが，機械振動は日常的

に監視されており，異常の兆候は検知可能である。機械振動を日常的に監視してい

る方法，判断基準及び結果を別紙 16 に示す。 

以上から，定期的な目視点検及び日常的に監視することにより機械振動による強

度低下は，長期健全性評価上問題とならない。 

 

表10 コンクリートの圧縮強度試験結果 

評価対象部位 調査時期 平均圧縮強度 設計基準強度 

タービン建屋 
（タービン発電機架台） 

2014年 12月 
（運開後27年）

48.3 N/mm2 
23.5 N/mm2 

[240 kgf/cm2] 
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⑥ コンクリートの強度試験結果 

評価の概要 

技術的な評価に加え，コンクリート構造物から採取したコアについて圧縮強度試

験を行った結果，表 11 に示すとおり，試験結果（平均圧縮強度）が設計基準強度

を上回ることを確認した。運転開始以降に実施した圧縮強度試験の結果一覧は，別

紙 17 に示す。 

 

評価結果 
表11 コンクリートの圧縮強度試験結果 

対象構造物 
実施時期 
（経過年
数） 

平均圧縮強度
（N/mm2） 

設計基準強度 
（N/mm2） 

原子炉建屋 
2015年２月
(27年) 

43.6 
23.5 

[240 kgf/cm2] 

タービン建屋 
2014年９月
(27年) 

42.9 
23.5 

[240 kgf/cm2] 

補助建屋 
2014年 12月

(27年) 
47.2 

23.5 
[240 kgf/cm2] 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第１建屋） 

2014年９月
(33年) 

59.2 
23.5 

[240 kgf/cm2] 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第２建屋） 

2014年３月
（21年） 

45.7 
29.4 

[300 kgf/cm2] 

原子炉機器冷却 
海水ポンプ室 

気中帯内壁

2016年５月
(28年) 

51.7 

23.5 
[240 kgf/cm2] 

干満帯内壁 43.2 

海中帯内壁 68.8 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

2016年５月
(28年) 

47.6 
23.5 

[240 kgf/cm2] 

軽油タンク基礎* 
2015年６月
(27年) 

45.2 
24.0 

[245 kgf/cm2] 

*：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 
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(２) コンクリートの遮へい能力低下 

① 熱による遮へい能力低下 

評価の概要 

評価対象部位は，放射線の遮へい能力が要求される対象構造物のうち，原子炉圧

力容器近傍に位置し，通常運転時に照射量の最も大きい原子炉しゃへい壁とし，評

価点は原子炉しゃへい壁の炉心領域部とした。 

評価手順については，点減衰核積分コードである SPAN コードを用いて，原子炉

しゃへい壁に吸収されたガンマ線エネルギーが全て熱に変換されたときの温度分

布を計算し，この計算結果と「コンクリート遮蔽体設計基準」[8]に基づくコンクリ

ートの温度制限値を比較した。温度分布解析の方法，条件及び結果を別紙 18 に示

す。 

 

評価結果 

放射線防護の観点から，コンクリート遮へい体の設計に適用されている「コンク

リート遮蔽体設計基準」には，周辺及び内部最高温度の制限値が示されており，コ

ンクリートに対しては中性子遮へいで 88℃以下，ガンマ線遮へいで 177℃以下と

なっている。 

これに対し，原子炉しゃへい壁コンクリートの炉心領域部の最高温度は，全ガン

マ線束による発熱を考慮して温度分布解析を行った結果，62℃とコンクリート温度

制限値を下回っていることから，運転開始後 40 年時点においても遮へい能力への

影響はないと判断する。 

また，仮に熱によるコンクリート構造物の遮へい能力低下が生じた場合，放射線

量が上昇するものと考えられるが，放射線量は日常的に監視されており，異常の兆

候は検知可能である。 

以上から，熱によるコンクリートの遮へい能力低下は，長期健全性評価上問題と

ならない。 
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(３) 現状保全 

浜岡原子力発電所では，運転監視，巡視点検，定期的な試験及び点検により，機器・

構造物の健全性を確認し，経年劣化等の兆候が認められた場合には詳細な調査及び評

価を行い，補修，取替え等の保全を実施している。また，建築・土木関係設備に係わる

保全管理の文書体系及び実施要領については，別紙 19 に示すとおりである。 

 

① コンクリート構造物の強度低下 

コンクリート構造物の健全性維持の観点から，定期的にコンクリート表面の目視点

検を実施している。目視点検の結果，ひび割れ等の補修が必要となる損傷が確認され

た場合，即時補修が必要なものを除き，その経過を継続的に監視しつつ，点検実施後

数年以内を目途に補修を計画，実施している。高経年化対策上着目すべき経年劣化事

象に関する，具体的な点検，調査及び補修の実績は表 12 に示すとおりである。 

 
  表 12 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象に関する点検，調査及び補修の実績 

 

 

② コンクリート構造物の遮へい能力低下 

原子炉しゃへい壁コンクリートについては，鋼板で覆われているため，目視点検等

は実施できないが，放射線量を日常的に監視している。なお，放射線量の監視方法，

基準値及び結果については，別紙 20 に示す。 

 

時　期 結　果 時　期 結　果

熱 一次しゃへい壁 内側
2014年10月～
2015年２月

耐震上有害なひび割れ
等は認められない

放射線照射 一次しゃへい壁 内側
2014年10月～
2015年２月

耐震上有害なひび割れ
等は認められない

原子炉建屋　内壁 ３階南通路
2014年11月～
2015年２月

耐震上有害なひび割れ
等は認められない

タービン建屋　内壁
タービン

発電機架台
2014年９月～
2014年10月

耐震上有害なひび割れ
等は認められない

補助建屋　内壁
地下２階
東ＥＶ前

2014年11～
2015年２月

耐震上有害なひび割れ
等は認められない

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋）
内壁

３階西壁 2015年２月
耐震上有害なひび割れ
等は認められない

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋）
内壁

１階主換気
系ファン室

2014年２月
耐震上有害なひび割れ
等は認められない

原子炉機器冷却海水配管ダクト 内壁 2015年７月
異常・欠陥があるが進
行が認められない

軽油タンク基礎 スラブ 2015年９月
異常・欠陥があるが進
行が認められない

原子炉機器冷却海水ポンプ室 内壁
2011年１月～
2011年２月

異常・欠陥があり
進行が認められる

2015年８月～
2015年11月

良好

軽油タンク基礎 スラブ 2015年９月
異常・欠陥があるが進
行が認められない

機械振動 タービン発電機架台
機器

支持部
2014年９月～
2014年10月

耐震上有害なひび割れ
等は認められない

補修実績無し

補修実績無し

補修実績無し

補修実績
要因 評価対象部位 評価点

塩分浸透

補修実績無し

補修実績無し

補修実績無し

点検実績

補修実績無し

補修実績無し

補修実績無し

補修実績無し

補修実績無し

中性化
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(４) 総合評価 

① コンクリート構造物の強度低下 

健全性評価結果から判断して，今後，強度低下が急激に発生する可能性は小さい。 

また，定期的な目視点検により補修対象となったひび割れ等の補修を計画，実施し

ているため，現状の保全方法は，コンクリート構造物の健全性を維持する上で適切で

ある。 

 

② コンクリート構造物の遮へい能力低下 

健全性評価結果から判断して，熱によるコンクリート構造物の遮へい能力低下につ

いては，現状において問題はなく，今後も遮へい能力低下が急激に発生する可能性は

極めて小さいことから，現状の保全方法は，コンクリート構造物の健全性を維持する

上で適切である。 

 

(５) 高経年化への対応 

今後も現状の保全方法により健全性を確認していくものとし，現状保全項目に，高経

年化対策の観点から追加すべきものはない。 
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４. 代表構造物以外の評価 

コンクリート構造物及び鉄骨構造物の技術評価は，評価対象部位について，各経年劣化事

象に影響を及ぼす要因毎に，使用条件を考慮して実施している。コンクリート構造物及び鉄

骨構造物の場合，評価対象部位以外の使用条件等は，評価対象部位に包含されているため，

技術評価結果も評価対象部位の結果に包含される。 

 

以 上 
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タイトル 

 

対象構造物の選定方法について 

 

 

 

 

説明 

 

対象構造物は、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査

指針（1990 年８月 30 日原子力安全委員会決定）」におけるＰＳ－１，２及びＭＳ

－１，２に該当する構造物又は該当する機器・構造物を支持する構造物及び重要度

分類指針における高温・高圧の環境下にあるＰＳ－３，ＭＳ－３の機器を支持する

構造物のうち、安定停止時に必要な構造物としています。 

 対象構造物の抽出方法を添付資料１－１に示し、抽出された対象構造物を添付資

料１－２に示します。 

 

添付資料１－１ 高経年化技術評価フロー 

添付資料１－２ 対象構造物の選定 

 

以 上
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表 1-1(1/3) 対象構造物の選定 

重要度分類指針等に定める要求機能 クラス 主要設備 対象構造物 

原子炉冷却材圧力バウンダリ機能 PS-1 原子炉圧力容器 

原子炉冷却材再循環ポンプ 

制御棒駆動機構ハウジング 

炉内核計装ハウジング 

給水系 

原子炉冷却材再循環系 

余熱除去系 

低圧炉心スプレイ系 

高圧炉心スプレイ系 

原子炉冷却材浄化系 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

過剰反応度の印加防止機能 PS-1 制御棒カップリング 

制御棒駆動機構カップリング 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

炉心形状の維持機能 PS-1 炉心シュラウド 

燃料集合体 

シュラウドサポート 

上部格子板 

炉心支持板 

燃料支持金具 

制御棒案内管 

制御棒駆動機構ハウジング 

チャンネルボックス 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉の緊急停止機能 MS-1 制御棒 

制御棒駆動機構 

制御棒案内管 

制御棒駆動系 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

未臨界維持機能 MS-1 制御棒 

制御棒カップリング 

制御棒駆動機構カップリング 

制御棒駆動機構 

制御棒駆動機構ハウジング 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

別
紙

１
 

添
付

資
料

１
－

２

浜岡原子力発電所３号機 コンクリート構造物及び鉄骨構造物の技術評価書 Ｐ２～４ 



対象構造物の選定 

 

21

表 1-1(2/3) 対象構造物の選定 

重要度分類指針等に定める要求機能 クラス 主要設備 対象構造物 

原子炉停止後の除熱機能 MS-1 余熱除去系 原子炉建屋 

炉心冷却機能 MS-1 低圧炉心スプレイ系 

高圧炉心スプレイ系 

余熱除去系 

原子炉建屋 

原子炉建屋，復水タンク基礎 

原子炉建屋 

放射性物質の閉じ込め機能 

放射線の遮へい及び放出低減機能 

MS-1 原子炉建屋 

余熱除去系 

非常用ガス処理系 

可燃性ガス濃度制御系 

遮へい設備 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋，排気筒，NRW/B 連絡ダクト 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

工学的安全施設及び原子炉停止系への作動信号の

発生機能 

MS-1 安全保護系 原子炉建屋,補助建屋 

安全上特に重要な関連機能 MS-1 非常用所内電源系 

中央制御室及び中央制御室遮へい 

中央制御室非常用換気空調系 

原子炉機器冷却水系 

原子炉機器冷却海水系 

 

高圧炉心スプレイ機器冷却水系 

高圧炉心スプレイ機器冷却海水系 

 

直流電源系 

計測制御電源系 

原子炉建屋  

補助建屋 

補助建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋，原子炉機器冷却海水ポンプ室，原子炉機器

冷却海水フィルタ室，原子炉機器冷却海水配管ダクト 

原子炉建屋 

原子炉建屋，原子炉機器冷却海水ポンプ室，原子炉機器

冷却海水フィルタ室，原子炉機器冷却海水配管ダクト 

補助建屋 

補助建屋 

MS-2 非常用電源設備 軽油タンク基礎 

原子炉冷却材を内蔵する機能 PS-2 原子炉冷却材浄化系 

 

原子炉建屋 

 

原子炉冷却材圧力ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘに直接接続されていない

ものであって，放射性物質を貯蔵する機能 

PS-2 燃料プール 原子炉建屋 

燃料を安全に取り扱う機能 PS-2 燃料交換機 

原子炉建屋クレーン 

原子炉ウェル 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

原子炉建屋 
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表 1-1(3/3) 対象構造物の選定 

重要度分類指針等に定める要求機能 クラス 主要設備 対象構造物 

燃料プール水の補給機能 MS-2 燃料プール冷却浄化系 

余熱除去系 

原子炉建屋 

原子炉建屋 

放射性物質放出の防止機能 MS-2 排気筒 

放射性気体廃棄物処理系の隔離弁 

排気筒 

タービン建屋 

事故時のプラント状態の把握機能 MS-2 事故時監視計器 原子炉建屋 

制御室外からの安全停止機能 MS-2 遠隔停止系 補助建屋 

原子炉冷却材の循環機能 高* 制御棒駆動系 原子炉建屋  

放射性物質の貯蔵機能 高* 液体廃棄物処理系  

固体廃棄物処理系 

補助建屋  

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋），廃棄物減容処理

装置建屋（第２建屋） 

プラント運転補助機能 高* 計装用圧縮空気系 原子炉建屋 

原子炉冷却材の補給機能 高* 制御棒駆動系 原子炉建屋 

*：最高使用温度が 95℃を超え，又は最高使用圧力が 1,900kPa を超える環境下にある原子炉格納容器外の重要度クラス３の機器

浜岡原子力発電所３号機 コンクリート構造物及び鉄骨構造物の技術評価書 Ｐ２～４ 
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タイトル 

 

鉄骨構造躯体及びオイルダンパの推定耐用年数の算定過程（方法，パラメータ）

及び結果について 

 

 

 

説明 

 

鉄骨構造躯体及びオイルダンパの推定耐用年数の算定過程（方法，パラメー

タ）及び結果は，添付資料２－１に示すとおりです。 

 

添付資料２－１ 鉄骨構造躯体及びオイルダンパの推定耐用年数算定結果 

以 上
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１．算定方法 

「建築物の耐久計画に関する考え方」（日本建築学会，1988）（以下，文献①とする。）に

基づき算定した。 

鉄骨構造躯体及びオイルダンパの推定耐用年数は，塗装の塗膜の耐用年数と鉄骨部材の

平均 10% 断面欠損するまでの耐用年数の累加として考え，文献①に示されている算定式等

を用いる。耐久性算定式を式１に示す。 

 

Y=(YSS×BS×CS×MS)+(YSP×DP×BP×CP×MP) ·································  式１ 

ここに，YSS：鋼材の標準耐用年数（年） 

 BS：鋼材の部位による係数 

 Cs：鋼材の施工水準による係数 

 MS：鋼材の維持保全水準による係数 

 YSP：鋼材の塗膜の標準耐用年数(年) 

 DP：塗膜の地域・環境による係数 

 BP：塗膜の部位による係数 

 CP：塗膜の施工水準による係数 

 MP：塗膜の維持保全水準による係数 

  

１） 鋼材の標準耐用年数（Yss） 

YSS =(0.1×t)／(N×αS) 

ここに， t ：鋼材の板厚（mm） 

 N ：部材の腐食される面による係数（断面の片側からのみ腐食する場合 

1.0，両側から腐食する場合 2.0） 

  αS：鋼材の年間腐食量(mm)  

 

２） 鋼材の部位による係数（BS） 

BS = BK×BX 

ここに，BK：部位の種別による係数 

BX：部材が置かれている環境による係数 

 

３）鋼材の施工水準による係数（CS） 

CS は施工管理者と施工者の資格及び検査項目検査レベルとの組み合わせによって定

め，その範囲は 0.4～1.6 とする。 

 

４）鋼材の維持保全水準による係数（MS） 

MSは塗装鋼材の場合 1.0 とする。 

 

５）塗膜の標準耐用年数（YSP） 

 YSPは塗装系によって定める。 
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６）塗膜の地域・環境による係数（DP） 

 DP=DPＲ×DPE 

 ここに，DPＲ：地域による係数（日本海側内陸部では 1.0，北海道太平洋側では 0.8， 

九州湾内沿岸では 0.9） 

 DPE：空気の清浄度による係数（正常な場合 1.0，汚染されている場合 0.8） 

 

７）塗膜の部位による係数（BP） 

 BP= BK×BX 

ここに，BK：部位の種別による係数 

 BX：塗膜が接している環境による係数 

 

８）塗膜の施工水準による係数（CP） 

CP は施工管理者，施工者の資格，施工時期などによる係数と施工検査のレベル，内

容との組み合わせによって定め，その範囲は 0.6～1.2 とする。 

 

９）塗膜の維持保全水準による係数（MP） 

MP は点検周期と点検項目との組み合わせによって定め，その範囲は 0.8～1.1 とす

る。 
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２．検討条件 

算定式の項目のうち浜岡原子力発電所３号機固有の条件について以下に示す。 

１） 鋼材の標準耐用年数（Yss） 

 Yssを算出するための各パラメータの条件を表２－１に示す。鋼材の板厚は最小板厚

（ｔ）を採用し，鋼材の年間腐食量（αS）は文献①より沿岸部の値を採用した。 

表２－１ 鋼材の標準耐用年数（Yss） 

対象部位 

原子炉建屋 タービン建屋 排気筒 

トラス 

斜材 

屋根水平

ブレース

トラス

斜材 

屋根水平

ブレース

外筒 鉄塔 オイル

ダンパ本体 脚部 水平材 

t 
鋼材の板厚 

（mm） 

N 
部材の腐食される面 

による係数 

αS 
鋼材の年間腐食量 

(mm) 

Yss 
鋼材の標準耐用年数 

(0.1×t)/(N×αS) 

 

 

２） 鋼材の部位による係数（Bs） 

Bs を算出するための各パラメータの条件を表２－２に示す。部位の種別による係数

(Bk)は文献①より屋根水平ブレースを ，トラス斜材を ，排気筒各部位を屋外階

段の を採用した。また，部材が置かれている環境による係数(Bx)は，文献①より原

子炉建屋及びタービン建屋各部位を非露出(常時乾燥)のため ，排気筒の外筒脚部を

除く各部位を外部露出のため ，排気筒の外筒脚部をコンクリート端境面のため

を採用した。 

表２－２ 鋼材の部位による係数（Bs） 

対象部位 

原子炉建屋 タービン建屋 排気筒 

トラス 

斜材 

屋根水平 

ブレース 

トラス 

斜材 

屋根水平 

ブレース 

外筒 鉄塔 オイル

ダンパ本体 脚部 水平材 

Bk 
部位の種別 

による係数 

Bx 
部材環境 

による係数 

Bs 
鋼材の部位に 

よる係数 BK×BX 
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３） 鋼材の施工水準による係数（CS） 

 文献①より，CSは現状の施工水準を反映して とする。 

 

４）鋼材の維持保全水準による係数（MS） 

   文献①より，MSは現状の維持保全水準を反映して とする。 

 

５）塗膜の標準耐用年数（YSP） 

屋内の塗膜は合成樹脂調合ペイント(JIS K 5516)を使用しており，文献①より４年とす

る。排気筒の塗膜はフッ素樹脂塗料(JIS K5659)を使用しているが，文献①にフッ素樹脂

塗料の標準耐用年数が記載されていないため，代わりに塩化ゴム塗料の値を採用し 10 年

とする。 

 

６）塗膜の地域・環境による係数（DP） 

DPを算出するための各パラメータの条件を表２－３に示す。文献①より，地域による

係数（DPR）は中部太平洋沿岸のため とし，空気の清浄度による係数（DPE）は非汚

染地帯のため とする。 

 

表２－３ 塗膜の地域・環境による係数（DP） 

対象部位 

原子炉建屋 タービン建屋 排気筒 

トラス 

斜材 

屋根水平 

ブレース 

トラス 

斜材 

屋根水平 

ブレース 

外筒 鉄塔 オイル 

ダンパ 本体 脚部 水平材 

DPR 
地域 

による係数 

DPE 
空気の清浄度 

による係数 

DP 

塗膜の地域・環 

境による係数 

DPＲ×DPE 

 

 

７）塗膜の部位による係数（BP） 

   ２）と同様。 

 

８）塗膜の施工水準による係数（CP） 

   文献①より，CSは現状の施工水準を反映して とする。 

 

９）塗膜の維持保全水準による係数（MP） 

文献①より，MPは現状の施工水準を反映して とする。 

  

c2251174
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３．評価結果 

鉄骨構造躯体及びオイルダンパの推定耐用年数（Y）の算定結果を表２－４に示す。な

お，表２－４の鋼材の耐用年数（YS）と塗膜の耐用年数（YP）は小数第一位を四捨五入

した値を記載している。 

 

表２－４ 鉄骨構造躯体及びオイルダンパの推定耐用年数（Y） 

対象部位 

原子炉建屋 タービン建屋 排気筒 

トラス 

斜材 

屋根水平 

ブレース 

トラス 

斜材 

屋根水平 

ブレース 

外筒 鉄塔 オイル

ダンパ本体 脚部 水平材 

Ys 
鋼材の耐用年数 

YSS×BS×CS×MS 
21 29 21 50 3 14 4 8 

YP 

塗膜の耐用年数 

YSP×DP×BP×CP×

MP 

22 23 22 23 8 5 8 8 

Y 
推定耐用年数 

YP+YS 
43 52 43 73 11 19 12 16 

 

以 上 
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タイトル 

 

地震時に想定されるボ－ルジョイント部の摺動であれば繰返し数は少ない，風

により想定されるボ－ルジョイント部の摺動であれば発生荷重は小さいとする

根拠について 

 

 

 

説明 

 

地震時に想定されるボ－ルジョイント部の摺動であれば繰返し数は少ない，

風により想定されるボ－ルジョイント部の摺動であれば発生荷重は小さいとす

る根拠については以下のとおりです。 

 

１．加力実験 

当該オイルダンパと同様な構造形式のオイルダンパを用いて，157kN の

荷重で 1Hz の正弦波による 70 万回(摺動距離 m)の繰返し加力実験を

実施し，実験の前後で性能に問題のないことを確認しました。 

 

２．地震時に想定される繰返し数が少ないとする根拠 

耐震裕度向上目標地震動（最大加速度 1,040cm/s2，地震発生時間 125.8

秒）におけるオイルダンパの繰返し数は，外筒及び鉄塔をオイルダンパで

連結した架構全体の１次固有周期 0.5816s の場合 217 回となり，実験時の

繰返し数と比較して，地震時に想定される繰返し数は少ないと判断してお

ります。 

なお，地震時に想定される摺動距離は mとなり，実験時の摺動距

離と比較して十分小さくなっています。 

 

３．風により想定される発生荷重が小さいとする根拠 

再現期間 500 年の風速 m/s を設計条件とした場合，荷重が最も大き

くなるオイルダンパ１台あたりの荷重は kN となり，実験時の荷重と比

較して，風により想定される発生荷重は小さいと判断しております。 

なお，仮にこの風速が供用期間中に２時間発生すると想定したとき，摺動

距離は mとなり，実験時の摺動距離と比較して十分小さくなっています。

 

以 上

c2251174
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タ

イ

ト

ル 

 

膨張率の測定時期，方法，位置及び結果について 

 

 

 

 

説

明 

 

１．建設後のコア供試体を用いた膨張率試験 

膨張率の測定について，測定時期，測定方法，測定位置及び測定結果は以下のとお

りです。 

 

１．１ 測定時期及び測定位置 

膨張率の測定時期及び膨張率の測定に用いるコア供試体の採取位置を表４－１

に，コア供試体の採取位置の詳細を添付資料４－１に示します。 

なお，構築物についてはコア供試体採取による評価対象構造物への影響を及ぼさ

ない観点から，同等の材料・環境条件にある安全重要度の低い設備，又は既に供用を

終了している設備を対象に調査を実施しています。 

表４－１ 膨張率の測定時期とコア供試体採取位置 

 評価対象構造物 測定時期 コア供試体採取位置 

建 

物 

原子炉建屋 2014 年８月 

～2015 年３月

１階南側外壁 

タービン建屋 2014 年８月 

～2015 年３月

３階冷凍機室 

廃棄物減容処理装置建屋 

（第１建屋） 

2014 年８月 

～2015 年３月

１階東側外壁 

構 

築 

物 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 2014 年 10 月 

～2015 年５月 

取水槽スクリーン室 

壁面 

原子炉機器冷却海水配管ダクト 2015 年５月 

～2015 年 12 月

RCWS 戻り配管ダクト 

壁面 原子炉機器冷却海水フィルタ室

NRW/B 連絡ダクト 2015 年５月 

～2015 年 12 月

主排気ダクト 

壁面 

軽油タンク基礎 2015 年５月 

～2015 年 12 月

旧軽油タンク防油堤 

壁面 

１．２ 測定方法 

測定は，「アルカリ骨材反応を生じたコンクリート構造物のコア試料による膨張率

の測定方法（案）（JCI-DD2）」に基づき実施しています。 

 

１．３ 測定結果 

測定結果は添付資料４－２に示します。全ての構造物において，判定基準値 0.05％

を下回ることを確認しました。 
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２．建設時の膨張率試験（軽油タンク基礎） 

建設時における軽油タンク基礎の，膨張率の測定時期，測定方法及び測定結果は

以下のとおりです。また，定期的な目視点検の結果，アルカリ骨材反応に起因する

事象はこれまで確認されていません。 

 

２．１ 測定時期 

  測定は，以下の期間において実施しています。   

  ・2006 年１月～2006 年８月 

  ・2006 年７月～2007 年１月  

    

２．２ 測定方法 

測定は，「骨材のアルカリシリカ反応性試験方法（モルタルバー法）（JIS A 1146：

2001）」に基づき実施しています。 

 

２．３ 測定結果 

   測定結果は，「無害」であり、アルカリ骨材反応を生じさせる可能性がある骨材を

使用していないことを確認しています。また，表４－２にモルタルバー法による骨

材の膨張率測定結果を示します。全ての測定期間において，判定基準値 0.1％を下回

ることを確認しています。 

 

表４－２ モルタルバー法による骨材の膨張率測定結果 

骨材の種類 

材齢６か月後における膨張率平均値（％） 

測定時期 

2006 年１月～2006 年８月 

測定時期 

2006 年７月～2007 年１月 

細骨材 0.035 0.037 

粗骨材 0.057 0.057 

 

添付資料４－１ コンクリート膨張率試験コア採取位置図 

添付資料４－２ コンクリート膨張率測定結果  

以 上
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原子炉建屋 １階 平面図 

 

 

 
 

タービン建屋 ３階 平面図 

コア採取位置 

R/B-1F①
R/B-1F②
R/B-1F③

T/B-3F①
T/B-3F②
T/B-3F③

コア採取位置 
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廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） １階 平面図 

 

 

 

 

 

NRW-Ⅰ-1F① 
NRW-Ⅰ-1F② 
NRW-Ⅰ-1F③ 

コア採取位置 



別紙４ 
コンクリート膨張率試験コア採取位置図     添付資料４－１ 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水槽スクリーン室 平面図 

  

3IU2-B①～③ 
3IM2-B①～③ 
3IL2-B①～③ 

3IU1-B①～③ 
3IM1-B①～③ 
3IL1-B①～③ 

コア採取位置 
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取水槽スクリーン室 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取水槽スクリーン室 Ｂ－Ｂ断面図 

  

3IL1-B① 
3IL1-B② 
3IL1-B③ 

3IU1-B①
3IU1-B②
3IU1-B③

3IM1-B① 
3IM1-B② 
3IM1-B③ コア採取位置 

3IL2-B① 
3IL2-B② 
3IL2-B③ 

3IU2-B①
3IU2-B②
3IU2-B③

3IM2-B①
3IM2-B②
3IM2-B③

コア採取位置 
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ＲＣＷＳ戻り配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＲＣＷＳ戻り配管ダクト Ａ－Ａ断面図 

  

3R-B① 

コア採取位置 

3R-B② 

3R-B③ 

3R-B① 
3R-B② 
3R-B③ 

コア採取位置 
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主排気ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主排気ダクト Ａ－Ａ断面図 

 

 

NB-B① 
NB-B② 
NB-B③ 

コア採取位置 

NB-B① 
NB-B② 
NB-B③ 

コア採取位置 
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旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

3L-B① 
3L-B② 
3L-B③ 

コア採取位置 

3L-B① 

コア採取位置 

3L-B② 

3L-B③ 
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コンクリート膨張率測定結果(建物) 

 

 

  

全膨張率

(％)

R/B-1F① 0.012

R/B-1F② 0.010

R/B-1F③ 0.011

平均値 0.011

T/B-3F① 0.017

T/B-3F② 0.018

T/B-3F③ 0.023

平均値 0.019

NRW-Ⅰ-1F① 0.009

NRW-Ⅰ-1F② 0.011

NRW-Ⅰ-1F③ 0.010

平均値 0.010

評価対象構造物 コアNo

原子炉建屋

タービン建屋

廃棄物減容処理装置建屋
（第１建屋）



別紙４ 
コンクリート膨張率測定結果    添付資料４－２ 

40 

 

コンクリート膨張率測定結果(構築物) 

 
 

※1：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

全膨張率

(％)

3IU1-B① 0.016

3IU1-B② 0.012

3IU1-B③ 0.014

平均値 0.014

3IU2-B① 0.010

3IU2-B② 0.009

3IU2-B③ 0.010

平均値 0.010

3IM1-B① 0.018

3IM1-B② 0.016

3IM1-B③ 0.015

平均値 0.016

3IM2-B① 0.013

3IM2-B② 0.011

3IM2-B③ 0.014

平均値 0.013

3IL1-B① 0.011

3IL1-B② 0.010

3IL1-B③ 0.012

平均値 0.011

3IL2-B① 0.014

3IL2-B② 0.011

3IL2-B③ 0.008

平均値 0.011

3R-B① 0.016

3R-B② 0.009

3R-B③ 0.008

平均値 0.011

NB-B① 0.018

NB-B② 0.012

NB-B③ 0.011

平均値 0.014

3L-B① 0.009

3L-B② 0.009

3L-B③ 0.008

平均値 0.009

軽油タンク基礎

原子炉機器冷却
海水ポンプ室

気中帯

干満帯

海中帯

原子炉機器冷却海水配管ﾀﾞｸﾄ
原子炉機器冷却海水ﾌｨﾙﾀ室

コアNo

NRW/B連絡ダクト

評価対象構造物

※1 
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タイトル 

 

共振風速の算出方法，条件及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

１．算出方法 

建築物荷重指針・同解説(2015) 日本建築学会に示されている下式を用

いました。 

Ur=5･f1･Dm 

ここに Ur ：共振風速(m/s) 

f1 ：風直交方向振動の１次固有振動数(Hz) 

Dm ：2/3 の高さにおける外径(m) 

 

２．条件 

条件は，以下のとおりです。 

f1 ：1.72Hz 

Dm ：6.71m 

 

３．結果 

以上より，共振風速は Ur=57.7m/s となります。 

以 上
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タイトル 

 

排気筒の鉄塔支持化(オイルダンパ付)の工事概要について 

 

 

 

 

説明 

 

耐震裕度向上のため，筒身の外側に三角形平面の鉄塔を新設し，筒身と鉄塔を

オイルダンパで接続する工事を 2006 年６月から 2007 年５月に実施しました。

また，新設鉄塔の基礎は岩盤上に設置しました。添付資料６－１に竣工後の排気

筒構造概要を示します。 

 

 添付資料６－１ ３号機 排気筒構造概要 

 以 上
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図 排気筒平面図 

図 排気筒姿図 
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既設排気筒本体
（外筒）

支持点アーム

外筒補強リング

オイルダンパ

鉄塔水平材

図 筒身・支持鉄塔間の接続方法 

図 オイルダンパの概形図 

減衰係数 剛性 許容速度 許容変位

(×10
3
N･s/cm) (×10

3
N/mm) (m/s) (mm)

L型 5.0 80 1.8 ±300

M型 7.5 110 1.2 ±200

形式

表 オイルダンパの仕様(1 台あたり) 



別紙６  
３号機 排気筒構造概要                 添付資料６－１ 

45 

表 工事前後の１次固有振動数 

 

 

 

 

※１次固有振動数の算出について 

１次固有振動数については，排気筒を多質点系振動モデルに置換し，固有値解析により得られる結

果に基づいて算出しました。支持鉄塔を設置した工事後の結果について以下に示します。 

これより，１次固有振動数ｆ1 = 1／0.58163 ＝ 1.72Hz となります。 

 

 

 

 

 １次固有振動数※（Hz） 

工事前 0.85 

工事後 1.72 

図 多質点系振動モデル 

図 全体１次モード（Ｔ=0.58163，h= ） 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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タイトル 

 

通常運転時における一次しゃへい壁における温度測定の方法，位置及び結果に

ついて 

 

 

 

 

 

説明 

 

第 15 サイクル通常運転時に実施した一次しゃへい壁における温度測定の方

法，位置及び結果は以下のとおりです。 

 

１．測定方法 

   格納容器内に温度ロガーと，温度ロガーが欠測した場合の補完用に示温

材を設置し，プラント１サイクル運転期間測定を行いました。 

   温度ロガーの測定間隔は 255 分とし，示温材は５℃ピッチ・非可逆性の

ものを使用しました。 

 

２．測定位置及び測定結果 

測定位置及び測定結果を添付資料７－１に示します。一次しゃへい壁の

温度は格納容器上部において最大で 55℃となり，温度制限値の 65℃を下

回っています。 

 

添付資料７－１ 格納容器内ケーブル経年劣化評価に伴う調査業務 報告書

（抜粋） 

 

以 上
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ―５０００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ―２４００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ０） 
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テキストボックス
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ２３００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ４５００） 
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ７４００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ１００００） 

c2251174
テキストボックス
内は核物質防護に係る事項のため公開できません
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ１６３１５） 
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図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ＦＬ２０２８４） 

図 測定位置及び測定結果（原子炉格納容器 ペデスタル） 

c2251174
テキストボックス
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タイトル 

 

放射線照射量の算出方法，条件，過程及び結果について 

 

 

 

 

 

説明 

  

 一次しゃへい壁の 40年積算高速中性子照射量及びガンマ線照射量の算出方法，

条件，過程及び結果を以下に示します。 

 

 １．算出方法 

建設時の工事計画認可申請書（以下「既工認」という。）の解析値を用

い，以下の式に基づいて算出しました。なお，下線部が既工認の解析値に

なります。 

 

・高速中性子照射量（n/c㎡）= 高速中性子束（n/c㎡/s）×照射時間

（s） 

・ガンマ線照射量（rad）= ガンマ線エネルギー束（MeV/ c㎡/s） 

×質量エネルギー吸収係数（c㎡/kg） 

×エネルギー単位換算係数（J/MeV） 

×放射線量の単位換算係数（rad/Gy） 

×照射時間（s） 

 

２．算出条件 

既工認の解析値を添付資料８－１に示します。評価に用いる解析点とし

て，半径方向は一次しゃへい壁の内側（P4），軸方向は一次しゃへい壁内側

の解析点が無いため，一次しゃへい壁より炉心側の原子炉圧力容器外側

（P6）としました。 

質量エネルギー吸収係数を添付資料８－２に示します。質量エネルギー

吸収係数は，既工認のガンマ線エネルギーが MeVの設定であるた

め，質量エネルギー吸収係数が最も大きくなる MeVの値を用いました。 

照射時間は，１年を365.25日として40年間を秒換算しました。 

 

３．算出結果 

算出結果を表８－１に示します。高速中性子は半径方向，ガンマ線は軸

方向で大きくなり，評価値はそれぞれ n/c㎡， radとしま

した。 

 

 

 

c2251174
テキストボックス
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表８－１ 40年間放射線照射量 

線種 半径方向 

一次しゃへい壁内側 

軸方向 

原子炉圧力容器外側 

高速中性子（n/c㎡）  

ガンマ線 （rad） 

 

添付資料８－１ 原子炉まわり放射線束の解析結果（浜岡３号 工事計画 

認可申請書 抜粋） 

添付資料８－２ 質量エネルギー吸収係数 

以 上
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表 原子炉まわりにおける放射線束 
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図 原子炉のしゃへい計算モデル概要図 
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タ

イ

ト

ル 

 

中性化の評価対象部位及び評価点を抽出した過程について 

 

 

 

 

説

明 

 

 中性化の評価対象部位及び評価点を抽出した過程は以下のとおりです。 

 

１．中性化の評価対象部位 

中性化の評価では，図９－１に示すフローに従い評価対象部位を選定しています。 

建物では，塗装仕上げがなく，中性化速度係数が最大となる評価対象部位として，原

子炉建屋，タービン建屋，補助建屋及び廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋）の内壁を

選定し，鉄筋のかぶり値が最小となる評価対象部位として，廃棄物減容処理装置建屋（第

１建屋）を選定しています。 

構築物では，塗装仕上げがなく，中性化速度係数が最大となる評価対象部位として，

軽油タンク基礎を選定し，鉄筋のかぶり値が最小となる評価対象部位として，原子炉機

器冷却海水配管ダクトを選定しています。 

中性化速度係数とは，中性化のしやすさを表す係数で，コンクリートの水セメント比

や環境条件（温度・湿度・二酸化炭素濃度）などを入力することで計算できます。中性

化速度係数は岸谷式，依田式及び森永式の３つの提案式により計算することができ，ま

た，中性化深さの実測値を経過年数の平方根で除することでも求められます。表９－１

に，塗装仕上げが無く，中性化による影響が大きいと想定される評価対象構造物の中性

化速度係数を示します。 

 

２．中性化の評価点 

建物については，各建屋で中性化深さが最大となった測定点を評価点としています。

構築物のうち，軽油タンク基礎については，軽油タンクを直接支持し，外力の作用を

常時受けているスラブを評価点としています。また，原子炉機器冷却海水配管ダクトに

ついては，内部が空間的につながっており，どの部位でも同じ環境下にあると想定され

るため，コンクリートの配筋状況や表面状態等を考慮して，内壁を評価点としています。
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図９－１ 評価対象部位の選定フロー 

 

建 物：原子炉建屋，タービン建屋，補助建屋 
廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 
廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 

構築物：復水タンク基礎，排気筒（基礎部） 
原子炉機器冷却海水ポンプ室 
原子炉機器冷却海水配管ダクト 
原子炉機器冷却海水フィルタ室 
ＮＲＷ／Ｂ連絡ダクト，軽油タンク基礎 

無し，又は 

部分塗装の場合 

最大 

最小 

それ以外 

代 表  

建 物：原子炉建屋，タービン建屋，補助建屋
廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 
廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 

構築物：原子炉機器冷却海水ポンプ室 
原子炉機器冷却海水配管ダクト 
原子炉機器冷却海水フィルタ室 
ＮＲＷ／Ｂ連絡ダクト，軽油タンク基礎 

構築物：復水タンク基礎 
排気筒（基礎部） 

建 物：廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 
構築物：原子炉機器冷却海水ポンプ室 

原子炉機器冷却海水配管ダクト 
原子炉機器冷却海水フィルタ室 
ＮＲＷ／Ｂ連絡ダクト 

建 物：原子炉建屋，タービン建屋，補助建屋
廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 

構築物：軽油タンク基礎 

建 物：廃棄物減容処理
装置建屋（第１建屋） 

構築物：原子炉機器冷却海水配管ダクト 

構築物：原子炉機器冷却海水ポンプ室 
原子炉機器冷却海水フィルタ室 
ＮＲＷ／Ｂ連絡ダクト 

建 物：原子炉建屋，タービン建屋，補助建屋
廃棄物減容処理装置建屋（第 1 建屋） 
廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 

構築物：原子炉機器冷却海水配管ダクト 
軽油タンク基礎 

構築物：復水タンク基礎，排気筒（基礎部）
原子炉機器冷却海水ポンプ室 
原子炉機器冷却海水フィルタ室 
ＮＲＷ／Ｂ連絡ダクト 

始 め  

塗装仕上げの有無 

中性化速度係数 

全面塗装の場合 

それ以外 

かぶり値 

非 代 表  
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表９－１ 主要な評価対象構造物の中性化速度係数 

評価対象構造物 

中性化速度係数(cm/√年) 

実測値 
√t 式 

岸谷式 依田式 森永式

建
物 

原子炉建屋 0.231 0.480※4 ― 0.470 

タービン建屋 0.077 0.480※4 ― 0.311 

補助建屋 0.385 0.480※4 ― 0.330 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第１建屋） 

0.139 0.411 ― 0.208 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第２建屋） 

0.349 0.480※4 ― 0.300 

構 
築 
物 

原子炉機器冷却
海水ポンプ室 

気中帯 0.076 0.311 ― 0.172 

干満帯 0.019 0.311 ― 0.172 

海中帯 0.019 0.311 ― 0.040 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

0.321 0.287 0.241 0.190 

原子炉機器冷却 
海水フィルタ室 

0.321※1 0.287 0.241 0.190 

ＮＲＷ／Ｂ連絡ダクト※2 0.394 0.488 0.361 0.350 

軽油タンク基礎※3 0.520※5 0.236 0.203 0.156 

 
 ※１：原子炉機器冷却海水配管ダクトと同等の環境にあり，使用材料及び建設時期も同じ

であるため，原子炉機器冷却海水配管ダクトで代表し，中性化深さの実測値も原子
炉機器冷却海水配管ダクトにおける実測値を用いる 

 ※２：主排気ダクトにおいて調査を実施（環境及び使用材料が同等であるが，主排気ダクト
の方が建設時期が古いため，中性化による劣化傾向を保守側に捉える観点から，主排
気ダクトにおいて調査を実施）  

※３：旧軽油タンク防油堤において調査を実施（環境及び使用材料が同等であるが，旧軽油
タンク防油堤の方が建設時期が古いため，中性化による劣化傾向を保守側に捉える観
点から，旧軽油タンク防油堤において調査を実施） 

※４：建物のうち，中性化速度係数が最大のもの 
※５：構築物のうち，中性化速度係数が最大のもの 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 



別紙１０ 

64 

 

 

 

 

タイトル 

 

運転開始以降に実施した中性化深さの測定方法，位置及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

運転開始以降に実施した中性化深さの測定方法，測定位置及び測定結果は以下の

とおりです。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３号機運

転開始時に建設された構造物ではないことから，３号機運転開始時に建設され，現

在は供用されていない旧軽油タンク防油堤で調査しています。 

 

1. 測定方法 

測定は，JIS A 1152「コンクリートの中性化深さの測定方法」（コア採取法）

及び NDIS 3419「ドリル削孔粉を用いたコンクリート構造物の中性化深さ試

験方法」（ドリル法）に基づき実施しています。 

 

2. 測定位置 

測定位置を添付資料 10－１に示します。 

 

3. 測定結果 

測定結果を添付資料 10－２に示します。 

経過 20 年時点と経過 27 年時点で中性化深さを測定している箇所について

は，経過 27 年時点の測定結果の方が大きい傾向にあり，中性化の進行が認め

られるため，評価にあたっては経過 27 年時点の結果を用いています。 

 

添付資料 10－１ 中性化深さ測定位置 

添付資料 10－２ 中性化深さ測定結果 

 

以 上
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原子炉建屋 地下 2 階 

 

   
原子炉建屋 １階  

R-B2-D-1 

R-1-D-1 

R-1-D-2 

R-1-D-3

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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原子炉建屋 ３階 

 

  

タービン建屋 地下１階  

R-3-1 

T-B1-D-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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タービン建屋 １階 

 

  

タービン建屋 2 階  

T-1-1 

T-1-D-1

T-1-D-2

T-2-D-1

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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タービン建屋 3 階 

 

  
補助建屋 地下 2 階  

T-3-D-1 

Ax-B2-1

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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補助建屋 地下 1 階 

 

  
補助建屋 １階  

Ax-1-D-1

Ax-B1-D-1 

Ax-1-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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補助建屋 ３階 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 地下 2 階  

Ax-3-D-1

中性化深さ測定位置 

NRW-Ⅰ-B2-D-1 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 地下 1 階 

 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 1 階  

NRW-Ⅰ-B1-D-1 

NRW-Ⅰ-1-D-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 2 階 

 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 3 階  

NRW-Ⅰ-2-D-1 

NRW-Ⅰ-3-D-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） 4 階 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 地下 2 階  

NRW-Ⅱ-B2-D-1 

中性化深さ測定位置 

NRW-Ⅰ-4-D-1 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 地下 1 階 

 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） １階  

NRW-Ⅱ-1-D-1 

中性化深さ測定位置 

NRW-Ⅱ-B1-D-1 

中性化深さ測定位置 

NRW-Ⅱ-1-1 



別紙１０ 
    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 2 階 

 

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） 3 階  

NRW-Ⅱ-2-D-1 

NRW-Ⅱ-3-D-1 

中性化深さ測定位置 

中性化深さ測定位置 
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原子炉機器冷却海水ポンプ室 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 A-A 断面図 

 

3PU1-① 
3PU1-② 

3PL1-① 
3PL1-② 

3PM1-① 
3PM1-② 

中性化深さ測定位置 

3PU1-①
3PU1-②

3PM1-① 
3PM1-② 

3PL1-① 
3PL1-② 

中性化深さ測定位置 



別紙１０ 
    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 
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原子炉機器冷却海水配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水配管ダクト A-A 断面図 

3RA-①
3RA-②

中性化深さ測定位置 

3RA-① 
3RA-② 

中性化深さ測定位置 
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    中性化深さ測定位置                 添付資料１０－１ 

 

78 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 A-A 断面図 

 

 

 

 

 

3L-① 
3L-② 

中性化深さ測定位置 

3L-① 
3L-② 

中性化深さ測定位置 
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表 中性化深さ測定結果

コア採取法 ドリル法

2008年2月（20年） - 0.2 6.0

2015年2月（27年） - 0.6 6.0

2008年2月（20年） - 0.1 6.0

2015年2月（27年） - 0.1 6.0

2008年2月（20年） - 0.2 6.0

2015年2月（27年） - 0.5 6.0

2008年2月（20年） - 0.1 6.0

2015年2月（27年） - 0.7 6.0

３階南通路内壁 R-3-1 2014年10月（27年） 1.2 - 6.0

2008年2月（20年） - 0.2 6.0

2015年2月（27年） - 0.3 6.0

１階タービン発電機架台 T-1-1 2014年12月（27年） 0.4 - 6.0

2008年2月（20年） - 0.2 6.0

2015年2月（27年） - 0.2 6.0

2008年2月（20年） - 0.5 6.0

2015年2月（27年） - 0.4 6.0

2008年2月（20年） - 0.3 6.0

2015年2月（27年） - 0.2 6.0

2008年2月（20年） - 0.1 6.0

2015年2月（27年） - 0.1 6.0

地下２階東エレベーター前壁 Ax-B2-1 2014年12月（27年） 2.0 - 6.0

2008年2月（20年） - 0.1 6.0

2014年12月（27年） - 0.3 6.0

１階南通路壁 Ax-1-1 2014年12月（27年） 1.8 - 6.0

2008年2月（20年） - 0.3 6.0

2014年12月（27年） - 0.3 6.0

3階内壁 Ax-3-D-1 2014年11月（27年） - 0.1 6.0

地下2階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-B2-D-1 - 0.8 6.0

地下1階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-B1-D-1 - 0.5 6.0

1階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-1-D-1 - 0.3 6.0

2階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-2-D-1 - 0.3 6.0

3階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-3-D-1 - 0.8 6.0

4階西外壁室内側 NRW-Ⅰ-4-D-1 - 0.7 6.0

地下2階西廊下内壁 NRW-Ⅱ-B2-D-1 - 0.1 7.0

地下1階西廊下内壁 NRW-Ⅱ-B1-D-1 - 0.1 7.0

1階西廊下内壁 NRW-Ⅱ-1-D-1 - 0.2 7.0

１階主換気系ﾌｧﾝ室北外壁内側 NRW-Ⅱ-1-1 2014年3月（21年） 1.6 - 7.0

2階西廊下内壁 NRW-Ⅱ-2-D-1 - 0.2 7.0

3階西外壁室内側 NRW-Ⅱ-3-D-1 - 1.4 7.0

3PU1-① 0.4 0.1

3PU1-② 0.2 0.1

3PM1-① 0.1 0.1

3PM1-② 0.0 0.1

3PL1-① 0.0 0.1

3PL1-② 0.0 0.1

3RA-① 1.7 1.1

3RA-② - 0.7

3L-① 1.2 1.2

3L-② - 2.7

※１：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施
※２：ドリル法
※３：コア採取法

タービン建屋

3階南西内壁 T-3-D-1

2階タービン発電機架台 T-2-D-1

地下1階南内壁 T-B1-D-1

1階南外壁室内側 T-1-D-2

1階北東内壁 T-1-D-1

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋）

2014年2月（21年）

2014年2月（21年）

7.9

7.0

6.9

6.9

4.92016年5月（28年）

2015年5月※2（27年）

2015年6月※3（27年）

2016年5月（28年）

2014年12月（33年）

地下1階北外壁室内側 Ax-B1-D-1

1階東内壁

中性化深さ平均値（cm）

1階北内壁 R-1-D-1

1階東内壁 R-1-D-2

1階北通路壁 R-1-D-3

Ax-1-D-1

鉄筋が腐食し始める時点
の中性化深さ(cm)

調査時期
(経過年数)

調査番号

地下2階南西内壁 R-B2-D-1

構築物

構造物名称 調査箇所構造

気中帯内壁

干満帯内壁

海中帯内壁

内壁

スラブ※1

原子炉機器冷却海水ポンプ室

原子炉機器冷却海水配管ダクト

補助建屋

軽油タンク基礎※1

建物

廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋）

原子炉建屋
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タイトル 

 

調査時点及び運転開始後 40 年経過時点の中性化深さの推定値及び算定過程（推

定式，条件，パラメータ）について 

 

 

 

 

説明 

 

中性化深さの推定値及び算定過程（推定式，条件，パラメータ）については，

添付資料 11－１に示すとおりです。 

 

添付資料 11－１ 中性化深さの評価結果 

 

以 上
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1. 中性化深さ実測値 

評価対象構造物の中性化深さの実測値を表 11－１に示します。 

 

表 11－１ 中性化深さの実測値 

対象構造物 評価点 

調査時点の中性化深さ 

調査時期 経過年数 
実測値 
(cm) 

屋
内 

原子炉建屋 ３階南通路壁 
2014年 
10月 

27 年 1.2 

タービン建屋 タービン発電機架台
2014年 
12月 

27 年 0.4 

補助建屋 
地下２階東 

エレベーター前壁 
2014年 
12月 

27 年 2.0 

廃棄物減容処理装置
建屋（第１建屋） 

３階西壁 
2014年 
12月 

33 年 0.8 

廃棄物減容処理装置
建屋（第２建屋） 

１階主換気系 
ファン室耐震壁 

2014年 
3月 

21 年 1.6 

屋 
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

内壁 
2016年 
5月 

28 年 1.7 

軽油タンク基礎※ スラブ 
2015年 
5月 

27 年 2.7 

※ 旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

 

2. 中性化深さ推定式 

中性化深さの評価に用いる推定式の出典を表 11－２に示します。 

 

表 11－２ 中性化深さ推定式の出典 

推定式 推定式の出典 式番号 

(1)実測値に 

基づく√t式 

公益社団法人 土木学会 コンクリート標準示方書[維持

管理編]（2007 年） 
式(2.1) 

(2)岸谷式 
一般社団法人 日本建築学会 高耐久性鉄筋コンクリート

造設計施工指針(案)・同解説（1991 年） 
式(2.2) 

(3)依田式 
岸谷他，コンクリート構造物の耐久性シリーズ 中性化 

技報堂出版（1986 年） 

式(2.3) 

式(2.4) 

(4)森永式 
森永，鉄筋の腐食速度に基づいた鉄筋コンクリート建築物

の寿命予測に関する研究 東京大学学位論文（1986 年） 
式(2.5) 
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中性化深さ推定式を，式(2.1)～式(2.5)に示します。 

 

(1) 中性化深さの実測値に基づく√ｔ式 

tAC   ··························································· 式(2.1) 

ここに，C ：中性化深さ（㎜） 

A ：中性化速度係数（㎜/√年） 

t ：C まで中性化する期間（年） 

 

(2) 岸谷式 

（水セメント比ｘ≦0.6 の場合） 

 
2

22
C

76.1x6.4R

7.2
t


  ·············································· 式(2.2) 

ここに，t ：C まで中性化する期間（年） 

x ：水セメント比（％/100） 

C ：中性化深さ（㎝） 

R ：中性化比率（R=α・β・γ） 

α ：劣化外力の区分による係数 

β ：仕上げ材による係数 

γ ：セメントの種類による係数 

 

(3) 依田式 

（普通ポルトランドセメント，屋内の場合） 

 
2

2 C18x100

262
t


   ··········································· 式(2.3) 

（普通ポルトランドセメント，屋外の場合） 

 
2

2 C36x100

155
t


   ··········································· 式(2.4) 

ここに，t ：C まで中性化する期間（年） 

x ：水セメント比（％/100） 

C ：中性化深さ（㎜） 

α ：コンクリートの品質に関する係数 

β ：仕上げ材の遅延（抑制）効果に関する係数 

γ ：環境条件に関する係数 
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(4) 森永式 

（水セメント比ｘ≦0.6 の場合） 

   t76.1x6.4T022.0RH017.0391.1R44.2
5

C 


 ··········· 式(2.5) 

ここに，C ：中性化深さ（㎜）      t ：C まで中性化する期間（日） 

ρ ：炭酸ガス濃度（％）        x ：水セメント比（％/100） 

R ：仕上げ材の中性化比率 

RH ：湿度（％RH） 

T ：温度（℃） 

 

3. 計算条件 

評価に用いる経過年数，セメントの種類，水セメント比及び環境条件を表 11－３に示します。 

 

表 11－３ 計算条件 

対象構造物 
経過 
年数 
(年) 

中性化深さ
実測値 
(cm) 

ｾﾒﾝﾄの
種類 

水ｾﾒﾝﾄ比
(％) 

環境条件 

温度
(℃)

湿度 
(％RH) 

炭酸ｶﾞｽ濃度
(ppm) 

屋
内 

原子炉建屋 27 1.2 
中庸熱
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 32.7※1 30.4※1 500※2 

タービン建屋 27 0.4 
中庸熱
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 23.7※1 50.4※1 500※2 

補助建屋 27 2.0 
中庸熱
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 24.5※1 47.7※1 500※2 

廃棄物減容処理装置
建屋（第１建屋） 

33 0.8 
中庸熱
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

50 20.3※1 59.4※1 500※2 

廃棄物減容処理装置
建屋（第２建屋） 

21 1.6 
中庸熱
ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 23.0※1 51.7※1 500※2 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

28 1.7 
普通 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

55 16.5※3 72※3 500※2 

軽油タンク基礎※4 27 2.7 
普通 

ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞ
ｾﾒﾝﾄ 

52 16.5※3 72※3 500※2 

※1 2015 年 4 月～2016 年 3 月までの屋内温湿度測定結果の平均値 

※2 2015 年 4 月～2016 年 3 月までの屋内及び屋外の炭酸ガス濃度測定結果の平均値より保守的

に設定  

※3 1985 年～2014 年までの御前崎気象観測所温湿度測定結果の平均値 

※4 旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 
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4. 中性化深さ推定式のパラメータ 

中性化深さの各推定式のパラメータを表 11－４～表 11－６に示します。 

 

表 11－４ 岸谷式のパラメータ 

対象構造物 
劣化外力区分
による係数

α 

仕上げ材 
による係数 

β 

ｾﾒﾝﾄの種類 
による係数 

γ 

中性化比率 
Ｒ 

(Ｒ=α･β･γ)

屋
内 

原子炉建屋 1.7 1.0 1.2 2.04 

タービン建屋 1.7 1.0 1.2 2.04 

補助建屋 1.7 1.0 1.2 2.04 

廃棄物減容処理装置
建屋（第１建屋） 

1.7 1.0 1.2 2.04 

廃棄物減容処理装置
建屋（第２建屋） 

1.7 1.0 1.2 2.04 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

1.0 1.0 1.0 1.0 

軽油タンク基礎 1.0 1.0 1.0 1.0 

 

表 11－５ 依田式のパラメータ 

対象構造物 
ｺﾝｸﾘｰﾄの品質
による係数 

α 

仕上げ材 
による係数 

β 

環境条件 
による係数 

γ 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

0.5 1.0 0.8 

軽油タンク基礎 0.5 1.0 0.8 

 

表 11－６ 森永式のパラメータ 

対象構造物 
仕上げ材の中性化比率

Ｒ 

屋
内 

原子炉建屋 1.0 

タービン建屋 1.0 

補助建屋 1.0 

廃棄物減容処理装置
建屋（第１建屋） 

1.0 

廃棄物減容処理装置
建屋（第２建屋） 

1.0 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

1.0 

軽油タンク基礎 1.0 
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5. 中性化速度係数の評価結果 

各推定式における中性化速度係数は，式(5.1)～式(5.5)のとおりです。また，中性化速度係数

の評価結果を表１１－７に示します。 

 

(1) 中性化深さの実測値に基づく√ｔ式 

t

C
A  ····························································· 式(5.1) 

ここに，A ：中性化速度係数（cm/√年） 

C ：中性化深さ（cm） 

t ：C まで中性化する期間（年） 

 

(2) 岸谷式 

（水セメント比ｘ≦0.6 の場合） 

 
2.7

76.1x6.4R
A


  ·················································· 式(5.2) 

ここに，A ：中性化速度係数（cm/√年） 

x ：水セメント比（％/100） 

R ：中性化比率（R=α・β・γ） 

α ：劣化外力の区分による係数 

β ：仕上げ材による係数 

γ ：セメントの種類による係数 

 

(3) 依田式 

（普通ポルトランドセメント，屋内の場合） 

 



262

18x100

10

1
A  ·············································· 式(5.3) 

（普通ポルトランドセメント，屋外の場合） 

 



155

36x100

10

1
A  ·············································· 式(5.4) 

ここに，A ：中性化速度係数（cm/√年） 

x ：水セメント比（％/100） 

α ：コンクリートの品質に関する係数 

β ：仕上げ材の遅延（抑制）効果に関する係数 

γ ：環境条件に関する係数 
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(4) 森永式 

（水セメント比ｘ≦0.6 の場合） 

  76.1x6.4T022.0RH017.0391.1R44.2
510

365
A 


 ········ 式(5.5) 

ここに，A ：中性化速度係数（cm/√年） 

ρ ：炭酸ガス濃度（％） 

R ：仕上げ材の中性化比率 

RH ：湿度（％RH） 

T ：温度（℃） 

x ：水セメント比（％/100） 

 

表 11－７ 中性化速度係数の評価結果 

対象構造物 

中性化速度係数(cm/√年) 

実測値 
√t式 

岸谷式 依田式 森永式 

屋
内 

原子炉建屋 0.231 0.480 ― 0.470 

タービン建屋 0.077 0.480 ― 0.311 

補助建屋 0.385 0.480 ― 0.330 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第１建屋） 

0.139 0.411 ― 0.208 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第２建屋） 

0.349 0.480 ― 0.300 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

0.321 0.287 0.241 0.190 

軽油タンク基礎※ 0.520 0.236 0.203 0.156 

※ 旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

 

6. 鉄筋が腐食し始めるときの中性化深さ 

鉄筋が腐食し始めるときの中性化深さは，「一般社団法人 日本建築学会 鉄筋コンクリート造

建築物の耐久設計施工指針（案）・同解説（2004 年）」を参照して，以下のように設定しました。 

 

・屋外の雨掛かりの部分では，鉄筋のかぶり厚さまで達したときとします。 

⇒『屋外』環境として評価する構造物の中性化限界値＝かぶり厚さ 

・屋内の部分では，鉄筋のかぶり厚さから 20 ㎜奥まで達したときとします。 

⇒『屋内』環境として評価する構造物の中性化限界値＝かぶり厚さ＋20 ㎜ 

 

鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さを，表 11－８に示します。 
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表 11－８ 鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さ 

対象構造物 
かぶり厚さ 

(cm) 

鉄筋が腐食し始める
時点の中性化深さ 

(cm) 

屋
内 

原子炉建屋 4.0 6.0 

タービン建屋 4.0 6.0 

補助建屋 4.0 6.0 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第１建屋） 

4.0 6.0 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第２建屋） 

5.0 7.0 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

4.9 4.9 

軽油タンク基礎 7.9 7.9 

 

7. 中性化深さの評価結果 

中性化深さの評価結果を，表 11－９に示します。表 11－９より，調査時点及び運転開始後 40

年経過時点における中性化深さは，鉄筋が腐食し始める時点の中性化深さと比較して十分に小さ

い値を示しています。 

 

表 11－９ 中性化深さの評価結果 

対象構造物 

調査時点  
運転開始後 40 年経過時点 
の中性化深さ予測値(cm) 

鉄筋が腐食
し始める時
点の中性化
深さ(cm)

経過 
年数 
(年) 

実測値 
(cm) 

中性化深さ予測値
(cm) 

岸谷式 依田式 森永式
実測値
√t式 岸谷式 依田式 森永式 

屋
内 

原子炉建屋 27 1.2 2.5 ― 1.6 1.5 3.1 ― 3.0 6.0 

タービン建屋 27 0.4 2.5 ― 1.5 0.5 3.1 ― 2.0 6.0 

補助建屋 27 2.0 2.5 ― 1.4 2.5 3.1 ― 2.1 6.0 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第１建屋） 

33 0.8 2.4 ― 1.2 1.0 2.8 ― 1.4 6.0 

廃棄物減容処理装置 
建屋（第２建屋） 

21 1.6 2.2 ― 1.2 2.1 2.9 ― 1.9 7.0 

屋
外 

原子炉機器冷却 
海水配管ダクト 

28 1.7 1.6 1.3 1.1 2.1 1.9 1.6 1.3 4.9 

軽油タンク基礎※ 27 2.7 1.3 1.1 0.9 3.3 1.5 1.3 1.0 7.9 

※ 旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 
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タイトル 

 

塩分浸透の評価対象部位及び評価点を抽出した過程について 

 

 

 

 

 

説明 

 

 塩分浸透の評価対象部位及び評価点を抽出した過程は以下のとおりです。 

 

１．塩分浸透の評価対象部位 

塩分浸透の評価では，図 12－１に示すフローに従い評価対象部位を選定し

ています。 

評価対象部位は，塗装仕上げ材がなく，海水の接触や飛沫の影響を受ける構

造物として，原子炉機器冷却海水ポンプ室を選定しています。また，飛来塩分

の影響を受ける構造物として，軽油タンク基礎を選定しています。 

 

２．塩分浸透の評価点 

原子炉機器冷却海水ポンプ室については，気中帯，干満帯，海中帯の全ての

評価が可能な内壁を評価点としています。また，軽油タンク基礎については，

軽油タンクを直接支持し，外力の作用を常時受けているスラブを評価点とし

ています。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３

号機運転開始時に建設された旧軽油タンク防油堤と比べて塩化物イオン濃度

の浸透量が少ないと想定されます。また，軽油タンク基礎と旧軽油タンク防油

堤は同じ環境下にあり同等の材料で構成されていることから，塩分浸透によ

る劣化傾向をより保守側に捉える観点で，現在は供用されていない旧軽油タ

ンク防油堤において調査を実施しています。 
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図 12－１ 評価対象部位の選定フロー 

 

以 上

 

 

 

 

 

有る場合 

無い場合 

始め  

代表  非代表  

塗装仕上げ材の有無
全面塗装の場合 

無し，又は 

部分塗装の場合 

海水の接触の有無 

飛来塩分の有無 

無い場合 

有る場合 
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タイトル 

 

運転開始以降に実施した塩化物イオン濃度の測定方法，位置及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

運転開始以降に実施した塩化物イオン濃度の測定方法，測定位置及び測定結

果は以下のとおりです。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３号

機運転開始時に建設された構造物ではないことから，３号機運転開始時に建設

され，現在は供用を終了している旧軽油タンク防油堤で調査しています。 

 

１．測定方法 

測定は， JIS A 1154「硬化コンクリート中に含まれる塩化物イオンの試

験方法」に基づき実施しています。 

 

２．測定位置 

測定位置は，添付資料 13－１に示します。 

 

３．測定結果 

測定結果は，添付資料 13－２に示します。 

 

添付資料 13－１ 塩化物イオン濃度測定位置 

添付資料 13－２ 塩化物イオン濃度測定結果 

 

以 上
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原子炉機器冷却海水ポンプ室 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 A－Ａ断面図 

 

3PM1-① 
3PM1-② 

3PU1-① 
3PU1-② 

3PL1-① 
3PL1-② 

3PU1-① 
3PU1-② 

3PM1-①
3PM1-②

3PL1-①
3PL1-②

塩化物イオン濃度測定位置

塩化物イオン濃度測定位置
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原子炉機器冷却海水配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水配管ダクト Ａ－Ａ断面図 

 

 

塩化物イオン濃度測定位置

3RA-① 
3RA-② 

3RA-①

3RA-②

塩化物イオン濃度測定位置
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旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

3L-① 
3L-② 

塩化物イオン濃度測定位置

3L-① 
3L-② 

塩化物イオン濃度測定位置
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表 塩化物イオン濃度測定結果 

評価対象構造物 コア No※1 
コア採取時期

（経過年数）

室内試験 

実施期間 

調査深さ※2 

(mm) 

塩化物 

イオン濃度

(kg/㎥) 

原子炉機器冷却 

海水ポンプ室 

気中帯 
3PU1-① 

3PU1-② 

2016 年５月 

（28 年） 

2016 年５月

～2016 年６

月 

20 1.43 

40 1.16 

60 0.85 

80 0.40 

100 0.30 

140 0.07 

干満帯 
3PM1-① 

3PM1-② 

20 1.63 

40 1.05 

60 0.72 

80 0.47 

100 0.21 

140 0.04 

海中帯 
3PL1-① 

3PL1-② 

20 6.26 

40 3.96 

60 2.32 

80 1.51 

100 0.80 

140 0.09 

原子炉機器冷却 

海水配管ダクト 

3RA-①  

3RA-② 

20 0.15 

40 0.11 

60 0.06 

80 0.08 

100 0.07 

140 0.06 

軽油タンク基礎※3 
3L-①  

3L-② 

2015 年５月 

（27 年） 

2015 年６月

～2015 年７

月 

20 0.73 

40 0.20 

60 0.14 

80 0.17 

100 0.19 

140 0.17 

 

※1：２本のコア供試体をそれぞれ 20mm 間隔で切断し、同一位置のスライス２枚を粉砕・混

合したもので試験を実施 

※2：コア採取箇所表面からの距離 

※3：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施
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タイトル 

 

鉄筋腐食減量の算定過程（方法，条件，パラメータ）及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

鉄筋腐食減量の算定過程（計算方法，計算条件，パラメータ）及び結果につい

ては，添付資料 14－１に示すとおりです。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３号

機運転開始時に建設された構造物ではないことから，３号機運転開始時に建設

され，現在は供用されていない旧軽油タンク防油堤で調査しています。 

 

添付資料 14－１ 鉄筋腐食減量の評価結果 

 

以 上
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1. 鉄筋腐食減量の評価概要 

塩分浸透による鉄筋腐食減量の評価概要を以下に示します。 

(1) 拡散方程式（Fick の第２法則）を用いて，鉄筋位置における塩化物イオン濃度を評価

する。 

(2) 鉄筋の腐食速度を森永式に従って算定し，調査時点及び運転開始後 40 年経過時点に

おける鉄筋腐食減量を評価し，ひび割れ発生限界腐食減量と比較する。 

 

2. 計算方法 

(1) 鉄筋位置における塩化物イオン濃度 

鉄筋位置における塩化物イオン濃度の経年変化は，式(2.1)に示す拡散方程式（Fick の

第２法則）を用いて計算します。コンクリート表面の塩化物イオン濃度と見かけの拡散係

数は，コンクリート表面からの深さと塩化物イオン濃度の実測値の関係から，最小二乗法

を用いて同定します。 

 


























tD2

x
erf1Ctx,C

d

0cl  ···················································· (2.1) 

ここに，C(x,t) ：コンクリート表面からの深さ x(㎝) 

運転開始時からの年数 t(年)における塩化物イオン濃度(㎏/㎥) 

C0 ：コンクリート表面における塩化物イオン濃度(㎏/㎥) 

Dd ：塩化物イオンの見かけの拡散係数(㎠/年) 

erf ：誤差関数 

γcl ：予測精度に関する安全係数 

   回帰分析が目的の場合 γcl＝1.0※１ 

   鉄筋位置の塩化物量の将来予測が目的の場合 γcl＝1.3※２ 

 

※1：回帰分析が目的の場合は，「公益社団法人 土木学会 コンクリート標準示方書 維

持管理編（2013 年）」を参照し，γcl＝1.0 とします。 

※2：鉄筋位置における塩化物量の将来予測が目的の場合は，「公益社団法人 土木学会 

原子力土木委員会 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性照査マニュアル（2005

年）」を参照し，γcl＝1.3 とします。 
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(2) 鉄筋腐食速度 

鉄筋の腐食速度は，式(2.2)～式(2.5)に示す森永式「森永繁 鉄筋の腐食速度に基づい

た鉄筋コンクリート建築物の寿命予測に関する研究 東京大学学位論文（1986 年）」によ

り計算します。 

'V

V
VV

12tn

12tn
11tn1tn   ···················································· (2.2) 

    2tn
2

tn211tn CWCl84.60CW97.44Cl81.651.0
c10

d
V 


  ······· (2.3) 

 HT14.0Cl89.0O87.22H89.6T05.059.2
10

1
V tn12tn   

   tntntn ClO55.6ClH01.3OH81.60ClT01.0OT51.0   

           ····································································· (2.4) 

 tn12tn Cl2808.156528.0
10

1
'V   ························································ (2.5) 

ここに，V1tn ：経過年数 tn年における腐食速度（mg/cm2/年） 

V11tn ：温度 15℃，湿度 69％RH，酸素濃度 20％における腐食速度（mg/cm2/年） 

V12tn ：ペーストコーティング鉄筋の腐食速度（mg/cm2/年） 

V12tn' ：温度 15℃，湿度 69％RH，酸素濃度 20％におけるペーストコーティング 

  鉄筋の腐食速度（mg/cm2/年） 

d ：鉄筋径（mm） 

c ：かぶり（mm） 

Cltn ：経過年数 tn年に置ける鉄筋位置の塩化物イオン濃度（kg/m3） 

W/C ：水セメント比（％/100） 

T ：温度（℃） 

H ：湿度に関する項［H=(RH-45)/100］ 

RH ：相対湿度（％RH） 

O ：酸素濃度（％/100）。 

 

(3) 鉄筋腐食減量 

鉄筋腐食減量は，経過年数毎の腐食速度 V1tnを時間積分することで算定しますが，便宜

的に式(2.6)に示す台形公式により求めます。 

  





1N

0n
)1n(t1tn11E tVV

2

1
Q   ······························································· (2.6) 

ここに，Q1E ：経過年数 tn年における鉄筋腐食減量（mg/cm2） 

 

また，式(2.7)に示すように，式(2.6)で求めた鉄筋腐食減量 Q1Eに対して安全係数を考慮

し，鉄筋腐食減量の評価値とします。腐食量の設計値のばらつきを考慮した安全係数 γq

は，「公益社団法人 土木学会 原子力土木委員会 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐

震性照査マニュアル（2005 年）」を参照し，γq＝1.3 とします。 
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E1q1d QQ    ···················································································· (2.7) 

ここに，Q1d ：鉄筋腐食減量の評価値（mg/cm2） 

 

(4) ひび割れ発生限界腐食量 

ひび割れ発生限界腐食量は，「森永繁 鉄筋の腐食速度に基づいた鉄筋コンクリート建

築物の寿命予測に関する研究 東京大学学位論文（1986 年）」に示された式(2.8)により計

算します。 

d
d

c2
10602.0Q

85.0

1cr 





   ·································································· (2.8) 

ここに，Q1cr ：ひび割れ発生時の腐食量（mg/cm2） 

c ：かぶり厚さ（mm） 

d ：鉄筋径（mm） 

 

3. 計算条件 

評価に用いる経過年数，鉄筋のかぶり厚さ及び鉄筋径等の計算条件を表 14－１に示しま

す。 

ここで，原子炉機器冷却海水ポンプ室の干満帯における環境条件は，「気中条件」と「海中

条件」の両方が考えられますが，鉄筋腐食減量を安全側に大きく評価する「気中条件」とし

て計算することとします。 

また，コンクリートの単位体積重量は，「公益社団法人 土木学会 コンクリート標準示方

書 設計編（2012 年）」に示された値（23.0 kN/m3）を参考としています。 

 

表 14－１ 計算条件 

対象構造物 
経過 
年数 
(年) 

かぶり 
厚さ 
(cm) 

鉄筋径
(mm) 

単位体積重量
(kg/m3) 

水ｾﾒﾝﾄ比
(％) 

環境条件 

温度 
(℃) 

湿度 
(％RH) 

酸素濃度
(％/100)

原子炉機器 
冷却海水 
ポンプ室 

気中帯 28 7.0 2,350 53.4 16.5※2 72※2 0.2 

干満帯 28 6.9 2,350 53.4 16.5※2 72※2 0.2 

海中帯 28 6.9 2,350 53.4 19.6※3 100 0.0062※4

軽油タンク基礎※1 27 7.9 2,350 52 16.5※2 72※2 0.2 

※1：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

※2：1985 年～2014 年までの御前崎気象観測所温湿度測定結果の平均値 

※3：1985 年～2014 年までの浜岡前面海域水温調査結果の平均値 

※4：土木学会 原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル 参照 

 

  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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4. 鉄筋位置の塩化物イオン濃度の評価結果 

拡散方程式のパラメータ（コンクリート表面の塩化物イオン濃度，見かけの拡散係数）を

同定した結果を表 14－２に示します。また，回帰分析結果を図 14－１～図 14－４に示しま

す。 

なお，図 14－４に示す様に塩化物イオン濃度の実測値のばらつきが大きい場合，回帰分

析におけるパラメータの同定精度に影響を及ぼす可能性があることから，鉄筋位置の塩化

物イオン濃度を安全側に評価するため，適宜，実測値を間引きして回帰分析を行うこととし

ます。 

拡散方程式を用いて，鉄筋位置における塩化物イオン濃度を計算した結果を表 14－３に

示します。 

 

表 14－２ 拡散方程式のパラメータの同定結果 

対象構造物 
経過 
年数 
(年) 

かぶり
厚さ 
(cm) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ表面の 
塩化物ｲｵﾝ濃度 

(kg/m3) 

塩化物ｲｵﾝ 
の拡散係数 

(cm2/年) 

原子炉機器冷却
海水ポンプ室 

気中帯 28 7.0 1.911 0.902 

干満帯 28 6.9 2.146 0.683 

海中帯 28 6.9 8.501 0.576 

軽油タンク基礎※ 27 7.9 0.874 1.550 

※：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

 

表 14－３ 鉄筋位置における塩化物イオン濃度 

対象構造物 

調査時点
における
経過年数

(年) 

鉄筋位置の塩化物イオン濃度 

調査時点 運転開始後 
40 年経過時点 

(kg/m3) (％) (kg/m3) (％) 

原子炉機器冷却 
海水ポンプ室 

気中帯 28 0.81 0.034 1.02 0.043 

干満帯 28 0.74 0.031 0.98 0.042 

海中帯 28 2.48 0.106 3.42 0.146 

軽油タンク基礎※ 27 0.44 0.019 0.54 0.023 

※：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 
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図 14－１ 回帰分析結果（原子炉機器冷却海水ポンプ室 気中帯） 

 

  

 回帰分析結果

Ｃ0= 1.911(kg/㎥)

Ｄd= 0.902(㎠/年)

 鉄筋位置Cl濃度

　相関係数= 0.991

　鉄筋位置 (mm)

　塩化物濃度 (kg/㎥)

 回帰分析結果

Ｃ0= 2.146(kg/㎥)

Ｄd= 0.683(㎠/年)

 鉄筋位置Cl濃度

　鉄筋位置 (mm)

　塩化物濃度 (kg/㎥)

　相関係数= 0.998

○塩化物イオン濃度の実測値

 表面からの深さ  塩化物イオン濃度

Ｘ(mm) Ｃ(kg/㎥)

20 1.43

40 1.16

60 0.85

80 0.40

100 0.30

140 0.07

○算定条件 及び 算定結果

記号 単位 値

γcl - 1.0

Ｃ0 ㎏/㎥ 1.911

Ｄd ㎠/年 0.902

Ｃ ㎏/㎥

項目

回帰分析によ
るパラメータ

の同定

予測精度に関する安全係数

ｺﾝｸﾘｰﾄ表面の塩化物イオン濃度

塩化物イオンの拡散係数

鉄筋位置の塩化物イオン濃度

○塩化物イオン濃度の実測値

 表面からの深さ  塩化物イオン濃度

Ｘ(mm) Ｃ(kg/㎥)

20 1.63

40 1.05

60 0.72

80 0.47

100 0.21

140 0.04

○算定条件 及び 算定結果

記号 単位 値

γcl - 1.0

Ｃ0 ㎏/㎥ 2.146

Ｄd ㎠/年 0.683

Ｃ ㎏/㎥

回帰分析によ
るパラメータ

の同定

予測精度に関する安全係数

ｺﾝｸﾘｰﾄ表面の塩化物イオン濃度

塩化物イオンの拡散係数

鉄筋位置の塩化物イオン濃度

項目

図 14－２ 回帰分析結果（原子炉機器冷却海水ポンプ室 干満帯） 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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鉄筋位置の塩化物イオン濃度

  

 回帰分析結果

Ｃ0= 8.501(kg/㎥)

Ｄd= 0.576(㎠/年)

 鉄筋位置Cl濃度

　相関係数= 0.998

　鉄筋位置 (mm)

　塩化物濃度 (kg/㎥)

 回帰分析結果

Ｃ0= 0.874(kg/㎥)

Ｄd= 1.550(㎠/年)

 鉄筋位置Cl濃度

　相関係数= 0.985

　鉄筋位置 (mm)

　塩化物濃度 (kg/㎥)

○塩化物イオン濃度の実測値

 表面からの深さ  塩化物イオン濃度

Ｘ(mm) Ｃ(kg/㎥)

20 6.26

40 3.96

60 2.32

80 1.51

100 0.80

140 0.09

図 14－３ 回帰分析結果（原子炉機器冷却海水ポンプ室 海中帯） 

図 14－４ 回帰分析結果（軽油タンク基礎） 

○算定条件 及び 算定結果

記号 単位 値

γcl - 1.0

Ｃ0 ㎏/㎥ 8.501

Ｄd ㎠/年 0.576

Ｃ ㎏/㎥

回帰分析によ
るパラメータ

の同定

予測精度に関する安全係数

ｺﾝｸﾘｰﾄ表面の塩化物イオン濃度

塩化物イオンの拡散係数

鉄筋位置の塩化物イオン濃度

項目

○塩化物イオン濃度の実測値

 表面からの深さ  塩化物イオン濃度

Ｘ(mm) Ｃ(kg/㎥)

20 0.73

40 0.20

60 0.14

80 0.17

100 0.19

140 0.17

○算定条件 及び 算定結果

記号 単位 値

γcl - 1.0

Ｃ0 ㎏/㎥ 0.874

Ｄd ㎠/年 1.550

Ｃ ㎏/㎥

項目

回帰分析によ
るパラメータ

の同定

予測精度に関する安全係数

ｺﾝｸﾘｰﾄ表面の塩化物イオン濃度

塩化物イオンの拡散係数

鉄筋位置の塩化物イオン濃度

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません

c2251174
長方形
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5. 鉄筋腐食減量の評価結果 

鉄筋腐食減量の評価結果を表 14－４に示します。表 14－４より，調査時点及び運転開始

後 40 年経過時点における鉄筋腐食減量は，ひび割れ発生限界腐食量と比較して十分に小さ

い値を示しています。 

 

表 14－４ 鉄筋腐食減量の評価結果 

対象構造物 

調査時点
における
経過年数

(年) 

鉄筋腐食減量
(×10-4g/cm2) ひび割れ発生 

限界腐食量 
(×10-4g/cm2) 調査時点 運転開始後

40 年経過時点 

原子炉機器冷却 
海水ポンプ室 

気中帯 28 5.0 7.6 78.1 

干満帯 28 5.5 8.4 79.6 

海中帯 28 1.7 4.3 79.6 

軽油タンク基礎※ 27 3.7 5.6 87.5 

※：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

 

以 上 
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タイトル 

 

機械振動の評価対象部位と評価点を抽出した過程及び安定停止中に比較的大き

な振動を受ける機器の原動機出力について 

 

 

 

説明 

 

 １．機械振動の評価対象部位と評価点を抽出した過程について 

   「日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2015 付

属書Ａ経年劣化メカニズムまとめ表」を踏まえ，タービン発電機架台及び非

常用ディーゼル発電機基礎を選定し，このうち非常用ディーゼル発電機に

ついては，定例試験等における一時的な運転のみであることから，機械振動

によるコンクリートの経年劣化への影響は小さいと判断し，タービン発電

機架台を評価対象部位としました。 

   評価点は，機械振動荷重を直接受ける機器支持部としました。 

 

 ２．安定停止中に比較的大きな振動を受ける機器の原動機出力について 

   安定停止中に比較的大きな振動を受ける機器の原動機出力を以下の表に

示します。安定停止中において，待機状態の機器については定例試験等にお

ける一時的な運転のみであり，運転状態の機器については原動機出力が小

さいことから，これらの機器の機械振動によるコンクリートの経年劣化へ

の影響は小さいと判断します。 

 

表 機器の原動機出力 

評価書 機器名称 使用状態 原動機出力（kW/個）

ポンプ 高圧炉心スプレイポンプ 待機 2,650 

低圧炉心スプレイポンプ 待機 1,250 

余熱除去ポンプ 待機 750 

制御棒駆動水ポンプ 運転 300 

機械設備 非常用ディーゼル発電設備 待機 6,767 

 

以 上
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タイトル 

 

機械振動を日常的に監視している方法，判断基準及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

現在３号炉は，安定停止中でタービンは運転していませんが，運転中は運転

員が１回/１日の頻度でパトロールを行い，異常な振動音の有無を確認し，通

常巡視点検表へ記録しています。また，タービン監視計器により軸振動の測定

値を中央制御室において連続監視すると共に，警報設定を超えると警報が発報

します。さらに，測定結果についてはチャートへ記録しています。以下に測定

点と警報設定値を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

図 測定点 

 

表 16－１ 警報設定値 

測定点番号 警報設定値（㎜） 

 

 

 

以 上 

 

高圧タービン 低圧タービン 発電機 励磁器 

測定点番号 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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タイトル 

 

すべての対象構造物の，運転開始以降に実施した破壊試験の方法，位置及び結果

について 

 

 

 

 

説明 

 

運転開始以降に実施したコンクリートの破壊試験の試験方法，試験位置及び

試験結果は以下のとおりです。 

なお，軽油タンク基礎については，2008 年２月に建て替えられており，３号

機運転開始時に建設された構造物ではないことから，３号機運転開始時に建設

され，現在は供用を終了している旧軽油タンク防油堤で調査しています。 

 

１．試験方法 

試験は，JIS A 1108 「コンクリートの圧縮強度試験方法」に基づき実施

しています。 

 

２．試験位置 

試験位置は，添付資料17－１に示します。 

 

３．試験結果 

試験結果は，添付資料17－２に示します。全ての構造物において，設計

基準強度を上回ることを確認しました。 

 

添付資料17－１ コンクリート破壊試験位置図 

添付資料17－２ コンクリート破壊試験結果 

以 上
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３号原子炉建屋 地下２階 平面図 

 

 

 

 

３号原子炉建屋 １階 平面図  

R-B2-1①
R-B2-1②
R-B2-1③

R-1-1①
R-1-1②
R-1-1③

コア採取位置 

コア採取位置 
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３号原子炉建屋 ３階 平面図 

 

 

 

 
 

３号原子炉建屋 ４階 平面図  

R-3-1①
R-3-1②
R-3-1③

コア採取位置 

コア採取位置 
R-4-1①
R-4-1②
R-4-1③
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３号タービン建屋 地下１階 平面図 

 

 

   
 

３号タービン建屋 １階 平面図  

コア採取位置 

T-B1-1① 
T-B1-1② 
T-B1-1③ 

T-1-2①
T-1-2②
T-1-2③

コア採取位置 

T-1-1①
T-1-1②
T-1-1③
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３号タービン建屋 ３階 平面図  

コア採取位置 

T-3-1① 
T-3-1② 
T-3-1③ 
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３号補助建屋 地下２階 平面図  

Ax-B2-1①
Ax-B2-1②
Ax-B2-1③

コア採取位置 
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３号補助建屋 １階 平面図  

Ax-1-1① 
Ax-1-1② 
Ax-1-1③ 

コア採取位置 
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３号補助建屋 ３階 平面図  

Ax-3-1① 
Ax-3-1② 
Ax-3-1③ 

コア採取位置 
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廃棄物減容処理装置建屋（第１建屋） １階 平面図 

  

コア採取位置 

NRW-Ⅰ-1① 
NRW-Ⅰ-1② 
NRW-Ⅰ-1③ 
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廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） １階 平面図  

 

 

 

廃棄物減容処理装置建屋（第２建屋） ３階 平面図 

 

 

コア採取位置 

コア採取位置 

NRW-Ⅱ-3① 
NRW-Ⅱ-3② 
NRW-Ⅱ-3③ 

NRW-Ⅱ-1①
NRW-Ⅱ-1②
NRW-Ⅱ-1③
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原子炉機器冷却海水ポンプ室 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水ポンプ室 Ａ－Ａ断面図 

  

3PU1-②
3PU1-③

3PL1-①
3PL1-②
3PL1-③

3PU1-① 

コア採取位置 

3PU1-② 
3PU1-③ 

3PM1-① 
3PM1-② 
3PM1-③ 

3PL1-① 
3PL1-②
3PL1-③ 

3PU1-① 

3PM1-①
3PM1-②
3PM1-③

コア採取位置 
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原子炉機器冷却海水配管ダクト 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子炉機器冷却海水配管ダクト Ａ－Ａ断面図 

  

コア採取位置 

3RA-① 

3RA-② 

3RA-③ 

コア採取位置 

3RA-①
3RA-②
3RA-③

コア採取位置 
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旧軽油タンク防油堤 平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧軽油タンク防油堤 Ａ－Ａ断面図 

 

 

 

3L-A②
3L-A③ 

コア採取位置 

3L-A① 

3L-A① 
3L-A② 

コア採取位置 

3L-A③ 
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コンクリート破壊試験結果 (建物)  

 
  

コア強度

(N/mm
2
)

平均強度

(N/mm
2
)

R-B2-1① 23.5 45.0

R-B2-1② 23.5 53.7

R-B2-1③ 23.5 53.1

R-1-1① 23.5 47.1

R-1-1② 23.5 53.5

R-1-1③ 23.5 47.2

R-3-1① 23.5 49.3

R-3-1② 23.5 45.6

R-3-1③ 23.5 40.1

R-4-1① 23.5 45.0

R-4-1② 23.5 41.7

R-4-1③ 23.5 44.1

T-B1-1① 23.5 48.8

T-B1-1② 23.5 45.4

T-B1-1③ 23.5 48.5

T-1-1① 23.5 52.9

T-1-1② 23.5 49.5

T-1-1③ 23.5 49.9

T-1-2① 23.5 38.9

T-1-2② 23.5 57.6

T-1-2③ 23.5 48.5

T-3-1① 23.5 44.2

T-3-1② 23.5 41.0

T-3-1③ 23.5 43.6

Ax-B2-1① 23.5 49.5

Ax-B2-1② 23.5 49.9

Ax-B2-1③ 23.5 42.2

Ax-1-1① 23.5 52.1

Ax-1-1② 23.5 42.6

Ax-1-1③ 23.5 47.8

Ax-3-1① 23.5 63.7

Ax-3-1② 23.5 55.6

Ax-3-1③ 23.5 53.7

NRW-Ⅰ-1① 23.5 63.8

NRW-Ⅰ-1② 23.5 59.1

NRW-Ⅰ-1③ 23.5 54.6

NRW-Ⅱ-1① 29.4 51.0

NRW-Ⅱ-1② 29.4 43.9

NRW-Ⅱ-1③ 29.4 42.3

NRW-Ⅱ-3① 29.4 49.4

NRW-Ⅱ-3② 29.4 46.7

NRW-Ⅱ-3③ 29.4 46.8

熱交換器室壁
地下2階

原子炉建屋

圧縮強度試験結果

調査番号

設計
基準強度

(N/mm
2
)

評価対象構造物

50.6

北外壁
4階

43.6

南通路内壁
3階

45.0

49.3
南外壁
1階

実施時期
（経過年数）

2014年11月
（27年）

2014年9月
（27年）

南通路壁
地下1階

47.6

南東外壁
3階

タービン建屋

補助建屋

東エレベーター前壁
地下2階

南通路壁
1階

タービン発電機架台
1階

47.2

47.5

57.7

北外壁
1階

50.8

48.3

冷凍機室壁
3階

42.9

廃棄物減容
処理装置建屋
(第1建屋)

東外壁
1階

59.2

主給気ファン室壁
3階

47.6

主換気系ファン室壁
1階

45.7
廃棄物減容
処理装置建屋
(第2建屋)

2014年3月
（21年）

2014年3月
（21年）

2014年10月
（27年）

2015年2月
（27年）

2015年2月
（27年）

2015年2月
（27年）

2014年12月
（27年）

2014年9月
（27年）

2014年12月
（27年）

2014年12月
（27年）

2014年12月
（27年）

2014年9月
（33年）
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コンクリート破壊試験結果 (構築物) 

 

※：旧軽油タンク防油堤にて調査を実施 

 

コア強度

(N/mm2)

平均強度

(N/mm2)

3PU1-① 23.5 48.8

3PU1-② 23.5 50.0

3PU1-③ 23.5 56.2

3PM1-① 23.5 34.4

3PM1-② 23.5 40.6

3PM1-③ 23.5 54.6

3PL1-① 23.5 70.7

3PL1-② 23.5 72.3

3PL1-③ 23.5 63.3

3RA-① 23.5 47.8

3RA-② 23.5 46.9

3RA-③ 23.5 48.2

3L-A① 24.0 37.1

3L-A② 24.0 42.5

3L-A③ 24.0 56.0

2016年5月
（28年）

2015年6月
（27年）

実施時期
（経過年数）

圧縮強度試験結果

調査番号

設計
基準強度

(N/mm2)

評価対象構造物

軽油タンク基礎

51.7

43.2

68.8

47.6

45.2

海中帯

干満帯

気中帯

原子炉機器
冷却海水
ポンプ室

原子炉機器冷却
海水配管ダクト

2016年5月
（28年）

※ 
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タイトル 

 

熱（遮へい能力低下）の評価点における温度分布解析について 

 

 

 

説明 

  

熱（遮へい能力低下）の評価点における温度分布解析については以下のとおり

です。 

 

 １．解析方法 

   原子炉しゃへい壁中のガンマ線による発熱量は，点減衰核積分コードで

ある SPAN コードを用いて，原子炉しゃへい壁に吸収されたガンマ線エネル

ギーが全て熱に変換されるものとして計算しています。入力パラメータは，

以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．解析条件 

   線源分布，しゃへい体の幾何学的条件，材料密度に係る解析条件を添付資

料 18－１に示します。 

 

 ３．解析結果 

   解析結果を添付資料 18－２に示します。原子炉しゃへい壁の炉心側表面

において最大 62℃となり，温度制限値 88℃を下回っています。 

 

添付資料 18－１ 解析条件（浜岡３号 工事計画認可申請書 抜粋） 

添付資料 18－２ 原子炉しゃへい壁温度解析結果（浜岡３号 工事計画認可申

請書 抜粋） 

以 上

 

②しゃへい体の 
幾何学的条件 

①線源分布 

SPAN コード ガンマ線による発熱量

③材料密度 
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表１ 線源分布 

エネルギー（MeV） ガンマ線強度（γ/ W・s） 

1.0 

2.0 

3.0 

4.0 

5.0 

6.0 

7.0 

 

 

 
  

図１ しゃへい体の幾何学的条件 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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表２ 材料密度 

※炉心材料  

材料 密度（g/cm3） 

二酸化ウラン（UO2）※ 10.4 

ジルコニウム（Zr）※ 6.4 

水※ 0.74 

普通コンクリート及びモルタル  

鉄  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



別紙１８ 

添付資料１８－２ 
原子炉しゃへい壁温度解析結果（浜岡３号 工事計画認可申請書 抜粋） 

123 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 原子炉しゃへい壁温度解析結果 
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タイトル 

 

建築・土木関係設備（鉄骨構造物を含む）に係わる保全管理の文書体系及び実施

要領について 

 

 

 

 

説明 

 

建築・土木関係設備（鉄骨構造物を含む）に係わる保全管理の文書体系は以

下のとおりです。また，保全管理の実施要領は点検計画(建築編)(運転)及び点検

計画(土木編)(運転)に記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上

品質保証計画書 

保守管理指針（運転） 

点検計画（建築編）（運転） 

（本店） 

（浜岡） 

原子力品質保証規程 

点検計画（土木編）（運転） 
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タイトル 

 

放射線量の監視方法，基準値及び結果について 

 

 

 

 

説明 

 

建屋内に設置されたエリア放射線モニタの測定値を中央制御室において連続

監視すると共に，測定結果についてはチャートに記録しています。また，各管

理区分に設置されたエリア放射線モニタの警報設定基準の一部を下表に示しま

す。 

 

表 警報設定基準値 

区分※１ 基準値（mSv/h） 

－ 2.60×10－３ 

区分－１ 1.00×10－１ 

区分－２ 1.00×10０ 

区分－３ 1.00×10０以上 

※１ 線量当量率に基づく区分 

 

以 上
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１. はじめに 

本資料は，浜岡原子力発電所３号機の高経年化技術評価における耐震安全性評価の補足と

して，評価結果を示すとともに評価内容の補足資料を取りまとめたものである。なお，高経年

化対策に関する各機器・構造物毎の高経年化技術評価については高経年化技術評価書に取り

まとめている。 

高経年化技術評価における耐震安全性評価とは，耐震安全性に影響する可能性がある経年

劣化事象について，評価対象機器・構造物の経年劣化を加味して耐震重要度クラスに応じた地

震力を用いた評価を行い，評価対象機器・構造物の機能維持に対する経年劣化事象の影響を評

価することをいう。 
 

２. 耐震安全性評価 

(１) 評価対象機器 

評価対象機器は，技術評価における評価対象機器と同じとする。 
 

(２) 評価手順 

 代表機器の選定 

技術評価における代表機器を本検討の代表機器として選定する。ただし，技術評価

において機器のグループ化を行ったが，同一グループ内に技術評価の代表機器より耐

震重要度の上位の機器が存在する場合には，これについても代表機器として評価する

こととする。 
 

 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出 

想定される経年劣化事象が顕在化した場合，対象となる機器の振動応答特性又は構

造・強度評価上影響が「有意」であるか「軽微若しくは無視」できるかを検討し，耐

震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出を行う。 

耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出の詳細について以下に示す。 
 

ａ．技術評価での検討結果の整理 

耐震安全性評価にあたっては，技術評価における保全対策等に対する評価結果を

取り入れることとする。 

技術評価において，想定される経年劣化事象については， 

○事象 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

△事象 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象のう

ち，想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考え難い経

年劣化事象であって，想定した劣化傾向等に基づき適切な保

全活動を行っているもの 

▲事象 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象のう

ち，現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験デ

ータとの比較等により，今後も経年劣化の進展が考えられな

い，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象 

があり，「▲事象」については，現在発生しておらず，今後発生の可能性がない，

又は小さいもの，あるいは発生した場合，安全上影響しない経年劣化事象であるこ

とから，耐震安全性に有意な影響を与えるものではないと判断し，評価の対象外と
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注） 

○事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象 

△事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではない事象（イ）

▲事象：高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象ではない事象（ロ）

想定されるすべての経年劣化事象 

耐

震

安

全

性

評

価

対

象

外 

耐震安全性評価を実施 

YES 

YES（○）

YES（◎）

NO 

NO（×） 

NO（■） 

▲事象に該当するか 

これらの事象が顕在化した場

合，機器の振動応答特性上，

又は構造・強度上，影響が

「有意」であるか 

耐
震
安
全
性
評
価
対
象
と
な
る 

経
年
劣
化
事
象
の
抽
出 

耐
震
安
全
上
考
慮
す
る
必
要
の
あ
る 

経
年
劣
化
事
象
の
抽
出 

○事象 

△事象 

 

 
「現在発生しているか，又は将来

にわたって起こることが否定でき

ない，あるいは発生した場合，安

全上影響する」ものか 

する。 

したがって，「○事象」及び「△事象」を耐震安全性評価の対象とし，以下のフ

ロー（図１）に基づき，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象を抽出する。 

なお，本評価では「日常劣化管理事象であるが，現在までの運転経験や使用条件

から得られた材料試験データとの比較等により，今後も経年劣化の進展が考えられ

ない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象」の区分（耐震安全

性評価の対象とし，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として扱うもの）は適

用していない。（別紙１，２参照） 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 
 
 
 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー 
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ｂ．耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の整理結果 

ａ．に従い，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象を抽出した結果を表１

に示す。 

 

表１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象 

機器分類 型式 経年劣化事象 
ポンプ 原子炉冷却材再循環ポンプ ケーシングの疲労割れ 

熱交換器 
直管式熱交換器 伝熱管の腐食（FAC） 
U 字管式熱交換器 胴の腐食（全面腐食） 

容器 
原子炉圧力容器 

ノズル等の疲労割れ 
胴板の中性子照射脆化 

原子炉格納容器 
機械ペネトレーション 
配管貫通部ベローズの疲労割れ 

配管 
ステンレス鋼配管系 配管の疲労割れ 
炭素鋼配管系 配管の疲労割れ 

弁 
仕切弁 弁箱の疲労割れ 
逆止弁 弁箱の疲労割れ  

炉内構造物 炉内構造物 
中性子照射による靭性低下 
疲労割れ 
照射誘起型応力腐食割れ 

機械設備 基礎ボルト 基礎ボルトの腐食（全面腐食） 

 

なお，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象として抽出されない下記対象機器

における評価の具体的内容についてそれぞれ別紙に記す。 

・原子炉圧力容器における粒界型応力腐食割れ：別紙３に示す 

・原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管（ステンレス鋼管） 

の粒界型応力腐食割れ：別紙４に示す 

・炭素鋼配管の流れ加速型腐食：別紙５に示す 

・炉心シュラウド及びシュラウドサポートの粒界型応力腐食割れ：別紙６に示す 
 

 経年劣化事象に対する耐震安全性評価 

経年劣化事象ごとに，日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-

1987」（以下，「耐震設計技術指針（JEAG4601）」という。）等に基づき耐震安全性

評価を実施する。評価の基本項目は大別すると， 

i）   設備の耐震重要度分類 

ii）  設備に作用する地震力の算定 

iii） 想定される経年劣化事象のモデル化 

iv）  振動特性解析（地震応答解析） 

v）   地震荷重と内圧等他の荷重との組合せ 

vi）  許容限界との比較 

であり，劣化を考慮すること以外の評価手法及び設備の耐震重要度分類は工事計画認

可申請と同様とすることを基本とし，工事計画認可申請からの変更等の評価手法の変
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更点，建設後の耐震補強について別紙７～９に示す。 

 

 評価対象機器への水平展開検討 

代表機器の評価結果をもとに評価対象機器全体に対して同様の評価が可能である

かを検討する。同様と見なせないものについては，耐震安全性評価を実施する。 

 

 経年劣化事象に対する動的機能維持評価 

地震時に動的機能の維持が要求される機器（耐震設計技術指針（JEAG4601）により

動的機能維持が要求される機器）について，経年劣化事象を考慮しても地震時に動的

機能が要求される機器の地震時の応答加速度が各機器の機能確認済加速度以下であ

るかを検討する。地震時に動的機能の維持が要求される機器と経年劣化事象について

別紙１０に示す。 

 

 保全対策に反映すべき項目の抽出 

以上の検討結果をもとに，耐震安全性の観点から保全対策に反映すべき項目がある

か，検討を実施する。 

 

(３) 評価条件 

 評価用地震力 

耐震安全性評価にあたっての評価用地震力は各設備の耐震重要度に応じて以下の

とおり選定する。 

表２ 耐震安全性評価における評価用地震力 

耐震重要度 評価用地震力 

S クラス 

基準地震動 Ss*1により定まる地震力 

基準地震動 S1により定まる地震力と Sクラスに適

用される静的地震力の大きい方 

B クラス B クラスに適用される静的地震力*2 

C クラス C クラスに適用される静的地震力 

*1：発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成 18 年９月 19 日原子力安

全委員会決定）により策定した基準地震動 

*2：支持構造物の振動と共振のおそれがあるものについては，基準地震動 S1によ

り定まる地震力の 1/2 についても考慮する。 

 

 基準地震動 

浜岡原子力発電所３号機の高経年化技術評価における耐震安全性評価では，実用発

電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイドの附則（経過措置）等に従い，発電

用原子炉施設に関する耐震設計審査指針（平成 18 年９月 19 日原子力安全委員会決

定）による耐震バックチェックで用いた基準地震動 Ss，及び浜岡原子力発電所設置許

可申請書（３号炉）（昭和 56 年 11 月 16 日許可）の基準地震動 S1を用いて耐震安全
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性評価を行う。（別紙１１参照） 

 

耐震バックチェックで用いた基準地震動 Ss  

・応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 

 Ss-D ：最大加速度 800 gal 

・断層モデルを用いた手法による基準地震動 

 Ss-1 ：仮想的東海地震（経験的グリーン関数を用いたハイブリッド合成法） 

 Ss-2 ：仮想的東海地震（統計的グリーン関数を用いたハイブリッド合成法） 

 Ss-3 ：仮想的東海・東南海・南海地震（統計的グリーン関数を用いたハイ 

ブリッド合成法） 

浜岡原子力発電所設置許可申請書（３号炉）（昭和 56 年 11 月 16 日許可）の 

基準地震動 S1 ：最大加速度 450 gal 

 

 安定停止の維持状態での劣化の想定期間 

安定停止の維持状態における劣化の想定期間は，当面の安定停止の維持状態におい

て発生・進展しない事象については評価時点（平成 26 年度末），安定停止の維持状

態において発生・進展する事象については運転開始後 40 年時点である。個別機器ご

との劣化期間について別紙１２に示す。 

 

 駿河湾の地震による地震動の影響評価 

駿河湾の地震（平成 21 年８月 11 日）による観測記録及び基準地震動 Ss から得ら

れた床応答スペクトルを比較すると，地震観測記録は基準地震動 Ss による応答を十

分下回っており，地震時に耐震設計上重要な設備が弾性状態にあったことから，設備

の健全性が確保されているものと評価している。床応答スペクトルの比較について別

紙１３に示す。 
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３. 耐震安全性評価のまとめ 

各個別機器・経年劣化事象の組合せに対する評価について，耐震安全性に問題のないことを

確認した。（各個別機器の評価結果を別紙１４に示す。） 

安定停止の維持状態における劣化を踏まえ，耐震安全性評価結果が厳しいと想定される機

器を代表として下表のように選定した。下表に挙げる機器の経年劣化を考慮した耐震安全性

評価内容及び結果について以降に示す。 

表３ 耐震安全性評価のまとめ 

型式 経年劣化事象 代表として選定する機器 

Ｕ字管式熱交換器 胴の腐食 原子炉冷却材浄化系再生熱交換器 

余熱除去熱交換器 

原子炉圧力容器 胴板の中性子照射脆化 － 

原子炉格納容器 機械ペネトレーション 

配管貫通部ベローズの疲労割れ
主蒸気配管貫通部 

炉内構造物 疲労割れ 炉心シュラウド 

シュラウドサポート 

照射誘起型応力腐食割れ 

中性子照射による靭性低下 
上部格子板 

基礎ボルト 基礎ボルトの腐食 後打ちメカニカルアンカ 

後打ちケミカルアンカ 

低圧炉心スプレイポンプ基礎ボルト 

原子炉機器冷却水熱交換器基礎ボルト 

余熱除去熱交換器基礎ボルト 

復水タンク基礎ボルト 

中央制御室給気ユニット基礎ボルト 

 

(１) Ｕ字管式熱交換器の胴の腐食を考慮した耐震安全性評価 

 評価内容 

原子炉冷却材浄化系再生熱交換器及び余熱除去熱交換器の胴の腐食に対する耐震

安全性評価では，耐震設計技術指針（JEAG4601）に記載される熱交換器の計算手法に

基づき，日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 

JEAG4601・補-1984」（以下，「JEAG4601・補-1984」という。）に示される荷重の組

合せと許容限界を用いて，60 年間の腐食量 0.8mm を保守的に運転開始後 40 年間の腐

食量として設定した 0.8mm（全面腐食）を想定し評価を実施した。 

 

 評価結果 

保守的に運転開始後 40 年間の腐食量として設定した 0.8mm（全面腐食）を想定し，

地震時の発生応力を評価した結果は表４に示すとおりであり，地震時の胴の発生応力

は許容応力を下回り，耐震安全性に問題のないことを確認した。評価の詳細内容を別

紙１５，１６に示す。 
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表４ 胴の腐食に対する評価結果 

評価対象 
耐震 

重要度 

評価 

地震力
応力種別 

発生応力*1 

(MPa) 

許容応 

力状態 

許容*2 

応力 

(MPa) 

原子炉冷却材浄化 

再生熱交換器 B 1.8Ci 
一次一般膜応力 114 

BAS 
227*3 

一次応力 129 227*3 

余熱除去熱交換器 S Ss 

一次一般膜応力 71 
ⅢAS 213 

ⅣAS 252 

一次応力 82 
ⅢAS 319 

ⅣAS 378 

一次＋二次応力 35 
ⅢAS 213*4 

ⅣAS 213*4 

*1：SS（800gal）地震力が S1地震力及び S クラスの機器に適用される静的地震力より大きく，

SS地震力による評価応力がⅢASの許容応力を下回るため，S1地震力及び静的地震力による

評価を省略した。 

*2：JSME S NC1-2005 付録材料図表Part5表８，９より求まる値 

*3：評価対象部位の胴板の材料（SPV355材）は，JSME S NC1-2005 付録材料図表に定めのない

材料のため，工事計画認可申請書を参照した値 

*4：余熱除去熱交換器の一次＋二次応力は片振幅の応力であるため許容値はSyとした 

 

(２) 原子炉圧力容器の胴板の中性子照射脆化を考慮した耐震安全性評価 

 評価内容 

原子炉圧力容器胴板の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価では，炉心領域の胴

板に中性子照射脆化（平成 26 年度末時点）と地震を考慮した場合の欠陥を想定した

線形破壊力学に基づく圧力－温度制限曲線を求め健全性を評価した。 

評価は日本電気協会「原子力発電所用機器に対する破壊靱性の確認試験方法 

JEAC4206-2007」に基づくものとし，欠陥は，深さを原子炉圧力容器の板厚の 1/4 倍，

長さを板厚の 1.5 倍とし，地震荷重の寄与が大きい周方向及び評価上厳しい軸方向の

両方を想定した。 

 

 評価結果 

炉心領域の胴板に中性子照射脆化（平成 26 年度末時点）と地震を考慮した場合の

欠陥を想定した線形破壊力学に基づく圧力－温度制限を図２に示す。安定停止の維持

状態において，中性子照射脆化に対する耐震性を考慮した運転制限に対し十分な安全

性が確保されており，耐震安全性に問題のないことを確認した。評価の詳細内容を別

紙１７に示す。 
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図２ 原子炉圧力容器の圧力－温度制限図（平成26年度末時点）（胴板炉心領域，耐圧試験時）

*：基準地震動 Ss の地震荷重を上回る荷重を使用して評価 

* 

* 
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(３) 原子炉格納容器の機械ペネトレーション配管貫通部ベローズの疲労割れを考慮した耐震

安全性評価 

 評価内容 

原子炉格納容器の配管貫通部ベローズの疲労割れに対する耐震安全性評価では，技

術評価での疲れ累積係数（運転実績に基づいた現時点（平成 26 年度末）の過渡回数

を用いて評価した疲れ累積係数）に，基準地震動 Ss による疲れ解析から求められる

疲れ累積係数を加味した疲労評価を実施した。 

 

 評価結果 

代表部位である主蒸気配管貫通部ベローズの基準地震動 Ss による疲れ解析から求

められる疲れ累積係数を加味した疲労評価の結果は表５に示すとおりであり，疲れ累

積係数の合計は，許容値１以下であり，配管貫通部ベローズの疲労割れは耐震安全性

に問題のないことを確認した。評価の詳細内容を別紙１８に示す。 

 

 

表５ 配管貫通部ベローズの疲労評価結果 

評価部位 

運転実績回数

に基づく疲れ

累積係数 

地震動による 

疲れ累積係数 

（基準地震動Ss）

合計 

(許容値：１以下)

主蒸気配管貫通部ベローズ 0.0019 0.0009 0.0028 

 

 

(４) 炉内構造物（炉心シュラウド及びシュラウドサポート）の疲労割れを考慮した耐震安全

性評価 

 評価内容 

炉心シュラウド及びシュラウドサポートの疲労割れに対する耐震安全性評価では，

技術評価での疲れ累積係数（運転実績に基づいた現時点（平成 26 年度末）の過渡回

数を用いて評価した疲れ累積係数）に，基準地震動 Ss による疲れ解析から求められ

る疲れ累積係数を加味した疲労評価を実施した。 

 

 評価結果 

炉心シュラウド及びシュラウドサポートの基準地震動 Ss による疲れ解析から求め

られる疲れ累積係数を加味した疲労評価の結果は表６に示すとおりであり，疲れ累積

係数の合計は，許容値１以下であり，炉心シュラウド及びシュラウドサポートの疲労

割れは耐震安全性に問題のないことを確認した。評価の詳細内容を別紙１９に示す。 
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表６ 炉内構造物の疲れ解析結果 

評価対象 

運転実績回数に

基づく 

疲れ累積係数 

（環境を考慮）

地震動による 

疲れ累積係数 

（基準地震動Ss）

合 計 

（許容値：１以下）

炉心シュラウド 0.0049 0.1055 0.1104 

シュラウドサポート 
0.2646*1 
0.0341*2 

0.0001*1 
0.3637*2 

0.2647*1 
0.3978*2 

*1：技術評価での疲れ累積係数が最大となる評価点 

*2：地震動を加味した評価で疲れ累積係数が最大となる評価点 

 

(５) 炉内構造物（上部格子板）の照射誘起型応力腐食割れ及び中性子照射による靱性低下を

考慮した耐震安全性評価 

 評価内容 

上部格子板の照射誘起型応力腐食割れ及び中性子照射による靱性低下に対する耐

震安全性評価では，上部格子板について照射誘起型応力腐食割れの発生・進展を想定

し，グリッドプレート切り欠き部にき裂が存在すると仮定して，運転実績に基づいた

現時点（平成 26 度末）の中性子照射量を用い，現時点（平成 26 度末）までのき裂

の進展と中性子照射量の増加による靱性低下を考慮した Ss 地震に対するき裂安定性

評価を実施した。 

 

 評価結果 

上部格子板の現時点（平成 26 度末）までのき裂の進展と中性子照射量の増加によ

る靱性低下を考慮した Ss 地震に対するき裂安定性評価の結果を表７に示す。想定欠

陥のき裂進展を考慮した応力拡大係数は中性子照射材料の破壊靱性値を下回ること

から不安定破壊は生じず，上部格子板の照射誘起型応力腐食割れ及び中性子照射によ

る靱性低下は耐震安全性に問題のないことを確認した。評価の詳細な内容を別紙２０

に示す。 

表７ 上部格子板の靱性低下評価 

評価対象 
評価 

地震力

許容 

応力 

状態 

想定欠陥 

応力拡大係数 

(MPa√m)  

破壊靱性値*1
 

(MPa√m) 

上部格子板 SS －*2 17.3*3 43.2 

*1：日本機械学会，発電用原子力設備規格 維持規格2008年版， 

JSME S NA1-2008，添付E-14,2008年 10月 

*2：破壊靱性値と比較 

*3：運転実績に基づいた現時点（平成26 度末）の中性子照射量を用い， 

現時点（平成26 度末）における評価とした 
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(６) 基礎ボルト（後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカのボルト部）の腐食を

考慮した耐震安全性評価 

 評価内容 

後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカのボルト部の腐食に対する耐

震安全性評価では，技術評価結果から想定されるボルトの腐食（保守的に設定した運

転開始後 40 年間の腐食量である 0.3mm を想定）を考慮し，標準的な設計許容荷重（減

肉時）のボルト発生応力が許容応力を満足するか評価した。 

 

 評価結果 

後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカのボルト部の腐食に対する標

準的な設計許容荷重（減肉時）のボルト発生応力を評価し，ボルトの発生応力はいず

れも許容応力を下回っていることを確認した（表８,９参照）。 

したがって，後打ちメカニカルアンカ及び後打ちケミカルアンカのボルト部の腐食

については機種に係わらず，耐震安全性に問題のないことを確認した。評価の詳細内

容を別紙２１に示す。 

 

表８ 標準後打ちメカニカルアンカの許容荷重とボルト発生応力，許容応力 

 M6 M8 M10 M12 M16 M20 

アンカの設計許容荷重（kN） 
引張 1.56 2.15 2.84 4.51 6.47 11.37 

せん断 0.98 1.33 1.72 2.70 3.92 6.86 

設計許容荷重負荷時のボルト 

発生応力（MPa） 

引張 83 63 52 57 43 49 

せん断 52 39 32 34 26 30 

設計許容荷重負荷，減肉時の 

ボルト発生応力（MPa） 

引張 108 76 60 64 47 52 

せん断 67 47 37 39 29 32 

ボルトの許容応力（MPa）*1 
引張 245 245 245 245 245 235 

せん断 141 141 141 141 141 135 

応力比*2 
引張 0.44 0.31 0.25 0.26 0.20 0.23 

せん断 0.48 0.33 0.26 0.27 0.21 0.24 

*1：設計建設規格Part5 表８，表９より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す。 

*2：応力比は，発生応力／許容応力 を示す 
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表９ 標準後打ちケミカルアンカの許容荷重とボルト発生応力，許容応力 

 M12 M16 M20 M22 

アンカの設計許容荷重（kN） 
引張 4.90 12.74 18.14 25.49 

せん断 3.92 8.62 12.25 16.67 

設計許容荷重負荷時のボルト 

発生応力（MPa） 

引張 62 85 78 88 

せん断 49 58 53 57 

設計許容荷重負荷，減肉時の 

ボルト発生応力（MPa） 

引張 69 93 83 93 

せん断 56 63 56 61 

ボルトの許容応力（MPa）*1 
引張 245 245 235 235 

せん断 141 141 135 135 

応力比*2 
引張 0.29 0.38 0.36 0.40 

せん断 0.40 0.45 0.42 0.45 

*1：設計建設規格Part5 表８，表９より求まる値であり，ⅢASの許容応力を示す。 

*2：応力比は，発生応力／許容応力 を示す 

 

(７) 基礎ボルト（機器付基礎ボルト）の腐食を考慮した耐震安全性評価 

 評価内容 

機器付基礎ボルトの腐食に対する耐震安全性評価では，技術評価結果から想定され

るボルトの腐食（保守的に設定した運転開始後40年間の腐食量である0.3mmを想定）

を考慮し，地震時のボルトの発生応力が許容応力を満足するか評価した。 

 

 評価結果 

機器付基礎ボルトの腐食に対する地震時のボルトの発生応力を評価し，ボルトの発

生応力はいずれも許容応力を下回っていることを確認した（表１０参照）。 

なお，耐震Ｓクラス機器において，SS（800gal）地震力が S1地震力及び Sクラスの

機器に適用される静的地震力より大きく，SS地震力による評価応力がⅢAS の許容応力

を下回るため，S1地震力及び静的地震力による評価を省略した。評価の詳細内容を別

紙２２，２３に示す。 
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表１０  機器付基礎ボルトの腐食に対する耐震安全性評価の結果 

機器名 
耐震 

重要度
荷重種別 

発生応力 

（MPa） 

許容応力* 

（MPa） 
備 考 

低圧炉心スプレイポンプ S 
引張荷重 41 491  

せん断荷重 12 378  

原子炉機器冷却水熱交換器 S 
引張荷重 94 126  

せん断荷重 56 118  

余熱除去熱交換器 S 
引張荷重 168 169  

せん断荷重 22 130  

復水タンク B 
引張荷重 発生せず 440  

せん断荷重 63 338  

中央制御室給気ユニット S 
引張荷重 120 173  

せん断荷重 27 133  

*：設計建設規格Part5 表８，表９より求まる値であり，Sクラス機器はⅢASの許容応力を示す。 

 

 

４. 総合評価 

以上より，浜岡原子力発電所３号炉の高経年化技術評価における耐震安全性評価について

は，経年劣化事象を考慮した場合であってもプラントの耐震安全性に問題がないことを確認し

た。 
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タイトル 

 

耐震安全性評価において，「△→－」の区分（日常劣化管理事象であるが，現在

までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今

後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられ

る経年劣化事象）を設定しない理由について 

 

 

説明 

 

浜岡原子力発電所３号炉の高経年化技術評価において，現在までの運転経験

や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今後も経年劣化の

進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象

は，保全活動の有無に係らず▲事象に分類しています。 

そのため，△事象には，現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験

データとの比較等により，今後も経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向

が極めて小さいと考えられる経年劣化事象が含まれません。 

以上から，耐震安全性評価において「△→－」の区分を設定していません。 

 

経年劣化事象の分類（○事象，△事象，▲事象）の考え方は，添付資料１－１

のとおりです。 

 

添付資料１－１ 技術評価における経年劣化事象の分類方法 

以 上 
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技術評価における経年劣化事象の分類方法 

 

技術評価における経年劣化事象の分類は以下のフローにより行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定される経年劣化事象 

主要６事象＊１に 
該当するか

＊２に該当するか 

○事象 

▲事象 

＊３に該当するか △事象 

○事象 

＊１ 原子力規制委員会の「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」に示された「低サイクル疲労」，「中

性子照射脆化」，「照射誘起型応力腐食割れ」，「２相ステンレス鋼の熱時効」，「電気・計装品の絶縁低下」及び「コン

クリートの強度低下及び遮蔽能力低下」 

＊２ 現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，今後も経年劣化の進展が考えられ

ない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象 

＊３ 想定した劣化傾向と実際の劣化傾向の乖離が考えがたい経年劣化事象であって，想定した劣化傾向等に基づき適切

な保全活動を行っているもの 

Yes 

No 

Yes 

No 

Yes 

No 
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タイトル 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象でない事象として，「現在までの運転経

験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，運転を断続的に

行うことを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられるが，安定停止状態

が維持されることを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられない，又は

進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象」の区分（耐震安全性評価の

対象とし，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象として扱うもの）を適用しな

い理由について 

 

説明 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象でない事象のうち，「現在までの運転

経験や使用条件から得られた材料試験データとの比較等により，運転を断続的

に行うことを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられるが，安定停止状

態が維持されることを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられない，又

は進展傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象」は，△事象として整理し

ています。 

△事象のうち，機器の振動応答特性又は構造強度への影響が「軽微若しくは無

視」できるものについては，■事象として整理を行い，それ以外は◎事象として

耐震安全性評価を実施しています。 

以上の理由から，「現在までの運転経験や使用条件から得られた材料試験デー

タとの比較等により，運転を断続的に行うことを前提とした場合には経年劣化

の進展が考えられるが，安定停止状態が維持されることを前提とした場合には

経年劣化の進展が考えられない，又は進展傾向が極めて小さいと考えられる経

年劣化事象」の区分（耐震安全性評価の対象とし，高経年化対策上着目すべき経

年劣化事象として扱うもの）は適用していません。 

なお，△→◎事象として耐震安全性評価を行った事象で，運転を断続的に行う

ことを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられるが，安定停止状態が維

持されることを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられない，又は進展

傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象としては，炉内構造物の中性子

照射による靭性の低下がありますが，これについては，安定停止期間中は劣化が

進展しないとして評価を行っています。 

また，○→◎事象として耐震安全性評価を行った事象で，運転を断続的に行う

ことを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられるが，安定停止状態が維

持されることを前提とした場合には経年劣化の進展が考えられない，又は進展

傾向が極めて小さいと考えられる経年劣化事象としては，疲労割れ，中性子照射

脆化及び照射誘起型応力腐食割れがありますが，これらについても，安定停止期

間中は劣化が進展しないとして評価を行っています。 

以 上
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タイトル 

 

「高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考

慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果」における，原子炉圧力容器の粒界型

応力腐食割れに対する評価の具体的内容について 

 

 

説明 

 

原子炉圧力容器の制御棒駆動機構ハウジング，炉内核計装ハウジング，制御棒

貫通孔スタブチューブ及び差圧計装・ほう酸水注入ノズルは，ステンレス鋼又は

ニッケル基合金であり高温の純水環境中にあり，粒界型応力腐食割れが想定さ

れる。 

しかしながら，原子力規制委員会文書「実用発電用原子炉及びその附属施設に

おける破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定について」（平成 26 年

８月６日 原規技発第 1408063 号）又は日本機械学会「発電用原子力設備規格

維持規格（2008 年版）JSME S NA1-2008」（以下「維持規格」という。）に基づき

計画的に漏えい試験により健全性を確認している。制御棒駆動機構ハウジング，

炉内核計装ハウジング，制御棒貫通孔スタブチューブ及び差圧計装・ほう酸水注

入ノズルについては，第 17 回定期検査（平成 22 年度）に漏えい試験及び平成

26 年度に水中テレビカメラによる目視点検（MVT-1）により健全性を確認してい

る。 

また，ステンレス鋼の粒界型応力腐食割れは，引張応力，材料の感受性，腐食

環境の三因子が同時に存在する条件下で発生するが，安定停止の維持状態にお

いては 100℃を超える環境とはならないため，粒界型応力腐食割れの発生・進展

の可能性は小さい。 

したがって，現状保全を継続することで耐震安全性に影響を与えるものでは

ないと判断している。 

 

以 上
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タイトル 

原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管（ステンレス鋼管）

の粒界型応力腐食割れを耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象としてい

ない評価の具体的内容について 

 

説明 

 

原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管（ステンレス鋼管）

については，応力腐食割れの感受性を低減した材料を用いていること及び小口

径配管であり残留応力が小さいと考えられることから，粒界型応力腐食割れに

ついては発生する可能性は小さいと判断しています。そのため，耐震安全上考慮

する必要のある経年劣化事象ではない（図４－１の▲事象に該当）としていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○事象 高経年化対策上着目すべき経年劣化事象 

△事象 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象で

はない事象のうち，想定した劣化傾向と実際

の劣化傾向の乖離が考え難い経年劣化事象

であって，想定した劣化傾向等に基づき適切

な保全活動を行っているもの 

▲事象 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象で

はない事象のうち，現在までの運転経験や使

用条件から得られた材料試験データとの比

較等により，今後も経年劣化の進展が考えら

れない，又は進展傾向が極めて小さいと考え

られる経年劣化事象 

 

図４－１ 耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象の抽出フロー 

 

添付資料４－１ 

 原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管の仕様 

以上
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原子炉冷却材浄化系配管及びほう酸水注入系（純水部）配管の仕様 

 

 口径 材質 備考 

原子炉冷却材浄化系 20A SUS316L  

ほう酸水注入系 20A～40A SUS316L  
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タイトル 

「高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考

慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果」における，炭素鋼配管の流れ加速型

腐食に対する現状保全によって管理される程度の範囲での固有振動数又は構

造・強度上の影響について 

 

説明 

炭素鋼配管の流れ加速型腐食については，平成 19 年３月以降，従来の減肉ポ

テンシャルを考慮した点検範囲・頻度の管理及び最小必要肉厚による配管減肉

管理に加え，耐震性を考慮した配管減肉管理を実施している＊１。耐震性を考慮

した配管減肉管理方法の具体的な方法は，公称厚さの 75％の厚さ（以下「耐震

上の標準管理値」という。）を耐震上の管理値として配管減肉管理を行うことで

あり，この現状保全の管理方法を継続実施することにより，流れ加速型腐食に対

する耐震安全性は確保される。 

上記管理を行うことで，炭素鋼配管の流れ加速型腐食は“現状保全によって管

理される程度の範囲の進行では，機器の振動応答特性上，又は構造・強度上，影

響が「有意」”とならないため，■事象と評価している。 

なお，安定停止の維持に必要な評価対象範囲の配管系は，FAC-1 であり，これ

までの点検実績からも顕著な減肉は認められていない。 
 

＊１ 配管減肉管理（炭素鋼配管の流れ加速型腐食）の現状保全 

 

FAC-1 範囲は，酸素注入＊２により溶存酸素濃度を高く保ち流れ加速

型腐食による減肉を抑制している範囲や湿り度の低い蒸気単相領域で

あり，流れ加速型腐食の発生の可能性が低い範囲であることからサン

プリング点検により顕著な減肉が発生していないことを確認してい

る。 
 

FAC-2,FAC-S 範囲は全数点検の対象であり，これらは点検により「耐

震上の標準管理値」を満足することを確認している。また，次回の点検

時期を「耐震上の標準管理値」までの余寿命をもとに定めており，評価

期間において「耐震上の標準管理値」を満足できない場合は，取替等の

措置を行うこととしている。 
 

＊２ 酸素注入について 

酸素注入は復水系母管に酸素ガスを注入・溶解させることによ

り，復水給水中の溶存酸素濃度を基準値内に保持し，溶存酸素の作

用により機器・配管内面に安定的な保護被膜の形成を図り，防食効

果を上げることを目的に実施している。 

以 上
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タイトル 

「高経年化対策上着目すべき経年劣化事象ではない事象に対する耐震安全上考

慮する必要のある経年劣化事象の抽出結果」，炉心シュラウド及びシュラウドサ

ポートの粒界型応力腐食割れに対する評価の具体的内容について 

 

説明 

炉心シュラウド，シュラウドサポートについては，ステンレス鋼又はニッケル

基合金であり高温の純水環境中にあり，国内外の損傷事例から，粒界型応力腐食

割れが想定される。 

しかしながら，原子力規制委員会文書「実用発電用原子炉及びその附属施設に

おける破壊を引き起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定について」（平成 26 年８

月６日 原規技発第 1408063 号）又は日本機械学会「発電用原子力設備規格 維

持規格（2008 年版）JSME S NA1-2008」（以下「維持規格」という。）に基づく

計画的な水中テレビカメラによる目視点検や，必要に応じて補修を行っている。

炉心シュラウド，シュラウドサポートについては，平成 26 年度において，水中

テレビカメラによる目視点検により健全性を確認している。 

炉心シュラウドについては，第 13 回定期検査（平成 16 年度）において，炉心

シュラウド周方向溶接線近傍の応力腐食割れによる損傷事例に鑑み，炉心シュラ

ウド支持ロッドによる修理を実施している。炉心シュラウド支持ロッドは炉心シ

ュラウドとシュラウドサポートの間に取付けており，炉心シュラウドの全周方向

溶接線が全周分離した場合の地震荷重等を考慮しても，炉心シュラウドの構造健

全性が確保できるよう設計されている。なお，シュラウドサポートリングの溶接

線（H7b 内）近傍に発生したひび割れの一部については，第 12 回定期検査（平

成 14 年度）において，放電加工（EDM）によりボートサンプルを採取しており，

サンプル採取部の放電加工面に対しては，磨き加工を実施し応力改善を行ってい

る。 

また，上部胴縦溶接線（V2 外）近傍及び下部リング縦溶接線（V6 外）近傍，

シュラウドサポートレグの溶接線（H10 内）近傍等に確認されたひび割れは，後

述のとおり炉心シュラウドの構造健全性に影響を及ぼすものではない。 

ステンレス鋼やニッケル基合金の粒界型応力腐食割れは，引張応力，材料の感

受性，腐食環境の三因子が同時に存在する条件下で発生するが，安定停止の維持

状態においては 100℃を超える環境とはならないため，粒界型応力腐食割れの発

生・進展の可能性は小さい。 

 

耐震安全性評価では，炉心シュラウド支持ロッドによる対策により，炉心シュ

ラウドについて周方向溶接線の全周分離を仮定しても基準地震動 Ss（800gal）で

炉心シュラウド支持ロッドの構造強度が確保され，炉心シュラウドが維持できる

ことを確認している＊１＊２。また，シュラウドサポートレグの溶接線のひび割れ

について，進展により貫通したものと仮定した条件でシュラウドサポートの耐震

安全性評価を行い，基準地震動 Ss（800gal）に対して構造健全性を確保している

ことを確認している＊２。 
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したがって，現状保全を継続することで耐震安全性は維持されるものと判断

し，耐震安全性を考慮したときに着目する事象でないとしている。 

 

＊１ 出典：浜岡原子力発電所第３号機工事計画届出書本文及び添付書類

（平成 17 年１月届出，シュラウド支持ロッドの取付工事）

＊２ 出典：浜岡原子力発電所３号機 「発電用原子炉施設に関する耐震

設計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価結果報告書（平

成 19 年２月） 

 

添付資料６－１ 炉心シュラウド支持ロッドの耐震安全性評価概要 

添付資料６－２ シュラウドサポートの耐震安全性評価概要 

以 上
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炉心シュラウド支持ロッドの耐震安全性評価概要 

 
炉心シュラウドの溶接線に確認されたひび割れの補修方法を検討した結果，炉心シュラ

ウドの全周方向溶接線が全周分離した場合の地震荷重等を考慮しても，炉心シュラウドの

構造健全性が確保できる，炉心シュラウドとシュラウドサポートの間に炉心シュラウド支

持ロッドを取付ける工法で補修を実施することとした。 

 

 出典：浜岡原子力発電所第３号機工事計画届出書本文及び添付書類

（平成 17 年１月届出，シュラウド支持ロッドの取付工事） 
 

これを踏まえ，工事計画書届出書及び「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」

の改訂に伴う耐震安全性評価結果報告書では，炉心シュラウド支持ロッドの耐震安全性を

確認している。 

具体的には応力計算に用いる「設計地震用荷重」にあたり，炉心シュラウドの全周方向

溶接線が全周分離した場合も考慮するため，以下の４通りのモデルを想定し， 

・シュラウド健全モデル 

・中間胴下端溶接線(H6a)分離時モデル 

・下部胴下端溶接線(H7)分離時モデル 

・全溶接線（周方向）分離時モデル 

これらのモデルの解析の結果，得られた最大応答値の包絡値を設計用地震荷重とし，炉心

シュラウド，シュラウドサポート及び炉心シュラウド支持ロッドの応力計算を実施し，耐

震安全性に問題のないことを確認している。 
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シュラウドサポートの耐震安全性評価概要 

 

出典：浜岡原子力発電所３号機 「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂

に伴う耐震安全性評価結果報告書（平成 19 年２月）
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出典：浜岡原子力発電所３号機 「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」の改訂

に伴う耐震安全性評価結果報告書（平成１９年２月）
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タイトル 

 

今回の高経年化技術評価に当たっての既工認からの評価条件，評価手法の変更

点，その変更内容及び適用実績について 

 

 

説明 

 

既工認からの評価条件，評価手法の変更点，その変更内容及び適用実績は以下

のとおりです。 

 

１．設計用減衰定数 

既工認は日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987」

発行前のため，配管について保守的な設計用減衰定数を適用していましたが，

高経年化技術評価では，日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」に準拠して評価を実施しております。 

 

・変更対象：配管系 

・適用実績：耐震バックチェック，定期安全レビュー 

 

［参考］ 

既工認における配管解析に用いた減衰定数  ％ 

 

２．解析モデル 

既工認から解析モデルを変更しています。 

添付資料７－１に解析モデル変更点を示します。 

 

・変更対象：余熱除去熱交換器，配管系（改造） 

・適用実績：耐震バックチェック，定期安全レビュー 

 

・変更対象：原子炉圧力容器給水ノズル（有限要素法） 

・適用実績：定期安全レビュー 

 

・変更対象：低圧炉心スプレイポンプ，余熱除去ポンプ，高圧炉心スプレイポ

ンプ（単質点モデル） 

・適用実績：なし 

 

 

 

 

 

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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３．応力集中係数 

炉心シュラウド，シュラウドサポートの疲労評価では，実際の形状等を踏ま

え，応力集中係数を設定しました。 

添付資料７－２に応力集中係数変更点を示します。 

 

・変更対象：炉心シュラウド，シュラウドサポート 

・適用実績：なし 

 

添付資料７－１ 解析モデル変更点 

添付資料７－２ 応力集中係数変更点 

以上
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解析モデル変更点 

項目 既工認手法 高経年化技術評価解析モデル 

解析モデル 余熱除去熱交換器 

（改造前モデル） 

余熱除去熱交換器 

（改造後モデル） 

変更点 脚部サポート追加によりモデル修正しています。 

 

 

項目 既工認手法 高経年化技術評価解析モデル 

解析モデル 原子炉圧力容器給水ノズル 

 

 

 

 

理論式により評価 

原子炉圧力容器給水ノズル 

変更点 外荷重の評価について，理論式による評価から有限要素法による評価に変

更しています。 

  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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項目 既工認手法 高経年化技術評価解析モデル 

解析モデル 多質点モデル＊ 

（低圧炉心スプレイポンプ） 

単質点モデル 

 

変更点 多質点モデルから，単質点モデルへ変更しています。 

＊：余熱除去ポンプ，高圧炉心スプレイポンプも同様な多質点モデルです。 

 

h 

D/2 D/2 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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応力集中係数変更点 

 

炉心シュラウドの応力集中係数 

応力評価点 

既工認 高経年化技術評価

備考 Kn 

引張り 

Kb 

曲げ 

Kn 

引張り

Kb 

曲げ 

    

 

 

  

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません

c2251174
テキストボックス
図７－１ 炉心シュラウドの形状・材料・寸法・応力評価点
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シュラウドサポートの応力集中係数 

応力評価点 

既工認 高経年化技術評価

備考 Kn 

引張り 

Kb 

曲げ 

Kn 

引張り

Kb 

曲げ 

     

     

     

     

＊１ 西田正孝，“応力集中”，北森出版，昭和 42 年 

＊２ March 1979 Revision of WRC Bulletin 107/August 1965 「Local Stress in Spherical 

and Cylindrical Shells due to External Loadings」 

 

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません

c2251174
テキストボックス
図７－２　主フランジ及びスタッドボルトの形状・寸法・材料・応力評価点
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タイトル 

 

現行の JEAG4601 に基づく標準的な手法以外の値を適用したケース及び適用内

容について 

 

 

説明 

 

現行の JEAG4601 に基づく標準的な手法以外の値を適用したケース及び適用

内容は以下のとおりです。 

 

１．設計用減衰定数 

設計用減衰定数について，日本電気協会「原子力発電所耐震設計技術規程

JEAC4601-2008」に準拠して評価を実施しております。 

 

・適用項目：減衰定数（Ss(800gal)） 

・評価項目：配管疲労評価，弁疲労評価，伸縮継手疲労評価 

・対象系統：原子炉冷却材再循環系，給水系，主蒸気系 

 

［参考］ 

各系統における配管解析に用いた減衰定数 

①原子炉冷却材再循環系  ％ 

②給水系         ％ 

③主蒸気系        ％ 

 

２．許容値 

耐震Ｓクラスの耐震評価について，Ss 地震力が S１又は静的震度により決ま

る地震力を上回ることから，S１又は静的震度により決まる地震力による評価

を省略し，Ss 地震力による発生応力がⅢAS，ⅣAS の許容応力を満足すること

を確認しています。 

 

以上

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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タイトル 

 

建設後の耐震補強の実績について 

 

 

説明 

 

建設後の耐震補強の実績について以下に示す。（図９－１） 

 

イ）基準地震動 Ss 等に対する耐震補強ケース 

① 耐震裕度向上工事 

2005 年に，東海・東南海・南海地震の３連動地震なども考慮し，岩盤上で

約 1,000gal の目標地震動を当社独自に設定し，建屋内の配管などへのサポー

ト改造工事や，排気筒の周囲を支持鉄塔で囲む工事などを 2008 年までに実施

した。 

耐震裕度向上工事の詳細内容を添付資料９－１に，耐震裕度向上工事にて

実施した改造例を添付資料９－２に示す。 

 

② 新規制基準を踏まえた追加対策 

2013 年に，内閣府の「南海トラフの巨大地震モデル検討会」の検討状況や

新規制基準を踏まえて，「改造工事用地震動(1,200gal)」を設定した。これを踏

まえ，配管・電路類サポート等について工事を実施することとし，現在実施し

ているところである。 

 

ロ）配管の減肉評価結果に基づく耐震補強ケース 

該当する工事実績はない。 

 

ハ）上記のイ），ロ）以外の耐震補強ケース 

想定東海地震検討を踏まえた取り組みとして，復水タンクのスロッシング

対策としてこれまでの水位高レベルよりも 1,100mm 下げた運用とすること

とした。運用レベルを下げても非常用水源が確保されるよう，非常用水源の取

出口をタンク中部からタンク低部に変更（既に設置してある常用水源の取出

口と共用化）し，2010 年の保安規定変更認可後より運用している。 

添付資料９－１ 耐震裕度向上工事 

添付資料９－２ 耐震裕度向上工事にて実施した改造例 

以上
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図９－１ 耐震対応の状況
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耐震安全性評価関連   

 

 

 

 

 

               

耐震性向上工事関連   

 

 

 

 

 

 

 

       

 

        

▼３号運転開始(S62.8) 

▼駿河湾の地震(H21.8) 

▼耐震裕度向上工事公表(H17.1) 

▼耐震設計審査指針改訂(H18.9) 

▼３号耐震裕度向上工事完了(H20.3) 

▼３号耐震安全性評価結果を報告(H19.2) 

▼３号新規制基準に係る 

原子炉設置変更許可申請 

(H27.6) 

▼新規制基準施行(H25.7) 

▼新規制基準を踏まえた 

追加対策の公表(H25.9) 

 

▼新潟県中越沖地震(H19.7) 

▼東北地方太平洋沖地震(H23.3) 

▼復水タンク水位変更 

保安規定認可（H22.2） 
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耐震裕度向上工事 

 
目標地震動に対する耐震評価の結果，耐震裕度が小さい施設について，耐震裕度を向上させ

るための工事を実施した。 

工事項目，工事内容を表９－１に示す。 
 

表９－１ ３号機耐震裕度向上工事 工事項目・工事内容 

種 別 工事項目 工事内容 

配 管 配管サポート改造工事 
・配管サポートの改造や追加設置 

（208 箇所＊１） 

電路類 電路類サポート改造工事 

・電路類（ケーブルトレイ 768 箇所，電線

管 930 箇所）のサポートの改造 

（計 1,698 箇所＊２） 

機 器 

余熱除去熱交換器サポー

ト改造工事 

・余熱除去熱交換器のサポートの追加設

置 

燃料取替機レールガイド 

改造工事 
・燃料取替機レールガイドの改造 

原子炉建屋天井クレーン 

支持部材改造工事 

・原子炉建屋天井クレーン支持部材の改

造 

建物・構築物 

屋外土木構造物 

配管ダクト周辺地盤 

改良工事 

・配管ダクト周辺の地盤を掘削して，コン

クリートに置き換え，または，地盤を削孔

し，セメント系材料を噴射して周囲の土砂

と混合させる地盤改良。 

排気筒改造工事 
・既設の排気筒を囲むように支持鉄塔を

追加で設置 

土留壁背後地盤改良工事 ・取水槽周辺の土留壁背後の地盤を改良 

軽油タンク建替工事 

・軽油タンクの基礎の強度を高くし，スロ

ッシング（液面揺動）に対する耐震上の裕

度を向上させるため，高さをアップさせた

タンクに建替え。 

・軽油タンク間で相互に融通できるよう

に連絡管を設置 

＊１：系統別の改造箇所数は表９－２を参照  

＊２：エリア別の改造箇所数は表９－３を参照 
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表９－２  ３号機 配管サポート 系統別改造箇所数 

系統 箇所数 系統 箇所数 

主蒸気系 27 箇所 
原子炉 

機器冷却水系 
10 箇所 

原子炉 

再循環系 
20 箇所 

原子炉 

機器冷却海水系 
33 箇所 

復水給水系 ２箇所 
高圧炉心スプレイ機

器冷却水系 
改造なし 

制御棒駆動系 45 箇所 
高圧炉心スプレイ機

器冷却海水系 
18 箇所 

ほう酸水 

注入系 
１箇所 非常用ガス処理系 改造なし 

余熱除去系 12 箇所 
可燃性ガス 

濃度制御系 
３箇所 

原子炉 

隔離冷却系 
11 箇所 

ディーゼル 

発電機系 
４箇所 

高圧炉心 

スプレイ系 
４箇所 

高圧炉心スプレイ 

ディーゼル発電機系
２箇所 

低圧炉心 

スプレイ系 
１箇所 その他＊ 15 箇所 

 合計 208 箇所 

＊：不活性ガス系，弁グランド部漏えい処理系，計装用圧縮空気系等 

 

表９－３  ３号機 電路類サポート エリア別改造箇所数 

エリア 
ケーブルトレイ 

サポート 
電線管サポート 

原子炉建屋 

（原子炉格納容器内） 
１箇所 262 箇所 

原子炉建屋 

（原子炉格納容器外） 
360 箇所 398 箇所 

補助建屋 255 箇所 201 箇所 

屋外 152 箇所 69 箇所 

合計 768 箇所 930 箇所 
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耐震裕度向上工事にて実施した改造例 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

余熱除去系熱交換器サポートの改造例 

（改造前） 

サポート部材の追加設置 

熱交換器 

（改造後） 

余熱除去系熱交換器サポート改造工事 
 

熱交換器の耐震上の余裕を向上させるため，サポートを追加設置した（図中の

青色に着色した部分）。 

改造前 改造後 

サポート（追加） 

熱交換器 熱交換器 

壁 壁 

サポート 

床 床 
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電線管サポートの改造例 

（改造後） 

原子炉建屋（原子炉格納容器外） 

（改造後） 

原子炉建屋（原子炉格納容器外） 

ケーブルトレイサポートの改造例 

（改造後） 

補助建屋 

（改造後） 

原子炉建屋（原子炉格納容器外） 

サポート部材 

の追加設置 

サポート部材 

の追加設置 

電路類サポート改造工事 
 
電路類の耐震上の余裕を向上させるため，ケーブルトレイや電線管の既設のサ

ポートの改造やサポートを追加設置した（図中の緑色に着色した部分）。 

改造前 

改造後 
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高圧炉心スプレイ機器冷却水系配管サポートの改造例 

（改造前） （改造後） 

原子炉機器冷却海水系配管サポートの改造例 

（改造前） （改造後） 

サポート部材の取替

サポート部材の取替（鋼材の大型化） 

サポート部材の追加 

配管サポート改造工事 
 
配管の耐震上の余裕を向上させるため，既設のサポートの改造やサポートを追

加設置した。 
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耐震サポート改造例（原子炉冷却材浄化系配管）

ＰＬＲ－００１－１６９Ａ 

サポート（アンカ）改造

 ・架構強化  

 

ＰＬＲ－００１－４６３ＢＡ，ＢＢ 

サポート（ロッド）追加
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耐震サポート改造例（高圧炉心スプレイ系配管） 

ＨＰＣＳ－００５－０１７Ｂ 

サポート（ロッド）追加

 

 

ＨＰＣＳ－００５－０１１Ｒ 

サポート（レストレイント）改造

 ・拘束変更（１方向→２方向）

 ・架構強化 

 

ＨＰＣＳ－００５－１０１Ｒ 

・ハンガ撤去 

・サポート（レストレイント）追加
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耐震サポート改造例（高圧炉心スプレイ系配管）

ＨＰＣＳ－００７－０１５Ｒ 

ラグ対策（肉盛溶接） 
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耐震サポート改造例（原子炉機器冷却水系配管）

ＲＣＣＷ－０３０－０１７Ｒ 

サポート（レストレイント）

追加 

 

 

ＲＣＣＷ－０３０－０１３Ｒ 

サポート（レストレイント） 

追加 

 

 

ＲＣＣＷ－０３０－０１０ＢＡ，ＢＢ 

ロッド容量変更 

（１ｔ→６ｔ） 

 

ＲＣＣＷ－０３０－００７Ｒ 

サポート（レストレイント）

追加 
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ＲＣＷＳ－０１１－０６４Ｒ 

サポート（レストレイント）改造

・拘束変更（２方向→１方向）

・斜材撤去 

 

ＲＣＷＳ－０１１－０５７Ｒ 

サポート（レストレイント）

追加 

 

ＲＣＷＳ－０１１－０５５Ｒ 

サポート（レストレイント） 

改造 

 ・架構強化 

 

（旧）ＲＣＷＳ－０１１－０７３Ａ 

サポート（アンカ）撤去  

ＲＣＷＳ－０１１－０７５Ｒ 

サポート（レストレイント）改造

 ・拘束変更（２方向→３方向）

 

耐震サポート改造例（原子炉機器冷却海水系配管）
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耐震サポート改造例（原子炉機器冷却海水系配管） 

ＲＣＷＳ－０１１－０５１Ｒ 

サポート（レストレイント）改造 

 ・拘束変更（１方向→２方向） 

 

ＲＣＷＳ－０１１－０４４Ｒ 

サポート（レストレイント）追加  

ＲＣＷＳ－０１１－０４２Ｒ 

サポート（レストレイント）取替

 ・拘束変更（２方向→１方向）
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耐震サポート改造例（原子炉機器冷却海水系配管） 

ＲＣＷＳ－０１１－７２４Ａ 

サポート（アンカ）改造 

 ・架構強化 

 

ＲＣＷＳ－０１１－７０６Ｒ 

サポート（レストレイント）取替  
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タイトル 

 

安定停止の維持状態で動的機能維持が必要となる機器とその理由，並びに個別

機器ごとの動的機能維持評価の記載方針について 

 

 

説明 

 

 安定停止の維持状態で動的機能維持評価が必要となる機器は，安定停止の維

持に必要な設備のうち，「原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応

力編 （JEAG 4601・補-1984）」を参考に抽出している。 

 個別機器ごとの動的機能維持評価は，耐震安全上考慮する必要のある経年劣

化事象を表１０－１のとおり整理し，振動応答特性上又は構造・強度上「軽微も

しくは無視」できない事象及びできる事象に分類した。「軽微もしくは無視」で

きない事象については，評価を実施し耐震安全上問題のないことを確認してい

る。 
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表１０－１ 安定停止状態の維持に必要な機器の動的機能維持評価 

機器分類 理由＊１ 対象機器 主な経年劣化事象とその部位 
事象 
区分 

ポンプ 
ポンプモータ 

② 

余熱除去ポンプ 
高圧炉心スプレイポンプ 
低圧炉心スプレイポンプ 
原子炉機器冷却水ポンプ 
高圧炉心スプレイ機器冷却水ポンプ 
原子炉機器冷却海水ポンプ 
高圧炉心スプレイ機器冷却海水ポンプ 

主軸の摩耗 
軸継手の腐食 
羽根車の摩耗 
ライナーリングの摩耗 

■ 

基礎ボルトの腐食 ◎＊２ 

固定子コイルの絶縁特性低下 
口出線・接続部品の絶縁特性低下 

＊３ 

弁 

 
① 

 
 
 

② 
 
 
 
 
③ 
 
④ 

給水系弁 
原子炉冷却材浄化系弁 
 
余熱除去系弁 
高圧炉心スプレイ系弁 
低圧炉心スプレイ系弁 
原子炉機器冷却水系弁 
高圧炉心スプレイ機器冷却水系弁 
 
非常用ガス処理系弁 
 
燃料プール冷却浄化系弁 

弁箱の疲労割れ 
◎＊４ 

(給水系弁) 

弁棒の摩耗 
アームの摩耗 
アームの腐食 
ギアの摩耗 

■ 

固定子コイルの絶縁特性低下 
口出線・接続部品の絶縁特性低下 
ブレーキ電磁コイルの絶縁特性低下 

＊３ 

計測制御装置 ② 
補助継電器盤 
操作制御盤 

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象及び

高経年化対策上着目すべき経年劣化事象では

ない事象（日常劣化管理事象）なし 
－ 

空調 

② 
 
 
③ 
 

ファン（D/G 系間接系） 
ローカルクーラ（ECCS 間接系） 
 
ファン（SGTS） 
ローカルクーラ（SGTS 間接系） 
原子炉室隔離弁 

主軸の摩耗 ■ 

基礎ボルトの腐食 ◎＊２ 

固定子コイルの絶縁特性低下 
口出線・接続部品の絶縁特性低下 

＊３ 

機械設備 ② 
非常用ディーゼル機関・付属設備 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル機関・付属設備 

ピストンリングの摩耗 
シリンダヘッドの摩耗，腐食 
主軸の摩耗 

■ 

基礎ボルトの腐食 ◎＊２ 

調速・制御装置の性能低下 
固定子コイルの絶縁特性低下 

＊３ 

電源設備 ② 

高圧閉鎖配電盤 
動力用変圧器 
低圧閉鎖配電盤 
コントロールセンタ 
非常用ディーゼル発電設備 
高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備 
１２５Ｖ充電器 

操作機構の固着 
しゃ断器の固渋 
電解液の蒸発・液位低下 
すべり軸受の摩耗及びはく離 

■ 

基礎ボルトの腐食 ◎＊２ 

コイルの絶縁特性低下 ＊３ 

◎：振動応答特性上又は構造・強度上「軽微もしくは無視」できない事象 

■：振動応答特性上又は構造・強度上「軽微もしくは無視」できる事象 

 
＊１ 動的機能維持が必要となる理由の詳細については，以下のとおりである。 

① 原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する弁のうち，その健全性を維持するために動的機能維持が必要なもの。 
② 炉心から崩壊熱を除去するために必要な動的設備。 
③ 放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部拡散を抑制するために必要な動的設備。 
④ 使用済燃料プール水を補給するために必要な動的設備。 

 
＊２ 基礎ボルトの腐食について，腐食が生じた場合は機器の支持機能に影響を与える可能性があるが，地震によりボルトに生じる応力が許

容応力未満であることを確認しているため，機器の支持機能に影響を与える経年劣化事象ではない。 
 

＊３ 耐震安全性に影響を与えないことが自明な経年劣化事象 
 
＊４ 弁箱の疲労割れについて，疲労割れが生じた場合は振動応答特性に影響を与える可能性があるが，疲れ累積係数が許容値１未満である

ことを確認しているため割れは発生せず，振動応答特性に影響を与える経年劣化事象ではない。（図１０－１） 
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FDW 第 1 隔離弁(A) 

H3-B21-V-F052A 

環境＊１ 地震＊２ 組合せ＊３ 

0.1409 0.0009 0.1418 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

FDW 第 1 隔離弁(B) ＜代表弁＞ 

H3-B21-V-F052B 

環境＊１ 地震＊２ 組合せ＊３ 

0.1502 0.0009 0.1511 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
＊１：運転実績回数に基づく疲れ累積係数（環境を考慮） 

＊２：地震動（基準地震動Ss（800gal））による疲れ累積係数  

＊３：許容値１ 

 
図１０－１ 動的機能維持対象弁の疲労評価結果 

以 上 

FDW 第 2 隔離弁(A) 

H3-B21-AO-F051A 

環境＊１ 地震＊２ 組合せ＊３ 

0.1267 0.0000 0.1267 

FDW 第 2 隔離弁(B) 

H3-B21-AO-F051B 

環境＊１ 地震＊２ 組合せ＊３ 

0.1045 0.0000 0.1045 
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タイトル 耐震安全性評価に用いる地震動について 

 

説明 

浜岡原子力発電所３号機 30 年目の高経年化技術評価（以下「ＰＬＭ」という。）

報告にあたって，基準地震動（平成 27 年 6 月 16 日 新規制基準に係る原子炉設

置変更許可申請に基づく基準地震動）にて評価を行い提出したところであるが，

現状，基準地震動は審査中であり，確定に至っていない。 

この状況から，ＰＬＭの耐震安全性評価については実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策実施ガイドの附則（経過措置）等に従い，発電用原子炉施設

に関する耐震設計審査指針（平成 18 年 9 月 19 日原子力安全委員会決定）によ

る耐震バックチェックで用いた基準地震動Ｓｓ（以下「基準地震動Ｓｓ」とい

う。），及び浜岡原子力発電所設置許可申請書（３号炉）（昭和 56 年 11 月 16 日

許可）の基準地震動Ｓ１（以下「基準地震動Ｓ１」という。）を用いて耐震安全性

評価を行う。なお，平成 28 年 8 月 25 日申請に添付した浜岡原子力発電所 3 号

炉高経年化技術評価書については，基準地震動Ｓｓによる耐震安全性評価を反

映の上，平成 29 年６月 16 日に補正申請を行った。 
 

以下に，耐震安全性評価に用いる基準地震動Ｓｓ及び基準地震動Ｓ１について

示す。 
 

浜岡原子力発電所の耐震バックチェックでは，まず，「敷地ごとに震源を特定

して策定する地震動」については，地震の地震発生様式を考慮して敷地への影響

が大きい複数の検討用地震を表１１－１のとおり選定した。 

検討用地震を基に「応答スペクトルに基づく手法による地震動評価」から得ら

れた基準地震動Ｓｓ－Ｄ（最大加速度 800gal）の１種類（図１１－１）と，「断

層モデルを用いた手法による地震動評価」から，「応答スペクトルに基づく手法

による地震動評価」により得られた基準地震動Ｓｓに対して一部の異なる周期

帯でこれを上回る３種類の基準地震動Ｓｓ－１～Ｓｓ－３（図１１－２）を加

え，合計４種類の基準地震動Ｓｓを策定した（図１１－３）。 

基準地震動Ｓｓ－Ｄの加速度時刻歴波形を図１１－４に，基準地震動Ｓｓ－

１～Ｓｓ－３の加速度時刻歴波形を図１１－５～図１１－７にそれぞれ示す。 

参考に，浜岡原子力発電所３号機における耐震バックチェックの経緯を添付

資料１１―１に示す。 
 

基準地震動Ｓ１については，安政東海地震をはじめとする歴史地震や活動度の

高い活断層による地震を考慮し，最大加速度 450gal の地震動とする。基準地震

動Ｓ１の応答スペクトルを図１１－８に，基準地震動Ｓ１の加速度時刻歴波形を

図１１－９に示す。 

 

添付資料１１－１  

浜岡原子力発電所３号機における耐震バックチェックの経緯 

 
以 上
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表１１－１ 検討用地震の選定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分類 検討用地震 
マグニチュード 

M 

等価震源距離(Xeq) 
(km) 

内陸地殻内地震 石花海海盆西縁の断層帯による地震 7.4 20.1 

想定東海地震 8.0※1 39.0 

想定東海・東南海地震 8.4 68.8 プレート間地震 

想定東海・東南海・南海地震 8.7※1 147.7 

海洋プレート内地震 天正 17 年駿河遠江の地震 6.7 29.5 

※1 中央防災会議(2001,2003)の Mwと同じとした。 
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ｚ 

 

 

 

 

（ａ）応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 Ss（水平動）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｂ）応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 Ss（鉛直動）

 

擬似速度応答スペクトル 

(cm/s)

変
位
(cm)       10

1
0.1

50
0

20
0

10
0

50

0.02    0.05 0.2     0.5

h=0.05

2       5

⑧

0.5

0.2
0.01

5

2

50

20

⑦

①

②
⑥
④
⑤
③

500

200

0.1

1

10

100

1000

0.01 0.1 1 10

周期（s）

速
度

①Ss－DV

②石花海海盆西縁の断層帯(M7.4,Xeq=16.2km)

③想定東海地震(M8.0,Xeq=39.0km)

④想定東海・東南海地震(M8.4,Xeq=68.8km)

⑤仮想的東海地震(M8.0,Xeq=36.3km)

⑥仮想的東海・東南海地震(M8.4,Xeq=62.3km)

⑦敷地下方の想定スラブ内地震(M6.7,Xeq=24.2km)

⑧震源を特定せず策定する地震動

30
00

  
　

加
速

度
(cm

/s
2 )

20
00

10
00

＊1 震源を特定せず策定する地震動（水平動）の地震基盤相当の地震動レベルに，鉛直動と水平動の応答
スペクトル比を含む鉛直動の地盤増幅率（Noda et al.(2002)による）を乗ずることにより求めた。 

＊1 

擬似速度応答スペクトル 

図１１－１ 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動 Ss 
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②Ss－1V（仮想的東海地震 経験的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 破壊開始点1 UD）

③Ss－2V（仮想的東海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 破壊開始点1 UD）

④Ss－3V（仮想的東海・東南海・南海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ UD）

不確かさを考慮した検討用地震による地震動（断層モデルを用いた手法）

基本的な震源要素を用いた検討用地震による地震動（断層モデルを用いた手法）
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＊1 不確かさを考慮した検討用地震による地震動には，内陸地殻内地震（統計的 GF 法 4
波），プレート間地震（アスペリティ直下：経験的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 8 波，統計的 GF 法
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 
8 波，断層との関連：統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 4 波），海洋プレート内地震（経験的 GF
法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 2 波）が含まれている。 

＊2 基本的な震源要素を用いた検討用地震による地震動には，プレート間地震（経験的 GF

法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 8 波，統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 8 波）が含まれている。 

 

（ａ）断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（水平動） 

＊1 不確かさを考慮した検討用地震による地震動には，内陸地殻内地震（統計的 GF 法 2 波），
プレート間地震（アスペリティ直下：経験的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 4 波，統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ
４波，断層との関連：統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 2 波），海洋プレート内地震（経験的 GF 法ﾊ
ｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 1 波）が含まれている。 

＊2 基本的な震源要素を用いた検討用地震による地震動には，プレート間地震（経験的 GF 法
ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 4 波，統計的 GF 法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 4 波）が含まれている。 

（ｂ）断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（鉛直動） 

注) GF 法：グリーン関数法 

擬似速度応答スペクトル 

＊1 

＊2 

擬似速度応答スペクトル 

＊1 

＊2 

注) GF 法：グリーン関数法

図１１－２ 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss 
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（ａ）基準地震動 Ss（水平動）

 

 

（ｂ） 基準地震動 Ss（鉛直動） 

図１１－３ 基準地震動 Ss の応答スペクトル 
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③Ss－2H（仮想的東海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 破壊開始点1 EW）

④Ss－3H（仮想的東海・東南海・南海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ EW）
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③Ss－2V（仮想的東海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ 破壊開始点1 UD）

④Ss－3V（仮想的東海・東南海・南海地震 統計的GF法ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ UD）

30
00

  
　

加
速

度
( cm

/s
2 )

20
00

10
00

擬似速度応答スペクトル 

注) GF 法：グリーン関数法 
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加速度（水平動：Ss－ＤＨ）

 
 

 

加速度（鉛直動：Ss－ＤＶ） 

 

図１１－４ 設計用模擬地震波（Ss－ＤＨ，Ss－ＤＶ）の時刻歴波形 

 

 

加速度（水平動：Ss－１Ｈ）

 

 

加速度（鉛直動：Ss－１Ｖ） 

 

図１１－５ 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（Ss－１Ｈ，Ss－１Ｖ） 

の時刻歴波形「仮想的東海地震（経験的グリーン関数法を用いた 

ハイブリッド合成法，破壊開始点１，EW・UD 成分）」 
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加速度（水平動：Ss－２Ｈ） 

 

 

 

加速度（鉛直動：Ss－２Ｖ） 

 

図１１－６ 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（Ss－２Ｈ，Ss－２Ｖ） 

の時刻歴波形「仮想的東海地震（統計的グリーン関数法を用いた 

ハイブリッド合成法，破壊開始点１，EW・UD 成分）」 

 

加速度（水平動：Ss－３Ｈ）

 

加速度（鉛直動：Ss－３Ｖ） 

図１１－７ 断層モデルを用いた手法による基準地震動 Ss（Ss－３Ｈ，Ss－３Ｖ） 

の時刻歴波形「仮想的東海・東南海・南海地震（統計的グリーン関数法を

用いたハイブリッド合成法，EW・UD 成分）」 
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図１１－８ 基準地震動Ｓ１の応答スペクトル 
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図１１－９ 基準地震動Ｓ１の加速度時刻歴波形 
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浜岡原子力発電所３号機における耐震バックチェックの経緯 

 

規制側                           事業者側 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

「耐震設計審査指針」の改訂を機に実施を要望する既設の発
電用原子炉施設等に関する耐震安全性の確認について 
（平成１８年９月１９日原子力安全委員会） ＜耐震安全性評価に用いる地震動＞ 

耐震設計審査指針の改訂に伴う中部電力株式会社浜岡原子力
発電所３，４号機耐震安全性に係る審議の状況について（案）
（平成２１年１１月３０日 原子力安全・保安院） 

平成１９年７月１６日 新潟県中越沖地震発生 
平成２１年８月１１日 駿河湾の地震発生 

＊ 浜岡原子力発電所３，４号機基準地震動Ｓｓの策定について
 プレート間地震の地震動評価 
（平成２２年２月２６日第４３回合同ワーキング） 

等

＊ 活断層評価見直し 
地下構造モデル見直し 

総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 
耐震・構造設計小委員会 地震・津波，地質・地盤合同ＷＧ 

浜岡原子力発電所３号機「発電用原子炉施設に関する耐震設
計審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価結果報告書 
（平成１９年２月２１日提出） 

「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」等の耐震安
全性に係る安全審査指針類の改訂等について 
（平成１８年９月１９日原子力安全委員会決定） 

総合資源エネルギー調査会 原子力安全・保安部会 
耐震・構造設計小委員会 地震・津波，地質・地盤合同ＷＧ 

添
付
資
料
１
１
－
１
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タイトル 

 

安定停止の維持状態での劣化の想定期間について 

 

 

説明 

 

安定停止の維持状態における劣化の想定期間は，当面の安定停止の維持状態

において発生・進展しない事象については評価時点（平成 26 年度末），安定停止

の維持状態において発生・進展する事象については運転開始後40年時点である。

 

① 炭素鋼製機器（熱交換器），基礎ボルトの腐食 

運転開始後 40 年時点までとする。 

 

② 炉内構造物，原子炉圧力容器，配管等の疲労割れ 

疲労解析に用いる過渡回数については，評価時点（平成 26 年度末）までの過

渡回数とする。 

 

③ 原子炉圧力容器の中性子照射脆化 

評価時点（平成 26 年度末）における最新の原子炉停止までの中性子照射量と

する。 

 

④ 炉内構造物の中性子照射による靭性低下 

評価時点（平成 26 年度末）における最新の原子炉停止までの中性子照射量と

する。 

 

⑤ 炉内構造物（上部格子板）の照射誘起型応力腐食割れ評価のき裂進展 

中性子照射量がき裂発生のしきい値を超過した時点から評価時点（平成 26 年

度末）における最新の原子炉停止までとする。 

 

以 上
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劣化事象 評価対象 
劣化の 

想定期間 

 
 
 
 
 
 

腐食 
熱交換器 
基礎ボルト 

40 年時点まで

    
 
 
 
 

疲労割れ 
炉内構造物 
原子炉圧力容器 
配管等 

評価時点まで

の過渡回数 

    
 
 
 
 

中性子照射脆化 原子炉圧力容器 
最新の原子炉

停止まで 

    
 
 
 
 

中性子照射による靭性低下 炉内構造物 
最新の原子炉

停止まで 

    
 
 
 
 

照射誘起型応力腐食割れ 
炉内構造物 
（上部格子板） 

中性子照射量

がしきい値を

超過した時点

～最新の原子

炉停止まで 

    
 
 
 
 
 
 

＊ 点線囲部については安定停止状態の維持により事象が進展しない期間 

 

図１２－１ 安定停止の維持状態での劣化の想定期間 

▼ ▽ 

運転開始後 
40 年時点 
平成 39 年 
8 月 27 日 

評価時点 
(平成 26 年度末) 
平成 27 年 
3 月 31 日 

▼ 

最新の 
原子炉停止 
平成 22 年 
11 月 29 日 

▼ 

中性子照射量がしきい値を 
超過した時点からき裂進展開始 
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タイトル 

 

駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）による地震動について 

 

 

説明 

 

駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）の地震動（水平，鉛直）による加速度

応答スペクトルと基準地震動（Ｓｓ）による加速度応答スペクトルとの比較を図

１３－１，図１３－２に示します。 

地震観測記録は基準地震動（Ｓｓ）を下回る応答となっています。 

なお，地震観測点については図１３－３のとおり配置されております。 

 

地震観測記録は基準地震動（Ｓｓ）による応答を十分下回っており，地震時に

耐震設計上重要な設備が弾性状態にあったことから，設備の健全性が確保され

ているものと評価しています。＊１ 

 

＊１ 「2009 年 8 月 11 日駿河湾の地震」における浜岡原子力発電所 3

号機の地震観測記録による設備健全性評価結果について（報告）

（平成 21 年 8 月 21 日） 

 

以上
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図１３－１ 駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）による加速度応答スペクトル（水平） 
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図１３－２ 駿河湾の地震（平成 21 年 8 月 11 日）による加速度応答スペクトル（鉛直） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３－３ 浜岡原子力発電所３号機 原子炉建屋地震計設置位置図 

 

（FL0） 
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タイトル 

 

耐震安全性評価のまとめについて 

 

 

説明 

 

浜岡原子力発電所 3号機の高経年化技術評価のうち耐震安全性評価において，

各個別機器・経年劣化事象の組合せに対して評価を行い，耐震安全性に問題のな

いことを確認した。結果を添付資料１４－１ 耐震安全性評価まとめ表に示す。

 

 

添付資料１４－１ 耐震安全性評価まとめ表 

 

以上
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添付資料１４－１（１／３） 

耐震安全性評価まとめ表 

カテゴリー 評価対象機器 耐震安全上考慮する必要のある劣化事象 耐震安全性上の問題 

ポンプ 

ターボポンプ 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象

は抽出されなかった。 
― 

原子炉冷却材 

再循環ポンプ 
原子炉冷却材再循環ポンプ ケーシング 疲労割れ なし 

熱交換器 

直管式熱交換器 
原子炉機器冷却水熱交換器 伝熱管 流れ加速型腐食(FAC) なし 

高圧炉心スプレイ機器冷却水熱交換器 伝熱管 流れ加速型腐食(FAC) なし 

U 字管式熱交換器 
原子炉冷却材浄化再生熱交換器 胴 全面腐食 なし 

余熱除去熱交換器 胴 全面腐食 なし 

ポンプモータ ― 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象

は抽出されなかった。 
― 

容器 

容器 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事象

は抽出されなかった。 
― 

原子炉圧力容器 

上鏡 疲労割れ なし 

下鏡 疲労割れ なし 

胴板 
疲労割れ なし 

中性子照射脆化  

主フランジ 疲労割れ なし 

ノズル，セーフエンド，ティ，貫通部シール，閉止フラ

ンジ 
疲労割れ なし 

制御棒駆動機構ハウジング 疲労割れ なし 

炉内核計装ハウジング 疲労割れ なし 

制御棒貫通孔スタブチューブ 疲労割れ なし 

スタッドボルト 疲労割れ なし 

支持スカート 疲労割れ なし 

原子炉格納容器 
主蒸気配管貫通部（ベローズ式配管貫通部） 疲労割れ なし 

給水配管貫通部（ベローズ式配管貫通部） 疲労割れ なし 

配管 
ステンレス鋼配管系 原子炉冷却材再循環系配管 疲労割れ なし 

炭素鋼配管系 給水系配管 疲労割れ なし 
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添付資料１４－１（２／３） 

カテゴリー 評価対象機器 耐震安全上考慮する必要のある劣化事象 耐震安全性上の問題 

弁 

仕切弁 
ＦＤＷ注入原子炉元弁 弁箱 疲労割れ なし 

ＰＬＲポンプ出口弁 弁箱 疲労割れ なし 

玉形弁 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

逆止弁 ＦＤＷ第 1 隔離弁 弁箱 疲労割れ なし 

バタフライ弁 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

安全弁 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

ボール弁 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

電磁弁 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

制御弁 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

電動弁用駆動部 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

空気作動弁用駆動部 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

炉内構造物 

― 炉心シュラウド 疲労割れ なし 

― シュラウドサポート 疲労割れ なし 

― 上部格子板 
照射誘起型応力腐食割れ なし 

中性子照射による靭性低下 なし 

炉心支持板 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

燃料支持金具 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

制御棒案内管 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

炉心スプレイ配管・ 

スパージャ 

技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

差圧検出・ 

ほう酸水注入系配管 

技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 
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添付資料１４－１（３／３） 

カテゴリー 評価対象機器 耐震安全上考慮する必要のある劣化事象 耐震安全性上の問題 

炉内構造物 

ジェットポンプ 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

炉内核計装案内管 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

余熱除去系（低圧注入

系）配管（原子炉圧力容

器内部） 

技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

ケーブル ― 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

コンクリート構造物 

及び鉄骨構造物 
― 

技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

計測制御設備 ― 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

空調設備 ― 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

機械設備 ― 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

電源設備 ― 
技術評価での検討結果等を考慮して整理した結果，耐震安全上考慮する必要のある経年劣化事

象は抽出されなかった。 
― 

基礎ボルト ― 

機器付基礎ボルトの 

ボルト埋設部の直上部 
全面腐食 なし 

後打ちメカニカルアンカの 

テーパーボルト・シールド 
全面腐食 なし 

後打ちケミカルアンカの 

アンカボルト埋設部の直上部 
全面腐食 なし 
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タイトル 

 

原子炉冷却材浄化再生熱交換器の胴の腐食（全面腐食）に対する評価の具体的内

容について 

 

 

説明 

 

 JEAG4601-1987 に基づき，原子炉冷却材浄化再生熱交換器について，胴の腐

食（全面腐食）時に地震を受けた場合の健全性の評価を実施した内容について以

下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 原子炉冷却材浄化再生熱交換器は，横置円筒型容器であり，胴を支持２個の

脚のうち１個は胴の長手方向にスライドできる構造となっている。添付資料

１５－１に構造図を示す。 

 

（２）計算モデル 

 本評価の計算モデルを以下に示す。 

 

(a) 荷重状態      (b) 脚の位置での曲げモーメント 

 

 
(c) 長手方向荷重により胴が受ける    (d) 横方向荷重により

局部モーメント             胴が受ける局部モ 
ーメント 
 

図１５－１ 原子炉冷却材浄化再生熱交換器の計算モデル 
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(３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － B － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL 0.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ － 

 

＊ 共振のおそれのない機器であるため，設計震度は B クラス

地震力（1.8Ci）より求めたものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

内圧力（最高使用圧力） ܲ 102.0 kg/cm2 

胴の内径（腐食前） ܦ′ 800 mm 

胴の板厚（腐食前） ݐ′ mm 

脚つけ根部における胴の有効板厚（腐

食前） 
 ′ mmݐ

内面腐食量 0.8 ܥ＊ mm 

胴の内径（腐食後） ܦ 801.6 mm 

胴の板厚（腐食後） ݐ mm 

脚つけ根部における胴の有効板厚（腐

食後） 
  mmݐ

熱交換器胴の運転重量 ܹ kg 

脚の重量 ௦ܹ kg 

各質点の静荷重（i=1） ଵܹ kg 

各質点の静荷重（i=2） ଶܹ kg 

各質点の静荷重（i=3） ଷܹ kg 

各質点の静荷重（i=4） ସܹ kg 

各質点の静荷重（i=5） ହܹ kg 

各質点の静荷重（i=6） ܹ kg 

脚中心間距離 ℓ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=1） ℓଵ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=2） ℓଶ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=3） ℓଷ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=4） ℓସ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=5） ℓହ mm 

第１脚から各荷重までの距離（i=6） ℓ mm 

脚の胴体つけ根部のアタッチメントの

幅の２分の１（胴の横方向） 
 ଵ mmܥ

脚の胴体つけ根部のアタッチメントの

幅の２分の１（胴の長手方向） 
 ଶ mmܥ

脚の架台への取付部から胴つけ根部ま

での高さ 
݄ଵ mm 

脚の架台への取付部から胴の中心まで

の高さ 
݄ଶ mm 

＊ 内面腐食量 0.8mm は，防食技術便覧の知見を参考に 60 年

間の腐食量として設定した値であり，評価期間が 40 年ま

でである本評価においても保守的な値として同値を使用

した。 

 

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません
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２．応力評価 

（１）胴の応力 

① 脚の受ける重量 

脚にかかる重量はモーメントの釣合より求める。図１５－１において第

１脚まわりのモーメントの釣合より次式が成り立つ。 

 ܹ ∙
ℓ
ℓ
ൗ െ ܴଶℓ



ୀଵ

 

したがって，脚の受ける重量は次式のとおり表される。 

ܴଶ ൌ ܹ ∙
ℓ
ℓ
ൗ



ୀଵ

 

ܴଵ ൌ ܹ െ ܴଶ



ୀଵ

 

 

② 曲げモーメント 

図１５－１(a)に示すように胴は集中荷重を受ける単純はりとして考え

る。 

図１５－１(b)において脚つけ根部における曲げモーメントܯଵ，ܯଶは次式

で表される。 

ଵܯ ൌ ܹ ∙ |ℓ|

ଶ

ୀଵ

 

ଶܯ ൌ ܹሺℓ െ ℓሻ  

 

③ 内圧による応力 

内圧によって生じる応力ߪ∅ଵ，ߪଵは次式より求まる。 

ଵ∅ߪ ൌ
ೝሺାଵ.ଶ௧ሻ

ଶ௧
  

ଵߪ ൌ
ೝሺାଵ.ଶ௧ሻ

ସ௧
  

 

④ 運転時重量により生じる長手方向曲げモーメントによる応力 

運転時重量により脚の取付部に生じる胴の長手方向曲げモーメントは②

で求めたܯଵ，ܯଶである。このモーメントにより胴の第１脚つけ根部に生じ

る応力は次のように求まる。 

参考文献（１）によれば，この曲げモーメントは胴の断面に対して一様に

作用するものではなく，脚取付部において円周方向の曲げモーメントに置

換され，胴の局部変形を生じさせようとする。 

今，長手方向の曲げモーメントによる胴の応力影響範囲を脚上
ఏబ


の点とす
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ると長手方向曲げモーメントに対する胴の有効断面積は図１５－２に2ߠで

示される円殻である。したがって，応力ߪଶは次式で表される。 

ଶߪ ൌ
ெభ


  

ここで， 

ܼ ൌ ݎ
ଶݐ ቆ

ఏାୱ୧୬ఏ ୡ୭ୱఏିଶୱ୧୬
మ ఏ

ఏ
ൗ

ୱ୧୬ఏ
ఏൗ ିୡ୭ୱఏ

ቇ  

ݎ ൌ
భା௧

ଶ
  

 

図１５－２ 脚つけ根部の有効範囲 

 

⑤ 運転時重量による脚つけ根部の応力 

胴の脚つけ根部には脚反力による局部応力が生じる。胴の第１脚つけ根

部に作用する反力	ܲは次式で表される。 

 

ܲ ൌ ܴଵ 

この反力ܲにより生じる胴の局部応力は参考文献（１）によると次のよう

にして求めることができる。 

ߛ ൌ


௧
  

ଵߚ ൌ
భ


  

ଶߚ ൌ
మ


  

ଵߚ
ଶߚ
ൗ ≧ 1のとき 

ߚ ൌ ቄ1 െ
ଵ

ଷ
ቀ
ଵߚ

ଶߚ
ൗ െ 1ቁ ሺ1 െ ଵܭ

∗ሻቅඥߚଵߚଶ  

であり，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって参

考文献（１）の表より値（以下＊を付記する）を求めることにより応力ߪ∅ଷ，

 。ଷは次式で表されるߪ

 

ଷ∅ߪ ൌ 
ே∅

ൗ
൨
∗

ቀ


௧
ቁ  
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ଷߪ ൌ 
ே

ൗ
൨
∗

ቀ


௧
ቁ  

 
図１５－３ 脚が胴に及ぼす力の関係 

 

⑥ 長手方向地震による脚つけ根部の応力 

長手方向地震時，第２脚は長手方向に自由にスライドできるので第１脚

は図１５－１(c)のように変形し，脚つけ根部に生じる曲げモーメントܯℓ及

び鉛直荷重（偶力） ℓܲは次式により与えられる。 

 

ℓܯ ൌ
ଵ

ଶ
ுሺܥ ܹ െ ௌܹሻ݄ଵ  

ℓܲ ൌ ுሺܥ ܹ െ ௌܹሻ
మି

భ

మ
భ

ℓబ
  

 

曲げモーメントܯℓと鉛直荷重 ℓܲにより生じる胴の局部応力は⑤と同様な

方法で参考文献（１）より求められる。 

ここで，シェルパラメータは⑤と同様であるが，アタッチメントパラメー

タβは次式で表される。 

ߚ ൌ ටߚଵߚଶ
ଶయ

  

 

曲げモーメントにより生じる応力ߪ∅ସଵ，ߪସଵ 

ସଵ∅ߪ ൌ ቈ
ே∅

ெℓ
ሺ

మఉሻൗ


∗

ቀ
ெℓ


మ௧ఉ

ቁ ℓܥ
∗  

ସଵߪ ൌ ቈ
ே

ெℓ
ሺ

మఉሻൗ


∗

ቀ
ெℓ


మ௧ఉ

ቁ ℓܥ
∗  

 

鉛直荷重による応力ߪ∅ସଶ，ߪସଶ 

ସଶ∅ߪ ൌ ቈ
ே∅

ℓ
ൗ


∗

ቀ
ℓ

௧
ቁ  

ସଶߪ ൌ ቈ
ே

ℓ
ൗ


∗

ቀ
ℓ

௧
ቁ  
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また，水平方向荷重により胴には次式で表される引張応力ߪସଷが生じる。

ସଷߪ ൌ
ಹሺௐబିௐೄሻ

గሺା௧ሻ௧
  

 

したがって，曲げモーメントܯℓ，鉛直荷重 ℓܲ及び長手方向荷重により生

じる胴の応力ߪ∅ସ，ߪସは次式で表される。 

ସ∅ߪ ൌ ସଵ∅ߪ   ସଶ∅ߪ

ସߪ ൌ ସଵߪ  ସଶߪ   ସଷߪ

 

また，長手方向地震が作用した場合，第１脚つけ根部に生じるせん断応力

߬ℓは次式で表される。 

߬ℓ ൌ
ಹሺௐబିௐೄሻ

ସమ௧
  

 

⑦ 横方向地震による脚つけ根部の応力 

横方向の地震が作用した場合，図１５－１(d)において脚のつけ根部に生

じる曲げモーメントܯは次式のとおりである。 

ܯ ൌ   ݎுܴଵܥ

ݎ ൌ


ଶ
   ݐ

 

この曲げモーメントܯにより生じる胴の局部応力は，⑤・⑥と同様な方

法で参考文献（１）より求められる。シェルパラメータγは⑤と同じである

が，アタッチメントパラメータβは次式にて表される。 

ߚ ൌ ටߚଵ
ଶߚଶ

య

  

したがって，応力ߪ∅ହ，ߪହは 

ହ∅ߪ ൌ ቈ
ே∅

ெ
ሺ

మఉሻൗ


∗

ቀ
ெ


మఉ௧

ቁ ܥ
∗  

ହߪ ൌ ቈ
ே

ெ
ሺ

మఉሻൗ


∗

ቀ
ெ


మఉ௧

ቁ ܥ
∗  

で表すことができる。 

 

また，横方向地震が作用した場合，脚つけ根部に生じるせん断応力߬は次

式で表される。 

߬ ൌ
ಹோభ

ସభ௧
  

 

⑧ 組合せ応力 

③～⑦によって算出される胴の脚つけ根部に生じる応力は以下のように
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組み合わせる。 

ａ．一次一般膜応力 

・長手方向地震が作用した場合 

ℓߪ ൌ ,	∅ℓߪሾݔܽܯ  ሿ	ℓߪ

ここで 

∅ℓߪ ൌ  ଵ∅ߪ

ℓߪ ൌ ଵߪ  ଶߪ   ସଷߪ

 

・横方向地震が作用した場合 

ߪ ൌ ,	∅ߪሾݔܽܯ  ሿ	ߪ

ここで 

∅ߪ ൌ  ଵ∅ߪ

ߪ ൌ ଵߪ   ଶߪ

 

したがって，胴に生じる一次一般膜応力の最大値ߪは 

ߪ ൌ ,	ℓߪሾݔܽܯ  ሿ	ߪ

で表される。 

 

ｂ．一次応力 

・長手方向地震が作用した場合 

ଵℓߪ ൌ
ଵ

ଶ
൛ሺߪଵℓ∅  ଵℓሻߪ  ඥሺߪଵℓ∅ െ ଵℓሻߪ

ଶ  4߬ℓ
ଶൟ  

ここで 

∅ଵℓߪ ൌ ଵ∅ߪ  ଷ∅ߪ   ସ∅ߪ

ଵℓߪ ൌ ଵߪ  ଶߪ  ଷߪ   ସߪ

 

・横方向地震が作用した場合 

ଵߪ ൌ
ଵ

ଶ
൛ሺߪଵ∅  ଵሻߪ  ඥሺߪଵ∅ െ ଵሻߪ

ଶ  4߬
ଶൟ  

ここで 

∅ଵߪ ൌ ଵ∅ߪ  ଷ∅ߪ   ହ∅ߪ

ଵߪ ൌ ଵߪ  ଶߪ  ଷߪ   ହߪ

 

したがって，胴に生じる一次応力の最大値ߪଵは 

ଵߪ ൌ ,	ଵℓߪሾݔܽܯ  ሿ	ଵߪ

で表される。 
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⑨ 計算過程における各値 

上記⑤～⑦の算出過程におけるアタッチメントパラメータ等の各値は以

下のとおり。 

項 項目 記号 値 備考 

⑤ 

ｼｪﾙﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߛ  

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚଵ  

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚଶ  

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚ  

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀの補正係数 ଵܭ
∗ 

周方向 

軸方向 

周方向一次応力補正係数 

ே∅

ൗ
൨
∗

  
 

軸方向一次応力補正係数 

ே

ൗ
൨
∗

  
 

⑥ 

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚ  

応力の補正係数 ܥℓ
∗ 

周方向 

軸方向 

周方向一次応力補正係数 ቈ
ே∅

ெℓ
ሺ

మఉሻൗ


∗  

軸方向一次応力補正係数 ቈ
ே

ெℓ
ሺ

మఉሻൗ


∗  

周方向一次応力補正係数 ቈ
ே∅

ℓ
ൗ


∗

  
 

軸方向一次応力補正係数 ቈ
ே

ℓ
ൗ


∗

  
 

⑦ 

ｱﾀｯﾁﾒﾝﾄﾊﾟﾗﾒｰﾀ ߚ  

応力の補正係数 ܥ
∗ 

周方向 

軸方向 

周方向一次応力補正係数 ቈ
ே∅

ெ
ሺ

మఉሻൗ


∗  

軸方向一次応力補正係数 ቈ
ே

ெ
ሺ

మఉሻൗ


∗  
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⑩ 計算結果 

上記①～⑧により求めた算出応力は以下のとおり。 

ａ．一次一般膜応力 

  （単位：MPa）  

地震の方向 長手方向 横方向 

応力の方向 
周方向

応力 
軸方向

応力 
周方向

応力 
軸方向

応力 

内圧による応力 

運転時質量による長手方向

曲げモーメントによる応力 
運転時質量による脚反力に

よる応力 

地震による応力 
引張 

せん断

組合せ応力 ߪℓ ൌ ߪ 114 ൌ 114 

 

ｂ．一次応力 

  （単位：MPa）  

地震の方向 長手方向 横方向 

応力の方向 
周方向

応力 
軸方向

応力 
周方向

応力 
軸方向

応力 

内圧による応力 

運転時質量による長手方向

曲げモーメントによる応力 
運転時質量による脚反力に

よる応力 

地震による応力 
引張 

せん断

組合せ応力 ߪଵℓ ൌ ଵߪ 129 ൌ 129 

 

ｃ．胴部に生じる応力の最大値 

上記ａ．ｂ．より，胴部に発生する応力の最大値は下表のとおりです。 

 

応力の種類 発生応力 単位 

一次一般膜応力 ߪ ൌ 114 MPa 

一次応力 ߪଵ ൌ 129 MPa 
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（２）許容応力 

① 算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 入力値 単位 

胴材料 SPV36
(SPV355) 

－ 

最高使用温度 ℃ 

胴材料の引張試験による

降伏点の値 
kg/mm2 

胴材料の引張試験による

引張強さの値 
kg/mm2 

 

② 許容応力の算出 

胴材料の設計降伏点，設計引張強さは，設計・建設規格データの表に定め

のない材料の規定に従い，胴材料の引張試験結果を温度補正し，設計・建設

規格に定める係数を乗じ求める。 

 

 

 

ܵ௬ ൌ ≒ 23.2	ሾ݇݃ ݉݉ଶ⁄ ሿ  

 

 

 

 

ܵ௨ ൌ ≒ 44.3	ሾ݇݃ ݉݉ଶ⁄ ሿ  

 

ａ．一次一般膜応力の許容応力 

ܵ ൌ Min൫ܵ௬, 0.6ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ23.2	, 0.6 ൈ 44.3ሻ 

				ൌ Minሺ23.2	, 26.58ሻ 													ൌ 23.2ሾ݇݃ ݉݉ଶ⁄ ሿ 

             → 227 [MPa] 

 

ｂ．一次応力の許容応力 

ܵ ൌ ܵ௬ 									ൌ 23.2ሾ݇݃ ݉݉ଶ⁄ ሿ 

      → 227 [MPa] 
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３．結論 

 上記の結果から，原子炉冷却材浄化再生熱交換器の胴部に発生する応力が許

容応力を満足することを確認した。 

 

応力の種類 発生応力 許容応力 単位 

一次一般膜応力 ߪ ൌ 114 ܵ ൌ 227 MPa 

一次応力 ߪଵ ൌ 129 ܵ ൌ 227 MPa 

 

 

添付資料１５－１ 原子炉冷却材浄化再生熱交換器 構造図 

 

参考文献 

（１）L. P. Zick, “Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels 

on Two Saddle Supports” , Welding Research Supplement, (1951-9) 

（２）K. R. Wichman, A. G. Hopper and J. L. Mershon, “Local Stresses in 

Spherical and Cylindrical Shells due to External Loadings” , Welding 

Research Council Bulletin No.107 (1965 / Rev.1979) 
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原子炉冷却材浄化再生熱交換器構造図 
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タイトル 

 

耐震重要度がＳクラスの熱交換器の腐食に対する評価結果（許容応力状態ⅢＡ

Ｓ）について 

 

 

説明 

 

熱交換器の耐震安全性評価は，Ss 地震時の発生応力を算出し，許容応力状態

ⅢAS 及び許容応力状態ⅣAS の許容応力を満足することを確認している。以下

に，耐震重要度がＳクラスの熱交換器の腐食に対する評価結果について示す。 

 

１．胴の腐食に対する評価結果（余熱除去熱交換器） 

１．１ 応力評価 

胴の腐食に対する耐震安全性評価では，腐食量 0.8mm（全面腐食）を想定し

評価を実施した。腐食量 0.8mm は，防食技術便覧の知見を参考に 60 年間の腐

食量として設定した値であり，評価期間が 40 年までである本評価においても保

守的な値として同値を使用した。 

解析モデルは JEAG4601-1987 に記載される熱交換器の計算手法に基づき，

地震時の発生応力を算出し評価した。 

 

１．２ 許容応力 

（１）算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評価

条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

胴材質 － SGV480 － 

評価温度 － ℃ 

胴材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

胴材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

（２）許容応力の算出 

胴材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正によ

り 

ܵ௬ ൌ ൌ 213.16  

ܵ௨ ൌ ൌ 421.00  
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①ⅢAS の許容応力 

・一次一般膜応力の許容応力 

Minൣܵ௬, 0.6ܵ௨൧ ൌ Minሾ213.16	, 0.6 ൈ 421.00ሿ 

ൌ Minሾ213.16	, 252.60ሿ ൌ 213.16 ⇒ 213MPa 

・一次応力の許容応力 

1.5 ൈ一次一般膜応力の許容応力 ൌ 1.5 ൈ 213.16 

ൌ 319.74 ⇒ 319MPa 

・一次＋二次応力の許容応力 

2ܵ௬ ൌ 2 ൈ 213.16 ൌ 426.32  

片振幅のため１／２とする。
ସଶ.ଷଶ

ଶ
ൌ 213.16 ⇒ 213MPa 

 

②ⅣAS の許容応力 

・一次一般膜応力の許容応力 

0.6ܵ௨ ൌ 0.6 ൈ 421.00 ൌ 252.60 ⇒ 252MPa 

・一次応力の許容応力 

1.5 ൈ一次一般膜応力の許容応力 ൌ 1.5 ൈ 252.60 

ൌ 378.90 ⇒ 378MPa 

・一次＋二次応力の許容応力 

2ܵ௬ ൌ 2 ൈ 213.16 ൌ 426.32  

片振幅のため１／２とする。
ସଶ.ଷଶ

ଶ
ൌ 213.16 ⇒ 213MPa 

 

１．３ まとめ 

評価の結果は表１６－１に示すとおりであり，地震時の胴の発生応力は許容

応力を下回り，耐震安全性に問題のないことを確認した。 

 

表１６－１ 胴の腐食に対する評価結果 

評価対象 

地震時の発生応力＊ 
許容応力 

(MPa) 応力種別 
発生応力 

(MPa) 

余熱除去熱交換器 

一次一般膜応力 71 
ⅢAS 213 

ⅣAS 252 

一次応力 82 
ⅢAS 319 

ⅣAS 378 

一次＋二次応力 35 
ⅢAS 213 

ⅣAS 213 

＊ Ss(800gal)地震力がS1地震力及びＳクラスの機器に適用される静

的地震力より大きく，Ss 地震力による評価応力がⅢAS の許容応

力を下回るため，S1地震力及び静的地震力による評価を省略した。
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２．伝熱管の腐食に対する評価 

（原子炉機器冷却水熱交換器，高圧炉心スプレイ機器冷却水熱交換器）

２．１ 応力評価 

伝熱管の腐食に対する耐震安全性評価では，腐食により伝熱管が管理値（50%

肉厚）まで一様減肉することを想定した。 

解析モデルは伝熱管の管板－管支持板の部分に片側固定・他端支持はりモデ

ル，管支持板－管支持板の部分に両端支持はりモデルを使用し，地震時の発生応

力を算出し評価した。 

なお，伝熱管の減肉に対しては，減肉率で管理しており管理値（50%肉厚）ま

で減肉した場合には施栓を行っている。 

 

２．２ 許容応力 

当該伝熱管の材料である銅合金（C6871TS-O）については，JSME S NC1-

2005 付録材料図表 Part 5 表 8 及び表 9 に Sy および Su の記載がないため，

保守的な許容値応力として，下記のとおり当該材料の許容引張応力 S を 1.5 倍

した値を許容応力として採用している。 

 

JEAG4601-1987 によるⅢAS の許容応力は，1.5×「Syと 0.6 Suの小さい方」

により決まる。 

一方，銅合金のＳ値の定義＊によるとＳ値は 0.9 Sy および 0.25 Su等の最小値

により決まるため，常に「1.5 S ＜ ⅢAS の許容応力」の関係が成り立つため，

許容応力を 1.5 S とした。また，ⅣAS の許容応力は保守的にⅢAS の許容応力を

用いた。 

＊ 出典：告示 501 号 別表第 7 解説

 

項目 記号 入力値 単位 

伝熱管材質 － C6871TS-O － 

評価温度 － ℃ 

伝熱管材の許容引張

応力 
S MPa 

 

S ൌ ൌ 81.14 

1.5ܵ ൌ 1.5 ൈ 81.14 ൌ 121.71⇒ 121MPa 
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２．３ まとめ 

評価の結果は表１６－２に示すとおりであり，地震時の伝熱管の発生応力は

許容応力を下回り，耐震安全性に問題のないことを確認した。 

 

表１６－２ 伝熱管の腐食に対する評価結果 

評価対象 

地震時の発生応力(MPa)＊ 
許容応力 

(MPa) 
管板 

－管支持板 

管支持板 

－管支持板 

原子炉機器 

冷却水熱交換器 
18 18 

ⅢAS 
121 

ⅣAS 

高圧炉心スプレイ機器 

冷却水熱交換器 
17 15 

ⅢAS 
121 

ⅣAS 

＊ Ss(800gal)地震力が S1 地震力及びＳクラスの機器に適用される静

的地震力より大きく，Ss 地震力による評価応力がⅢAS の許容応力を

下回るため，S1地震力及び静的地震力による評価を省略した。 

 

以 上
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タイトル 

原子炉圧力容器胴板の中性子照射脆化に対する安定停止の維持状態評価と運転

状態評価の差異，最低温度要求（15℃，-２℃）の内容，温度・圧力制限曲線と

飽和圧力温度曲線に対する線形破壊力学に基づく評価の具体的内容について 

 

説明 

 

原子炉圧力容器胴板の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価では，地震を

考慮した場合の欠陥を想定した線形破壊力学に基づく圧力－温度制限曲線を求

め健全性を評価した。 

 

図１７－１に原子炉圧力容器の最低温度制限の要求及び線形破壊力学に基づ

く圧力－温度制限曲線（耐圧試験時）を示す。 

安定停止の維持状態における評価のため，評価時点（平成 26 年度末）におけ

る最新の原子炉停止までの中性子照射量とし，JEAC4206-2007 における供用状態

「耐圧・漏えい試験（未臨界）」で評価した。なお，安定停止の維持状態評価と

運転状態評価の差異を添付資料１７－１に示す。 

 

 
図１７－１ 原子炉圧力容器の圧力－温度制限図（耐圧試験時） 

  

原子炉圧力容器の最低温度制限は－２℃及び 15℃の最低温度制限線からな

る。これは，ボルト締め付けによる荷重が作用する部位の最大の関連温度ܴ ே்ܶ

（－35℃）を用い JEAC4206-2007 に従う方法により最低使用温度の要求値とし

て求められるものである。 

 

 

 

 

 

 

*：基準地震動 Ss の地震荷重を上回る荷重を使用して評価 

* 

* 
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欠陥を想定した線形破壊力学に基づく圧力－温度制限曲線は JEAC4206-2007

にて次式で与えられる静的破壊靭性（ܭூ）を，応力拡大係数が超えないよう求

めるものである。 

ூܭ  ൌ 36.48  ሾ0.036ሺܶݔ22.78݁ െ ܴ ே்ܶሻሿ 

応力拡大係数は内圧の関数であることから，応力拡大係数が静的破壊靭性を

超えない温度を求めることで，内圧と温度との相関曲線が得られる。表１７－１

に線形破壊力学に基づく圧力－温度計算結果を示す。 

 

表１７－１ 線形破壊力学に基づく圧力－温度計算結果 

内圧 

(MPa) 

ܴ ே்ܶ

（℃）
ケース

 ூܭ

 （݉√ܽܲܯ）

温度 

（℃）

7.83 

① 

② 

③ 

④ 

 

添付資料１７－１ 安定停止の維持状態評価と運転状態評価の差異 

 

以 上
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安定停止の維持状態評価と運転状態評価の差異 

 

原子炉圧力容器胴板の中性子照射脆化に対する耐震安全性評価については，当面の安定

停止の維持状態において発生・進展しない事象であるため，評価時点（平成 26 年度末）

における最新の原子炉停止までの中性子照射量とし，JEAC4206-2007 における供用状態

「耐圧・漏えい試験（未臨界）」で評価した。 

下表に安定停止の維持状態評価と運転状態評価の差異を示す。 

 

項目 安定停止の維持状態評価 運転状態評価 

評価ケース 

（JEAC における供用状態） 

耐圧・漏えい試験 耐圧・漏えい試験 

供用状態 A及び B 

最低温度

要求 

耐圧・漏えい試験 RTNDT＋33℃（0.2P＊１以下） 

RTNDT＋50℃（0.2P＊１超え） 

RTNDT＋33℃（0.2P＊１以下） 

RTNDT＋50℃（0.2P＊１超え） 

供用状態 A及び B＊2  RTNDT＋33℃（0.2P＊１以下） 

RTNDT＋89℃＊2（0.2P＊１超え） 

中性子照射量 最新の原子炉停止まで 評価期間末期まで 

応力 内圧による応力 

地震力 

内圧による応力 

熱応力＊３ 

地震力 

＊１ P は供用前の水圧試験の圧力 

＊２ 「未臨界」と「臨界」で温度要求が異なるが，要求が厳しくなる「臨界」で評価 

＊３ 供用状態 A及び Bでの評価で考慮 
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タイトル 

 

主蒸気配管貫通部ベローズの疲労評価の具体的内容について 

 

 

説明 

 

 発電用原子力設備規格 設計・建設規格 2005 年版（2007 年版を含む）（JSME 

S NC1-2005/2007）に基づき，主蒸気配管貫通部ベローズが地震を受けた場合の

疲労に係る健全性の評価を実施した内容について以下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 主蒸気配管貫通部ベローズ（Ｘ－10Ａ～Ｄ）の構造を図１８－１に示す。

 

 

 

 

       （A 部詳細）           （Ｂ部詳細） 

 

図１８－１ 主蒸気配管貫通部ベローズの構造 
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（２）評価条件 

 疲労評価に用いた条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ベローズの材質 ― SUS316L ― 

ベローズの波のピッチの 2分の 1 b mm 

ベローズの層数 c ― 

ベローズの有効径 D mm 

評価温度 ― ℃ 

評価温度における縦弾性係数 E MPa 

ベローズの波の高さ h mm 

ベローズの長さ L mm 

中間パイプの長さ ℓ mm 

ベローズの波数の２倍の値 n ― 

最高使用圧力 P kPa 

ベローズの厚さ t mm 

 

２．疲労評価 

（１）地震時のベローズ変位量 

 主蒸気配管貫通部ベローズの変位量は主蒸気系配管の配管解析モデルを

適用し，基準地震動 Ss（800gal）時の主蒸気配管貫通部ベローズの各変位

量を算出する。配管解析モデルより求めた主蒸気配管貫通部ベローズの変

位について表１８－１に示します。 

 

表１８－１ 主蒸気配管貫通部ベローズの変位 Ss 地震（800gal）時 

（単位：mm） 

対象 
変位 

Ｘ（δDX） Ｙ（δDY） Ｚ（δDZ） 全変位δ 

X-10A  

X-10B  

X-10C  

X-10D  

 

地震時の全伸縮量（全変位）は下記のとおり求める。 
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（２）主蒸気配管貫通部ベローズの応力 

 設計・建設規格 PVE-3800 伸縮継手に基づき，地震時の伸縮継手の変位

から次式により伸縮継手の応力を算出する。 

ａ．全伸縮量による応力 

ߪ ൌ
ߜݐܧ1.5

݊√ܾ݄ଷ
 

ｂ．最高使用圧力による応力 

ߪ ൌ
݄ܲ

ܿݐ
 

ｃ．合計応力 

σ ൌ ߪ   ߪ

 

（３）許容繰返し回数 

 設計・建設規格 PVE-3800 伸縮継手に基づき，地震時の伸縮継手の応力

から次式により許容繰返し回数を算出する。 

N ൌ ൬
11031

ߪ
൰
ଷ.ହ

 

 

（４）疲れ累積係数 

UF ൌ
評価用繰返し回数

許容繰返し回数
 

 

３．評価結果 

 主蒸気配管貫通部ベローズの Ss 地震（800gal）による疲労評価結果を 

表１８－２に示す。また，運転サイクルによる疲労評価結果を加算した結果を

表１８－３に示す。疲れ累積係数の合計は，許容値である 1.0 以下であり，主

蒸気配管貫通部ベローズの疲労が耐震安全性に問題のないことを確認した。 

 

表１８－２ Ss 地震(800gal)による疲労評価結果 

対象 
発生応力 

(MPa) 

許容繰返し

回数 

評価用繰返し

回数 
 ＵＦ 

X-10A 0.0009 

X-10B 0.0007 

X-10C 0.0007 

X-10D 0.0009 
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表１８－３ 運転時と地震時の疲労組合せによる疲労評価結果 

対象 

疲れ累積係数 

通常運転時

ＵＦ 

Ss 地震時 

ＵＦ 
合計 

X-10A 0.0028 

X-10B 0.0024 

X-10C 0.0024 

X-10D 0.0028 

 

以 上
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タイトル 

 

炉心シュラウド及びシュラウドサポートの疲労割れに対する評価の具体的内容に

ついて 

 

 

説明 

 

炉心シュラウド及びシュラウドサポートは，技術評価における運転実績に基づ

いた現時点（平成 26 年度末）の過渡回数を用いた疲れ累積係数評価に，基準地

震動 Ss による疲労解析から求められる疲れ累積係数を加味した疲労評価を行

い，疲労割れに対する健全性を確認しております。炉心シュラウドの疲労割れに

対する評価の具体的内容を添付資料１９－１に，シュラウドサポートの疲労割れ

に対する評価の具体的内容を添付資料１９－２に示します。 

なお，炉心シュラウド支持ロッドの疲労については，技術評価において，「日本

機械学会 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005 年／2007 年追補版）」

の「CSS-3130 疲労解析不要の条件」に従い，疲労解析を要しないことから，高

経年化対策上の経年劣化事象として抽出しておりません。（浜岡原子力発電所３号

炉 高経年化技術評価（共通事項） 補足説明資料 別紙５参照） 

このため，地震時と供用状態を加味した疲労評価の対象とはならず，耐震安全

性上考慮する必要のある経年劣化事象ではないものと評価しています。 

 

添付資料１９－１ 炉心シュラウドの疲労割れに対する評価の具体的内容 

添付資料１９－２ シュラウドサポートの疲労割れに対する評価の具体的内容

 

以 上
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炉心シュラウドの疲労割れに対する評価の具体的内容 

 

１．評価仕様 

（１）解析モデル及び応力評価点 

解析モデル（形状・寸法・材料）及び応力評価点は，浜岡原子力発電所第 3 号機工事

計画届出書（本浜岡発第 856 号 平成 17 年１月 20 日届出）参考資料「Ⅳ-2-1-2 炉心

シュラウドの応力計算書」と同様であり，炉心シュラウドの形状・寸法・材料・評価点

を図１９－１に示す。 

なお，解析モデルはシュラウドサポート溶接部に発生したひび割れのサンプル採取

加工を全周に行ったものとして評価を行った。解析モデルの詳細を図１９－２に示す。 

 

図１９－１ 炉心シュラウドの形状・材料・寸法・応力評価点 
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図１９－２ 炉心シュラウドの解析モデル 
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（２）物性値の条件

評価に用いる物性値は，運転温度 ℃に対する値を用いる。

（３）入力条件

① 地震時等価繰り返し回数 ܰ ： 60 回

② 地震荷重 ：基準地震動 Ss（800gal）地震荷重

評価に用いる基準地震動 Ss（800gal）地震荷重の値を表１９－１に示す。 

表１９－１ 荷重条件

荷重名称 荷重作用点
鉛直力 水平力 モーメント

V(kN) H(kN) M(kN・m) 

基準地震動 Ss 

A 

B 

C 

D 

E 

F 

G 

H 

J 

K 
注  ：V，H 及び M は A～K の各荷重作用点に作用する。 

＊ 基準地震動 Ss の上部格子板，炉心支持板の荷重はそれぞれ荷重評価
点 C，Eに含まれている。 

図１９－３ 炉心シュラウドに作用する荷重
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（４）応力の記号と方向

応力の記号とその方向は下記のとおりとする。

  σt：周方向応力

  σℓ：軸方向応力

  σr：半径方向応力

  τℓr：せん断応力

（５）応力集中係数

応力集中係数を表１９－２に示す。応力集中係数は，疲労評価を行うときに形状の不

連続の方向性を考慮して，応力集中が生じるピーク応力成分にこれを乗じる。

表１９－２ 応力集中係数

応力評価点 応力集中係数 備考

設計・建設規格 表 CSS-3140-1 

設計・建設規格 CSS-3140 解説参照 

設計・建設規格 CSS-3140 解説参照 
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２．応力計算

応力の計算には，計算機コード「STAX」及び「ASHSD2」を用いた。応力計算のモデル

及び仮定した境界条件（拘束条件）は図１９－２のとおりである。

 計算された各荷重による応力を，応力の分類ごとに重ね合わせ組合せ応力を求める。組合

せ応力が一般にσt ，σℓ ，σr ，τtℓ ，τℓr ，τrt の６成分をもつ場合には，主応力（σ1，

σ2，σ3）は次式を満足するσの３根として計算する。

ଷߪ െ ሺߪ௧  ℓߪ  ሻߪ ∙ ߪ
ଶ  ሺߪ௧ ∙ ℓߪ  ℓߪ ∙ ߪ  ߪ ∙ ௧ߪ െ ߬௧ℓ

ଶ െ ߬ℓ
ଶ െ ߬௧

ଶሻ ∙  ߪ

െߪ௧ ∙ ℓߪ ∙ ߪ  ௧ߪ ∙ ߬ℓ
ଶ  ℓߪ ∙ ߬௧

ଶ  ߪ ∙ ߬௧ℓ
ଶ
െ 2 ∙ ߬௧ℓ ∙ ߬ℓ ∙ ߬௧ ൌ 0 

応力差ߪଵଶ，ߪଶଷ，ߪଷଵを次式により求め，その絶対値で最大のものを応力強さとする。 

ଵଶߪ ൌ ଵߪ െ  ଶߪ

ଶଷߪ ൌ ଶߪ െ  ଷߪ

ଷଵߪ ൌ ଷߪ െ  ଵߪ

以上より求められた各応力評価点での Ss 地震荷重（800gal）による一次＋二次応力強さ

（Sn）および一次＋二次＋ピーク応力強さ（Sp）の結果を表１９－３に示す。 

表１９－３ Ss 地震荷重による応力強さの評価のまとめ 

応力評価点
Sn 

(MPa) 
Sp 

(MPa) 
3Sm 

(MPa) 

P01

P02

P03

P04

P05

P06

P07

P08

P09

P10

P11

P12

P13

P14
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３．疲労評価方法

（１）繰返しピーク応力強さ（ܵℓ） 

疲労解析に用いる繰返しピーク応力強さを，一次＋二次＋ピーク応力強さ（ܵ）から，

次式により求める。

ܵℓ ൌ
ܵ
2

 

ただし，一次＋二次応力の応力強さ（ܵ）が3ܵを超える応力評価点については，

設計・建設規格 CSS-3320 に従い，繰返しピーク応力強さの割増しを行う。 

（２）縦弾性係数の補正

（１）項で求めたܵℓに対し，設計疲労線図に使用されている縦弾性係数（ܧ）と解析

に用いる縦弾性係数（ܧ）との比を考慮し，設計・建設規格 添付 4-2 3.2(1)のとおり，

次式の補正を行う。

ܵℓ
′ ൌ ܵℓ ൈ

ܧ
ܧ

 

ܧ ൌ 1.95 ൈ 10ହ MPa（設計・建設規格 添付 4-2 に示された縦弾性係数） 

	ܧ ൌ  MPa（運転温度（ ℃）に対する縦弾性係数） 

（３）疲れ累積係数の算出

疲れ累積係数の算出にあたって，ܵℓ
′に対応する許容繰返し回数（ ܰ）を用いて，Ss

地震による繰返し回数 ܰ（60 回）として，設計・建設規格 CSS-3113 または CSS-3320

に従い，Ss 地震による疲れ累積係数（ ௌܷ௦）を下式により算出し，許容値である 1.0 以

下であることを確認する。

ௌܷ௦ ൌ
60

ܰ

なお，繰返しピーク応力強さが 194MPa 以下のものについては，設計疲労線図とし

て，設計・建設規格 表 添付 4-2-2 設計疲労線図（図 添付 4-4-4-(1)の曲線 C）を用い

る。

４．評価結果

 炉心シュラウドの疲労評価結果を表１９－４，環境疲労を考慮した疲れ累積係数に基

準地震動 Ss（800gal）による疲れ累積係数を加算した結果を表１９－５に示す。 

全ての応力評価点における疲れ累積係数は許容値 1.0 以下であり，耐震安全性に問題が

ないことを確認した。

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



添付資料１９－１（７／９）

101 
 

表１９－４ 炉心シュラウドの疲労評価結果（地震動 Ss） 

応力 

評価点 

Sn 

(MPa) 

Sp 

(MPa)

3Sm*1 

(MPa) 
K*2 Ke*3 

Sℓ 

(MPa)

Sℓ'*4

(MPa)
Na Nc 

USs 

(Nc/Na)

P01 60 

P02 60 

P03 60 

P04 60 

P05 60 

P06 60 

P07 60 

P08 60 

P09 60 

P10 60 

P11 60 

P12 60 

P13 60 0.1055 

P14 60 

注 ：疲れ累積係数は，設計・建設規格 CSS-3113 または CSS-3320 に従い算出する。 

注記*1：運転温度（ ℃）に対する値 

*2：K = Sp/Sn

*3：一次＋二次応力強さ（Sn）が，3Sm を超える場合は，繰り返しピーク応力強

さの割増を行う（設計・建設規格 CSS-3320）。 

*4： Sℓ' =  Sℓ ×
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表１９－５ 炉心シュラウドの疲労評価結果（環境疲労＋地震動 Ss） 

分類 疲れ累積係数

評価点 Uen USs Uen+USs 許容値

P01 １

P01’ １

P02 １

P02’ １

P03 １

P03’ １

P04 １

P04’ １

P05 １

P05’ １

P06 １

P06’ １

P07 １

P07’ １

P08 １

P08’ １

P09 １

P09’ １

P10 １

P10’ １

P11 １

P11’ １

P12 １

P12’ １

P13 0.0049 0.1055 0.1104 １

P13’ 0.0049 0.1055 0.1104 １

P14 １

P14’ １
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５．評価温度に対する検討

本評価においては，安定停止の維持状態の温度ではなく運転温度を用いている。評価に

おいて温度に依存するパラメータとして，設計応力強さ（Sm）と縦弾性係数（E）がある

ため，その影響について検討する。

設計応力強さ（Sm）は設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表１に示された値であり，

温度の増加に伴い減少する。設計応力強さ（Sm）は，許容値 3Sm として用いるため，運

転温度にて評価した場合，保守的な評価となる。

縦弾性係数（E）は，付録材料図表 Part6 表１より求めるが，温度の増加に伴い減少する。

縦弾性係数（E）は，3.(2)項のとおり設計疲労線図から読み取るための補正繰返しピーク応

力強さܵℓ
′を求めるために用いる。運転温度にて評価した場合，縦弾性係数（E）の減少に

伴い補正繰返しピーク応力強さܵℓ
′が増加する。繰返しピーク応力強さが増加すると，許容

繰返し回数が減少するため，保守的な評価となる。

以 上
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シュラウドサポートの疲労割れに対する評価の具体的内容 

１．評価仕様

（１）解析モデル及び応力評価点

形状・寸法・材料及び応力評価点は，浜岡原子力発電所第 3 号機工事計画届出書（本

浜岡発第 856 号 平成 17 年１月 20 日届出）参考資料「Ⅳ-2-1-3 シュラウドサポート

の応力計算書」と同様であり，シュラウドサポートの形状・寸法・材料・評価点を図１

９－４に示す。

応力は，下部鏡板，支持スカート，シュラウドサポート及び炉心シュラウド下部胴を

模擬した解析モデルを用いて評価を行った。解析モデルの詳細を図１９－５に示す。

図１９－４ シュラウドサポートの形状・材料・寸法・応力評価点
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図１９－５ シュラウドサポートの解析モデル
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（２）物性値の条件

評価に用いる物性値は，運転温度 ℃に対する値を用いる。

（３）入力条件

① 地震時等価繰り返し回数 ܰ ： 60 回

② 地震荷重 ：基準地震動 Ss（800gal）地震荷重

評価に用いる基準地震動 Ss（800gal）地震荷重の値を表１９－６及び表１９－７に

示す。

表１９－６ 荷重条件（シュラウドサポート）

荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント 

V1
（kN） 

V2
（kN） 

V3*

（kN） 

H 

（kN） 

M 

（kN・m） 

基準地震動 Ss 

注  ：評価を行う際に，

を考慮する。 

注記*：この荷重は， 作用する荷重である。 

図１９－６ シュラウドサポートに作用する荷重
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表１９－７ 荷重条件（下部鏡板及び原子炉圧力容器支持スカート）

荷重名称 

鉛直力 水平力 モーメント 

V1
（kN） 

V2
（kN） 

H 

（kN） 

M 

（kN・m） 

基準地震動 Ss 

注１： V1荷重は

注２： V2荷重は

（４）応力の記号と方向

応力の記号とその方向は下記のとおりとする。

  σt：周方向応力

  σℓ：軸方向応力

  σr：半径方向応力

τ：せん断応力

（５）応力集中係数

応力集中係数を表１９－８に示す。

図１９－７ 下鏡に作用する荷重
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表１９－８ 応力集中係数 

応力評価点 

応力集中係数 

備考 Kn 

引張り 

Kb 

曲げ 

P01 
設計・建設規格 CSS-3140(1) 

P02 

P03～P10 

P11～P12 

P13～P16 

設計・建設規格 CSS-3140(1) 

P17 
設計・建設規格 CSS-3140(1) 

P18 

＊１ March 1979 Revision of WRC Bulletin 107/August 1965 「Local Stress in 

Spherical and Cylindrical Shells due to External Loadings」 

＊２ 西田正孝，“応力集中”，北森出版，昭和 42 年 
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２．応力計算 

 応力の計算には，計算機コード「STANSAS」を用いた。応力計算のモデル及び仮定した

境界条件（拘束条件）は図１９－５のとおりである。 

 計算された各荷重による応力を，応力の分類ごとに重ね合わせ組合せ応力を求める。組合

せ応力が一般にσt ，σℓ ，σr ，τtℓ ，τℓr ，τrt の６成分をもつ場合には，主応力（σ1，

σ2，σ3）は次式を満足するσの３根として計算する。 

 

ଷߪ െ ሺߪ௧  ℓߪ  ሻߪ ∙ ߪ
ଶ  ሺߪ௧ ∙ ℓߪ  ℓߪ ∙ ߪ  ߪ ∙ ௧ߪ െ ߬௧ℓ

ଶ െ ߬ℓ
ଶ െ ߬௧

ଶሻ ∙  ߪ

െߪ௧ ∙ ℓߪ ∙ ߪ  ௧ߪ ∙ ߬ℓ
ଶ  ℓߪ ∙ ߬௧

ଶ  ߪ ∙ ߬௧ℓ
ଶ
െ 2 ∙ ߬௧ℓ ∙ ߬ℓ ∙ ߬௧ ൌ 0 

 

応力差ߪଵଶ，ߪଶଷ，ߪଷଵを次式により求め，その絶対値で最大のものを応力強さとする。 

ଵଶߪ ൌ ଵߪ െ  ଶߪ

ଶଷߪ ൌ ଶߪ െ  ଷߪ

ଷଵߪ ൌ ଷߪ െ  ଵߪ

 

以上より求められた各応力評価点での Ss 地震荷重（800gal）による一次＋二次応力強さ

（Sn）および一次＋二次＋ピーク応力強さ（Sp）の結果を表１９－９に示す。 

 

表１９－９ Ss 地震荷重による応力強さの評価結果（代表点） 

応力評価点 
Sn 

(MPa) 
Sp 

(MPa) 
3Sm 

(MPa) 

P02  

P09  

P16  

 

 

３．疲労評価方法 

（１）繰返しピーク応力強さ（ܵℓ） 

 疲労解析に用いる繰返しピーク応力強さを，一次＋二次＋ピーク応力強さ（ܵ）から，

次式により求める。 

ܵℓ ൌ
ܵ
2

 

ただし，一次＋二次応力の応力最大範囲（ܵ）が3ܵを超える応力評価点について

は，設計・建設規格 CSS-3320 に従い，繰返しピーク応力強さの割増しを行う。 

 

（２）縦弾性係数の補正 

 （１）項で求めたܵℓに対し，設計疲労線図に使用されている縦弾性係数（ܧ）と解析

に用いる縦弾性係数（ܧ）との比を考慮し，設計・建設規格 添付 4-2 3.2(1)のとおり，

次式の補正を行う。 

ܵℓ
′ ൌ ܵℓ ൈ

ܧ
ܧ
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ܧ ൌ 1.95 ൈ 10ହ MPa（設計・建設規格 添付 4-2 に示された縦弾性係数） 

	ܧ ൌ  MPa（運転温度（ ℃）に対する縦弾性係数） 

 

（３）疲れ累積係数の算出 

 疲れ累積係数の算出にあたって，ܵℓ
′に対応する許容繰返し回数（ ܰ）を用いて，Ss

地震による繰返し回数 ܰ（60 回）として，設計・建設規格 CSS-3113 または CSS-3320

に従い，Ss 地震による疲れ累積係数（ ௌܷ௦）を下式により算出し，許容値である 1.0 以

下であることを確認する。 

ௌܷ௦ ൌ
60

ܰ
 

なお，繰返しピーク応力強さが 194MPa 以下のものについては，設計疲労線図とし

て，設計・建設規格 表 添付 4-2-2 設計疲労線図（図 添付 4-4-4-(1)の曲線 C）を用い

る。 

 

４．評価結果 

 シュラウドサポートの疲労評価結果を表１９－１０，環境疲労を考慮した疲れ累積係

数に基準地震動 Ss（800gal）による疲れ累積係数を加算した結果を表１９－１１に示す。 

全ての応力評価点における疲れ累積係数は許容値 1.0 以下であり，耐震安全性に問題が

ないことを確認した。 

 

表１９－１０ シュラウドサポートの疲労評価結果（地震動 Ss，代表点） 

応力 

評価点 

Sn 

(MPa) 

Sp 

(MPa)

3Sm*1 

(MPa) 
K*2 Ke*3 

Sℓ 

(MPa)

Sℓ'*4

(MPa)
Na Nc 

USs 

(Nc/Na)

P02 60 

P09 60 

P16 60 0.3637 

 

注  ：疲れ累積係数は，設計・建設規格 CSS-3113 または CSS-3320 に従い算出する。 

注記*1：運転温度（ ℃）に対する値 

*2：K = Sp/Sn 

*3：一次＋二次応力強さ（Sn）が，3Sm を超える場合は，繰り返しピーク応力強

さの割増を行う（設計・建設規格 CSS-3320）。 

*4： Sℓ' =  Sℓ ×
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表１９－１１  シュラウドサポートの疲労評価結果（環境疲労＋地震動 Ss） 

分類 疲れ累積係数 

評価点 Uen USs Uen+USs 許容値 

P01  １ 

P01’  １ 

P02  １ 

P02’  １ 

P03  １ 

P03’  １ 

P04  １ 

P04’  １ 

P05  １ 

P05’  １ 

P06  １ 

P06’  １ 

P07  １ 

P07’  １ 

P08  １ 

P08’  １ 

P09  １ 

P09’  １ 

P10  １ 

P10’  １ 

P11  １ 

P11’  １ 

P12  １ 

P12’  １ 

P13  １ 

P13’  １ 

P14 0.2646  0.0001  0.2647  １ 

P14’ 0.2646  0.0001  0.2647  １ 

P15  １ 

P15’  １ 

P16 0.0341  0.3637  0.3978  １ 

P16’ 0.0341  0.3637  0.3978  １ 

P17   １ 

P17’   １ 

P18   １ 

P18’   １ 
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５．評価温度に対する検討 

 本評価においては，安定停止の維持状態の温度ではなく運転温度を用いている。評価に

おいて温度に依存するパラメータとして，設計応力強さ（Sm）と縦弾性係数（E）がある

ため，その影響について検討する。 

 設計応力強さ（Sm）は，設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表１に示された値であ

り，評価対象の材料（NCF600）では，常温から運転温度の範囲で同値であるため，評価

に影響はない。 

 縦弾性係数（E）は，付録材料図表 Part6 表１より求めるが，温度の増加に伴い減少する。

縦弾性係数（E）は，3.(2)項のとおり設計疲労線図から読み取るための補正繰返しピーク応

力強さܵℓ
′を求めるために用いる。運転温度にて評価した場合，縦弾性係数（E）の減少に

伴い補正繰返しピーク応力強さܵℓ
′が増加する。繰返しピーク応力強さが増加すると，許容

繰返し回数が減少するため，保守的な評価となる。 

 

以 上 
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タイトル 

 

上部格子板の靭性低下に対する評価の具体的内容について 

 

 

説明 

 

上部格子板のうち高速中性子照射量（以下「照射量」という。）が大きいグリ

ッドプレートに対して，照射誘起型応力腐食割れ（以下「IASCC」という。）が

発生するものと仮定し， IASCC によるき裂進展と中性子照射量の増加による

靭性低下を考慮して，地震力を受けた場合のき裂安定性評価を行った。 

 

１．評価条件 

（１）初期想定欠陥 

上部格子板のグリッドプレート（下格子）の切欠き部に設定する初期き裂

の想定位置については図 20－１のとおりである。初期き裂は深さ（板厚方

向）0.05mm，長さ（鉛直方向）0.5mm の 1/4 楕円き裂とする。なお，初期

き裂の想定寸法については，「BWR 炉内構造物点検評価ガイドライン［炉心

シュラウド］」を参考に設定している。 

 

 

図 20－１ 上部格子板の初期き裂想定位置及び評価モデル 

 

（２）作用応力条件及び差圧条件 

 評価における作用応力はき裂進展評価においては死荷重による応力を用

い，破壊評価においては死荷重及び地震荷重による応力を用いる。なお，設

計差圧はき裂を進展させる方向に作用しないため，考慮しない。死荷重及び

地震荷重による応力について①，②及び表 20－１に，各計算に用いた記号

について表 20-２に示す。 
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① 死荷重による応力 

死荷重による鉛直方向荷重による曲げ応力は，建設工認の方法に基づ

きグリッドプレートを両端固定はりとみなして以下のとおり算定する。 

自重によりグリッドプレートに作用する荷重 ீܹを次式により求める。 

  ீܹ ൌ ߛ ∙ ݃ ∙ ܮ ∙ ݐ ∙ ሺ݄ଵ  ݄ଶሻ 

この時ܮଵにおける曲げモーメントܯଵは 

ଵܯ   ൌ
ௐಸ

ଶ
ቀ





భ
మ


െ     ଵቁܮ

であり，発生する曲げ応力ߪଵは次式のとおりである。 

ଵߪ   ൌ
ெಽభ

భ
  

ここで， ܼଵ ൌ
௧∙భ

మ


 である。 

 

② 地震荷重による応力 

ａ．水平力による膜応力 

地震荷重により生じる水平力による膜応力ߪは，建設工認の方法

に基づき上部格子板に作用する水平力ܪより求める。水平力による膜

応力ߪは格子１個あたりの値であり，水平力は燃料集合体 764 体に

よる値であるため，１格子あたり最大４体分に相当する水平力 ுܹが

作用するものとして算定する。 

  ுܹ ൌ ܪ ∙
ସ

ସ
  

ߪ   ൌ
ௐಹ

ଶ
  

ここで，ܣ ൌ ݄ଵ ∙  。である ݐ

 

ｂ．鉛直方向荷重による曲げ応力 

地震荷重による鉛直方向荷重による曲げ応力は，建設工認の方法

に基づきグリッドプレートを両端固定はりとみなして以下のとおり

算定する。 

地震力によりグリッドプレートに作用する荷重 ܹを次式により求

める。 

  ܹ ൌ ߛ ∙ ݃ ∙ ܮ ∙ ݐ ∙ ሺ݄ଵ  ݄ଶሻ ∙  ܥ

この時ܮଵにおける曲げモーメントܯଵ௦は 

ଵ௦ܯ   ൌ
ௐೇ

ଶ
ቀ





భ
మ


െ     ଵቁܮ

であり，発生する曲げ応力ߪଵ௦は次式のとおりである。 

ଵ௦ߪ   ൌ
ெಽభೞ

భ
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ｃ．水平方向荷重による曲げ応力 

地震荷重により生じる水平方向荷重による曲げ応力ߪଶは，建設工

認の方法に基づき水平力により生じる最大曲げモーメントܯ௫から

以下のとおり求める。 

௫ܯ ൌ
ௐಹ∙మ

ଵଶ
  

ଶߪ   ൌ
ெೌೣ

మ
  

ここで， ܼଶ ൌ
భ∙௧

మ


 である。 

 

表 20－１ 作用応力条件 

（単位：MPa）

荷重区分 

水平力による 

膜応力 

 （ߪ）

鉛直方向荷重に 

よる曲げ応力 

 （ଵߪ）

水平方向荷重に 

よる曲げ応力 

 （ଶߪ）

死荷重 

地震荷重 

Ss(800gal) 

  

  

 

 

表 20－２ 記号の説明 

項目 記号 入力値 単位 

材料の比重量 ߛ kg/mm3 

グリッドプレート板厚 ݐ mm 

グリッドプレートの 

切欠き部を除く高さ 
݄ଵ mm 

切欠き部の高さ ݄ଶ mm 

最長グリッドプレート長さ ܮ mm 

グリッドプレート端部からの長さ ܮଵ mm 

グリッドプレートの 

切欠き部間の長さ 
 ଶ mmܮ

グリッドプレートの格子全体に 

作用する水平力 
 kN ܪ

鉛直震度 ܥ － 

重力加速度 ݃ 9.80665 m/s2 

 

 

 

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



別紙２０ 

116 
 

 

（３）破壊靭性値 KIC 

 死荷重，地震荷重によるき裂の応力拡大係数（K値）が破壊靭性値を超え

るか否かによる線形弾性破壊基準の判定を行う。評価に使用する破壊靭性

値は，発電用原子力設備規格 維持規格 添付 E-14 に従い，照射量φが 

 3.0×1024 n/m2 ＜ φ ≦ 8.0×1024 n/m2 （Ｅ＞1 MeV）の場合，

ூܭ   ൌ  ݉√ܽܲܯ		165

 8.0×1024 n/m2 ＜ φ （Ｅ＞1 MeV）の場合， 

ூܭ   ൌ  ݉√ܽܲܯ		43.2

とする。 

 

（４）中性子束 

照射量を得るための高速中性子束条件について，保守的に固定値を適用

した。中性子束は，図 20－１に示すグリッドプレート下格子切欠き部の値

を用い，  n/cm2/s を適用した。 

 

２．評価 

（１）き裂進展評価 

発電用原子力設備規格 維持規格 解説 IJG-B-3「IASCC 発生のしきい照

射量」からグリッドプレート材質が SUS316L であることから照射量が 1.0×

1025n/m2を超えた時点でき裂が進展するものとした。 

なお，照射量が IASCC 発生のしきい値を超えてき裂が進展し始めると想

定した年数は，１．（４）に示す中性子束より， EFPY となる。 

 

① き裂進展速度 

き裂進展速度は維持規格におけるオーステナイト系ステンレス鋼の

BWR 炉内水質環境中の SCC き裂進展速度（中性子照射量が 5.0×1024n/m2

（E>1MeV）を超える場合）を用いた。き裂進展速度の算出に用いるパラ

メータは表 20－３のとおりとした。 

 

表 20－３ き裂進展速度の算出に用いるパラメータ 

パラメータ 設定値 単位 

初期鋭敏化度 EPR0 C/m2 

導電率 κ μS/m 

腐食電位 φ mVSHE 
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② 評価期間 

き裂進展評価の評価期間は，運転開始後 40 年までの期間とする。た

だし，平成 22 年 11 月 29 日の原子炉停止以降は安定停止を前提として

いるため，安定停止期間中の高速中性子束は 0n/cm2/s として評価する。 

このため，評価期間は中性子照射量がしきい値を超過した時点～原子

炉停止であり，この期間の年数は， EFPY から 18.43EFPY となる。 

 

③ 応力拡大係数（K値）評価 

1/4 楕円コーナき裂に作用する応力拡大係数（K 値）は，  

に基づき計算する。 

応力拡大係数（K値）については，水平力による膜応力（ߪ）による K

値，鉛直方向荷重による曲げ応力（ߪଵ）による K 値及び水平方向荷重に

よる曲げ応力（ߪଶ）による K値をそれぞれ求め，その重ね合わせを行う。

それぞれの応力における K値の算出式は以下のとおりとなる。 
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図 20－２ 応力拡大係数評価式における座標軸の定義 

 

 

④ き裂進展評価 

初期き裂から時間ステップごとに深さ方向及び長さ方向のき裂進展量

増分を求め，評価期間に達するまでき裂進展計算を繰り返すことにより，

評価期間である 18.43EFPY 時点のき裂寸法を求めた。18.43EFPY 時点まで

のき裂進展評価の結果を表 20－４に示す。 

 

表 20－４ 18.43EFPY 時点のき裂進展評価結果 

項目 値 単位 

き裂深さ  mm 

き裂長さ  mm 

（２）破壊評価 

 前項で求めた運転開始後 40 年時点（18.43EFPY）のき裂に対して破壊評

価を実施した。破壊評価においては死荷重及び地震荷重（表 20－１）を考

慮した。 

18.43EFPY 時点の中性子照射量φは  n/m2であり，１．（３）で

示したとおり破壊靭性値は43.2		ܽܲܯ√݉となる。 

18.43EFPY 時点の水平力，水平方向荷重及び鉛直方向荷重による曲げモ

ーメントそれぞれによる応力拡大係数の算出結果を表 20－５に示す。 

それぞれの応力拡大係数の合計は，破壊靭性値を下回ることから，不安

定破壊は生じず，上部格子板の IASCC 及び中性子照射量の増加による靭

性低下は耐震安全性に問題のないことを確認した。 
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表 20－５ 破壊評価結果 

評価位置 

応力拡大係数(MPa√m) 許容値 

水平力 

鉛直方向＊1

荷重による

曲げ 

水平方向 

荷重による

曲げ 

合計 
破壊靭性値 

(	MPa√m) 

最深点Ａ 1.11＊2 43.2 

表面点Ｃ 0.49＊2 43.2 

＊1 死荷重によるものを含む。 

＊2 合計が合わないのは丸め誤差によるもの。 

 

３．応力集中による影響程度の確認 

グリッドプレート下格子切欠き部における応力集中の影響を定量的に確認

することを目的に以下のとおり評価を行った。 

応力集中による影響程度の確認のための評価では，保守的に応力集中係数

を５とし，応力集中係数を乗じた応力を用いて１．項，２．項に従いき裂進

展評価及び破壊評価を行った。運転開始後 40 年時点（18.43EFPY）のき裂進

展評価結果（応力集中による影響程度の確認）を表 20－６に，破壊評価結果

（応力集中による影響程度の確認）のための評価を表 20－７に示す。 

 

表 20－６ 18.43EFPY 時点のき裂進展評価結果 

（応力集中による影響程度の確認） 

項目 値 単位 

き裂深さ mm 

き裂長さ mm 

 

表 20－７ 破壊評価結果（応力集中による影響程度の確認） 

評価位置 

応力拡大係数(MPa√m) 許容値 

水平力 

鉛直方向＊1

荷重による

曲げ 

水平方向 

荷重による

曲げ 

合計 
破壊靭性値 

(	MPa√m) 

最深点Ａ 17.22 43.2 

表面点Ｃ 16.15＊2 43.2 

＊1 死荷重によるものを含む。 

＊2 合計が合わないのは丸め誤差によるもの。 

 

以上より，応力集中を考慮した場合においても安定停止を前提とした評価

期間において，初期き裂の進展後のき裂は板厚貫通に至らず，このき裂に作

用する応力拡大係数の合計は破壊靭性値 43.2	MPa√mに比べ十分に余裕があ

ることから，耐震安全性への影響はないものと判断する。 
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タイトル 

 

後打ちアンカの評価における設計許容荷重の設定根拠及び減肉後の応力評価の

算定根拠について 

 

 

説明 

 

後打ちアンカについては，メーカーの後打ちアンカ使用基準＊に基づき設計許

容荷重を定めており，この値以上の荷重がボルトに作用しないよう施工してい

ます。 

後打ちアンカ使用基準の設計許容荷重のうち許容引張荷重については，ボル

トの引張強度（設計降伏点ベース），コンクリートのコーン状破壊強度及びメー

カーの引張試験の最小破壊荷重を考慮して設定しています。 

また，許容せん断荷重については，ボルトのせん断強度（設計降伏点ベース）

を考慮して設定しています。 

 

後打ちアンカの評価にあたっては，ボルトの技術評価により想定される運転

開始後 60 年時点での減肉量（半径方向に 0.3mm）を考慮した上で，設計許容荷

重が作用した場合であっても発生応力が許容応力以下になることを確認してい

ます。 

後打ちアンカ減肉後の応力評価の算定条件及び算定結果を，添付資料２１－

１に示します。 

 

なお，Ｓクラス機器については，耐震バックチェックにおいてプラント全体と

して基準地震動 Ss（最大加速度 800gal）に対する耐震安全性を確認しています。

その中で後打ちアンカを使用している設備についても耐震安全性を確認してお

り，ボルトの減肉による影響を考慮した場合であっても発生応力が許容応力以

下になることを確認しています（添付資料２１－２）。 

 

添付資料２１－１ 後打ちアンカ減肉後の発生応力の算定条件及び算定結果 

添付資料２１－２ Ｓクラス機器の後打ちアンカ評価例 

 

＊ 改造工事での機器の支持，配管サポート，空調ダクトサポート，ケーブルト

レイサポート，電線管サポート及び計装配管サポート等に使用する標準的

な基準です。なお，改造工事においては，材質変更等により個別に設計許容

荷重を設定する場合があります。 

 

以 上
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標準後打ちアンカ減肉後の発生応力の算定条件及び算定結果 

型式 
ボルト 
呼び径 

断面積＊１ 

荷重方向 
設計許容荷重＊２ 

（kN） 
減肉後発生応力＊３

（MPa） 
許容応力＊４

（MPa） 
減肉後の 
応力比＊５ 

減肉前 
（mm２） 

減肉後 
（mm２） 

メカニカル
アンカ 

M6 19.0 14.6 
引張 1.56 108 245 0.44 

せん断 0.98 67 141 0.48 

M8 34.7 28.7 
引張 2.15 76 245 0.31 

せん断 1.33 47 141 0.33 

M10 55.1 47.5 
引張 2.84 60 245 0.25 

せん断 1.72 37 141 0.26 

M12 80.2 71.0 
引張 4.51 64 245 0.26 

せん断 2.70 39 141 0.27 

M16 150.3 137.6 
引張 6.47 47 245 0.20 

せん断 3.92 29 141 0.21 

M20 234.9 218.9 
引張 11.37 52 235 0.23 

せん断 6.86 32 135 0.24 

ケミカル 
アンカ 

M12 80.2 71.0 
引張 4.90 69 245 0.29 

せん断 3.92 56 141 0.40 

M16 150.3 137.6 
引張 12.74 93 245 0.38 

せん断 8.62 63 141 0.45 

M20 234.9 218.9 
引張 18.14 83 235 0.36 

せん断 12.25 56 135 0.42 

M22 292.4 274.5 
引張 25.49 93 235 0.40 

せん断 16.67 61 135 0.45 

*1：谷径断面積 
*2：全ての許容応力状態に適用する。 
*3：保守的に運転開始後 60 年間の腐食量である半径方向 0.3mm を想定した。 
*4：ボルトの許容応力は以下の通り。（JSME S NC1-2005 及び JEAG4601-1987 による） 
・許容応力（引張）：1.5ft＝1.5×F/1.5＝1.5×245/1.5＝245MPa（d≦16mm の場合） 
・許容応力（せん断）：1.5fs＝1.5×F/(1.5√3)＝1.5×245/(1.5√3)＝141MPa（d≦16mm の場合） 
・ボルトの材質：SS400 
・設計降伏点：Sy（245MPa（d≦16mm），235MPa（16mm＜d≦40mm）），設計引張強さ：Su（400MPa） 
・F＝MIN（Sy，0.7Su）＝245MPa（d≦16mm），235MPa（16mm＜d≦40mm） 
*5：減肉後発生応力／許容応力  

添
付
資

料
２
１
－
１
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Ｓクラス機器の後打ちアンカ評価例 

 

 

Ｓクラス機器の後打ちアンカについて，基準地震動 Ss（最大加速度 800gal）に対する評価例を以下に示します。 

なお，本設備は，改造工事において耐震余裕を確保する観点から，個別に設計許容荷重を設定しています。 

 

 

分類 設備 型式 
ボルト
呼び径

断面積＊１ 

荷重方向
設計許容荷重

（kN） 
発生荷重
（kN） 

減肉後 
発生応力＊２

（MPa） 

許容応力＊３

（MPa） 
減肉後の 
応力比＊４ 

減肉前
（mm２）

減肉後
（mm２）

機械 
設備 

燃料取替機 
ガイドプレート 

固定アンカボルト*5 

ケミカル
アンカ 

M16 150.3 137.6 
引張 20.4 10.3 75 586 0.13 

せん断 43.7 10.5 77 338 0.23 

*1：谷径断面積 
*2：保守的に運転開始後 60 年間の腐食量である半径方向 0.3mm を想定した。 
*3：ボルトの許容応力は以下の通り。（JSME S NC1-2005 及び JEAG4601-1987 による） 
・許容応力（引張）：1.5ft＝1.5×F/1.5＝1.5×586/1.5＝586MPa 
・許容応力（せん断）：1.5fs＝1.5×F/(1.5√3)＝1.5×586/(1.5√3)＝338MPa 
・ボルトの材質：  
・周囲環境温度： ℃ 
・設計降伏点：Sy（ MPa（d≦ mm）），設計引張強さ：Su（ MPa） 
・F＝MIN（Sy，0.7Su）＝586MPa 

*4：減肉後発生応力／許容応力 

*5：燃料取替機は B クラス機器であるが，S クラス機器の上部を通過する等，その破損が S クラス機器に波及的破損を生じさせる可能性があるため評価

を実施している。 

 

添
付
資
料
２
１
－
２
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タイトル 

 

低圧炉心スプレイポンプ及び原子炉機器冷却水熱交換器の機器付基礎ボルトの

腐食に対する評価の具体的内容について 

 

 

説明 

 

①低圧炉心スプレイポンプ  

 低圧炉心スプレイポンプ（基礎ボルト）の評価内容を以下に示す。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 低圧炉心スプレイポンプは，たて型ポンプであり，基礎ボルトで十分剛な基

礎に固定されている。添付資料２２－１に構造図を示す。 

 

（２）解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示す。 

      

 

 

図２２－１ 低圧炉心スプレイポンプ（基礎ボルト）の解析モデル 

 

（３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － Ｓ － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL -15.0 ｍ 

固有周期 － ｓ 

水平方向設計震度 ܥு  － 

鉛直方向設計震度 ܥ  － 

ポンプ振動による震度 ܥ － 

＊：SS（800gal）地震力が S1地震力及び Sクラスの機器に適用される静

的地震力より大きく，SS 地震力による評価応力がⅢAS の許容応力を

下回るため，S1地震力及び静的地震力による評価を省略 

 

 

h 

D/2 D/2 

モデル化 
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（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 48 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

据付面に作用する重量 ܹ  kg 

ボルトの本数 n － 

引張力の作用するボルトの

評価本数 
݊ － 

据付面から重心までの距離 ݄  mm 

ボルトのピッチ円直径 ܦ  mm 

 

２．評価方法 

（１）応力計算 

ａ．引張応力 

円形配置の基礎ボルトであるため，引張力は転倒支点から正比例した

力が作用するものとし，最も厳しい条件として支点から最も離れたボル

トについて計算する。 

 

図２２－２ 基礎ボルト評価の円形計算モデル 

 

引張力 

ܨ ൌ
ܹ൫ܥு  ൯݄ܥ െ ܹ൫1 െ ܥ െ ൯ܥ

ܦ
2

3
8
݊ܦ

 

引張応力 

ߪ ൌ
ܨ
ܣ

 

 

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ は， 

ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  
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ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

ܳ ൌ ܹ൫ܥு   ൯ܥ

せん断応力 

߬ ൌ
ொ್

್
  

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪ 41 MPa 

せん断 ߬ 12 MPa 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SNCM439 － 

ボルト径 ݀ 48 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 855.29  

ܵ௨ ൌ ൌ 936.91  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ855.29	, 0.7 ൈ 936.91ሻ 

				ൌ Minሺ855.29	, 655.84ሻ 														ൌ 655.84 
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・引張許容応力の算出 

௧݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ହହ.଼ସ

ଶ
ൌ 491.88  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ହହ.଼ସ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 378.65  

・せん断応力（߬ ൌ 12	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂	, 1.4 ௧݂ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ491.88	, 1.4 ൈ 491.88 െ 1.6 ൈ 12ሻ 

						ൌ Minሺ491.88	, 669.43ሻ 	ൌ 491.88 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力* 単位 

引張 ߪ ൌ 41 ௧݂௦ ൌ 491 MPa 

せん断 ߬ ൌ 12 ௦݂ ൌ 378 MPa 

*：ⅢAS の許容応力を示す。
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②原子炉機器冷却水熱交換器

原子炉機器冷却水熱交換器（基礎ボルト）の評価内容を以下に示す。

１．評価仕様

（１）機器構造

 原子炉機器冷却水熱交換器は，横置円筒型容器であり，２個の脚のうち１個

は胴の長手方向にスライドできる構造となっている。添付資料２２－２に構

造図を示す。

（２）解析モデル

本評価の解析モデルを以下に示す。

図２２－３ 原子炉機器冷却水熱交換器基礎ボルトの解析モデル

（３）耐震条件

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － S － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL -15.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － －

水平方向設計震度 ܥு －

鉛直方向設計震度 ܥ －

*1：鉛直方向については剛構造とみなしている。

*2：設置基礎台の高さを考慮して震度補正している。

*3：SS（800gal）地震力が S1地震力及び Sクラスの機

器に適用される静的地震力より大きく，SS地震力

による評価応力がⅢAS の許容応力を下回るため，S1
地震力及び静的地震力による評価を省略 

c2251174
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（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 56 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

熱交換器の運転重量 ܹ  kg 

脚の重量 ௦ܹ kg 

静荷重（i=1） ଵܹ  kg 

静荷重（i=2） ଶܹ  kg 

静荷重（i=3） ଷܹ  kg 

静荷重（i=4） ସܹ  kg 

静荷重（i=5） ହܹ  kg 

静荷重（i=6） ܹ  kg 

静荷重（i=7） ܹ  kg 

脚中心間距離 ℓ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=1） ℓଵ  mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=2） ℓଶ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=3） ℓଷ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=4） ℓସ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=5） ℓହ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=6） ℓ mm 

第 1 脚から各荷重までの距離（i=7） ℓ mm 

基礎から脚の胴つけ根部までの高さ ݄ଵ mm 

基礎から胴の中心までの高さ ݄ଶ mm 

脚 1 個あたりの基礎ボルトの本数 n － 

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊ଵ － 

脚底板の長手方向に対する長さ ܽ mm 

脚底板の横方向に対する長さ b mm 

脚底板端面から基礎ボルト中心までの

距離 
݀ଵ mm 

基礎ボルトと基礎の弾性係数比 s － 
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２．評価方法 

（１）応力計算 

鉛直方向と長手方向に地震が作用した場合 

ａ．引張応力 

鉛直方向と長手方向に地震が作用した場合，脚底面に働くモーメント

はܯℓଵであり，ここで， 

ℓଵܯ ൌ
ଵ

ଶ
ுܥ ܹ݄ଵ  

鉛直力 ௦ܲは， 

௦ܲ ൌ ሺ1 െ ሻሺܴܥ  ௦ܹሻ െ ℓܲ  

ここで， 

ℓܲ ൌ ுሺܥ ܹ െ ௦ܹሻ
మି

భ

మ
భ

ℓబ
  

また，R はܴଵとܴଶのいずれか大きい値であり， 

ܴଶ ൌ ∑ ܹ
ℓ

ℓబ

భ
ୀଵ   

ܴଵ ൌ ∑ ܹ െ ܴଶ
భ
ୀଵ   

となる。 

 

モーメントと圧縮荷重の比を 

݁ ൌ
ெℓభ

ೞ
  

とすると，e が負の場合及び 

݁ 





ௗభ

ଷ
  

の時，基礎ボルトに引張応力が生じ，この引張応力は次のようにして求

められる。 

 

図２２－４ 基礎部に作用する外荷重より生じる荷重の関係 
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中立軸の位置ܺを 

ܺ
ଷ  3 ቀ݁ െ



ଶ
ቁܺ

ଶ
െ

௦್భ


ቀ݁ 



ଶ
െ ݀ଵቁ ሺܽ െ ݀ଵ െ ܺሻ ൌ 0  

により求めると，基礎ボルトに生じる引張力は 

ܨ ൌ
ೞቀି

ೌ

మ
ା

య
ቁ

ିௗభା

య

  

となる。したがって，基礎ボルトに生じる引張応力は次のようになる。

ଵߪ ൌ
ி್

್భ
  

 

 

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ は， 

ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  

 

ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

߬ଵ ൌ
ಹௐబ

್
  

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪଵ 94 MPa 

せん断 ߬ଵ 56 MPa 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 56 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 
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ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補正

により 

ܵ௬ ൌ ൌ 206.09  

ܵ௨ ൌ ൌ 385.89  

 

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ206.09	, 0.7 ൈ 385.89ሻ 

				ൌ Minሺ206.09	, 270.12ሻ 														ൌ 206.09 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶ.ଽ

ଶ
ൌ 154.57  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶ.ଽ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 118.99  

・せん断応力（߬ ൌ 56	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂	, 1.4 ௧݂ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ154.57	, 1.4 ൈ 154.57 െ 1.6 ൈ 56ሻ 

						ൌ Minሺ154.57	, 126.80ሻ 	ൌ 126.80 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力* 単位 

引張 ߪ ൌ 94 ௧݂௦ ൌ 126 MPa 

せん断 ߬ ൌ 56 ௦݂ ൌ 118 MPa 

*：ⅢAS の許容応力を示す。

 

添付資料２２－１ 低圧炉心スプレイポンプ構造図 

添付資料２２－２ 原子炉機器冷却水熱交換器構造図 

添付資料２２－３ たて型ポンプ基礎ボルトの評価モデルについて 

 

以 上

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



添付資料２２－１ 

133 
 

低圧炉心スプレイポンプ構造図 
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原子炉機器冷却水熱交換器構造図 
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たて型ポンプ基礎ボルトの評価モデルについて 

 

たて型ポンプ基礎ボルトの耐震安全性の評価においては，既工認手法より保守的なモデ

ルであることを確認の上，簡易モデルである単質点解析モデルにて評価を行った。以下

に，今回用いた単質点解析モデルによる評価と既工認手法との差を示す。 

なお，単質点解析モデルを用いた評価対象は低圧炉心スプレイポンプ，余熱除去ポンプ

及び高圧炉心スプレイポンプの３機種である。 

 

項目 既工認手法 単質点解析モデル 

解析モデル 多質点モデル 

（低圧炉心スプレイポンプ） 

 

単質点モデル 

 

 

応力計算 

 

解析コード「NASTRAN」による

多質点モデルの地震応答計算

結果から求めたせん断力，転

倒モーメントにて算出 

単質点モデルの規格計算から

求めたせん断力，転倒モーメ

ントにて算出 

＊

計
算
結
果 

低圧 

炉心 

ｽﾌﾟﾚｲ 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 

M kg・mm kg・mm 

Qb kg kg 

Fb kg 

σb kg/mm2 

τb kg/mm2 kg/mm2 

余熱 

除去 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 

M kg・mm kg・mm 

Qb kg kg 

Fb kg 

σb kg/mm2 

τb kg/mm2 kg/mm2 

高圧 

炉心 

ｽﾌﾟﾚｲ 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 

M kg・mm kg・mm 

Qb kg kg 

Fb kg 

σb kg/mm2 

τb kg/mm2 kg/mm2 

＊ 既工認の地震動 S1を入力条件とし，計算結果を比較 

h 

D/2 D/2 
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タイトル 

余熱除去熱交換器，復水タンク及び中央制御室給気ユニットの機器付基礎ボル

トの腐食に対する評価の具体的内容について 

 

説明 

① 余熱除去熱交換器 

 余熱除去熱交換器（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 余熱除去熱交換器は，中間支持たて置円筒型容器であり，胴は４個の脚で支

持されており，それぞれ基礎ボルトを介して基礎に固定されています。添付資

料２３－１に構造図を示します。 

 

（２）解析モデル 

 本評価では，余熱除去熱交換器の解析モデルを作成し，動的解析により固有

周期，荷重及びモーメントを算出しています。本評価で用いた解析モデルを以

下に示します。 

 

 

図２３－１ 余熱除去熱交換器動解析の解析モデル 
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（３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － S － 

設置建屋 － 原子炉建屋 － 

設置高さ － FL 9.0 m 

固有周期（水平方向） － s 

固有周期（鉛直方向） － s 

水平方向設計震度 ܥு － 

鉛直方向設計震度 ܥ － 

＊：SS（800gal）地震力が S1地震力及び S クラスの機器に適用され

る静的地震力より大きく，SS 地震力による評価応力がⅢAS の許

容応力を下回るため，S1地震力及び静的地震力による評価を省略

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c2251174
テキストボックス
内は営業秘密に属しますので公開できません



別紙２３ 

138 
 

 

（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示します。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 30 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܽ 0.3 mm 

熱交換器の運転状態での質量 ݉  kg 

各質点の運転状態での質量（i=1） ݉ଵ  kg 

各質点の運転状態での質量（i=2） ݉ଶ  kg 

各質点の運転状態での質量（i=3） ݉ଷ  kg 

各質点の運転状態での質量（i=4） ݉ସ  kg 

各質点の運転状態での質量（i=5） ݉ହ  kg 

各質点の運転状態での質量（i=6） ݉  kg 

各質点の運転状態での質量（i=7） ݉  kg 

各質点の運転状態での質量（i=8） ଼݉  kg 

各質点の運転状態での質量（i=9） ݉ଽ  kg 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=1） ℓଵ  mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=2） ℓଶ  mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=3） ℓଷ  mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=4） ℓସ  mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=5） ℓହ  mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=6） ℓ  mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=7） ℓ mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=8） ℓ଼  mm 

脚の胴長手方向中心から各荷重までの距離（i=9） ℓଽ  mm 

脚 1 個あたりの基礎ボルトの本数 n － 

脚の端部から基礎ボルトまでの距離 ܾ  mm 

基礎ボルトから基礎開口端までの距離 ܿ  mm 

基礎ボルトの間隔 ݀ଵ  mm 

基礎ボルトの間隔 ݀ଶ  mm 

脚の胴周方向幅の２分の１ e  mm 
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２．評価方法 

（１）応力計算 

ａ．引張応力 

基礎接合部には図２３－１に示した解析モデルを用いて，基礎接合部

に生じる脚の回転モーメントܯௌଵもしくはܯௌଶ，並びにܯௌଷが得られる。 

JEAG では鉛直方向地震力による荷重と運転時質量による荷重とを分

けた計算式が示されているが，本評価では鉛直方向地震動と重力分を合

成した加速度（（１－Ｃｖ）・ｍｉ・ｇ及び（１+Ｃｖ）・ｍｉ・ｇ）を解析

モデルに入力，鉛直方向の応答解析結果として求めている。また，ܯௌଵ，

ௌଷは，図２３-２に示す各水平方向地震力と鉛直方向地震力の応ܯௌଶ及びܯ

答解析結果を包含した結果であり，以下に引張応力が最大となるケース

（Case5，第２脚）の結果を示す。 

 

記号 記号の説明 解析値 単位 

 ௌଵܯ
脚に傾きを発生させる 

上向きのモーメント 
N・m 

 ௌଶܯ
脚に傾きを発生させる 

下向きのモーメント 
N・m 

 ௌଷܯ
脚の傾きを発生させる 

ねじりモーメント 
N・m 

 

 

図２３－２ 水平方向地震力の入力方向と脚の位置 
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（ａ）基礎接合部における引張応力 

（ア）上向きのモーメントにより脚に傾きが生じる場合 

脚に上向きのモーメントܯௌଵが作用した場合，脚の傾きは図２３－３

のように発生する。モーメントの釣合より 

ܾ ∙ ଵଵܨ െ ௌଵܯ ൌ 0 

また，ܨଵଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

ଵߪ 	ൌ 	
ଵଵܨ
݊ ∙ ܣ

	ൌ
ௌଵܯ

݊ ∙ ܣ ∙ ܾ
 

となる。ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ は 

ܣ ൌ
ߨ

4
ሺ݀ െ 2ܽሻଶ 

 

図２３－３ 上向きに作用するモーメントによる脚の傾きと力 

 

（イ）下向きのモーメントにより脚に傾きが生じる場合 

脚に下向きのモーメントܯௌଶが作用した場合，脚の傾きは図２３－４

のように発生する。モーメントの釣合より 

ܿ ∙ ଶଵܨ െ ௌଶܯ ൌ 0 

また，ܨଶଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

ଶߪ 	ൌ 	
ଶଵܨ
݊ ∙ ܣ

	ൌ
ௌଶܯ

݊ ∙ ܣ ∙ ܿ
 

 
図２３－４ 下向きに作用するモーメントによる脚の傾きと力 
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（ウ）ねじりモーメントにより脚に傾きが生じる場合 

脚にねじりモーメントܯௌଷが作用した場合，脚の傾きは図２３－５の

ように発生する。モーメントの釣合より 

െ
݀ଶ
2
ଷଵܨ െ

݀ଵ
2
ଷଶܨ 

݀ଵ
2
ଷଷܨ 

݀ଶ
2
ଷସܨ െ ݁ ∙ ሺܨଷଵܨଷଶܨଷଷ  ଷସሻܨ  ௌଷܯ ൌ 0 

傾きと基礎ボルトの伸びの関係より 

	
ଷଵܨ

݁ 
݀ଶ
2

	ൌ
ଷଶܨ

݁ 
݀ଵ
2

	ൌ
ଷଷܨ

݁ െ
݀ଵ
2

	ൌ
ଷସܨ

݁ െ
݀ଶ
2

	 

 

また，ܨଷଵにより生じる基礎ボルトの引張応力は 

ଷߪ 	ൌ 	
ଷଵܨ
ܣ

	ൌ
ௌଷܯ

ܣ
∙

݁ 
݀ଶ
2

ቂ
1
2
∙ ൫݀ଵ

ଶ  ݀ଶ
ଶ൯  4 ∙ ݁ଶቃ

 

なお，ܯௌଷが負の場合，ߪଷは以下のとおりとなる。 

ଷߪ 	ൌ 	
ଷସܨ
ܣ

	ൌ
|ௌଷܯ|

ܣ
∙

݁ 
݀ଶ
2

ቂ
1
2
∙ ൫݀ଵ

ଶ  ݀ଶ
ଶ൯  4 ∙ ݁ଶቃ

 

 

 

図２３－５ ねじりモーメントのよる脚の傾きと力 

 

 

（エ）組合せ応力 

引張応力の組合せについては，荷重の方向により下記のとおりであ

る。 

（脚にܯௌଵ及びܯௌଷが作用するとき） 

ߪ 	ൌ ଵߪ   		ଷߪ

（脚にܯௌଶ及びܯௌଷが作用するとき） 

ߪ 	ൌ ଶߪ   		ଷߪ
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ｂ．せん断応力 

基礎接合部には図２３－１に示した解析モデルを用いて，基礎接合部

に生じるせん断力ܳが得られる。以下にせん断応力が最大となるケース

（case2，第 4 脚）の結果を示す。 

 

応力種別 記号 解析値 単位 

第１脚に生じるせん断力 ܳଵ N 

第２脚に生じるせん断力 ܳଶ N 

第３脚に生じるせん断力 ܳଷ N 

第４脚に生じるせん断力 ܳସ N 

 

このせん断力により生じるせん断応力は下記式で求められる。 

߬ 	ൌ 	
ܳ
݊ ∙ ܣ

	 

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力＊ 単位 

引張 ߪ 168 MPa 

せん断 ߬ 22 MPa 

＊ 第１脚から第４脚の算出応力のうち最大となる応力 

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用い

る評価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 30 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 
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ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度

補正により 

ܵ௬ ൌ ൌ 225.34  

ܵ௨ ൌ ൌ 385.89  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ225.34	, 0.7 ൈ 385.89ሻ 

				ൌ Minሺ225.34	, 270.12ሻ 														ൌ 225.34 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଶହ.ଷସ

ଶ
ൌ 169.01  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଶହ.ଷସ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 130.10  

・せん断応力（߬ ൌ 22	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂	, 1.4 ௧݂ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ169.01	, 1.4 ൈ 169.01 െ 1.6 ൈ 22ሻ 

						ൌ Minሺ169.01	, 201.41ሻ 	ൌ 169.01 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを確

認した。 

応力種別 算出応力 許容応力* 単位 

引張 ߪ ൌ 168 ௧݂௦ ൌ 169 MPa 

せん断 ߬ ൌ 22 ௦݂ ൌ 130 MPa 

*：ⅢAS の許容応力を示す。
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② 復水タンク 

 復水タンク（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 復水タンクは，平置円筒型容器であり，基礎ボルトにてコンクリート構

造の基礎スラブに固定する構造となっています。添付資料２３－２に構

造図を示します。 

 

 

（２）解析モデル 

 本評価では，Ｂクラス地震力による静的解析及び基準地震動 S1に基づ

く地震荷重を１／２倍した値を用いた動的解析を行います。動的解析は

復水タンクについて基礎の下及び周辺地盤も質点系として含めた構造物

－地盤連成応答解析モデルを作成し，基準地震動 S1に基づく地震荷重を

１／２倍した値を用い動的解析により固有周期，荷重及びモーメントを

算出しています。図２３－６に復水タンクの構造物－地盤連成応答解析

モデルを示します。 
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図２３－６ 復水タンクの構造物－地盤連成応答解析モデル 

 

（３）耐震条件・諸元 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － B － 

設置建屋 － 屋外 － 

設置高さ － FL -4.4 m 

ボルト径 ݀ 56 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

基礎ボルトの本数 n － 

タンク内径 Di  mm 

タンク重量 ்ܹ kg 

タンク内水重量 ܹ kg 
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（４）解析結果 

復水タンクの静的解析及び動的解析の結果を以下に示します。 

本結果より，動的解析の値＞静的解析の値であるため，以後の計算におい

ては動的解析の値を用います。 

 

評価部位 

せん断力 
（kg） 

モーメント 
(kg・mm) 

静的解析 動的解析 静的解析 動的解析 

タンク底部 

 

２．評価方法 

（１）応力計算 

ａ．引張応力 

地震によるモーメント（転倒モーメント）は 1.(4)より 

 kg・mm 

一方，復元モーメント（タンク総重量×重力加速度×タンク直径／２）は

 kg・mm  

 

従って，転倒モーメント＜復元モーメントであり，基礎ボルトには引張応

力は生じない。 

 

ｂ．せん断応力 

タンク底部に働くせん断力は 1.(4)より，ܳ ൌ 	݇݃が得られ

る。このせん断力により生じるせん断応力は下記式で求められる。 

߬ 	ൌ 	
ܳ

݊ ∙ ܣ
	 

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ は 

ܣ ൌ
ߨ

4
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ 

 

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力 単位 

引張 ߪ 発生しない － 

せん断 ߬ 63 MPa 
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（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる

評価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SNB16 － 

ボルト径 d 56 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 

 

ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補

正により 

ܵ௬ ൌ ൌ 720.71  

ܵ௨ ൌ ൌ 838.29  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ720.71	, 0.7 ൈ 838.29ሻ 

				ൌ Minሺ720.71	, 586.80ሻ 														ൌ 586.80 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ହ଼.଼

ଶ
ൌ 440.10  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ହ଼.଼

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 338.79  

・せん断応力（߬ ൌ 63	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂	, 1.4 ௧݂ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ440.10	, 1.4 ൈ 440.10 െ 1.6 ൈ 63ሻ 

						ൌ Minሺ440.10	, 515.34ሻ 	ൌ 440.10 
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３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを

確認した。 

応力種別 算出応力 許容応力 単位 

引張 発生しない ௧݂௦ ൌ 440 MPa 

せん断 ߬ ൌ 63 ௦݂ ൌ 338 MPa 

 

 

③ 中央制御室給気ユニット 

 中央制御室給気ユニット（基礎ボルト）の評価内容を以下に示します。 

 

１．評価仕様 

（１）機器構造 

 中央制御室給気ユニットは，ケーシング構造となっており，基礎ボルトで

十分剛な基礎に固定しています。添付資料２３－３に構造図を示します。 

 

（２）解析モデル 

 本評価の解析モデルを以下に示します。 

 

図２３－７ 中央制御室給気ユニットの解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転倒方向 

ℓ1i ℓ2i 

h 

転倒支点 

(ℓ1i ≦ ℓ2i) 
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（３）耐震条件 

項目 記号 入力値 単位 

耐震重要度 － S － 

設置建屋 － 補助建屋 － 

設置高さ － FL 16.5 m 

固有周期（水平方向） －  s 

固有周期（鉛直方向） － － 

水平方向設計震度 ܥு  － 

鉛直方向設計震度 ܥ  － 

送風機振動による震度 ܥி － 

*1：鉛直方向については剛構造とみなしている。 

*2：SS（800gal）地震力が S1地震力及び Sクラスの機器に適用さ

れる静的地震力より大きく，SS地震力による評価応力がⅢAS の

許容応力を下回るため，S1地震力及び静的地震力による評価を

省略 

（４）評価条件 

荷重，応力算出に用いた評価条件を以下に示します。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト径 ݀ 16 mm 

ボルト半径あたり腐食量 ܿ 0.3 mm 

運転時重量 ݉ kg 

重心までの距離 ݄ mm 

重心とボルト間の距離（長辺） ℓଵଵ mm 

重心とボルト間の距離（長辺） ℓଶଵ mm 

重心とボルト間の距離（短辺） ℓଵଶ mm 

重心とボルト間の距離（短辺） ℓଶଶ mm 

基礎ボルトの本数 n － 

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊ଵ － 

引張力を受ける基礎ボルトの本数 ݊ଶ － 

 

２．評価方法 

（１）応力計算 

ａ．引張応力 

角型配置の基礎ボルトであるため，引張力は最も厳しい条件として，基

礎ボルトを支点とする転倒を考え，これを片側のボルトで受けるものと

して計算する。 
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引張力 

ܨ ൌ
బሺಹାಷሻିబሺଵିೇିಷሻℓభ

ሺℓభାℓమሻ
  

引張応力 

ߪ ൌ
ி್

್
  

 

ｂ．せん断応力 

ボルトに作用するせん断力は全本数で受けるものとして計算する。 

せん断力 

ܳ ൌ ݉ሺܥு   ிሻܥ

せん断応力 

߬ ൌ
ொ್

್
  

ここで，基礎ボルトの断面積 ܣ は， 

ܣ ൌ
గ

ସ
ሺ݀ െ 2ܿሻଶ  

 

ｃ．計算結果 

上記 a. b. により求めた算出応力は以下のとおり。 

応力種別 記号 算出応力＊ 単位 

引張 ߪ 120 MPa 

せん断 ߬ 27 MPa 

＊ 長辺方向及び短辺方向の算出応力のうち最大となる応力

 

（２）許容応力 

ａ．算出条件 

JEAG4601-1987 に基づき，許容応力を算出する。以下に算出に用いる評

価条件を示す。 

項目 記号 入力値 単位 

ボルト材質 － SS400 － 

ボルト径 d 16 mm 

評価温度 － ℃ 

ボルト材の設計降伏点 ܵ௬ MPa 

ボルト材の設計引張強さ ܵ௨ MPa 
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ｂ．許容応力の算出 

ボルト材の設計降伏点，設計引張強さの設計・建設規格データの温度補

正により 

ܵ௬ ൌ ൌ 231.29  

ܵ௨ ൌ ൌ 394.57  

 

F ൌ Min൫ܵ௬, 0.7ܵ௨൯ 

				ൌ Minሺ231.29	, 0.7 ൈ 394.57ሻ 

				ൌ Minሺ231.29	, 276.20ሻ 														ൌ 231.29 

 

・引張許容応力の算出 

௧݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଶ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଷଵ.ଶଽ

ଶ
ൌ 173.47  

・せん断許容応力の算出 

௦݂ ൌ 1.5 ൈ
ி

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 1.5 ൈ

ଶଷଵ.ଶଽ

ଵ.ହ√ଷ
ൌ 133.54  

・せん断応力（߬ ൌ 27	MPa）と引張応力の組合せ許容応力の算出 

௧݂௦ ൌ Minሺ ௧݂	, 1.4 ௧݂ െ 1.6߬ሻ 

						ൌ Minሺ173.47	, 1.4 ൈ 173.47 െ 1.6 ൈ 27ሻ 

						ൌ Minሺ173.47	, 199.66ሻ 	ൌ 173.47 

 

３．結論 

 上記の結果から，基礎ボルトに発生する応力が許容応力を満足することを

確認した。 

応力種別 算出応力 許容応力* 単位 

引張 ߪ ൌ 120 ௧݂௦ ൌ 173 MPa 

せん断 ߬ ൌ 27 ௦݂ ൌ 133 MPa 

*：ⅢAS の許容応力を示す。

 

 

添付資料２３－１ 余熱除去熱交換器構造図 

添付資料２３－２ 復水タンク構造図 

添付資料２３－３ 中央制御室給気ユニット構造図 

 

以 上
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余熱除去熱交換器構造図 
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復水タンク構造図 
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中央制御室給気ユニット構造図 
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